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１．はじめに  
  

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第３次）」（以下「本研究計画」
という。）は，平成 26 年度から平成 30 年度まで実施された「災害の軽減に貢献するため
の地震火山観測研究計画」，及び令和元年度から令和５年度まで実施された「災害の軽減に
貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」（以下「前研究計画」という。）に続く
ものとして，科学技術・学術審議会において令和５年度に建議され，令和６年度から５か年
計画として実施されている。 

前研究計画から引き継がれている本研究計画の目標は，地震や火山噴火及びそれに起因
する災害に関する学術研究を推進し，その成果の活用により災害の軽減に貢献することで
ある。この目標を達成するため，本研究計画は，地震・火山現象の発生機構やその発生場を
解明する「地震・火山現象の解明のための研究」，地震・火山噴火の発生や活動推移の予測
手法を開発する「地震・火山噴火の予測のための研究」，地震・火山現象に伴う災害誘因*

を予測し災害情報につなげる「地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究」，災害の発生
機構解明と社会の共通理解を促す手法の確立を目指す「地震・火山噴火に対する防災リテラ
シー*向上のための研究」，発生すれば大きな社会的影響が懸念される事象に特化した総合
的研究により，具体性の高い研究成果の発信と社会還元につなげることを意図した「分野横
断で取り組む地震・火山噴火に関する総合的研究」，観測研究基盤の整備・人材育成などを
目指す「観測基盤と研究推進体制の整備」の６つの大項目からなる（図 A1）。 

各大項目には，より具体的な中項目が置かれている。特に，重点研究と位置づける「地震
発生の新たな⻑期予測」，「火山の噴火発生・活動推移に関する定量的な評価と予測の試行」，
及び「地震の災害誘因の即時予測*手法の高度化」の３つの中項目では，行政機関等との連
携を重視して実施することで，社会的要請に応える成果の創出を目指している。 

 
図 A1．計画の概要と大項目・中項目 
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○ 実施体制 
各大項目は目的ごとに設定されているが，それぞれの目的の達成のためには，広範な分野

の協同が必要である。地震や火山噴火に関する観測研究への社会的要請に応えるべく，地震
学・火山学分野だけでなく工学分野や人文学・社会科学分野を含めた災害科学として学際的
研究を進めるところに本研究計画の特色がある。 

そこで，広範な分野にわたる研究を効率的かつ調和的に推進するため，専門分野ごとに８
つの計画推進部会を設置している。社会的影響が特に危惧される対象に対しては，計画推進
部会の枠をこえて研究分野を横断した総合的な研究を実施するため，６つの総合研究グル
ープを設置している。さらに，地震学・火山学分野の研究者と災害予測や防災に関連する研
究者が協働して計画を推進するために，「地震・火山科学の共同利用・共同研究拠点*」で
ある東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災学*の共同利用・共同研究拠点」で
ある京都大学防災研究所とが「拠点間連携」を図り，「拠点間連携共同研究*」を実施して
いる（図 A2）。 

 

  
図 A2．実施体制 
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○ 参加機関と課題数  
本研究計画には，国立大学法人等（北海道大学，弘前大学，東北大学，秋田大学，千葉大

学，東京大学，東京海洋大学，東京科学大学，新潟大学，富山大学，山梨大学，信州大学，
名古屋大学，京都大学，神⼾大学，⿃取大学，広島大学，高知大学，九州大学，鹿児島大学，
琉球大学，兵庫県立大学，関東学院大学，立命館大学），国立研究開発法人（情報通信研究
機構，防災科学技術研究所，海洋研究開発機構，産業技術総合研究所），独立行政法人（国
立文化財機構），政府機関（国土地理院，気象庁，海上保安庁），公設試験研究機関（北海道
立総合研究機構，山梨県富士山科学研究所），計 34 機関が参加している（図 A3）。 

令和６年度の本研究計画は，162 の実施計画（個別課題），公募による 17 の実施計画，お
よび拠点間連携共同研究としての 11 の実施計画からなっている。 

 
図 A3．参加機関  
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○ 本報告書について 
本報告書では，個別課題による研究成果の中で代表的なものを，近年発生した顕著な地震

である 2024 年日向灘地震と 2024 年能登半島地震に関するもの，及び各大項目に関係の深
いものに分けて紹介している。紹介する個別課題は，[xxxx01]のように課題番号で示してい
る。それぞれの研究実施機関・研究課題名・研究代表者については「災害の軽減に貢献する
ための地震火山観測研究計画（第３次）令和６年度研究課題一覧」のページを参照されたい。
なお，全ての個別課題の成果は，各年度の年次報告【機関別】（文部科学省および地震火山
観測研究推進協議会*のホームページに掲載）にまとめられている。また，各部会・総合研
究グループ・拠点間連携共同研究ごとのまとめは，本報告書の末尾に参考資料として掲載し
ている。 

本報告書の作成にあたっては，難解な学術用語をなるべく避け，平易な文章で学術的成果
を記述することを⼼がけた。説明が冗⻑となることを避けるためにやむを得ず専門用語等
を使用する場合には，本報告書付録の「用語解説」 のページで当該用語を解説しているの
で，必要に応じて参照されたい。 
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２．近年発生した地震に関連して得られた重要な成果 
 
２−１．⽇向灘の地震と南海トラフ地震臨時情報*の発表について 
 
 日向灘では2024年８月８日にM*7.1の地震が発生し，宮崎県の日南市で最大震度*６弱を
観測した。この地震は南海トラフ地震の想定震源*域*の⻄端付近で発生したものであり，「南
海トラフ沿いの地震に関する評価検討会*」での検討を受けて，「南海トラフ地震臨時情報（巨
大地震注意）」が気象庁から発表された。また，2025年１月13日にはM6.6の地震が2024年
の地震の近傍で発生した。これらの地震は，フィリピン海プレート*と陸側プレートの境界
断層で発生したものであるが，地震の前後にはプレート境界*断層でスロースリップ*やアフ
タースリップ*などのさまざまなスローなすべりが発生していることが明らかになった。 
 
 国土地理院GEONET*の観測点に加えて，宮崎県・鹿児島県内に14ヶ所のGNSS*（全球測
位衛星システム）連続観測点が設置され，地殻変動*のモニタリングが継続して行われてい
る。これらの観測網によってM7.1とM6.6の地震時の地殻変動が捉えられた（図H1）
［DPRI09］。 

 

図 H1．日向灘沿岸域におけるGNSS観測結果［DPRI09］。2024年７月以前の定常トレン
ドを差し引いて非定常地殻変動*成分を表示している。赤丸は, 各期間に発生した地震の震
央*分布を表し，M7.1とM6.6の地震については発生から１週間以内に発生した地震を表示し
た。 
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また，2024年の地震後には余効変動*があったことが明らかになった。地殻変動の観測結

果から推定された震源断層*モデルによると，２つの地震のすべり域は南北に隣接しており，
重なりはみられない。さらに，2025年の地震のすべり域は1996年10月と12月に発生したプ
レート境界地震（それぞれM6.9，M6.7）のすべり域と重なっていることが分かった（図H2）。
すなわち，2025年の地震では，1996年の２つの地震を合わせた領域が約28年間を経て，同
時にすべったと考えられる。国土地理院GEONETの観測結果［GSI_01］によると，2024年
の地震に先立って2023年後半から震源域の⻄側でモーメントマグニチュード*（Mw）5.9の
スロースリップが発生していたことが明らかになった。 

 

図 H2．GNSS観測結果から推定された日向灘における４つのプレート境界地震の震源断層
モデル*［DPRI09］。実線と破線からなる⻑⽅形がそれぞれの地震の震源断層モデルを表し，
実線が浅い⽅の辺を表す。断層モデルと余震*を含む震央分布（丸）は，1996年の2つの地震
（ M6.9(Mw6.7)と M6.7(Mw6.7)） ， 2024 年 の地 震 （ M7.1(Mw7.0)） ， 2025 年 の地 震
（M6.6(Mw6.9)）に対応してそれぞれ灰色，赤，⻘で表示している。 
 

また，2024年の地震後の余効変動がアフタースリップによるものだとすると，その規模
は地震後38日間でMw6.7に達しており，発生域は2024年の地震の震源域の東側と⻄側の両
⽅に広がっていた。このうち，⻄側のアフタースリップの発生域の端を震央として2025年
の地震が発生した（図H3）。継続したモニタリングによって明らかになった，地震前に発生
したスロースリップ，地震が発生した時のすべり，地震が起きた後のアフタースリップの発
生域の間の位置関係，さらには過去の地震の震源域との関係の把握は，地震発生ポテンシャ
ル*の評価にとって重要な成果である。 
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図 H3．2024年の日向灘の地震後のアフタースリップ分布と地震の震源域の関係［GSI_01］。
1996年の２つの日向灘地震（10月：⻘，12月：緑）と2024年日向灘の地震（⿊破線），お
よびそのアフタースリップ（カラースケール）のすべり分布を等値線で表示。星印は2024年
の震央，赤丸は，2025年１月13日の震央と余震分布。矢印は，アフタースリップのすべり
⽅向及び大きさを表す。 
 

南海トラフ地震臨時情報の発表についての認知度や，発表を受けた防災行動の実態など
について，全都道府県を対象とした調査が臨時情報発表の翌日から行われた［III_01］。その
結果，臨時情報を見聞きしたとの回答は約8割であったが，呼びかけられていた「日ごろの
地震への備えの再確認」を行ったと回答した割合は極めて低かったことが明らかになった
（図H4）。これは，一部の報道で巨大地震注意を呼びかける期間が１週間であることが強調
されたため，日頃からの備えを確認するという重要なメッセージが伝わらなかった可能性
がある。今回の調査結果は，災害情報をより効果的に伝える表現技法の開発に生かされるこ
とが期待される。 
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図 H4．南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の入手先（赤）と，入手後の行動に対す
る回答（⻘）［III_01］。 
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２−２．令和６年能登半島地震について 
 

石川県能登半島の北東部においては，2020 年 12 月頃から地殻*内での地震活動が活発化
し，2022 年度以降，科学研究費助成事業および，地震・火山噴火予知研究協議会*（現在の
地震火山観測研究推進協議会）からの各課題への追加予算により，その発生原因を調べる観
測・研究が進められていたが，2024 年１月１日には M7.6 という地殻内地震としては極め
て規模の大きな地震が発生し，多大な被害が生じた。この地震の実態や，一連の地震活動に
おける大地震に至る過程の研究について，昨年度は以下の２つの特筆すべき結果が得られ
た。 
 

1 つ目は，M7.6 の地震の余震やすべりの分布についてである。余震の震源決定について
は，本研究経費に加えて，科学研究費補助金特別研究促進費により，自己浮上式海底地震計
（OBS）を用いた海域緊急余震観測を各大学・機関合同で地震直後に実施した。そのうち 26
台の短期収録短周期型 OBS を用いて，本震*発生１ヶ月後から約１ヶ月間について，これま
でその詳細が明らかでなかった海域での余震震源分布と発震機構*解を求めた。その結果，
余震の震源は深さ約 17 km よりも浅く，上部地殻*内において活発であることがわかった。
また，深い地震は海域にあたる震源域最東部に多く位置していること，多くの地震が北⻄-
南東⽅向の圧縮応力*で起きていたこともわかった（図 N1，Shinohara et al., 2025)[ERI_08]。 
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図 N1．2024 年能登半島地震（M7.6）の震源域東部での海域地震観測による余震の震源分
布（Shinohara et al., 2025）[ERI_08］）。カラーの丸は余震分布，赤四角は設置した海底地
震計の位置を表す。先行研究（日本海地震・津波調査プロジェクト）により想定されていた
震源断層モデル(NT2-NT6)を⻑⽅形で示す。解析期間は，2024 年１月 24 日から２月 22 日
までで，マグニチュードが 1.6 以上の気象庁震源リストにある地震を再決定した。 
 

また，海域での M7.6 の地震でのすべりに関して，津波の観測データをもとにした推定も
行われた。陸域で観測された地震時地殻変動に基づいた国土地理院による断層モデル（2024
年２月 29 日版）から計算した津波では，観測津波波形を十分に再現することができず，こ
のモデルよりもさらに北東域に波源*が必要であることがわかった（図 N2，Yamanaka et al., 
2024)[HKD_05]。この津波データから得られた津波波源の位置は上記の震源分布の北東限
ともよく一致している。ただし，先行研究（日本海地震・津波調査プロジェクト）により想
定されていたこの地域の震源断層モデルと余震分布を比較すると，震源断層モデルの北東
端領域の北側半分では余震活動が活発でない。今後この部分が割れ残っているのかどうか，
より詳細に検討していく必要がある。 
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図 N2．2024 年能登半島地震における飯田港，直江津の津波波形を説明するための追加波
源の推定結果。 能登半島北東沖に示す実線の等値線が推定された追加波源。 
 

さらに余震の分布の解析からは，浅部が高角，深部が低角の形状（リストリック*な形状）
をした断層の存在の可能性が示唆されていたが，測地データからも，リストリックな形状の
断層によるすべりのモデル化*（すべり分布の推定）が行われた。ここでは，まず，国土地
理院 GEONET，SoftBank，大学の臨時観測による GNSS データおよび InSAR*データを併
用して推定した。SoftBank の GNSS 観測点を用いることで特に InSAR データでは感度が
ない南北成分の変位を含めて高い空間分解能で地殻変動分布を得ることに成功し，それら
から地震時断層すべりを推定した。その結果，能登半島北岸下の２箇所に大すべり域が存在
することをあらためて示すことができた（図 N3，Yamada et al., 2025)[THK_09，THK_12]。 
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図 N3．測地データを用いた 2024 年能登半島地震の地震時すべり分布推定結果。浅部が高
角，深部が低角の断層面(リストリックな断層面)を仮定した結果。 
 

このように，陸上のみのデータでは精度に限界があった，海域でのすべりや余震分布の詳
細が明らかになったほか，複数のデータを用いて本震すべり分布の実態が明らかになった。 
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２つ目は，一連の地震活動の背景にあると考えられている流体の関与や地殻構造につい
てである。まず，2024 年１月１日の M7.6 の地震の前の地震活動については，震源分布の
丁寧な解析により，既知の活断層*の深部延⻑よりも深い場所に活断層の深部延⻑と平行な
面を形成するような地震活動が存在していることが明らかになった。この地震活動域（珠洲
伏在断層）において，地震前に M7.6 の地震の震源に向かって⻄向きおよび鉛直上向きの２
つの震源移動が見られた(図 N4)。このことは，流体が本震前に深部の微細断層を通じて震
源付近にまで移動していたことを示唆している（Yoshida et al., 2024)[DPRI02]。 

 

図 N4．(a) 本震破壊が開始した断層（珠洲伏在断層）上での微小地震の移動と本震時準鉛
直変位 (Yoshida et al., 2024)。丸は本震発生前の地震の震源を示し，色は発生日を表す。濃
赤色の四角は余震を示す。背景のグレースケールは本震時準鉛直変位を，緑と⿊の等値線
は，それぞれ 2023 年 Mw6.2 地震と 2022 年 Mw5.2 地震の地震時すべり分布を表す。赤，
緑，シアン，⻩，⿊の星印は，それぞれ本震，2023 年 Mw6.2 地震，2022 年 Mw5.2 地震，
本震直前の前震*，および本震発生 1 日以内の前震の震源を示す。(b) x 軸から 1km 以内の
本震時準鉛直変位。(c) x 軸⽅向（a に示す）における珠洲伏在断層上での微小地震の移動。
縦軸は本震までの日数を表す。  
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震源分布と地震波速度で見た地殻構造を検討した結果，低ブーゲー重力*異常*域の直下に
あたる 2024 年 M7.6 地震の断層モデルの深部延⻑に，高 Vp（Ｐ波*速度），高 Vp/Vs*（Ｐ
波速度とＳ波*速度の比）の領域が確認された。また，M7.6 地震のすべり域付近は低 Vp，
低 Vp/Vs となっている。高 Vp，高 Vp/Vs 領域の原因として中新世に形成されたカルデラ*

の古いマグマ*溜まり*が固化したものが存在するためであることが考えられる。それを経由
した，周囲への水の移動により，地震活動が発生したと考えられる。また，M7.6 地震のす
べり域付近の低 Vp，低 Vp/Vs の原因としては，⻑期の地震活動と関連し水と共に移動した
SiO2 の濃集が考えられる（図 N5，岡田・2024 年能登半島地震陸域余震観測グループ，2024）
[THK_11]。 

  

図 N5．能登半島北東部の地震波速度（Vp：P 波速度，Vs：S 波速度）構造。(a) 深さ 18 
km の Vp/Vs 分布。赤点線の楕円は低ブーゲー重力異常域を示す。白星，小白星，赤星は
それぞれ 2023 年 の M6.5 の地震，2024 年 1 月 1 日 16 時 06 分の M5.5 の地震，16 時
10 分の能登半島地震（M7.6)の震央を示す。白及び⿊の点は M7.6 発生前及び発生後の地
震を示す。赤四角は使用した観測点を示す。 (b)Vp/Vs の C-C’鉛直断面図。破線の丸領域
は高 Vp，高 Vp/Vs 領域，破線の四角領域は低 Vp，低 Vp/Vs 領域を示す。(c)Vp の C-
C’鉛直断面図。灰及び⿊の点は，M7.6 発生前及び発生後の地震を示す。(b)，(c) には，日
本海プロジェクトによる断層モデルを赤線で，国土地理院による断層モデル（2024 年 1 月
30 日時点）を紫線で，太田・山田 (2024) による断層モデルを⻘線で，それぞれ重ねて示
す。 
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３．各建議項目における令和６年度の代表的な成果 
 
３−１. 地震・火山現象の解明のための研究  
 
【地震・火山現象の解明のための研究】として，本研究計画では下記項目を実施している。 
 
------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
（１）史料*・考古・地形・地質データ等の収集と解析・統合 

ア．史料の収集・分析とデータベース化 
イ．考古データ*の収集・集成と分析 
ウ．地形・地質データの収集・集成と文理融合による解釈 

（２）低頻度かつ大規模な地震・火山噴火現象の解明， 
（３）地震発生過程の解明とモデル化 
（４）火山活動・噴火機構の解明とモデル化 
（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

ア．プレート境界地震と海洋プレート*内部の地震 
イ．内陸地震*  
ウ．火山噴火を支配するマグマ供給系*・熱水系*の構造の解明 
エ．地震発生と火山活動の相互作用の理解とモデル化 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
 

令和６年度は，地震（現象解明）部会による「日本海溝北部における微動*とＳ波速度構
造の空間相関」（16 ページ），火山部会による「十勝岳における空中磁気測量*と磁化構造*解
析」（17 ページ），史料・考古部会による「全国遺跡出土地震痕跡データセットの公開」（18
ページ）などの成果が得られた。 
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地震・火山現象の解明に向けて，プレート境界域，海洋・大陸プレート内部や火山地域な

ど，地質環境の特性に応じて，震源分布，構造，応力・ひずみ*場や物質分布を観測・調査・
実験により明らかにし，地震・火山活動を支配する場の構造の解明とそのモデル化を進めて
いる。本年度は，プレート境界である日本海溝北部における地震波Ｓ波速度構造の推定が行
われ，この地域で発生するテクトニック微動*との空間相関について特徴が明らかになった。
2006 年から 2007 年にかけて日本海溝北部で実施した高密度海底地震観測から得られた地
震波形記録の常時微動*を使った表面波*トモグラフィー解析*より，深さ約 30 km までの詳
細な３次元Ｓ波速度構造モデルが推定された。その結果，テクトニック微動が発生している
領域が，プレート境界断層の深さ（13.5 km）付近のＳ波速度が小さい領域（低速度領域）
と対応することが分かった。沈み込む海洋プレートの堆積層に流体が存在することが低速
度層の存在から示唆される。この流体が堆積層から脱水することによって，プレート境界断
層やその周辺の間隙流体圧*が変化し，それが断層すべりの挙動に影響を与えることで，地
震やテクトニック微動の発生を促す要因となっていると考えられる。 
 

 

 

図 1．（右）日本海溝沿いの地震（⻘点）とテクトニック微動（赤点，橙点）の分布と 1994
年三陸はるか沖地震および 2011 年東北沖地震の断層すべり量分布（⻘色の等値線）。 

（左上）右図点線に沿った地域の大地震発生領域とテクトニック微動の活動分布。 
（左下）右図点線に沿った，深さ 30km までのＳ波速度構造断面。 
  

⽇本海溝北部における微動とS波速構造の空間相関 [THK_04] 
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火山の岩石には磁気を帯びた鉱物が含まれており，それらが周囲に磁場を生じさせてい

る。これらの鉱物の磁性は，温度が高くなったり，熱水変質*を受けたりすることで弱まる
ことが知られている。岩石の磁性が変化すれば，それに伴って火山の上空で観測される磁場
も変化する。この性質を利用すると，空中で磁場の変化を測定することで地下にある岩石の
磁性の変化を捉えることができ，それを通じて，定性的ではあるが地下の温度変化や熱水変
質の進行を推定することが可能となる。直接見えない地下の状態を把握するうえで，有効な
観測手法のひとつである。これまでこの種の観測には，地上に設置した磁力計や，ヘリコプ
ターなどの大型の飛行体が用いられてきた。しかし 2019 年頃からは，小型ドローンを用い
た観測が可能となり，より柔軟で高精度な計測が実現している。 

本研究では，十勝岳（北海道）でドローンを用いた磁場観測を実施し，前年度の観測記録
と比較を行った。２回のデータを比較した結果，大正火口や 62-II 火口の地下で磁性の回復
が確認された。62-II 火口では 2021 年頃から噴気量が増え，それまでの地盤膨張が収縮傾
向に転じたことがわかっており，磁性の回復は，地下にたまっていた熱が解放されたことに
よる低温化と解釈できる。一⽅，2015 年ごろから地熱異常が拡大している前十勝⻄斜面で
は，熱水変質の進行を伺わせる磁性の低下が捉えられた。 

 
図 2．(A)空中で磁場を測定中のドローン。(B) 2023 年の空中磁気測量結果から推定した，
標高 1,500 m における磁化分布。 (C) 2024 年の同標高における磁化分布。(D) 2023 年か
ら 2024 年にかけての磁化変化。  

十勝岳における空中磁気測量と磁化構造解析 [HKD_03] 
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地震・火山噴火に関わる将来の活動推移の予測には，それらの過去の事象と現在の状況の

把握が重要である。とくに過去の事象の理解には，史料，考古資料，地質の調査から得られ
る情報の活用がきわめて効果的である。 

そのような背景のなかで，令和６年度は，「全国遺跡出土地震痕跡データセット」の一般
公 開 を 奈 良 文 化 財 研 究 所 の Web （ https://sitereports.nabunken.go.jp/ja/cultural-data-
repository/75）にて，令和７年１月 24 日から開始した。1,499 件にものぼるデータセット
を CSV*形式で利用することができる。データセットの準備過程においては，研究所が収蔵
する 13 万冊以上の考古発掘調査報告書より，地震痕跡に関わるキーワード(地震，断層，液
状化*）の記載のある計 1,499 冊を選び出した。さらに地震痕跡の記載場所を特定の上，そ
れらを 326 地点に分類（2025 年１月時点）した。加えて，同研究所の Web にて「遺跡災害
情報ポータルサイト」（https://hde-gis.nabunken.go.jp/）を開設し，その中で「全国地震痕
跡統計データ」と，県別の地震痕跡データを地図上に展開した「地震痕跡データマップ」の
一般公開を開始するとともに，公開済みであった「歴史災害痕跡データベース」も収納した。
これらの考古資料の集成によるデータベースの構築は，これまで認識が困難であった地震
痕跡の分布傾向や，表層地質*を反映した揺れやすさの傾向を視覚化することにつながった。
これらのデータベースは，地震痕跡の残りやすさを検討する糸口になるものであり，史料・
考古資料を用いた研究の特性を把握する上で役立つ。さらに近代以降に発生した地震時の
被災状況との比較を行うことで，地域ごとの地震時の災害発生メカニズムの整理にもつな
がる。これら全ては，現在の社会インフラを評価していく重要な情報基盤となる。 

 
図 3．データセットの表示例。  

全国遺跡出土地震痕跡データセットの公開 [NAB_01]  
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３−２. 地震・火山噴火の予測のための研究 
 
【地震・火山噴火の予測のための研究】として，本研究計画では下記項目を実施している。 
 
------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
（１）地震発生の新たな⻑期予測（重点研究） 

ア．プレート境界巨大地震の⻑期予測 
イ．内陸地震の⻑期予測 

（２）地震発生確率の時間更新予測 
ア．地震発生の物理モデルに基づく予測と検証 

 イ．観測データに基づく経験的な予測と検証 
（３）火山の噴火発生・活動推移に関する定量的な評価と予測の試行（重点研究） 
------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
 
 令和６年度は，地震（⻑期予測）部会による「測地・地震観測データに基づく地殻内地震
⻑期予測手法の高度化」（20 ページ），地震（中短期予測）部会による「東北地⽅太平洋沖
地震のプレスリップ検証」（21 ページ）などの成果が得られた。 
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内陸地震の起こりやすさ（発生ポテンシャル）を評価するために，GNSS データを使って，

地殻内部の３次元的変形速度の分布を推定する手法を開発した。⻄南日本を対象として，プ
レートの沈み込みによる影響を除去したうえで，地震や活断層の形成に関わる「非弾性*変
形*」速度の空間分布を推定した。非弾性変形は，地殻での応力蓄積・解放過程を反映する
もので，内陸地震の発生を理解するうえで重要な情報である。 

推定の結果，地震活動が活発な地域や活断層の分布域の地殻浅部に非弾性変形が集中し，
深部ではその分布がより均一になる傾向が明らかとなった。非弾性変形の中でも断層のす
べりに対応する変形様式である「せん断ひずみ」に着目すると，特に，過去の研究でひずみ
の集中が知られていた新潟から神⼾にかけての地域や，中央構造線沿いでは，深さ 20km 以
浅で大きな非弾性変形が進行していることが確認された。これらの結果は，地域ごとに異な
る非弾性変形の特徴を示しており，内陸地震発生の地域性を理解するうえで重要な手がか
りとなる。 

 
図 4．GNSS データにもとづいて推定された⻄南日本における非弾性変形の分布。非弾性変
形が大きい領域は暖色系で示している。地図上の A–A'，B–B'，C–C'，D–D'の各ラインに沿
った深さ断面図を右側に示す。 
  

測地・地震観測データに基づく地殻内地震⻑期予測⼿法の⾼度化 [DPRI03]  
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大きな地震に先行して断層がゆっくりとすべる現象（プレスリップ）が存在する可能性

が古くから指摘されているが，実際の大地震でその実在が確かめられた例はほとんどな
い。多数の GNSS 観測点での高サンプリングレート*の記録を用い，プレスリップで期待
される⽅向の成分をスタック（重ね合わせ）したところ，2011 年３月 11 日の東北地⽅太
平洋沖地震（M9.0）の２時間前から Mw6.9 相当の加速的なプレスリップが見出された，
という報告(Bletery & Nocquet, 2023)が大いに注目された。しかし，Bradley & Hubbard 
(2023)は，GNSS 観測特有のノイズを補正すると Bletery & Nocquet (2023)の見つけたプ
レスリップ状の変化は見えなくなると反論した。このような問題には，独立なデータでの
検証が非常に有効である。 

そこで，GNSS 以外の地殻変動観測手段を用いて検証を行った。Bletery & Nocquet 
(2023)と同様の手法で東北沖地震から 500 km 以内にある Hi-net*併設の高感度加速度計記
録をスタックし，傾斜記録*にプレスリップに相当する変化が見られるかを検証した。その
結果，地震前に加速するような変化はみられなかった。当該時期のノイズレベルは Mw6.4
相当であり，これを超えるようなプレスリップは本震発生直前の数時間にはなかったと結
論できる（図 5）(Hirose et al., 2024)。 

 
図 5．(a) 傾斜記録のスタッキングに用いた Hi-net 観測点（四角）と東北沖地震の本震
（発震機構解）及び 3 月 9 日の前震（M7.3，⻩色星）の震央の位置関係。(b) 先行研究
（Bletery & Nocquet (2023)）により，東北沖地震前に発生したとされるすべりの模式図 
（灰色）。本研究において，観測された傾斜変化をスタッキング処理して震源での地震モ
ーメント*相当量に換算した結果 (⻘色)（Hirose et al., 2024 を改変)。  

東北地方太平洋沖地震のプレスリップ検証 [ERI_11, ERI_12] 
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３−3．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究  
 
【地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究】として，本研究計画では下記項目を実施し
ている。 
 
------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
（１）地震の災害誘因の事前評価手法の高度化 

ア．強震動*の事前評価手法 
イ．津波の事前評価手法 
ウ．地震動に起因する斜面変動*・地盤変状*の事前評価手法 
エ．大地震に起因する災害リスクの事前評価手法 

（２）地震の災害誘因の即時予測手法の高度化（重点研究） 
ア．地震動の即時予測手法 
イ．津波の即時予測手法 

（３）火山噴火による災害誘因評価手法の高度化 
（４）地震・火山噴火の災害誘因予測・リスク評価*を防災情報につなげる研究 
------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
 

令和６年度は，災害誘因・即時予測部会による「TCN*モデルに基づく⻑周期地震動*によ
る建物の揺れの即時予測」（23 ページ）などの成果が得られた。 
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機械学習*モデルの一つである Temporal Convolutional Network（TCN）に基づく⻑周期

地震動波形の予測手法（Furumura & Oishi, 2023）を前研究計画（令和元年度から令和５年
度）で開発した。これを用いて，東北地⽅周辺の大地震(M6 級)にともなう都⼼の超高層ビ
ルの揺れについての即時予測実験を行った。予測は，1) 震源域から関東平野への揺れの伝
播，2) 関東平野内の観測点から建物への揺れの伝播の２段階に分けて行った。まず１段階
目の TCN モデルに対して，福島県に位置する F-net*の HROF 観測点の強震計２成分を入
力するデータとし，200km 離れた MeSO-net*銀座観測点（GNZM）の水平２⽅向の揺れを
予測できるよう，モデルに訓練データを学習させた。次に，２段階目の TCN モデルでは，
GNZM の揺れを入力するデータとし，そこから 5km 離れた霞ヶ関の中央合同庁舎７号館
（CG7）の最上階（37 階）の水平２⽅向の揺れを予測できるよう，モデルに訓練データを
学習させた。 
 観測データによる学習の完了した，上述の２つの TCN モデルを用いて，東北沖の大地震
による超高層ビルの揺れを予測したところ，建物の揺れの時系列，応答スペクトル*，揺れ
の継続時間などの特徴が適切に予測できることを確認した（図 6）。今後，学習に使用する
地震データの種類や入力観測点を増やすことにより，内陸地震や南海トラフ沿いの地震に
ともない発生する⻑周期地震動予測へと適用範囲を拡大する予定である。 

 
図 6．TCN モデルに基づく⻑周期地震動による建物の揺れの即時予測の結果。（a）学習に
用いた地震の震央（⻘）と予測実験の対象とした地震の震央（赤）。（b）予測結果の例。
#4 の地震に対する予測結果を示す。  

TCNモデルに基づく⻑周期地震動による建物の揺れの即時予測［ERI_15]  
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3−４．地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究  
 
【地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究】として，本研究計画では下記
項目を実施している。 
 
------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
（１）地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明 
（２）地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究 
------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
 
 令和６年度は，防災リテラシー部会による「地震遭遇時の行動についての行動経済学的調
査」（25 ページ）などが行われた。 
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一般に，地震を経験すると一時的に人々の防災意識は高まるが，しばらくすると元の状態

に戻ってしまう。防災リテラシーの向上は，このような意識の性質を考慮した上で，⻑期的
に持続する形での実現を目指す必要がある。その達成に向けて，災害時の人々の行動を理解
するために，行動経済学に基づく調査研究が行われた。行動経済学は，人間の行動が，合理
性によってではなく感情や⼼理によってどのように左右されるかを調べる学問である。過
去の例から，災害に直面した際の人間の行動は，災害の回避に対して必ずしも合理的に選択
されているわけではなく，むしろ感情に支配されることが多いことが明らかなため，防災リ
テラシー向上による減災の実現という目標に向けて，行動経済学は重要な手段となりうる。 

令和６年度に実施された研究では，時間帯，曜日，周囲の人の有無といった条件が地震時
にとるべきとされる行動にどのような影響を与えるかを調査した。調査は 8 月と 12 月に実
施され，以下の結果が得られた。 
・地震の情報を確認するかしないかは，時間帯よりも周囲の人の有無に影響される。 
・周囲の状況を確認するかしないかは，時間帯と周囲の人の有無の両⽅に影響される。 
このように，地震に遭遇したときにとるべき行動を人々が実際にとるかどうかは被災時の
状況に影響を受けること，しかし影響の受け⽅は行動ごとに異なることがわかった。 

 
 
図 7．地震発生直後に(a)情報を確認した割合，(b)周囲の状況を確認した割合。 
 

地震遭遇時の行動についての行動経済学的調査［KGU_01]  
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3−５．分野横断で取り組む地震・火山噴火に関する総合的研究  
 
【分野横断で取り組む地震・火山噴火に関する総合的研究】として，本研究計画では下記の
総合研究グループを設置し，研究を実施している。 
 
------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
（１）南海トラフ沿いの巨大地震 
（２）首都直下地震* 
（３）千島海溝沿いの巨大地震 
（４）内陸で発生する被害地震 
（５）大規模火山噴火 
（６）高リスク小規模火山噴火 
------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
 
 令和６年度は，それぞれのグループで「豊後水道の低周波微動*と潮汐*との関係」（27 ペ
ージ），「首都圏の地震の巣と海山の沈み込み」（28 ページ），「観光客等の地理不案内者を想
定した津波避難訓練」（29 ページ），「能登半島地震の粘弾性*緩和*から予測される地殻変動」
（30 ページ），「再来間隔における最大規模の噴火の火山灰*拡散範囲」（31 ページ），「水蒸
気噴火*発生場に関する概念モデルの作成」（32 ページ）などが実施された。 
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豊後水道では，6〜12 か月間続く M6〜7 規模の⻑期スロースリップ（SSE*）が，数年の

間隔で発生している。これらの⻑期 SSE と同期して，深部テクトニック微動（図 8 の赤点）
が活発化することが知られてきた。微動の活動と地球潮汐との関係は，これまで短期 SSE
の発生期間前後で多くの研究が行われてきたが，年スケールの⻑期的な変化については，よ
くわかっていなかった。 

本研究では，豊後水道における微動と潮汐との相関の⻑期的な時間変化を調査した。その
結果，⻑期 SSE のすべり域の深部（図 8b の Ba 領域）では，微動の発生が，断層すべりを
促進する⽅向に作用する潮汐起源の応力変化と強く相関することがわかった。さらに，⻑期
SSE 発生期間中は平常時に比べ両者の相関がより高くなることもわかった（図 8c の薄赤色
期間）。⻑期 SSE のすべり領域（Ba 領域）では，⻑期 SSE 期間中は，断層がゆっくりすべ
ることにより断層面に働く摩擦力が小さくなると考えられる。この低摩擦状態の結果，地下
深部での応力の絶対値よりもはるかに小さい潮汐起源の応力変化でも微動の発生に影響を
及ぼし，⻑期 SSE 期間中の微動と潮汐の相関が他の期間よりも高くなったと考えられる。 

 
図 8．(a,b) 深部テクトニック微動の震央分布（赤点，防災科研カタログ 2001〜2023 年 10
月）。紫線と塗りつぶした領域は 2010 年の⻑期 SSE のすべり量 0.1 m 及び 0.2 m 以上の範
囲（Nakata et al., 2017）。⻘破線はフィリピン海プレート上面の等深線（Hirose et al., 2008）。
領域 Ba, Bb は Obara et al. (2010) による。(c) ΔCFF0.1 *（赤線）とせん断応力 Δ𝜏（⻘線）
の潮汐感度*とそれらの 95%信頼区間（薄赤線と薄⻘線）（左軸）。灰線は微動の累積数（右
軸）。桃色の期間は⻑期 SSE の活動期間（Hirose and Kobayashi, 2025 より一部改変）。 

豊後水道の低周波微動と潮汐との関係［JMA_04, 南海トラフ沿いの巨大地震総合研究グループ]  
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関東地⽅に沈み込む太平洋プレート上面で発生している地震活動は，深さ 60〜70 km で

頻繁に発生し，かつ，複数の活動集中域を形成している。そのうち，千葉県北⻄部（東京湾
北部）の太平洋プレート上面のプレート境界面付近で集中して発生している地震群につい
て，震源決定及びメカニズム解*の決定を行い，その活動の原因を考察した（図 9）。 

地震は直径 20 km ほどの円形の領域に集中しているが，その中でも特に集中した活動領
域がみられた。また⽅位により地震活動様式（大きさやメカニズム）がやや異なり，プレー
ト境界に沿う微小地震は北⻄側，M6 クラスの比較的大規模な地震は南東側に主に分布して
いることが明らかになった。 

関東の沖合の太平洋プレート上には海山が多く存在し，その大きさは今回調べられた地
震活動集中域の大きさと似ている。地震活動様式の⽅位別分布と合わせて考えると，関東の
地震活動の空間分布の特徴は海山の沈み込みによるプレート境界面の凸部と関係している
可能性がある（Nakajima, 2025）。 
 

 
図 9．千葉県北⻄部のプレート境界面付近で発生する地震集中域（地震の巣）と沈み込ん
だ海山の関係の解釈図。（左）海山を中⼼に示した震央分布と地震活動の特徴を示した水
平投影図。（右）プレートが沈み込む⽅向の鉛直断面図。海山の北東側と南⻄側の２つの
断面で表示。プレートの境界面の凸部（濃い茶色）が海山を表す。 
 
 
 
 
 
 
 

首都圏の地震の巣と海山の沈み込み［ERI_17, 首都直下地震総合研究グループ] 



 
 

 29

 
千島海溝沿いの巨大地震を対象とした総合研究グループでは，当該地域の災害軽減に貢

献できるよう，地震現象の解明・地震や津波の災害誘因予測・地震発生予測及び防災リテラ
シーに関する６つの研究課題を総合的に進めている。特に防災リテラシーと関連して，地理
空間情報*や ICT*を用いた避難行動に関する研究を実施している。 

令和６年度は，観光地で特に問題になる，観光客等の地理不案内者の津波からの避難とい
う課題に対し，競走馬牧場の観光で有名な北海道新冠町において実証実験を行った。土地勘
がない大学生に対し津波避難訓練を実施し，その移動について GPS*による位置情報を用い
て観察した。その結果，スマホ等の情報端末を用いた地理情報の活用が，最適な避難経路を
選択する上で有効な補助ツールであることが示された。その一⽅で，グループによって避難
先選択の判断が分かれ，避難場所の情報取得スキルや率先避難者の重要性が明らかになっ
た。例えば，最も近い避難場所に向かったとしても，移動中に津波に巻き込まれる海側に避
難経路を取る事例などが見られた。これらの結果は，観光地における避難誘導ツールやリソ
ースを改善するための貴重なデータとなる。 
 

 
図 10．北海道新冠町における避難行動訓練の結果。スタート地点（道の駅）から 4 つのグ
ループが避難行動をとった軌跡を緑線で，ゴールの避難場所を水色のシンボルで示す。その
間の津波の浸水域を茶色で示す。左は，千島海溝沿いでの津波発生から 25 分後(避難開始
から 18 分後)，右はさらに 3 分後の様子を示す。 
  

観光客等の地理不案内者を想定した津波避難訓練［HKD_06, 千島海溝沿いの巨大地震総合研究グループ] 
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2024 年１月１日に発生した能登半島地震時には，能登半島の北岸で大規模な隆起が生じ

たが，地震の影響による変動が地震後の⻑期間継続する場合があることが知られている。地
震後の変動の原因の１つは，地下で地震時に生じた応力変化を緩和して物質が流動する粘
弾性緩和と呼ばれる性質である。 

地震後の GNSS で観測された地殻変動データから，この粘弾性をもつ媒質を含む地下構
造を推定した。この構造モデルと，別途得られている能登半島地震の震源断層モデル（白枠）
に基づき，能登半島地震から 100 年後までの能登半島における地表の変動を予測した。図
11 は 10 年後の予測を示している。 

能登半島から信越地⽅にかけて北⻄⽅向への水平変動（矢印）が見られるほか，地震時に
隆起した能登半島北部全体がゆっくりと沈降（⻘色）していく傾向が見られる。年ごとの変
動量は徐々に小さくなりつつも地震後 100 年程度は年間 1mm を上回ると予想され，この
地域の地殻変動や地震活動に⻑期的に影響を及ぼすと考えられる。 

 
図 11．能登半島地震の粘弾性緩和から予測される地殻変動。モデルに基づく 10 年後の変動
の予測。能登半島から信越地⽅にかけて北⻄⽅向への水平変動が見られるほか，地震時に隆
起した能登半島北部全体がゆっくりと沈降する。  

能登半島地震の粘弾性緩和から予測される地殻変動［DPRI10, 内陸で発生する被害地震総合研究グループ] 
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これまでの桜島（鹿児島県）の噴火データにもとづいて将来発生しうる大規模噴火*シナ

リオの推測を進めた。とくに，火山灰の輸送・拡散シミュレーション*によって，大規模噴
火が発生した場合の鹿児島県内における火山灰降下リスク評価を行った（Rehadianto et al., 
2024）。数値シミュレーションでは，再来間隔における最大規模の噴火による噴煙柱*の高さ
を設定し，モンテカルロ法*によって季節ごとの平均的な風速・風向や噴火の持続時間など
の不確実性を考慮して降灰分布を計算した。その結果，噴火再来間隔が⻑くなるほど最大規
模の噴火の火山灰堆積の影響範囲は拡大し，降灰量（堆積厚）が大きい範囲が拡大するとい
う傾向があることが分かった。すでに発生から 100 年以上経過している大正噴火規模の噴
火がふたたび発生した場合には，鹿児島県内の多くの市区町村および人口密集エリアで甚
大な降灰リスクが予測される。 

 
図 12．異なる噴火再来間隔ごとの火山灰拡散範囲。 (a) 50 年 (b) 100 年 (c) 150 年 (d) 
200 年 
  

再来間隔における最大規模の噴火の火山灰拡散範囲［DPRI11, 大規模火山噴火総合研究グループ] 
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草津白根山（群馬県）では，これまで多項目の地球物理学的・地球化学的な観測のほか，

地下構造探査*や地質調査などを含めた多角的な研究が進められてきた。これらの成果を統
合することで，水蒸気噴火を引き起こす火山の地下構造や，流体の蓄積・移動に関する概念
モデルが提案された (Terada et al., 2025)。このモデルを通じ，草津白根山の地下浅部に，
流体の蓄積・貯留に寄与する構造と，流体の上昇を妨げる構造（難透水層，帽岩*）が存在
していることを提案した。こうした複雑な地下構造を反映して，流体が地表に到達するルー
トが複数存在し，どの経路が選ばれるかによって，噴火様式*や前兆現象に違いが生じるこ
ともわかってきた。水蒸気噴火による災害を軽減するためには，各火山の地下構造を正確に
把握し，観測データの背景にある意味を読み解くことが不可欠である。 
 

 
図 13．草津白根山における多項目観測結果から推定された地下概念モデル (Terada et al., 
2025)。地下浅部には，流体の上昇を制限し，その滞留や蓄積に寄与するような階層構造が
存在しており，これらが水蒸気噴火発生に関わる重要な要因となる。 
  

水蒸気噴火発生場に関する概念モデルの作成［TIT_01, ⾼リスク小規模火山噴火総合研究グループ] 
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3−６．観測基盤と研究推進体制の整備 
 
【観測基盤と研究推進体制の整備】として，本研究計画では下記項目を実施している。 
 
------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
（１）観測研究基盤の開発・整備 

ア．観測基盤の整備 
イ．観測・解析技術の開発 
ウ．地震・火山現象のデータ流通 
エ．地震・火山現象のデータベースの構築と利活用・公開 

（２）推進体制の整備 
（３）関連研究分野との連携強化 
（４）国際共同研究・国際協力 
（５）社会への研究成果の還元と防災教育 
（６）次世代を担う研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 
------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
 
 令和６年度は，観測研究基盤の開発・整備の成果として「光ファイバを用いた DAS*観測
の高度化」（34 ページ）などが得られた。 

また，推進体制の整備の一環として「拠点間連携共同研究」に取り組んでいる。これ
は，災害予測や防災に関連する研究者と協働して計画を推進するために，「地震・火山科
学の共同利用・共同研究拠点」である東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災
学の共同利用・共同研究拠点」である京都大学防災研究所とが連携して計画を進めること
が有効であるとの考えに基づき，両研究所が協働してそれぞれの分野の共同利用・共同研
究拠点として連携して進めているものである。令和６年度は，「巨大地震・津波を起因と
する火災リスク評価の高度化」（35 ページ）などの成果が得られた。 
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プレート境界地震及びスロースリップは主に海域で発生している。これらの地震現象の

時空間変化のモニタリングを詳細に実施し，地震発生予測のための研究を進めるためには，
発生域の直上である海底において地震・測地観測を行う必要がある。陸域と同等な観測を海
底で実現するために，これまで十数年にわたって，機動的な地震観測の⻑期間化，広帯域化*，
高ダイナミックレンジ化*，高密度化を目指した開発や，新⽅式のケーブルシステムによる
定常的地震観測システムなどの開発を行ってきたが，さらに新しい観測手法や機器を開発
し，活用していくことが重要である。 

今回は DAS と呼ばれる光ファイバセンシング技術の一つである分散型音響センシングに
着目した。DAS による観測は，既存の光ファイバケーブルを用いることにより，新たなセ
ンサーを設置することなく，広範囲で高密度の地震観測ができる手段として注目されてい
る。機器開発が急速に進んでいる DAS の計測器について，海域での地震観測に適した計測
⽅式の検討をするため，仏国 FOSINA 社の観測装置による観測を行った。この観測装置は，
観測後のデータ処理の段階でケーブル軸⽅向の伸縮振動を計測する単位⻑さ（ゲージ⻑）を
変更できることが特徴である。観測は，地震研究所が 1996 年に設置した三陸沖光ケーブル
式海底地震・津波観測システムの予備の光ファイバを用い行った。その結果，図 14 に示す
ように約 50km の距離にわたって，良好な地震波形記録を得ることができた。 

 
図 14．仏国 FOSINA 社の観測装置による三陸沖光ケーブル式海底地震・津波観測システム
の予備光ファイバを用いた DAS 記録。ゲージ⻑を 300m としている。15:23:47 頃にケーブ
ルからの震央距離が 30km 程度の地震(マグニチュード 1.0)の地震波形が見られる。9-50 Hz
のバンドパスフィルター*を適用した。 
  

光ファイバを用いたDAS観測の⾼度化［ERI_21] 
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2024 年の能登半島地震の発生を受けて，石川県輪島市中⼼部を対象に地震火災リスク評

価を行った。日本海に存在する断層のうち，2014 年に国土交通省の調査検討会によって能
登半島北岸から北東沖に設定された F43 断層モデルのモーメントマグニチュードや震源域
は，能登半島地震のそれと近い。そこで F43 断層を震源とする地震を事前に想定していた
ならば，地震火災リスクはどのように評価されたのか，さらに評価結果は，今回の地震で
実際に発生した火災被害とどのような関係にあるのかを調べることで，火災リスク評価の
高度化をはかることを目指した。具体的には，地震動強さの空間分布，地震動による建物
の構造被害，出火の数と場所，風速と風向，消防隊の覚知時間の不確実性を考慮した 6000
通りのシナリオを作成し，消防力の実態を反映した物理的な延焼シミュレーションを行っ
た。 

その結果，（1）今回の地震の焼失棟数（約 240 棟）はリスク評価から想定される火災被
害の中でもかなり大きなクラスに相当すること，（2）焼失確率の相対的に高い建物が集中
する範囲がいくつか浮き彫りになり，今回の地震で焼失した範囲はそれらの一つと概ね対
応すること，が分かった。 

 
図 15．（左）延焼シミュレーションの例。赤色が延焼中，⿊色が焼失した地域を表す。
（右）建物の焼失確率の分布と実際の焼失範囲。 
 

  

巨大地震・津波を起因とする火災リスク評価の⾼度化［CTOC02, 拠点間連携共同研究] 
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４．まとめ  
 

本研究計画は令和５年度までの５年間に進められてきた前研究計画の基本⽅針を踏襲し
つつ，工学分野や人文学・社会科学分野との連携をさらに図り，災害科学としての学際的研
究を行えるような，組織上の仕組みを持たせた。具体的には，８つの計画推進部会を設置し，
その中に「史料・考古」，「防災リテラシー」などの学際的研究に関わる部会も設置した。
さらに，社会的影響が特に危惧される対象に対しては，計画推進部会の枠をこえて研究分野
を横断した総合的な研究を実施するため，６つの総合研究グループを設置し，災害軽減に資
する実践的取組を展開した。令和６年度は本研究計画の１年目として，これらの部会・総合
研究グループにより多くの成果が得られたが，以下では本研究計画で研究の柱と位置づけ
られた総合研究グループに関係する成果をまとめて記載する。 

地震関連では，「南海トラフ沿いの巨大地震」，「首都直下地震」，「千島海溝沿いの巨
大地震」，「内陸で発生する被害地震」の４つの総合研究グループが設置された。最初の３
つのグループは災害リスクの高い地震を対象として，前研究計画でも設置されていたもの
であるが，一般住⺠だけでなく観光地を対象にした津波に対する避難訓練の実践や災害対
策への事前投資に対する費用対効果の推計など，理工学的な地震ハザードの研究だけでな
く，まさに災害軽減に資する総合的な取組が進められ，本研究計画の特色が反映された成果
が得られた。「内陸で発生する被害地震」グループは，本研究計画で新しく設置されたグル
ープであり，2024年１月１日に発生した能登半島地震（M7.6）を中⼼として，理学的な手
法による地震発生過程や発生場の理解に加え，震源断層近傍の強震動生成のメカニズムや
予測に向けた分野連携の研究，観測研究と地域防災の間の対話的・双⽅向的リスクコミュニ
ケーション*を提案するための研究などが進められた。 

 火山関連では本研究計画より，２つの総合研究グループが，火山部会から独立した。特
定火山において，理学的な課題を基礎に置きつつ，防災リテラシーや災害誘因の研究も含
める形で分野横断型研究を進めるためである。「大規模噴火総合研究」グループは，VEI* 
4~5規模の噴火を想定し，桜島と富士山を主な検討対象としている。この２火山は大規模
噴火への対応が社会的に検討されているという共通点がある一⽅，違いもある。災害の要
因となる主な噴出物が，桜島では降下火砕物*であるのに対し，富士山では溶岩流*であ
る。また現在，桜島では小規模噴火を繰り返しているが，富士山は静穏を保っている。火
山研究を進める上で，このような火山ごとの現象の多様性は避けられない。しかし対極的
な２火山を対象とすることで，どの火山でも重要なこと，火山ごとに対処法が異なること
が明確にされる。分野横断型の課題として，火山災害誘因ハザード評価手法の高度化，火
山災害誘因とリスク認識向上と避難意思決定のあり⽅検討，火山噴火災害に伴う大規模広
域避難に関する研究，大規模火山噴火時の通信手段の開発，が検討された。 

「高リスク小規模火山噴火」グループは，熱水貯蔵域があり水蒸気爆発*が発生したこと
がある火山（草津白根山・霧島山硫⻩山・箱根山・阿蘇山・御嶽山）が対象である。噴火
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が小規模でも甚大な人的被害がもたらされることを，私たちは2014年の御嶽山や2018年の
草津白根山の噴火で経験した。本グループは，物理観測に基づき現象理解を進めることを
基軸に据えつつ，地球化学，地質学，および社会科学的な手法を分野横断的に適用し，観
測研究から社会への情報伝達までを研究対象としている。各火山で理学的な現象理解が進
められ，水蒸気爆発発生場の概念モデルが草津白根山を例に提案された。この他に，研究
者と行政機関との間のシンポジウム実施，火山情報伝達の仕組み向上のための登山者への
アンケート実施，アウトリーチ活動の実施などが行われた。 

令和６年度には，日向灘の南海トラフ地震の想定震源域の⻄端付近においてM7.1と
M6.6の地震が2024年８月８日と2025年１月13日にそれぞれ発生し，「南海トラフ地震臨
時情報」が気象庁から初めて発表された。日向灘ではプレート境界での大地震やスロー地
震*が頻繁に発生しており，それらの位置関係や相互作用に関する研究が進められたことに
加え，「臨時情報」が社会に与えた影響に関する調査・研究も進められた。その結果，
「臨時情報」自体の認知度は高かったものの，それが市⺠の災害軽減のための行動につな
がった割合は極めて低く，今後の防災・減災をより効果的に実践していくためには，情報
を効果的に伝える表現を工夫する必要があることなどの課題が浮き彫りとなった。また，
2024年１月１日に発生した能登半島地震（M7.6）については，定常基盤観測網のデータ
だけでなく，地震後の緊急海底地震観測や⺠間企業のGNSS観測網のデータの利用によ
り，複雑な震源断層形状の実態を明らかにすることができた。能登半島地震では，先行し
た群発地震*活動や地殻変動の研究から，地下深部での流体の移動が大地震の発生に関与し
たことが示唆されており，流体の移動により大地震の発生可能性が高まることは，M7.6の
地震発生前から指摘されていた。現在では，日本列島に展開された高密度・高感度の観測
網によって，流体の移動やスロースリップの発生をある程度捉えることが可能となってい
る。このようなモニタリング情報を災害軽減に活かすための研究として，前述の「臨時情
報」に関する研究や住⺠との災害リスクコミュニケーションなどの研究などが本研究計画
では進められており，今後の継続的な研究と実践によって，さらなる災害軽減に向けた成
果につながることが期待される。 
 また，令和６年度の火山関連の特記事項として，「火山調査研究推進本部*の発足」と
「火山防災の日*の制定」がある。火山調査研究推進本部の事業がトップダウンの調査研究
であるのに対し，観測研究計画は研究者側からのボトムアップで進める基礎研究の位置付
けにある。観測研究計画を通じて新たな観測・解析手法を創生し，上述の事業に還元して
いくことが望まれる。火山防災の日に行う啓蒙活動に対しても，観測研究計画を通じて得
られた知見や技術が利活用されていくことが期待される。 
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用 語 解 説 

 

アフタースリップ 

地震が発生した断層面と同一の面上で，地震の後に起こるゆっくりとしたすべり。余効すべ

りともいう。 

 

液状化 

地震による振動により，地盤が液体状になる現象。地上の建造物は沈下や傾斜し，地中の水

道管などが浮き上がったりする。 

 

応答スペクトル 

建築物や構造物がある地震動により揺れたときの最大応答値（加速度，速度，変位）を周波

数ごとに表したもの。 

 

応力 

岩盤などの物体内部に働く力の状態を表す物理量のこと。面の向きを指定すると，そこに働

く単位面積当たりの力が決まる。応力の単位は Pa（パスカル）。面に対して垂直な方向の力

を垂直応力または法線応力，面に平行な力をせん断応力と呼ぶ。物体内部の応力の分布を応

力場という。震源域の応力が岩盤または断層の強度に達したときに地震が発生すると考え

られている。 

 

海洋プレート 

プレート の項を参照。 

 

火山調査研究推進本部 

活動火山対策特別措置法が改正され，政府として火山に関する観測，測量，調査

及び研究を一元的に推進するため，令和６年４月に文部科学省に特別の機関と

して設置された。火山本部と略称されることもある。火山本部の下には，火山調

査委員会と政策委員会が設置されている。 

https://www.mext.go.jp/a_menu/kaihatu/jishin/1285728_00005.html 

 

火山灰 

火山噴火により噴出した固体（火山砕屑物）のうち，直径２mm 未満の細かい破片のこと。 

 

火山防災の日 

2023 年，活動火山対策特別措置法の一部改正により，８月 26 日に制定された。明治 44 年
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８月 26 日，浅間山に日本で最初の火山観測所が設置され，近代的な観測が始まったことに

ちなんでいる。 

 

活断層 

地質時代でいう第四紀後期（数十万年前～現在）に繰り返し地震を発生させ，地表近傍まで

食い違い変位を生じさせてきた断層。今後も同様の地震を発生させると考えられる。 

 

カルデラ 

大規模な噴火に関連して生じる，輪郭が円形またはそれに近い，大きな火山性凹地のこと。

カルデラを形成する噴火様式をカルデラ噴火という。 

 

間隙流体圧 

土の粒子間や岩石中の孔（間隙）に入り込んだ流体（多くの場合，水）の圧力。間隙水圧と

もいう。 

 

機械学習 

観測や実験などによって取得された大量のデータを解析処理することによって，多くの事

例から，人間の手を必要とせずにコンピュータ自らが学習して認識・判断する技術のこと。 

 

強震動 

被害を及ぼすような強い地震動（揺れ）のこと。強震動を振り切れることなく記録するため

の地震計を強震計と呼び，強震計で記録した波形データを強震記録，または，強震動記録と

いう。 

 

共同利用・共同研究拠点 

個々の大学の枠を超えて，大型の研究設備や大量の資料・データなどを全国の研究者が利用

したり，研究を行うための施設として認定された拠点。 

 

拠点間連携共同研究 

「地震・火山科学の拠点」である東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災学の拠

点」である京都大学防災研究所が連携し推進する共同研究。 

 

空中磁気測量 

ドローンやヘリコプター，飛行機等に磁気センサーを搭載し，広域の磁場分布を明らかにす

る測量のこと。 
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群発地震 

同程度の規模の地震が比較的狭い地域で続発する活動のこと。地震が数年にわたり続発す

ることもある。 

 

傾斜記録 

地表面の勾配（傾き）の変化を測定する機器を用いて記録されたデータのこと。加速度計で

は、その軸の傾きに応じて鉛直方向の重力加速度に対する出力値が変化する性質を利用し

て傾きの変化を計測する。 

 

降下火砕物 

噴火による固形噴出物のうち，噴煙としていったん上空に吹き上がり，風に乗ってある程度

水平方向に漂ったのち，重力で地上に落下してくるもの，もしくは火山弾などのように爆発

時に火口から弾道を描いて飛散し地表に落下する噴出物。地表付近で水平方向の速度を持

って流れる火砕流や火砕サージとは区別される。 

 

考古データ 

考古学の調査・研究によって発見された地震や火山噴火などの痕跡，またそのような痕跡に

関する記載。 

 

高サンプリングレート 

単位時間当たりにサンプリング（標本化）する回数が高いことを示す。より高い周波数まで

のデータを表現できる利点がある。 

 

構造探査 

爆薬などを震源として人工的に地震波を発生させ，地下で屈折や反射してきた波を多点で

観測することにより，地震波の伝播速度や減衰，反射面の分布などの地下の構造を明らかに

する調査手法。特に構造内で異なる物質が接する場所は構造境界と呼ばれ，構造調査によっ

て，地震波伝播速度や物質の密度が不連続に変化する場所として把握される。 

 

（地震観測の）広帯域化 

0.1 秒から１秒程度の比較的短い周期の揺れを観測する地震計から，周期数秒よりも長い，

ゆっくりした振動まで観測できる周波数帯域の広い地震計に置き換えること。 

 

高ダイナミックレンジ化 

測定可能な信号の最小値と最大値の比率（ダイナミックレンジ）をより広くすること。 
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災害誘因 

災害をもたらす原因（加害力，外力）のこと。英語ではハザード（hazard）という。地震や

火山噴火による災害は，災害誘因である地震動，津波，火山灰や溶岩の噴出などの外力が自

然環境や人間社会の脆弱性（災害素因）に作用することで引き起こされる。 

 

磁化構造 

物質が磁石の性質を帯びる現象を磁化といい，地下における物質の磁化の強さの３次元的

な分布を磁化構造という。マグマや高温流体などにより地下の温度が上昇すると，岩石の磁

化が弱まったり失われることがある。 

 

地震火山観測研究推進協議会 

科学技術・学術審議会（測地学分科会）による建議に基づく地震及び火山噴火の

観測研究に関して，関係機関の連携を緊密にして観測研究計画を協議し，研究

の有効な推進を図ることを目的として東京大学地震研究所に設置されている組

織。令和７年４月１日より地震・火山噴火予知研究協議会から名称変更した。地火協と略称

されることもある。https://www.eri.u-tokyo.ac.jp/YOTIKYO/ 

 

地震・火山噴火予知研究協議会 

地震火山観測研究推進協議会 の項を参照。 

 

地震発生ポテンシャル 

中長期的観点から地震発生の可能性（切迫性，規模など）を表現する指標。 

 

地震モーメント 

地震の断層運動の大きさを表す量。単位は Nm（ニュートンメートル）。震源断層の面積とす

べり量及び剛性率（岩盤の変形のしにくさを表す物性値）の積で計算される。 

 

地盤変状 

地下水や資源の採取により地表面がある広がりを持って沈降する広域地盤沈下に対して，

局所的な地盤沈下のうち特に狭小な現象をいう。液状化に起因する現象を含む場合もある。

不等沈下を伴うことが多く，付近の家屋や道路等の傾斜や亀裂，埋設物の折損をもたらす。 

 

シミュレーション 

実際の事象を，その事象を支配している法則に基づいてほぼ同様となるように組み立てた

模擬空間で再現試行すること。コンピュータを用いた数値シミュレーションを指すことが

多い。 



42 

斜面変動 

地すべり，崖崩れなど，斜面上で発生する現象の総称。複数の分類があり，その一例には母

材（岩石，粗粒土，細粒土），移動速度（極めてゆっくり，ゆっくり，速い，非常に速い，

極めて速い），運動のメカニズム（すべり，流動，崩落）による分類がある。例えば岩なだ

れ，土石流，泥流は，運動のメカニズムが流動（flow）で，かつ移動速度が非常に速い点で

共通するが，母材の相違（岩なだれ：岩石，土石流：粗粒土，泥流：細粒土）で分類される。 

 

重力 

地球の引力と地球の自転による遠心力をあわせて一つのものにまとめた力のこと。重力（重

力加速度）を測定することによって，地球内部及び大気を含む地球全体の質量の分布や移動

等を推定することができる。地表付近の重力値は約 980 Gal（Gal は重力加速度の単位で

cm/s2）であるが，測定点の緯度や標高によって異なる。また，地下の密度不均質による重

力異常は数ミリ Gal の程度である。また，月や太陽の引力に伴う潮汐変化は数百マイクロ

Gal，地殻変動や地下水移動，火山活動に伴う変化は数～数十マイクロ Gal 程度である。そ

の緯度における標準重力値に対する重力の実測値との差を重力異常という。たとえば，地下

に高密度の岩石があると，重力値は標準重力値よりも大きくなり，低密度の岩石がある場合

は小さくなる。これらに基づき重力値の測定から地下構造を推定することが可能である。 

 

首都直下地震 

首都圏の直下を震源として発生する地震の総称で，特定の地震を指すものでは

ない。内閣府の首都直下地震モデル検討会は，近い将来に発生が予想される M7-

8 クラスの地震として想定した 20 通り以上の地震による震度分布・津波高など

の検討結果を平成 25 年に公表した。https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/index.html 

 

常時微動 

地震計によって常時観測される地面のわずかな揺れのこと。海洋の波浪活動により励起さ

れる脈動がその典型として知られている。常時微動を測定することにより，建物や地盤の揺

れやすさ，地球の内部構造の特徴を調べることができる。 

 

上部地殻 

地殻 の項を参照。 

 

史料 

歴史時代の地震や火山噴火などの研究の素材となる，古文書，日記，絵図，建築などの総称。 
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震央 

震源 の項を参照。 

 

震源 

地震時の断層破壊が始まった場所のこと。一般に，緯度・経度・深さで表す。断層破壊が始

まった場所であることを強調するために，破壊の開始点ということもある。震源断層や震源

域，震源過程を概略的に指して震源と呼ぶこともある。震源を直上の地表に投影した点を震

央という。 

 

震源域 

地震時に破壊された領域全体のこと。 

 

震源断層 

地震時に破壊され，すべりが生じた断層のこと。 

 

震源断層モデル 

断層面上におけるすべり量の分布やすべり方向，破壊の伝播様式を表すモデルのこと。 

 

震度 

地震によって生じる，地表における揺れの強さを表す指標。地震の規模を表す

マグニチュードとは異なる。日本では，気象庁の震度階級により，揺れの強さは

震度０から震度７までの 10 段階に区分される。1996 年３月までは，体感及び建

物被害などの状況から震度を推定していたが，現在は，計測震度計により算出される。震度

と揺れの状況の関係は，気象庁の HP を参照。 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/shindo/index.html 

 

水蒸気爆発 

水蒸気噴火 の項を参照。 

 

水蒸気噴火 

マグマなどの熱によって火山体内部または地表付近の水が気化して体積が膨張することで，

水蒸気が急激に噴出する現象のこと。水蒸気爆発ともいう。噴火口付近の岩石が砕け，火山

砕屑物（火山岩塊や細粒火山灰）が飛散する。噴出物には，新鮮なマグマ由来の物質は含ま

れない。 
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スロー地震 

通常の地震のように断層が急激にすべることなく，ゆっくりとすべることによって，蓄積さ

れたひずみエネルギーを解消させる現象。ゆっくり地震ともいう。プレート境界で発生する

スロー地震には，周波数が高いものから低いものの順に以下の種類がある。 

・低周波微動 

 数分から数日の間，断続的に微弱な低周波振動（数 Hz～10 Hz）を発生させる現象。低周

波地震の重ね合わせと考えられ，プレート境界のゆっくりすべりに伴って発生すると考え

られる微動。火山性微動や常時微動とは発生原因が異なり，区別される。テクトニック微動

とも呼ばれる。海溝付近の安定すべり域の深部側にある固着域に遷移する領域で発生する

浅部低周波微動と，固着域からさらに深部の安定すべり域に遷移する領域で発生する深部

低周波微動がある。 

・超低周波地震 

 短周期（高周波）成分がほとんど含まれず長周期（低周波）成分が卓越する地震波を放射

する地震で，10～100 秒程度の帯域に卓越した周期を持つもの。浅部低周波微動と同様の場

所で発生するものを浅部超低周波地震，深部低周波微動と同様の場所で発生するものを深

部超低周波地震という。 

・スロースリップイベント（SSE） 

 プレート境界面などの断層で発生する非地震性すべりで，非定常なゆっくりとしたすべ

り。継続時間が数日～10 日程度の深部短期的 SSE と半年～数年程度の長期的 SSE がある。

南海トラフの場合，長期的 SSE は固着域の深部側に隣接した遷移領域で，深部短期的 SSE は

深部の安定すべり域により近い遷移領域で発生する。ゆっくりすべり，スロースリップ，準

静的すべりともいう。 

 

スロースリップ 

スロー地震 の項を参照。 

 

前震 

本震 の項を参照。 

 

総合防災学 

自然環境から人間活動にいたる全てのプロセスを研究対象として，安心安全な社会基盤を

構築するための政策について工学的な視点に立脚して設計していく学問領域のこと。 

 

即時予測 

地震や火山噴火の発生直後に得られるデータを用いて，強い揺れや津波，火砕噴出物の程度

や広がり，到来時刻などの防災に役立つ事項を可能な限り速やかに予測すること。地震動の
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即時予測でよく知られているものとしては，気象庁で運用されている「緊急地震速報」があ

る。 

 

大規模噴火 

VEI の項を参照。 

 

地殻 

地球の固体部分を構成する大きな成層構造のうち，一番外側の層。地殻の下にはマントルが

存在する。地殻は海洋地殻と大陸地殻に分類され，海洋地殻は約６ km のほぼ均一な厚さで

あるのに対し，大陸地殻は平均的には 30 km 程度の厚さであるが，安定な大陸地塊などでは

60～70 km の厚さに及ぶ場所がある。地殻の浅い部分を上部地殻，深い部分を下部地殻と呼

ぶ。上部地殻と下部地殻の間に中部地殻が存在する場所もある。 

 

地殻変動 

地震などの断層運動やマグマの蓄積・放出などの火山活動によって地表に生じた変位やひ

ずみ，傾斜の変化。地盤変動ということもある。 

 

長周期地震動 

規模の大きな地震が発生した場合に生じる，ゆっくりとした揺れのこと。高層ビルは固有周

期が長く長周期地震動により影響を受けやすい。 

 

潮汐 

月や太陽などの他の天体の引力を含む天文学的な要因により生じる海水面の昇降（海洋潮

汐）や地球の変形（固体潮汐）をいう。地球潮汐ともいう。 

 

潮汐感度 

潮汐によるひずみ・応力の大きさに反応する程度のこと。値が大きいほど潮汐に対する感度

が高いことを示す。 

 

地理空間情報 

空間上の特定の地点または区域の位置を示す情報，及びそれに関連づけられた情報。 

 

低周波微動 

スロー地震 の項を参照。 
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テクトニック微動 

スロー地震 の項を参照。 

 

内陸地震 

陸のプレートの地殻内で発生する地震。 

 

南海トラフ地震臨時情報 

気象庁が，南海トラフ沿いで異常な現象が観測された場合などに発表する情報のこと。臨時

に「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」を開催する場合は「（調査中）」，想定震源

域内のプレート境界においてモーメントマグニチュード 8.0 以上の地震が発生したと評価

した場合は「（巨大地震警戒）」，監視領域内において，モーメントマグニチュード 7.0 以上

の地震が発生した場合や想定震源域内のプレート境界面において，通常と異なるゆっくり

すべりが発生したと評価した場合は「（巨大地震注意）」，（巨大地震警戒）と（巨大地震注意）

のいずれにも当てはまらない現象と評価した場合は「（調査終了）」のキーワードを付記して

情報発表される。 

 

南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会 

気象庁が「南海トラフ地震に関連する情報」を発表するにあたり，有識者からの助言を得る

ために開催される会。有識者６名の委員に加え，国土地理院，海上保安庁，防災科学技術研

究所，海洋研究開発機構，産業技術総合研究所が参画する。観測データの状況を平常時から

把握するために原則として月１回開催されるほか，観測データに異常が認められた場合に

は南海トラフ地震との関連性を緊急に評価するために臨時的に開催される。 

 

熱水系 

地熱地帯や火山の地下で形成される，熱水が貯留・循環している領域のこと。 

 

熱水変質 

地下数百 m～数 km の高圧下において，温度が 100℃を超える熱水に長時間さらされること

で，化学反応により岩石の組成が変化すること。 

 

粘弾性 

加えられた力に応じて変形し，力を除くともとの形に戻る弾性的性質と，加えられている力

に応じた速さで時間とともに変形が進行する粘性的性質をあわせ持つ性質。また，粘弾性体

が，加えられた力に応じてゆっくりと流動する現象を粘弾性緩和という。 
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粘弾性緩和 

粘弾性 の項を参照。 

（津波の）波源 

津波が発生した領域，すなわち，津波の原因となる海底の隆起や沈降を起こした領域のこと。 

発震機構 

地震の震源域で起こった物理過程のこと。多くの地震の発震機構は断層運動で表現される。 

バンドパスフィルター 

信号処理の一種。ある特定の周波数範囲のシグナルのみを通過させ，それ以外の周波数のシ

グナルを減衰させて遮断するフィルター。 

ひずみ 

岩盤（プレート）などの変形の程度を表す量。単位長さ当たりの変位量で定義される。物体

の長さが伸び縮みする変形を垂直ひずみまたは法線ひずみ，物体の断面をずらす変形をせ

ん断ひずみと呼ぶ。ひずみの空間的な分布の状態をひずみ場という。 

非弾性 

外力によって変形した物質が，外力を除去すると元に戻る性質を弾性といい，元に戻らない

ものを非弾性という。非弾性で媒質が変形することを非弾性変形という。非弾性的性質には，

粘性や塑性などの性質が含まれる。地殻の上部は主に弾性的性質を持つが，深部になると粘

弾性的性質や塑性的性質を持つことが知られている。内陸地震の発生のメカニズムを理解

するためには，粘弾性的性質や塑性的性質を持つ層の影響を理解することが重要であると

考えられている。 

非弾性変形 

非弾性 の項を参照。 

非定常地殻変動 

プレート境界面での固着によって陸側プレートが引きずりこまれることなどによる，定常

的な地殻変動とは異なる地殻変動のこと。 

微動 

長時間にわたって継続する，振幅の小さい地震動のこと。火山性微動は，火山活動に伴って

起こる微弱な震動。火口直下などの浅部に存在する火山性流体の状態を反映していると考
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えられているほか，噴煙が連続的に放出されている際にも観測される。火山性地震とは異な

り，震動が数分から数時間，ときには数日間にわたって継続することがある。地震などが起

こらなくても，波浪や風，人間活動などによって定常的に生じる振動は，常時微動または雑

微動という。プレート境界域で発生する微動については，スロー地震 の項を参照。 

 

表層地質 

地表面から深さ数十メートルまでの地中の物質の性質や種類，分布のこと。 

 

表面波 

地表面に沿って伝わる地震動。波の進行方向に対して地表が直交方向に水平に振動して伝

播するラブ波と，上下方向に楕円を描くように振動するレイリー波がある。 

 

表面波トモグラフィー解析 

地震あるいは常時微動によって励起された表面波の位相速度（波の山谷が伝わる速度）・群

速度（波の群れが伝わる速度）の情報から，地球の内部構造を推定する解析手法。 

 

ブーゲー重力異常 

重力実測値に高度，測定点と海面との間にある物質，地形の各影響を補正した値と，地球の

引力と地球の自転による遠心力に基づく標準重力との差のこと。地球内部の密度分布を純

粋に反映したものと考えられる。地下に高密度の岩石があると標準重力値よりも大きくな

り，低密度の岩石があると小さくなる。地形補正は省略することが多い。 

 

プレート 

地球表面は，十分に冷却して固くなっている最上部マントルと地殻を合わせた，厚さ 100 km

程度の複数の固い岩石の層で覆われている。この岩石層がプレートと呼ばれ，その動きをプ

レート運動という。また，隣り合う２つのプレートの境界がプレート境界である。特に，冷

たくて重い海洋プレートが，大陸プレートなどのより軽いプレートの下へ沈み込む地帯を

沈み込み帯といい，沈み込み始める境界線を海溝軸という。海洋プレートがマントル中に沈

み込んだ部分をスラブという。プレート境界で発生する地震はプレート境界地震またはプ

レート間地震，プレートの内部で発生する地震はプレート内地震と呼ばれる。海溝型地震は

プレート境界地震の一種。 

 

プレート境界 

プレート の項を参照。 
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噴煙柱 

火口から噴出した火砕物と火山ガスの混合物が，大気を取り込んで浮力を得ることで生じ

る上昇流。高度数百 m ～数 km，巨大噴火時には 30 km に達することがある。 

 

噴火様式 

噴火時にマグマが地表に噴出する際，噴火の様子はマグマの性質や破砕の程度などによっ

て異なり，いくつかのタイプに識別される。その異なる噴火の様子を噴火様式という。主な

噴火様式としては，以下のようなものがある。 

・プリニー式噴火：マグマの粘性が高い火山に見られる噴火様式で，数十分から１日程度に

わたり，大量の火山ガスと火砕物（火山灰や軽石）からなる噴煙柱を形成する。噴煙柱の高

さは成層圏に達し，広範囲に火砕物を降下させる。細粒の噴出物が成層圏にとどまり，世界

の気候に影響を及ぼすこともある。噴煙柱の広がりが小さいものは，準プリニー式噴火と呼

ばれる。 

・ブルカノ式噴火：マグマの粘性がやや高い火山に見られる噴火様式で，爆発的な噴火を伴

う。火山弾や火山礫を空中高くに噴出し，細粒な火山灰を放出し黒色の噴煙を上げる。 

・ストロンボリ式噴火：マグマの粘性が低い火山に見られる噴火様式で，比較的小規模で間

欠的な爆発を規則的に繰り返す。噴出物のほとんどを，半ば固結した溶岩片が占め，火山灰

はほとんど放出しない。噴火が長期にわたって継続することが多い。 

 

帽岩 

熱水やガスの上部を覆い，流体の上方への移動を防いでいる不透過性の岩石からなる地層

のこと。キャップロックともいう。地下水がマグマ溜まりからの熱により熱水となり，この

熱水が地表に向かうに従って温度が下がり，溶け込んでいた成分が再結晶化して周辺の岩

の隙間を塞ぐことにより形成すると考えられている。 

 

防災リテラシー 

地震・火山噴火災害に対して適切な防災対策や避難行動をとることができるよう，地震・火

山に関する基本的な知識，住む地域の災害リスクの知識，災害情報（警報，注意報）の知識，

防災対策や避難方法に関する知識をもち，それらを活用する能力のこと。 

 

本震 

地震には時空間的にかたまって起こる傾向がみられる。一般的には，地震の群れの中で，最

大の地震が他の地震より際立って大きい場合に，それを本震，それより前に起こった地震を

前震，後に起こった地震を余震と呼ぶ。しかし，平成 28 年（2016 年）熊本地震のように，

最初の大地震と同程度の地震が続発する事例も少なからずある。そのため，これらの区別は，

一連の地震活動が終息した後に判断できる。気象庁は，平成 28 年８月 19 日に地震調査研
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究推進本部地震調査委員会から公表された「大地震後の地震活動の見通しに関する情報の

あり方」の指摘に沿い，大地震発生後の防災上の呼びかけ等においては，余震という言葉は

使用していない。 

 

マグニチュード（M） 

地震の規模を表す指標。略号は M。推定に使うデータやデータ処理の方法により，同一の地

震でもマグニチュードが異なることがある。気象庁によって推定されたマグニチュードを

Mjma あるいは Mj と表記することがある。 

 

マグマ 

岩石物質の高温溶融体。噴火によってマグマが地表に出たものを溶岩という。マグマが地殻

内で結晶化したり，地殻物質を溶かしこんだりして，多様な組成のマグマができることを，

マグマの分化という。それにより，二酸化ケイ素含有量の少ない組成のマグマから，より二

酸化ケイ素含有量に富む組成のマグマが生成されていく。マグマの分化によって，一般に粘

性が大きくなる。 

 

マグマ供給系 

地下深部から火口までマグマが供給されるマグマ溜まりや火道を含むシステム全体のこと

を指す。 

 

マグマ溜まり 

火山活動の源であるマグマが蓄積されているところ。その存在位置，形状，内部構造，内容

物の特性などの情報は，噴火現象の理解に欠かせないが，現状では，よく研究されている少

数の火山に限り，それらのごく一部が明らかにされているのみである。 

 

メカニズム解 

地震時の断層運動を，その断層面の向き（走向，傾斜角）と相対すべりの向き（すべり角）

によって特徴づけたもののこと。地震波の放射パターンや地震波形全体から求められる。震

源周辺域の応力場を知る手がかりとなる観測データである。 

 

モーメントマグニチュード（Mw） 

地震のエネルギーを表す指標で，地震の規模を表す最も基本的な量である，震源断層の面積

とすべり量及び剛性率（岩盤の変形のしにくさを表す物性値）の積で計算される地震モーメ

ントから求められる。中規模から大規模な地震に対して用いられる。 
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モデル化 

物理現象の時間変化を数式などで記述したり，諸要素の相互関係や因果関係を模式的に表

現すること。地震や火山の分野においても，様々な現象について，実際の物理現象を再現す

るモデルの構築（モデル化）が試みられている。構築したモデルを用いて未来時刻までシミ

ュレーションを行うことで，将来発生する現象の予測が行われる。 

 

モンテカルロ法 

乱数を用いてシミュレーションや数値計算を繰り返し行うことにより，複雑な問題の近似

解を求める手法のこと。 

 

溶岩流 

火山噴火時に火口から地表に出たマグマ物質（溶岩）が連続して地表を流れる現象のこと。 

 

余効変動 

地震の後に，余効すべりや粘弾性緩和などによって，震源域あるいはその周囲で発生する地

殻変動。 

 

余震 

本震 の項を参照。 

 

リスクコミュニケーション 

行政，専門家，地域住民，事業者などが，社会活動の中で発生するリスクや災害リスクなど

について情報を共有するとともに考え，出てきた問題点を相互のコミュニケーションによ

って解決していこうとする行い。 

 

リスク評価 

脅威をもたらす現象とその大きさ（ハザード），発生する可能性のある災害に対する被害の

受けやすさと対応能力の低さ（社会の脆弱性），及び発生確率を組み合わせ，災害によって

社会が被る被害の内容とその大きさを評価すること。 

 

リストリック 

シャベルのような曲面をもつ形状をしていること。地質学においては，断層面の形状が，地

表付近では高角で，地下深部に行くにつれて低角となる特徴を指す。 

 

CSV 

Comma-Separated Values の略称。各データ項目がカンマ（，）で区切られたテキスト形式の
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データのこと。 

 

DAS 

Distributed Acoustic Sensing（分散型音響センシング）の略称。光ファイバーケーブルに

光パルスを入力すると，ファイバー中の不純物による散乱が生じることを利用して，散乱点

のわずかな移動を精密に検出することで，光ファイバーケーブルに沿う方向の変形を短い

間隔ごとに計測できる。光ファイバーケーブルが敷設されたルート上に極めて短い間隔で

多数並ぶ観測点それぞれで，ケーブルが敷設された方向のひずみの変化を測るのと同等の

データが得られる。 

 

F-net 

防災科学技術研究所が運用する，主として周期約 100 秒から 0.1 秒までの地面

の振動を観測できる周波数帯域の広い広帯域地震計で構成された地震観測網の

こと。全国約 70 か所に設置されている。地震調査研究推進本部の「地震に関す

る基盤的調査観測計画」（平成９年８月）及び「地震に関する基盤的調査観測計画の見直し

と重点的な調査観測体制の整備について」（平成 13 年８月）に基づき整備された。 

https://www.fnet.bosai.go.jp/top.php?LANG=ja 

 

GEONET 

国土地理院が運用する GNSS 連続観測システムのこと（GNSS の項を参照）。全国

に展開された約 1,300 か所の電子基準点（観測点）とつくば市にある GEONET 中

央局からなる。https://www.gsi.go.jp/eiseisokuchi/eiseisokuchi41012.html 

 

GNSS 

Global Navigation Satellite System（全球測位衛星システム）の略称。地球上での位置決

めや時刻同期を目的とした電波を発射する人工衛星群，地上の支援システム，及び電波を受

信して３次元的な地球上の位置や正確な時刻を知る目的で使用する利用者群の総称。米国

が構築した GPS，ロシアの GLONASS や，ヨーロッパ連合（EU）の Galileo ，日本の QZSS（み

ちびき）などのシステムがある。 

 

GPS 

GNSS の項を参照。 

 

Hi-net 

防災科学技術研究所が運用する，人間には感じられない非常に小さな揺れを観

測するために深さ 100m 以上の井戸の底に設置された，主として周期数秒よりも
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短い振動を観測できる高感度地震計で構成された地震観測網のこと。全国約 800 か所に設

置されている。地震調査研究推進本部の「地震に関する基盤的調査観測計画」（平成９年８

月）及び「地震に関する基盤的調査観測計画の見直しと重点的な調査観測体制の整備につい

て」（平成 13 年８月）に基づき整備された。https://www.hinet.bosai.go.jp/?LANG=ja 

 

ICT 

Information and Communication Technology（情報通信技術）の略称。情報を扱う技術に加

え，通信ネットワークを使って，情報を共有・活用する技術を指す。 

 

InSAR 

Interferometric Synthetic Aperture Radar（干渉合成開口レーダー）の略称。レーダーを

搭載する人工衛星や航空機の移動中に得たデータを合成することで移動方向の開口面を大

きく拡大し，大型アンテナと同等の高い分解能を実現したレーダーシステム（合成開口レー

ダー）を用いて，同じ場所を撮影した時期の異なる２回の画像の差をとる（干渉させる）こ

とにより地表面の変動を詳細に捉える技術のこと。 

 

M 

マグニチュード の項を参照。 

 

MeSO-net 

Metropolitan Seismic Observation network（首都圏地震観測網）の略称。首

都圏地域で発生する地震の研究と，その被害軽減を目的に，首都圏（東京都，茨

城県，神奈川県，千葉県，山梨県，埼玉県）の約 300 か所に設置された坑井式地

震計で構成され，防災科学技術研究所が運用している観測網の通称。 

https://www.mesonet.bosai.go.jp/mrportal/top 

 

Ｐ波 

Primary wave（第一波）または Pressure wave（圧力波）の略称。波の伝播方向と平行に媒

質が振動する弾性波。固体・液体・気体を伝わることができる。Ｐ波の伝播速度は，Vp ある

いは α と略記されることが多い。 

 

SSE 

スロースリップの項を参照。 

 

Ｓ波 

Secondary wave（第二波）または Shear wave（ねじれ波，たわみ波もしくはせん断波）の
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略称。伝播方向と直交する面内で振動する弾性波。固体のみを伝わることができる。Ｓ波の

伝播速度は，Vs あるいは β と略記されることが多い。 

TCN 

Temporal Convolutional Network の略称。複数の時系列データを畳み込むニューラルネッ

トワークモデルであり，広範囲の時系列データの特徴を予測に反映させることができる。

VEI 

Volcanic Explosivity Index（火山爆発指数） の略称。火山噴火の規模を表す指数。爆発

的噴火に伴い降下した火山砕屑物の体積に基づいて推定される。指数の推定の際，溶岩ドー

ムや溶岩流として噴出したマグマの量は含まれない。VEI は０から８までの９段階に区分さ

れる。１は小噴火，２～３は中規模噴火，４～５は大規模噴火，６はカルデラ形成を伴う巨

大噴火，７以上は地球規模に影響を及ぼす破局的な噴火に対応する。 

Vp/Vs 

Ｐ波速度とＳ波速度の比のこと。岩石の種類や流体が含まれるかどうかによって値が変わ

る。 

ΔCFF0.1 

見かけの摩擦係数が 0.1 の場合におけるクーロンの破壊関数の変化量の意。CFF は Coulomb 

Failure Function（クーロンの破壊関数）の略称。Δ はその変化を表す。CFF はクーロン破

壊応力（Coulomb Failure Stress，CFS）ともいう。ある断層に作用するせん断応力と，そ

の断層の摩擦係数と法線応力の積で表現される断層強度（クーロンの破壊規準）の差をいい，

その断層がどの程度破壊されやすい状態にあるのかを表す。周辺で発生した地震等の影響

で生じたクーロン応力変化（ΔCFF）が正のとき，その断層で地震の発生が促進されると考

えられる。 
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災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第３次） 実施機関 

総 務 省 国立研究開発法人情報通信研究機構 
文部科学省 国立大学法人等 
   北海道大学大学院理学研究院 
   弘前大学大学院理工学研究科 
   東北大学大学院理学研究科 
   東北大学災害科学国際研究所 

   
秋田大学大学院国際資源学研究科 
千葉大学大学院理学研究院 
東京大学地震研究所（共同利用・共同研究拠点） 

  
東京大学大学院理学系研究科 
東京大学史料編纂所 

   東京大学大気海洋研究所 

   
東京大学大学院情報学環 
東京大学地震火山史料連携研究機構 
東京海洋大学学術研究院 

   東京科学大学総合研究院 
   新潟大学災害・復興科学研究所 

  
富山大学学術研究部都市デザイン学系 
山梨大学大学院総合研究部 
信州大学教育学部 

   名古屋大学大学院環境学研究科 

   
京都大学防災研究所（共同利用・共同研究拠点） 
京都大学大学院理学研究科 

   神⼾大学海洋底探査センター 

  
鳥取大学工学部 
広島大学大学院人間社会科学研究科 

   高知大学理工学部 
   九州大学大学院理学研究院 

   
鹿児島大学大学院理工学研究科 
琉球大学島嶼防災研究センター 
兵庫県立大学環境人間学部 

   
兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科 
関東学院大学防災・減災・復興学研究所 
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   立命館大学総合科学技術研究機構 
  国立研究開発法人防災科学技術研究所 
  国立研究開発法人海洋研究開発機構 
 独立行政法人国立文化財機構奈良文化財研究所 
経済産業省 国立研究開発法人産業技術総合研究所地質調査総合センター 
国土交通省 国土地理院 

  気象庁 
  海上保安庁海洋情報部 

都道府県 地方独立行政法人北海道立総合研究機構 
 山梨県富士山科学研究所 
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災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第３次） 令和６年度研究課題一覧 

 

実施機関名  課題番号 研究課題名 研究代表者 

北海道大学  HKD_01 巨大カルデラ形成噴火後における珪長質マグマ系の再活性化プロセ

ス 
栗谷豪 

HKD_02 上昇するマグマの脱ガス過程と噴火様式の関係に関する研究 吉村俊平 

HKD_03 熱水系が発達した火山における火山活動活発化事象のモデル化と

活動度評価 
青山裕 

HKD_04 測地・地下構造データに基づく内陸地震・火山活動地域の地殻変形

のモデル化 
大園真子 

HKD_05 津波波源モデルの分析に基づく地震・津波事前予測の高度化 山中悠資 

HKD_06 地理空間情報の総合的活用による災害への社会的脆弱性克服に関

する応用研究 
橋本雄一 

HKD_07 千島海溝沿いの巨大地震津波災害軽減に向けた総合研究 高橋浩晃 

HKD_08 地殻変動等多項目観測データの全国流通一元化公開システムの運

用と高度化 
高橋浩晃 

弘前大学  HRS_01 東北北部・北海道南部海陸地域における地震発生場の解明 前田拓人 

HRS_02 基盤的研究ツールとしての地震波動伝播シミュレーションコミュニティ

コードの開発・発展および普及活動 
前田拓人 

東北大学  THK_01 海底測地観測の拡充と測地・繰り返し地震データの統合解析による

プレート境界すべりモニタリング 
富田史章 

THK_02 爆発的火山噴火の推移を支配する要因の解明：物質科学的アプロー

チによる研究 
奥村聡 

THK_03 スラブ内地震・深発地震の発生場・発生機構の解明 吉田圭佑 

THK_04 包括的構造解析に基づく日本海溝沈み込み帯の地震発生場と内部

変形過程の理解 
髙木涼太 

THK_05 国際共同研究によるニュージーランドにおける地震発生機構の解明 岡田知己 

THK_06 地震及び測地観測によるマグマ供給系・熱水系構造の推定 山本希 

THK_07 日本海溝沿いの海溝型地震発生の長期評価の高度化に向けた研究 日野亮太 

THK_08 地殻変動に伴う大気中ラドン濃度変動 武藤潤 

THK_09 リアルタイム GNSS データに基づく断層滑り即時把握手法の高度化

とその社会実装 
太田雄策 

THK_10 海底地震・測地観測による千島海溝・日本海溝北部のプレート間固着

と非地震性すべりの把握 
太田雄策 

THK_11 東北地方をはじめとした沈み込み帯で発生する内陸地震の総合的研

究 
岡田知己 

THK_12 民間 GNSS 観測点及び臨時 GNSS 観測による超稠密地殻変動モニ

タリング技術の高度化 
太田雄策 

THK_13 火山観測１次データの調査・集約と共有 山本希 

東北大学災害

科学国際研究

所 

IRID01 東北地方を中心とする歴史災害の文献・絵図史料収集および地形復

原による分析 
蝦名裕一 

IRID02 津波履歴情報の拡充と震波源の評価 菅原大助 

IRID03 ゆっくりすべりによる大地震発生確率の計算 福島洋 

IRID04 防災における非合理的な認知・意思決定と行動変容の心理・脳基盤

理解 
杉浦元亮 

IRID05 南海トラフ地震のリスクに対する住民の行動変容促進のための方法

論の研究 
福島洋 

IRID06 海洋物理モデルと連携したウェーブグライダーを用いた GNSS-A 観

測の高度化 
木戸元之 

千葉大学 CBA_01 電磁気学的な各種先行現象の総合的研究 服部克巳 

東京大学地震

研究所 

ERI_01 新しい観測技術に基づく活断層の位置・形状・活動性の解明 石山達也 

ERI_02 巨大カルデラ形成噴火後における珪長質マグマ系の再活性化プロセ

ス 
中谷正生 
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ERI_03 上昇するマグマの脱ガス過程と噴火様式の関係に関する研究 亀伸樹 

(波多野恭弘) 

ERI_04 多項目観測と解析高度化による火山活動の定量的理解 行竹洋平 

ERI_05 海陸プレート境界における海域観測によるプレート間滑りの把握と多

様なプレート間すべりのモデル構築 
篠原雅尚 

ERI_06 ヒクランギ沈み込み帯（NZ）における多様な断層すべりの時空間分布

と発生環境の解明 
望月公廣 

ERI_07 電磁気観測による活動的火山マグマ供給系・熱水系の解明 小山崇夫 

ERI_08 地震発生予測のための島弧-海溝システムの観測-モデリング統合

研究 
篠原雅尚 

ERI_09 大規模活断層帯の活動・構造の複雑性を考慮した内陸地震長期予測

モデルの構築 
石山達也 

ERI_10 繰り返し地震を用いた地殻活動と地震再来特性の研究 五十嵐俊博 

ERI_11 南海トラフ域を中心したプレート境界すべりの時空間発展のモデリン

グ・予測に関する研究 
蔵下英司 

ERI_12 経験的アプローチによる大地震の確率予測の高度化 中谷正生 

ERI_13 地質・物質データに基づく噴火パラメータの推定と活動推移評価への

活用 
前野深 

ERI_14 震源から構造物に至る強震観測の連携強化による地震災害発生機

構の解明 
三宅弘恵 

ERI_15 データ同化・深層学習に基づく長周期地震動の即時予測 古村孝志 

ERI_16 日向灘における海山沈み込みによるプレート境界滑り現象への影響

解明 
仲田理映 

ERI_17 首都直下地震 加藤愛太郎 

ERI_18 地質および観測に基づく大規模噴火の準備過程と噴火様式遷移の解

明 
前野深 

ERI_19 宇宙線技術による活動的火山浅部ダイナミクスのスタディー 田中宏幸 

ERI_20 光技術を用いた地下深部・火山近傍における地殻活動の観測 新谷昌人 

ERI_21 海底での地震・地殻変動観測の高度化に向けた観測技術開発 塩原肇 

ERI_22 光ケーブル式海底観測システムと分散型音響センシング技術による

海域地震観測・解析技術の開発 
篠原雅尚 

ERI_23 次世代 WIN システムの開発 中川茂樹 

ERI_24 最先端の情報科学に基づく固体地球観測データ解析技術・モデリン

グ技術の開発研究 
長尾大道 

ERI_25 沿岸域における地震活動モニタリング手法の開発 蔵下英司 

ERI_26 データ流通網の高度化 鶴岡弘 

ERI_27 研究成果共有データベースの構築とデータ公開の推進 鶴岡弘 

東京大学理学

系研究科  

UTS_01 先進的な測地観測データの有効利用に向けた広域地殻変動モデル

の開発 
田中愛幸 

UTS_02 コミュニティ断層モデルの構築と公開 安藤亮輔 

UTS_03 フィリピン海プレート縁辺の海溝沿いを対象とした古津波履歴と規模

の高精度復元 
後藤和久 

UTS_04 観測データと物理シミュレーションを統合した地震発生長期予測手法

の構築と予測実験 
安藤亮輔 

UTS_05 階層性破壊すべりモデルの高度化と高速低速地震予測への活用 井出哲 

UTS_06 熱水系卓越型火山における火山活動評価手法高度化のための地球

化学的観測技術の進展 
森俊哉 

東京大学史料

編纂所 
UTH_01 史料による近代以前の地震・火山活動の調査・分析とその公開 

杉森玲子 

東京大学大気

海洋研究所 
AORI01 巨大地震・津波を引き起こす海底活断層の学際的観測研究 朴進午 

AORI02 火山の活動度・噴火ポテンシャル評価を目的とする地球化学的観測

研究 
小畑元 

東京大学情報

学環 

III_01 不確かさを含む地震・火山災害に関する災害誘因予測を、効果的な

災害情報とするための表現技法に関する認知科学的アプローチ 
関谷直也 
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東京大学地震

火山史料連携

研究機構 

HMEV01 歴史地震・噴火に関する分野横断的なデータベースとコミュニティカタ

ログの構築 
大邑潤三 

HMEV02 地震火山関連史資料を活用した低頻度大規模地震火山災害の調査 大邑潤三 

東京海洋大学 TKU_01 茨城・福島沖での海底地殻変動観測 中東和夫 

東京科学大学  TIT_01 水蒸気噴火を起こし得る火山活動不安定における観測データ理解の

深化 
寺田暁彦 

TIT_02 二酸化炭素放出率連続観測システムの開発 野上健治 

新潟大学 NGT_01 日本海沿岸地域を中心とした地震・火山噴火関連災害の解明のため

の史料収集と解析 
片桐昭彦 

富山大学 TYM_01 弥陀ヶ原火山およびその周辺における地球物理学的観測による火

山・地震活動モニタリング 
堀田耕平 

TYM_02 災害誘因に基づく人の移動行動の想定・推定モデルによる避難リテ

ラシーの向上 
井ノ口宗成 

TYM_03 火口近傍の噴火堆積物の層序と時系列変動にもとづく小規模噴火の

噴火履歴・噴火過程の解明 
石﨑泰男 

山梨大学 YAM_01 火山噴火災害における地域住民や登山者のハザード理解とリスク認

識に関する研究 
佐藤史弥 

信州大学 SSU_01 地震災害軽減に向けた効果的な防災教育の検証 廣内大助 

名古屋大学 NGY_01 史料の可視化から解明する南海トラフ巨大歴史地震像 山中佳子 

NGY_02 地震の発生における応力と間隙流体圧の役割 寺川寿子 

NGY_03 南海トラフ・南西諸島海溝域における海溝型地震発生場の解明 田所敬一 

NGY_04 地震波を用いた地盤強度と地下水のモニタリング手法の開発 渡辺俊樹 

NGY_05 南海トラフ地震対策の地域的最適解に関する文理融合型研究 室井研二 

NGY_06 地表地震断層の特性を考慮した断層近傍の強震動ハザード評価 鈴木康弘 

NGY_07 アンケート調査に基づいた登山者が求める火山情報と登山者に役立

つ火山情報の解明 
金幸隆 

NGY_08 4G/LTE を用いた小電力・軽量小型テレメータ地震観測装置の改良開

発 
山中佳子 

京都大学防災

研究所 

DPRI01 火山活動と火山近傍の地震活動との関連性に関する研究 為栗健 

DPRI02 日本列島の地震—火山噴火の基本場解明：地殻とマントルにおける

物質，温度・流動-変形，応力場 
深畑幸俊 

DPRI03 測地・地震観測データに基づく地殻内地震長期予測手法の高度化 西村卓也 

DPRI04 広帯域強震動予測のための地盤構造のモデル化 関口春子 

DPRI05 断層破壊過程の解明と強震動予測に関する研究 浅野公之 

DPRI06 地震時地すべりの準備過程から発生後の災害に至るまでの総合的

な事前評価手法の高度化 
土井一生 

DPRI07 融雪火山泥流の発生・流動と噴火後の土石流・泥流発生ポテンシャ

ルに関する観測と予測手法の開発 
竹林洋史 

DPRI08 火山噴出物の流下による災害のリアルタイムハザードマップの構築 為栗健 

DPRI09 西南日本と中南米地域における巨大地震の地震津波災害軽減に向

けた学際的比較研究 
伊藤喜宏 

DPRI10 地殻活動の機動観測を通じた内陸地震に伴う災害の軽減に関する総

合的研究 
宮澤理稔 

DPRI11 火山噴出物による災害の軽減のための総合的研究 中道治久 

DPRI12 分野横断で取り組む大規模火山噴火災害に伴う大規模広域避難に

関する研究 
矢守克也 

京都大学理学

研究科  
KUS_01 地震サイクルにおける断層すべりのモデリングにおけるデータ同化

研究 
宮崎真一 

KUS_02 既存データに基づく噴火発生予測及び活動推移評価の試み 宇津木充 

KUS_03 水蒸気噴火発生場の理解を目指した阿蘇火山の浅部熱水系モニタリ

ング 
横尾亮彦 

KUS_04 阿蘇山における登山客への効果的な火山情報の伝達手法の構築 大倉敬宏 

神戸大学  KOBE01 九州における多様な活火山を対象としたマグマ供給系解明のための

総合的研究 
金子克哉 
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鳥取大学 TTR_01 地方自治体の地震災害対策に貢献するための基盤情報の整備と共

有 
香川敬生 

広島大学 HRD_01 新しい観測技術による海底地形データに基づく相模トラフおよび南海

トラフ周辺の活断層の位置・形状の解明 
後藤秀昭 

九州大学  

 

KYU_01 断層帯の不均質の実態と現状の把握と地震発生機構の解明 江本賢太郎 

KYU_02 内陸地震域の比抵抗構造再調査と地震発生ポテンシャル評価の有

効性検証 
相澤広記 

KYU_03 九州地下のマグマ上昇経路と地殻活動の関連性 相澤広記 

KYU_04 機動観測支援システム開発と観測人材育成支援 松本聡 

鹿児島大学 KGSM01 南西諸島北部域における小スパン海底地震観測に基づくプレート間

すべり特性の研究 
八木原寛 

琉球大学 RKD_01 南西諸島における地震被害リスク評価 カストロ  

ホワンホセ 

兵庫県立大学

環境人間学部 

HYKN01 地震・火山噴火災害の被害軽減に資する防災リテラシー向上のため

の知識要素の体系化と教育・研修プログラム開発 
木村玲欧 

兵庫県立大学

大学院減災復

興政策研究科 

HYG_01 地震観測研究の成果を活用した今後の土地利用計画手法の提案 澤田雅浩 

HYG_02 大規模噴火に対応するための自治体間広域連携システム 阪本真由美 

関東学院大学 KGU_01 一般市民の防災リテラシーの社会基盤醸成のための行動経済学モ

デルの応用 
大友章司 

立命館大学 RTM_01 大規模地震に先行する微小繰り返し地震と大規模地震をともなわな

い微小繰り返し地震の特徴抽出 
川方裕則 

RTM_02 アナログ実験による表層地盤の強震動応答のモデル化 川方裕則 

奈良文化財研

究所 

NAB_01 考古・地質・歴史資料による地形発達と地質表層部-深層部応答にみ

る災害発生メカニズム分析と歴史災害痕跡データベースの拡充構築 
村田泰輔 

NAB_02 地震関連史料に基づく前近代の内陸地震の調査 金田明大 

情報通信研究

機構 

NICT01 先端リモートセンシングによる地震及び火山の被害状況把握技術の

高度化 
上本純平 

防災科学技術

研究所  

NIED01 火山災害の予測力・予防力・対応力向上に関する研究開発 上田英樹 

NIED02 地震の逐次的評価に関する技術開発 松澤孝紀 

NIED03 大地震の発生機構の理解と予測に関する研究 齊藤竜彦 

NIED04 自然災害ハザード・リスク評価と情報の利活用に関する研究 中村洋光 

NIED05 基盤的観測網の運用 青井真 

海洋研究開発

機構 

JAMS01 海域火山観測研究 羽生毅 

JAMS02 海底広域変動観測研究 藤江剛 

JAMS03 地震・津波の発生過程の理解とその予測研究 堀高峰 

産業技術総合

研究所 

AIST01 海溝型巨大地震の履歴とメカニズム解明 澤井祐紀 

AIST02 陸域の連動型巨大地震発生様式に関する古地震学的研究 近藤久雄 

AIST03 地質調査と年代測定手法の高度化による火山活動履歴の解明とデ

ータベースの整備 
古川竜太 

AIST04 地質調査と実験に基づく震源断層物理モデルの提供 重松紀生 

AIST05 噴出物の物質科学的解析に基づく噴火推移過程とマグマ供給系のモ

デル化 
東宮昭彦 

AIST06 高分解能地殻応力場の解明と造構造場の研究 今西和俊 

AIST07 地下水・地殻変動観測による地震予測精度の向上 北川有一 

AIST08 活断層データベースの整備と公開 吾妻崇 

国土地理院   GSI_01 測地学的手法によるプレート境界の歪みの蓄積・解放の把握手法の

高度化 
宮原伐折羅 

GSI_02 GNSS 連続観測網の継続・拡充・高度化 宮原伐折羅 

GSI_03 衛星 SAR 等による地殻変動監視 宮原伐折羅 

GSI_04 航空機 SAR 観測 宮原伐折羅 

GSI_05 火山・地震防災に資する情報整備 宮原伐折羅 
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気象庁 JMA_01 火山活動の監視・評価及び予測技術に関する研究 中村浩二 

JMA_02 電磁気による火山活動評価の高度化に向けた調査 増子徳道 

JMA_03 地震動・津波即時予測の高度化に関する研究 西宮隆仁 

JMA_04 地震活動・地殻変動監視の高度化に関する研究 露木貴裕 

JMA_05 地震観測、地殻変動観測 青木重樹 

JMA_06 潮位観測 吉田 隆 

JMA_07 地磁気精密観測 北山拓 

JMA_08 火山観測の強化とデータ収集・蓄積・共有の推進 北川 賢哉 

JMA_09 全国地震カタログの作成 溜渕功史 

JMA_10 噴火警報に資する火山活動の評価 碓井勇二 

JMA_11 地震・津波・火山防災情報の改善に係る知見・成果の共有 青栁 雄也 

JMA_12 防災・減災に関する知識の普及啓発 青栁 雄也 

海上保安庁 JCG_01 海洋測地の推進 永江航也 

JCG_02 験潮 南部正裕 

JCG_03 海底地殻変動観測 渡邉俊一  
JCG_04 海域火山観測 高梨泰宏 

北海道立総合

研究機構 

HRO_01 北海道内の活動的火山の観測 高橋良 

HRO_02 地震・津波災害による地域産業への影響評価と対策手法の開発 戸松 誠 

山梨県富士山

科学研究所 

MFRI01 富士山地域の防災力向上に向けた研究 久保智弘 

MFRI02 富士山の噴火履歴およびマグマ供給系の解明に資する研究 亀谷伸子 

MFRI03 富士山の地球物理学的火山観測 本多亮 

公募研究  KOBO01 能登半島地震と地質（漸新世-中新世の火山岩）の関係 田村芳彦 

KOBO02 

Incorporating lithosphere rheology to elucidate inelastic strain buildup 

beneath Japan 

（リソスフェアの流動を考慮した日本列島下の非弾性ひずみ蓄積の

解明） 

唐啓賢 

（TANG,  

Chi-Hsien）  

KOBO03 宏観異常現象のデータ化と地震との関係 織原義明 

KOBO04 
地震先行 VLF 帯電磁波強度減少研究のための超小型衛星：

PRELUDE のフライトモデル開発と検証 
山崎政彦 

KOBO05 超巨大カルデラ噴火の噴火シークエンスの再構築：阿蘇 4 噴火の例 安田裕紀 

KOBO06 鳴子火山・潟沼における地下熱水系の動的変動に関する研究 知北和久 

KOBO07 
北海道雌阿寒岳火山を対象にした軽石の放射光分析に基づく火砕流

発生過程の解明 
佐野恭平 

KOBO08 
カルデラ大深湖の熱源構造に関する比較研究：青森県・十和田湖と

秋田県・田沢湖 
網田和宏 

KOBO09 
富良野-旭川地域に分布する大規模火砕流堆積物の岩石学的な対

比と分布範囲の推定 
佐藤鋭一 

KOBO10 
火山灰を用いた火道周辺および噴火様式情報の時系列観測手法の

開発 
嶋野岳人 

KOBO11 
史料中の有感記録の完全性・均質性を考慮した歴史時代の地震活動

解析 
石辺岳男 

KOBO12 GNSS-A 観測における音響機器特性の解明 横田裕輔 

KOBO13 北海道・三陸沖後発地震注意情報の普及・定着に関する総合的調査 林能成 

KOBO14 噴石の解析による水蒸気噴火を起こす火道形成プロセスの解明 並木敦子 

KOBO15 草津白根山の地下比抵抗の時空間変化の検出 石須慶一 

KOBO16 
火山性流体の化学観測による微弱な火山活動異常・水蒸気噴火の前

兆把握と分析法改良による化学観測効率化 
谷口無我 

KOBO17 
蔵王山におけるマグマによる熱水系の溶融現象及びその現象が噴

火の特性に及ぼす影響の解明 
伴雅雄 

拠点間連携共

同研究 
CTOC01 巨大地震のリスク評価の不確実性に関するパラダイム構築の推進 

加藤尚之・ 

松島信一 
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 CTOC02 巨大地震・津波を起因とする火災リスク評価の高度化 西野智研 

 CTOC03 地震ハザードにおける地下構造の影響の定量的評価の研究 三宅弘恵 

 CTOC04 
日本近海における津波発生要因の多様性を考慮した沿岸地形による

波高増幅機構の理解に向けて 
三反畑修 

 CTOC05 
岩盤崩壊－河道閉塞－堰止湖決壊による複合連鎖災害の発生場予

測: 斜面地形発達史の理解に基づくハザード評価 
松四雄騎 

 CTOC06 
令和６年能登半島地震の震源域の強震動特性が建物被害に及ぼし

た影響の解明 
伊藤恵理 

 CTOC07 
建物被害と後発地震への応答予測に地盤特性の時空間変化が与え

る影響の分析 
倉田真宏 

 CTOC08 
既存在来木造建物に大きな被害を引き起こす地震動の発生要因に

関する研究 
境有紀 

 CTOC09 
震度の世界動向と即時性を有した真の強震動を反映した指標のあり

方の検討 
高井伸雄 

 CTOC10 
高精度な地盤増幅特性評価のための多様な地盤構造調査結果の統

合化に関する共同研究 
神野達夫 

 CTOC11 
1894 年庄内地震の詳細な建物被害分布に基づく地震動特性評価手

法に関する研究 
松島信一 
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災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第３次） 建議項目 

1．地震・火山現象の解明のための研究 
（1）史料・考古・地形・地質データ等の収集と解析・統合 

   ア．史料の収集・分析とデータベース化 
   イ．考古データの収集・集成と分析 
   ウ．地形・地質データの収集・集成と文理融合による解釈 

（2）低頻度かつ大規模な地震・火山噴火現象の解明 
（3）地震発生過程の解明とモデル化 
（4）火山活動・噴火機構の解明とモデル化 
（5）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

   ア．プレート境界地震と海洋プレート内部の地震 
   イ．内陸地震 
   ウ．火山噴火を支配するマグマ供給系・熱水系の構造の解明 
   エ．地震発生と火山活動の相互作用の理解とモデル化 
2．地震・火山噴火の予測のための研究 

（1）地震発生の新たな⻑期予測（重点研究） 
   ア．プレート境界巨⼤地震の⻑期予測 
   イ．内陸地震の⻑期予測 

（2）地震発生確率の時間更新予測 
   ア．地震発生の物理モデルに基づく予測と検証 
   イ．観測データに基づく経験的な予測と検証 

（3）火山の噴火発生・活動推移に関する定量的な評価と予測の試行（重点研究） 
3．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

（1）地震の災害誘因の事前評価手法の高度化 
   ア．強震動の事前評価手法 
   イ．津波の事前評価手法 
   ウ．地震動に起因する斜面変動・地盤変状の事前評価手法 
   エ．⼤地震に起因する災害リスクの事前評価手法 

（2）地震の災害誘因の即時予測手法の高度化（重点研究） 
   ア．地震動の即時予測手法 
   イ．津波の即時予測手法 

（3）火山噴火による災害誘因評価手法の高度化 
（4）地震・火山噴火の災害誘因予測・リスク評価を防災情報につなげる研究 

4．地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究 
（1）地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明 
（2）地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究 
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5．分野横断で取り組む地震・火山噴火に関する総合的研究 
（1）南海トラフ沿いの巨大地震 
（2）首都直下地震 
（3）千島海溝沿いの巨大地震 
（4）内陸で発生する被害地震 
（5）大規模火山噴火 
（6）高リスク小規模火山噴火 

6．観測基盤と研究推進体制の整備 
（1）観測研究基盤の開発・整備 

   ア．観測基盤の整備 
   イ．観測・解析技術の開発 
   ウ．地震・火山現象のデータ流通 
   エ．地震・火山現象のデータベースの構築と利活用・公開 

（2）推進体制の整備 
（3）関連研究分野との連携強化 
（4）国際共同研究・国際協力 
（5）社会への研究成果の還元と防災教育 
（6）次世代を担う研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 
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計画推進部会および総合研究グループ等別の成果 
 
「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の推進について（第３次）」(建議)に示された実施内

容について，令和６年度の成果を計画推進部会および総合研究グループ等別に学術報告として取りまとめた。 
この報告は，地震火山観測研究推進協議会１）に設置された８の計画推進部会と６の総合研究グループ，及

び東京大学地震研究所と京都大学防災研究所の拠点間連携委員会２）の責任で編集したものである。 
この報告の中から代表的なものを抜粋して，可能な限り平易でわかりやすい文章と図で書き直したものが，

本編の「令和６年度の成果の概要」である。本編の「令和６年度の成果の概要」の内容について，さらに詳

細を知りたい場合，原著論文を参照したい場合には，以下の報告をご参照いただきたい。 
 
〇東京大学地震研究所 地震火山観測研究推進協議会 
 【計画推進部会】 
「地震（現象解明）」計画推進部会長  望月公廣（東京大学地震研究所） 

副部会長  寺川寿子（名古屋大学大学院環境学研究科） 

副部会長  安藤亮輔（東京大学理学系研究科） 
副部会長     大園真子（北海道大学大学院理学研究院） 

「地震（長期予測）」計画推進部会長  西村卓也（京都大学防災研究所） 
副部会長  後藤和久（東京大学理学系研究科） 

「地震（中短期予測）」計画推進部会長 川方裕則（立命館大学理工学部） 
副部会長  中谷正生（東京大学地震研究所） 

「火山」計画推進部会長    山本 希（東北大学大学院理学研究科） 
副部会長  前野 深（東京大学地震研究所） 

副部会長  森 俊哉（東京大学理学系研究科） 

副部会長  伊藤順一（産業技術総合研究所） 

「災害誘因評価・即時予測」計画推進部会長 太田雄策（東北大学大学院理学研究科） 
   副部会長  為栗 健（京都大学防災研究所） 
「防災リテラシー」計画推進部会長   木村玲欧（兵庫県立大学環境人間学部） 

副部会長  高橋 誠（名古屋大学大学院環境学研究科） 
「史料・考古」計画推進部会長  蝦名裕一（東北大学災害科学国際研究所） 

副部会長  山中佳子（名古屋大学大学院環境学研究科） 
「観測研究基盤」計画推進部会長  鶴岡 弘（東京大学地震研究所） 

副部会長  松島 健（九州大学大学院理学研究院） 
【総合研究グループ】 
「南海トラフ沿いの巨大地震」総合研究グループ長   伊藤喜宏（京都大学防災研究所） 
「首都直下地震」総合研究グループ長          加藤愛太郎（東京大学地震研究所） 
「千島海溝沿いの巨大地震」総合研究グループ長   高橋浩晃（北海道大学大学院理学研究院） 

「内陸で発生する被害地震」総合研究グループ長   岡田知己（東北大学大学院理学研究科） 

「大規模火山噴火」総合研究グループ長          中道治久（京都大学防災研究所） 

「高リスク小規模火山噴火」総合研究グループ長   寺田暁彦（東京科学大学総合研究院） 
 
〇東京大学地震研究所・京都大学防災研究所拠点間連携共同研究委員会 
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  研究代表者 松島信一（京都大学防災研究所） 
               研究代表者 加藤尚之（東京大学地震研究所） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１） 東京大学地震研究所には，災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画で立案された研究を推進することを目

的に設立された地震火山観測研究推進協議会（令和６年度末までの名称は地震・火山噴火予知研究協議会）がある。

ここでは，本観測研究計画に参加する全国の大学等が連携し，研究機関と協力しながら研究を推進している。また，

科学技術・学術審議会測地学分科会地震火山観測研究計画部会では，大学，研究機関，行政機関が連携して計画の推

進を図っている。地震火山観測研究推進協議会には，災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の，効率的

かつ調和的な実施を推進するために，８の計画推進部会と６の総合研究グループが設置されている。 

２） 「地震・火山科学の共同利用・共同研究拠点」である東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災学の共同利

用・共同研究拠点」である京都大学防災研究所は，地震や火山噴火の現象解明・予測の研究成果を災害軽減につなげ

るための組織的な共同研究を実施するために，拠点間連携共同研究委員会を設置している。 
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１（１） 地震（現象解明） 

            

                 「地震（現象解明）」計画推進部会長 望月公廣 

                          （東京大学地震研究所） 

                        副部会長 寺川寿子 

                       （名古屋大学大学院環境学研究科） 

副部会長 安藤亮輔 

（東京大学大学院理学系研究科） 

副部会長 大園真子 

（北海道大学大学院理学研究院） 

 

本計画では，地震・火山現象の根本的な理解を深化させるための基盤的研究を推進す

る。地震及び火山活動は多様であり，広範な時空間スケールで発生する。特に，甚大な被

害をもたらす大規模な地震や火山噴火は低頻度現象であることから，近年のデジタル観

測記録に加えて，地形・地質等のデータを統合的に活用しながら比較分析を行い，現象の

多様性を支配する仕組みやその発生メカニズムの解明を進めている。また，観測・実験・

理論モデリングといった多角的手法により，地震・火山活動の発生場の解明とそこで進

行する物理・化学過程のモデル化を行い，これらを地震・火山災害の発生機構や災害誘因

の把握とその予測技術の高度化へとつなげることを目指している。以下に，各研究の具

体的な取り組みと成果を報告する。 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（２）低頻度かつ大規模な地震・火山噴火現象の解明 

プレート境界型巨大地震の地震サイクルにおける断層の固着状態，および過去の大規

模地震の発生履歴を詳細に把握することにより，低頻度大規模現象の発生予測の高度化

への貢献目的とした研究を進めている。 

海陸の測地観測データと繰り返し地震データの統合的な解析を行い，2011 年東北地方

太平洋沖地震（以降，東北沖地震）後のプレート境界断層すべり・固着の時空間発展およ

び現状の把握を目指している（東北大学理学研究科[課題番号：THK_01]）。海域での測地

観測については，空白域であった房総沖において GNSS-A 観測点２点を設置し，観測を開

始した（東北大学理学研究科[課題番号：THK_01]，東京大学地震研究所[課題番号：

ERI_05]）。既存の GNSS-A 観測点についてはキャンペーン観測を実施し，確度の高い測

位成果を得られるように改良した GNSS-A 測位手法（Tomita, 2024）を適用することによ

って，東北沖地震に伴う余効変動が減衰していく様子を捉えた。繰り返し地震の効率的

なモニタリングに関しては，地震データ取得および解析手法の高度化の検討を行うとと

もに，既存手法により統合解析用の 2020 年までの繰り返し地震カタログの整備を行なっ

た。このようにして得られた海陸の測地観測データおよび繰り返し地震データからなる

統合データに対して，マルコフ連鎖モンテカルロ（MCMC）法によって各データの事前分布

形状（各データの正規分布の分散）が最適化可能な Tomita et al.（2021)のインバージ

ョン手法を適用し，2015 年２月 16 日に発生した Mw6.7 三陸沖の地震に伴う非地震性す

べりのすべり分布推定に成功した（図１）。今後，入力するデータセットの精緻化に加
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え，モデルパラメータの事前分布設定について改良を加えていく。 

１年単位で年代が特定可能な年縞ができる閉塞湖である秋田県の男鹿半島の一ノ目潟

から湖底堆積物コアを採取し，1964 年男鹿半島沖地震，1983 年日本海中部地震と考えら

れるイベント堆積物を確認した（弘前大学[課題番号：HRS_01]）。 

 

（３）地震発生過程の解明とモデル化 

地震発生過程の解明に向けて，海域・陸域での多様な観測とそのデータ解析，実験，

数値シミュレーションを通じて，震源周辺域の応力・ひずみの蓄積過程，破壊進展過程，

断層摩擦特性，地殻流体の挙動，断層構造，地殻やマントル内の構造の不均質性の理解な

どを対象とした研究を進めている。さらに，先進的な観測手法及びデータ解析手法の開

発を行い，これらの成果を総合的に取り入れて，地震発生サイクルモデルの高度化を図

ると共に，地震発生サイクル内で発生する様々な地震現象の物理モデルの構築に取り組

んでいる。 

摩擦構成則は，断層面における応力とすべり速度またはすべりの関係を定量的に表現

するものであり，断層面上のすべり現象である地震がどのように始まり，進展し，停止す

るか，また，断層のすべり速度が速く通常の地震すべりを起こすのか，あるいは速度が遅

くスロースリップのような非地震性すべり（スロー地震）となるのかなど，断層運動の物

理的性質を理解する上で重要である。この摩擦構成則のなかで，摩擦強度が時間の経過

やすべりの大きさとともにどのように変化していくかを表す発展則は，様々なものが提

案されてきた。しかしいまだに，摩擦現象を完全に表現できるものは見つかっていない。

強度発展則で代表的なものとして，Aging law と Slip law が挙げられるが，それぞれ，

時間の経過によって接触面の結合が強くなる効果，およびすべり量に応じて状態が変化

する効果を表すものである。 

そもそも実験室スケールで経験的に成り立つ摩擦法則が断層スケールにそのまま適用

できるかは，保証の限りではない。実験室スケールで成立する摩擦法則が依拠する物理

過程を特定し，その物理過程がスケールを変えた際にどう変わるかを定量的に議論しな

くてはならない。その際問題になるのは，断層面の不均質性である。空間不均一性を粗視

化する理論的根拠を与えるため，連続体断層において摩擦パラメータが不均一に空間分

布している場合における，一様定常すべりの不安定化条件を考えた（東京大学地震研究

所[課題番号：ERI_03]）。速度状態依存摩擦法則を摩擦「力」について書き直して空間的

に加算すると，摩擦の速度依存性と状態依存性を表す係数aとbについては算術平均，状態

変数も係数bの分散が小さければ通常の重みつき平均でよく近似できることが分かった。

Slip lawは加算しても式の形は変わらずに適用が可能であり，Aging lawについても粗視

化された領域でもよく成り立つことが示された。 

既往の実験では，Slip law が成り立つ定常すべり近辺の摩擦強度変化を測る場合と，

Aging law が成り立つ静止状態からの摩擦強度変化を測る場合の間に，探られていない領

域がある。この領域に着目し，強度の時間変化がその時々のすべり速度と摩擦面の強度

だけの関数であるという仮定のみを制約条件として，Aging law と Sip law をその時々

の摩擦強度と定常すべりでの摩擦強度との差に応じて切替えることによってのみ，既存

の実験で挙動が押えられている範囲で完全に記述できることを示した（図２，Sato et al., 

2025，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_02]）。また，Aging law と Slip law の中間
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的な性質を持つものとして Nagata law がある。動的地震サイクルシミュレーションにお

いて，断層運動の不安定化から震源核形成の過程が，これらの発展則にどう依存するか

を調べた（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_02]）。Nagata law では，すべり速度が

急に変わるパルスの伝播による地震性パッチへの剥がれが生じ，Aging law 的な小さい領

域での加速フェーズへの遷移が見られる。地震発生時点での剥がれ域サイズ，高速すべ

り域サイズ，および後者の前者に対する割合はどれも Slip law に近いほど小さくなるこ

とがわかった（Kaneki & Noda, 2024）。 

粘土鉱物などの母岩流動による応力緩和が速い断層が永久固着となることについて，

バネ－ブロック・ダッシュポットによる粗視化モデルを構築し，これが連続体モデルで

の永久固着条件を定量的によく再現することを確認した（東京大学地震研究所[課題番

号：ERI_02]）。粘弾性緩和時間は固着域のサイズが大きいほど短いため，地震発生域深

部で脆性から延性へ遷移するにつれ，大きい地震から先に起こらなくなることが予想さ

れる（Noda & Yamamoto, 2024）。 

断層を格子状の多数の破壊要素で表し，単純な規則を適用した離散的計算モデルであ

る OFC モデルでは，外側境界でだけエネルギーの散逸が大きいという不均質性があるこ

とで，様々な大きさの破壊が発生し，そのサイズ分布に GR 則が成り立つ。不均質が中程

度の場合には，系サイズの 1/3 前後が破壊する３つの大地震が毎回全く同じ破壊域で順

に繰り返す周期的な挙動となることが発見された（東京大学地震研究所[課題番号：

ERI_02]）。不均質の強さに応じて，固有地震の繰り返し挙動と，GR 則の成り立つ複雑な

挙動が相転移するこの系は，GR 則のメカニズムを理解する重要な手掛かりとなることが

期待される（Otani & Kame, 2024）。 

スロー地震と高速地震（通常地震）という，見かけが異なる２つの地震の違いを，断

層すべり開始時の亀裂面上の流体圧と空隙率の値のみで説明できることを，バネ－ブロ

ック・モデルで明らかにした（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_02]）。スロー地震を

生じ易い条件は，流体圧が大きく空隙率が小さい場合であることが示され，定性的には

流体の流れが低空隙率によって阻害されることで流体圧が高くなり，断層すべりが安定

的になると理解される。 

沈み込み帯の深部スロー地震発生域におけるプレート境界断層帯の変形挙動の解明を

目的として，海洋地殻や泥質堆積物などの低温・中圧の変成作用により形成されるアク

チノライト－緑泥石片岩ガウジを用いて，温度500℃，封圧1GPaの乾燥条件下で変位速度

を0.15 𝜇/𝑠，0.05 𝜇/𝑠，0.15 𝜇/𝑠，1.5 𝜇/𝑠と変化させて摩擦実験を行った（東京大学地震研究

所[課題番号：ERI_05]）。その結果，アクチノライト－緑泥石片岩はピーク強度（摩擦係

数は約0.4）に達して以降すべり弱化を示し，最小摩擦係数は0.33であった。速度ステッ

プテストの結果としては，速度強化挙動を示すことがわかった。 

海洋プレートの主要構成物質である玄武岩質岩石を用いた摩擦実験を実施した。実験

試料には，南海トラフにて掘削採取された粘土鉱物含有量の異なる２種類の玄武岩試料

を用い，実験は地下数キロ程度にあたる有効圧50MPa，温度25～200℃，軸変位速度0.1-10

μm/sの条件下で実施した。南海トラフ玄武岩と同じ岩種ではあるが鉱物組成の大きく異

なる拓洋第三海山由来玄武岩試料，さらに玄武岩質岩石が変質変成を受けた秋吉台の緑

色岩の結果と比較した。その結果，断層の安定性を表すパラメータ（a-b）は全試料で共

通して温度が上昇するにつれて正から負へと変化し，高温になるほど不安定なすべりと
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なる一方，断層の物性が非地震性から地震性へと遷移する温度は，粘土鉱物の種類によ

って異なることが明らかになった。これらは，同じ岩種であっても，鉱物組成が異なれ

ば，沈み込み帯の地震活動の不均質の要因となる可能性があること，さらには粘土鉱物

の種類が重要である可能性を示唆している（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_05]）。 

内陸断層の脆性－塑性遷移付近で生じた，nm～mmオーダーの強い塑性変形に伴う空隙

化と，それによる延性破壊の発生範囲を明らかにするための地質調査，及び露頭産状と

微細構造の比較を実施した（産業技術総合研究所[課題番号：AIST01]）。空隙や破壊面は，

断層中心部に発達する，非常に強く変形・粉砕されたウルトラマイロナイトに密に伴わ

れ，これらが断層の走向方向に最低30m連続し，ウルトラマイロナイトのうち最大のもの

は走向方向に1.2km以上連続することを確認した。これらの結果を組み込んだ三次元地質

モデルの構築に向け，地質データのデジタル化を進めた。 

2024年１月１日に発生したMj7.6に及ぶ能登半島地震に関して，震源過程，余震活動，

および津波の伝播状況などから，地震発生メカニズムの解明に向けた研究を進めている。 
能登半島地震の余震分布の全体像を明らかにすることを目的として，３次元地震波速

度構造を考慮したMCMC法による震源位置の再決定を実施した（椎名ほか , 2024，Shiina et 

al., 2024）。本震発生から約１か月間に発生した余震は概ね10～15kmよりも浅い深さで

発生しており，津波波源域（例えば，Fujii and Satake, 2024）とも整合的であること

から，本震発生時に海底直下の断層ですべりが生じたことが明らかになった（産業技術

総合研究所[課題番号：AIST06]）。  
地震予知総合研究振興会が新潟県長岡地区に展開している観測網（AN-net）を用いて

バックプロジェクション解析を行ったところ（今西ほか, 2024，Imanishi et al., 2024），

能登半島の南西端から北東端の浅部をＰ波速度近くで伝搬する高速破壊（supershear 破

壊）が発生し，これが広域の甚大な被害と関係している可能性があることが示された（産

業技術総合研究所[課題番号：AIST06]）。 

能登半島地震について，グリーン関数の誤差を明示的に取り入れた PDTI（Potency 

Density Tensor Inversion）法を用いて震源過程を推定した（京都大学防災研究所[課題

番号：DPRI02]）。その結果，初期破壊が 10 秒ほどかけて静かに成長し，その後東西約

150km に渡って複数の断層を次々と破壊する複雑な震源過程が明らかとなった。また，

2024 年能登半島地震に先立つ同地域での群発地震活動は地下深部からの流体によって引

き起こされたと考えられているが，東北沖地震後の大規模な余効変動による伸張的運動

により流体の上昇が容易となる環境が整えられていたことを指摘した。  
能登半島地震による浸水深と津波堆積物の調査を実施し，珠洲市～能登町にかけての

沿岸では陸域に直接遡上した津波は第二波のみで，津波堆積物の層厚も最大で 5cm 程度

であったのに対し，能登町の九里川尻川の河道内では，第一波による津波堆積物も認め

られ，トータルの層厚は 55cm であることを確認した。また，堆積構造や粒度分析，珪藻

化石分析などから３つのユニット（第一波遡上流れ，第一波戻り流れ，第二波遡上流れ）

に区分できた（弘前大学[課題番号：HRS_01]）。 

能登半島地震発生域における断層構造と微小地震のマイグレーションを明らかにし，

本震発生への流体関与の可能性を示した（図３，京都大学防災研究所[課題番号：DPRI02]，

Yoshida et al., 2024）。  
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（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

プレート境界域，海洋・大陸プレート内部，火山地域など，地質環境の特性に応じて，

震源分布，構造，応力・ひずみ場，物質分布を観測・調査・実験により明らかにし，地震・

火山活動を支配する場の構造の解明とそのモデル化を進めている。プレート境界浅部か

ら内陸部にかけて，通常の地震活動からスロー地震まで，多様な断層すべりの時空間分

布を詳細に捉え，歪・応力の蓄積過程を把握し，地震学的構造や物質構造との比較を通し

て断層すべり現象の発生条件や要因の理解を深める。火山地域では，火山性流体やマグ

マ供給系の構造の解明，および地震活動の把握を通して，火山活動のモデルの構築を進

める。これらの知見に加え，地震発生の数値シミュレーションや強震動予測の高度化を

念頭に，海域から陸域を対象とした標準的な断層モデルの整備にも取り組む。 

日向灘から奄美大島にかけて，プレート境界域での小繰り返し地震（相似地震）を用

い，小領域ごとの準静的すべり速度のモニタリングを継続している（図４）。トカラ列島

南東沖を除き，すべり速度は 2000 年代前半頃から 2015 年前後にかけて一定値をとって

おり，2015 年前後から増加に転じ，2020 年頃以降はさらに増加する傾向にあった。2023

年頃から一部の領域（日向灘中部〜南部，都井岬南東沖，種子島東方沖，トカラ列島東方

東沖，トカラ列島北東沖，奄美大島付近）で速度は頭打ち，あるいは減少傾向にある。ト

カラ列島南東沖では，2000 年頃から 2010 年頃にかけては約 2.0cm/年で，これ以降はさ

らに速度が低下していることがわかった（鹿児島大学[課題番号：KGSM01]）。 

2006〜2007 年に日本海溝北部で実施した稠密海底地震観測網のデータに常時微動表面

波トモグラフィー手法を適用し，深さ 30km 程度までの詳細な３次元Ｓ波速度構造モデル

を推定した（図５，東北大学理学研究科[課題番号：THK_04]）。テクトニック微動の分布

は，沈み込む海洋プレート上の堆積層から脱水した流体による間隙圧に起因するプレー

ト境界付近の低速度領域と良い相関を示すことから，堆積層厚の流体供給量の不均質が，

海溝に沿った間隙流体圧と断層すべりの挙動の変化の要因と考えられる。 

日本海溝沖 S-net 観測点の速度計記録に適切な周波数特性の補正をすることで，減衰

した低周波側の振幅も復元できることを確かめた上で，福島県沖や茨城県沖の海域で発

生した地震について震源決定と発震機構解の推定を行った（産業技術総合研究所[課題番

号：AIST06]）。その結果，S-net データを加えて解析することで解の精度が向上し，少

なくとも Mj2.0 までの微小地震の発震機構解を推定できることを確認した。また，プレ

ート境界から陸側に向かって延びる分岐断層に関連する地震活動が確認され，分岐断層

周辺の応力場が正断層すべりを促進する状態にあることも明らかになった。  
房総半島沖において自己浮上式海底圧力計６台での観測を続けている。海洋モデルに

対してマルチチャンネル特異スペクトル解析を用いて，2018 年に発生したスロースリッ

プによる変動を抽出し，すべり分布を求めた。すべり分布は陸域 GNSS データだけ用いて

得た結果と比べて海側に張り出すとともに，全体のすべり量が小さくなる傾向を示した

（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_05]）。  
南西諸島北部域の種子島南東沖において実施した海底地震観測網データを用いて，浅

部テクトニック微動の解析を実施したところ，沈み込むプレート上面の深さ約 10～15km

の領域に分布する複数のエピソードを確認できた。このうち最も顕著なエピソードは

2023 年 12 月～2024 年１月にかけて発生し，南側から始まった活動が北方向へマイグレ
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ーションした後，12 月下旬に再び南側から北側へのマイグレーションがあった。その後，

１月には主に北側で活動が認められた。本領域が喜界島東方沖から続く一連の活動領域

の北限であり，地震断層セグメント境界のような場所であることが示唆される（鹿児島

大学[課題番号：KGSM01]）。 

2024 年７月より試験運用を開始した N-net 沖合システムの記録を用い，同地域で発生

する微動活動のエンベロープ相関法によるモニタリング手法の開発を進めた。この手法

を用いることで，日向灘の地震後，同地域で発生する微動を検出することに成功した（防

災科学技術研究所[課題番号：NIED02]）。 

沈み込んだスラブ内で発生する地震に関しては，スラブ内物質の物性や，沈み込みに

伴う物性の変化，さらに断層分布や地震活動を把握し，地震発生場の理解を目指した研

究を進めている。 

地下 300km 付近（〜10GPa）の沈み込むスラブ内で発生する深発地震の発生メカニズム

の解明を目的として，含水鉱物の一つである Phase A＋カンラン石多結晶体の変形実験

を行った（東北大学理学研究科[課題番号：THK_03]）。変形中の AE（Acoustic emission）

計測の結果，Phase A のみ（100%）の場合には AE の発生が少なくなることが明らかにな

った。このことは，規模の大きな地震の発生には，高い強度をもつカンラン石のような鉱

物の存在が必要であることを示す。また，カンラン石多結晶体試料の応力緩和試験によ

り，高圧下におけるカンラン石の遷移クリープがバーガース粘弾性モデルにより記述で

きることが確認された。このことは，大地震後の余効変動を同モデルで予測できる可能

性を示唆している。 

スラブ表面での屈折を考慮したレシーバー関数イメージングを用いて，東北日本沈み

込み帯における太平洋スラブ内部の地震波速度不連続構造を調査した。その結果，１）海

洋地殻の脱水脆化に整合的なエクロジャイト相転移（二重深発地震面上面と一致）に伴

う速度コントラストの消失，２）深発地震の発生位置と空間的に相関し，相転移断層とも

整合的なオリビン準安定領域の上面と下面にあたる，明瞭な負振幅と正振幅，３）深発地

震の分布限界とも一致し，マントル遷移層でオリビン準安定領域が存在しないことを示

唆する深さ 450km 付近でのオリビン準安定領域の速度コントラストの消失，さらに４）

未知の脱水反応あるいは相転移反応の存在の可能性を示唆する，稍深発地震発生帯付近

の海洋モホ面にける負のコントラストが検出された（東北大学理学研究科[課題番号：

THK_03]）。これらの検出された特徴は，地震活動とも良い対応を示した。 

2011 年東北沖地震後に，2003 年５月 26 日に宮城沖で発生した M7.1 スラブ内地震の直

上のプレート境界で繰り返し地震が出現した。東北沖地震の余効変動に伴う載荷速度の

増加に伴って，スラブ内地震直上のプレート境界で不安定性が増加したことが示唆され

た。周辺域で 2003 年から 2023 年までに発生した地震の断層サイズを推定したところ，

典型的サイズの半分より小さく，その発生深度に伴う高い法線応力により，発生する地

震の応力降下量が大きくなっている可能性が示唆される。一方，スラブ内では繰り返し

地震は見つからず，プレート境界とスラブ内で断層の分布や物性が大きく異なっている

可能性が示唆される（東北大学理学研究科[課題番号：THK_03]）。さらに，CMT 解が決ま

っている地震を用いて減衰構造と観測点補正値を推定した上で，短周期の直達Ｐ波の波

形モデリングにより，M2〜4 の地震のモーメント・テンソル解を推定する手法を開発した

（東北大学理学研究科[課題番号：THK_03]）。本手法により上記 2003 年宮城沖スラブ内
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地震周辺域で発生した地震のモーメント・テンソル解を推定したところ，プレート境界

面における逆断層すべり，その直下から 20km までの範囲のスラブ内における沈み込み方

向に圧縮型の応力場，それ以深では沈み込み方向伸張型の応力場とよく整合した（図６）。 

2021 年２月 13 日および 2022 年３月 16 日に発生した２つのスラブ内地震（M7.3 と

M7.4）の余震分布から，複数の明瞭な構造を検出した。これらは，それぞれ断層が４枚と

２枚の面構造であった。これらの地震はスラブ内の既存の弱面の破壊により発生したと

考えられるが，2022 年の断層の深部では，2011 年東北沖地震発生直後から集中的に顕著

な地震活動の活発化があったことが確認された。このことから，2022 年の地震では，ス

ラブ内の既存の弱面において本震の破壊に先行する地震活動があったと考えられる（東

北大学理学研究科[課題番号：THK_03]）。 

最新の海域・陸域地震観測網で得られた地震波形から大量の到着時刻データを読み取

り，東日本前弧域を含む日本列島全域下の深さ 700km までの地殻とマントルの詳細な３

次元Ｐ波速度構造モデルを得た（東北大学理学研究科[課題番号：THK_04]）。その結果，

プレート境界やスラブ内の地震発生に影響を及ぼすと思われるマントル深部からの熱い

上昇流を反映する，沈み込んでいる太平洋スラブ下に顕著な低速度異常体を検出した。 

2000 年鳥取県西部地震や 2016 年熊本地震，さらには 2024 年能登半島地震など，内陸

部でも大きな被害を及ぼす直下型の地震が発生してきた。その発生メカニズムの理解に

向けて，断層周辺における地震学的・電磁気学的構造を明らかにし，断層運動との関係を

理解するための研究を進めている。  
定常・臨時観測点に加えて，日奈久断層南部周辺の 0.01 満点（約 100 点）観測の記録

を使って求められた発震機構解から，熊本地震周辺域における背景応力場を推定し，2016

年熊本地震の本震時のすべり分布から計算される応力変動場を合わせたところ，本震後

には震源断層端と断層深部に応力集中が確認され，余震活動や余効すべりが駆動された

ことが示唆される結果を得た（九州大学[課題番号：KYU_01]）。また，M3〜5 の 418 個の

地震に対して破壊伝播方向の推定を行なったところ，約 40%が一方向への破壊を示した。

そのうちの日奈久断層中部で発生した地震では約 60%が，2016 年熊本地震により破壊が

促進される方向に破壊が伝播する様子が見られた。また，高 Vp/Vs 領域を避けるような

伝播方向の分布も見られ，破壊伝播方向には応力場だけでなく，構造の不均質が影響し

ている可能性が示唆された。  
日奈久断層南部の断層近傍において，断層と並行する国道３号沿いで DAS 観測データ

の解析を行い，4m 間隔に深さ 180m までの１次元Ｓ波構造を推定し，河川による堆積構造

が顕著であることを明らかにした（九州大学[課題番号：KYU_01]）。  
未発表のデータも含め既存の広帯域 MT データを統合し，さらに 2024 年 10 月 29 日か

ら 12 月 12 日にかけて既存点の隙間をうめる様に配置した 35 点の観測点で，広帯域 MT

もしくは地電位データの取得して，2000 年鳥取県西部地震周辺域の３次元比抵抗構造解

析を行った。その結果，本震震源直下に低比抵抗体が分布していることがわかった（九州

大学[課題番号：KYU_02]）。  
2024 年４月２日から５月８日まで，既存点の隙間をうめるように 22 点の観測点を配

置し，1997 年鹿児島県北西部地震において，広帯域 MT もしくは地電位データの取得を行

った。既存点も合わせた 86 観測点のデータを用い３次元比抵抗構造解析を行い，1997 年

鹿児島県北西部地震のすべり分布（Horikawa, 2001）と比較した結果，３月の本震（M6.3）
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は低比抵抗体の端部で破壊が開始したのち西側に進行，最終的に別の低比抵抗体で停止

したことが分かった（図７）。５月の地震（M6.2）についても，すべり量は３月の地震に

比べ小さいものの同様の結果を示した。この結果は 2016 年熊本地震で得られた結果 

（Aizawa et al., 2011）と同様であり，内陸大地震の破壊の開始と停止が低比抵抗体に

支配されている事例と考えられる（九州大学[課題番号：KYU_02]）。  
大きな構造線沿いにあたる，岐阜県高山～白川郷にかけて分布する代表的な湧水・泉

源の主要溶存成分濃度分析およびヘリウム同位体比分析を行い，高い NaCl 濃度（～３%）

およびマントル由来のヘリウム成分を含む湧水が広く分布することを見出した（京都大

学防災研究所[課題番号：DPRI02]）。当該地域には深部流体のフラックスがあると推定さ

れる。これらを先験的情報とし，すでに公表されている地震波速度構造と電気伝導度構

造に基づき，ベーズ統計に基づく同時解析・インバージョンを行ない，当該地域の２次元

断面（北西－南東方向～70 ㎞，深さ 40 ㎞の断面）における地殻流体の分布の予察的な結

果を得た。 

2024 年能登半島地震の余震について，３次元地震波速度構造に基づく CMT 解析を実施

し，佐渡島西方沖の領域で北西方向に深くなる既存の断層モデルと整合的な断層の形状，

および能登半島北西部の浅部では南北に近い走向を持ち，Ｐ軸が東西に近い方向の，本

震のすべり過程解析と整合的な応力場に関する知見を得た（防災科学技術研究所[課題番

号：NIED02]）。 

能登半島地震を対象に，SAR の後方散乱強度画像における変化から，同地震による海岸

線の変化の抽出をおこない，海岸線が隆起した範囲の可視化をおこなった。干渉 SAR 解

析の結果から，同地震に伴う大規模盛土造成地における局所的な沈降箇所の検出もおこ

なった（弘前大学[課題番号：HRS_01]）。 

能登半島地震（M7.6）で津波を引き起こした海底活断層の実態解明にむけ，令和６年

３月に能登半島の北東沖で実施された学術研究船「白鳳丸」緊急調査航海でマルチチャ

ンネル反射法地震（MCS）探査データを取得し，高精度地殻構造イメージング解析を行っ

た。また，海底地形調査や，海底表層地層探査を実施し，海底活断層群の一部が津波の波

源域で海底付近まで到達し，鉛直変位が 3～5m に達していることいることを確認した（東

京大学大気海洋研究所[課題番号：AORI01]）。 

能登半島地震，および能登半島周辺におこっていた群発地震も含めて，逆断層の活動

に地下の流体が関与したと言われている。その流体の起源に関して，能登半島を形成す

る漸新世から中新世の火山岩は日本海形成時に噴出したものであり，そのときの海水が

地殻やマントル上部まで到達してマントルの部分融解を促し，マグマを生成し，さらに

化石海水として地殻やマントル中に現在も残っている可能性がある，という作業仮説を

もとに，これまでの能登半島における地質調査をレビューし，12 月に現地の漸新世 -中新

世火山岩である穴水層群の地質調査と岩石採取をおこなった（海洋研究開発機構 [課題

番号：KOBO01]）。  
地殻変動や重力の観測を通して，地殻・マントルの変形場を把握し，構造との比較か

ら，地殻活動のメカニズム解明のための研究を進めている。  
北海道東部の広域・大局的な変形モデルの構築を目的として，駆動力となるプレート

運動の影響を定量化するため，GEONET およびソフトバンク独自基準点における GNSS 観

測点の太平洋プレートの収束方向（N66°W）への変位速度を求め，海溝軸直交方向を横軸
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とする速度プロファイルを作成した（図８，北海道大学[課題番号：HKD_04]）。厚岸〜屈

斜路カルデラ〜稚内を通過する速度プロファイルでは，火山地域を除いた屈斜路カルデ

ラの周辺約 200km の範囲で定常的に短縮を示しており，震源メカニズムを用いて推定し

たＰ軸方向と調和的であることが分かった。一方，屈斜路カルデラ周辺の地震はＰ軸の

向きがばらつき，周辺と異なる応力場になっている可能性が示唆された。 

2021年半ばから2023年半ばまで屈斜路カルデラ周辺で発生した膨張性の非定常地殻変

動について，北海道大学，GEONET，ソフトバンク独自基準点からなる超稠密GNSS観測網の

データを解析して，変動源の推定を行った（北海道大学[課題番号：HKD_04]）。推定変動

源の深さは約5kmに求まり，体積変化量は1.1×107m3となる。これは1993〜1995年に発生

した膨張イベントとほぼ同じ場所で若干小さい規模で発生しており，普段定常的に収縮

場である屈斜路カルデラの地下が，時々繰り返して膨張イベントを生じる可能性を示唆

する。また，この変動源はマグマ溜まり本体ではなく，その最上部における低比抵抗領域

の最上端部（本多・他, 2012）にあたる，脆性－塑性境界（高橋・他, 2017）で発生して

いると推察される。 

 GNSS 観測のほか，屈斜路カルデラ周辺で水準測量，および屈斜路カルデラ，阿寒カ

ルデラ周辺で繰り返し相対重力観測を実施した（北海道大学[課題番号：HKD_04]）。水準

測量は屈斜路湖畔沿い約 15km の路線で 2023 年９〜10 月，2024 年９月に実施し，今年度

初めて約１年間の上下変動を得た。膨張変動はほぼ終息したタイミングではあるが，推

定震源域の近傍では 4mm の隆起が発生していたことが明らかになった。近年の屈斜路カ

ルデラ周辺の重力値の時間変化はほぼなく，安定していることが分かった。 

海底地殻変動も含む広域の地殻変動データ，衛星重力観測や光格子時計による重力ポ

テンシャル計測などの先進的な測地データを有効活用するため，広域地殻変動と重力場

変化を正確に計算できる球体地球モデルについて，粘弾性変形の計算手法の確立を目指

している。３次元水平不均質を取り入れた計算手法をさらに発展させ，非線形レオロジ

ーを考慮した粘弾性変形による重力変化の計算手法を開発した。計算の結果，線形レオ

ロジーの場合に比べて短波長の変動が増幅されることが分かった（東京大学理学系研究

科[課題番号：UTS_01]）。 

GEONET 観測点における日々の座標値（F5 解）を用いて，変位速度場，歪速度場の計算

について自動処理を行い，列島スケールにおける地殻変動を可視化する仕組みについて

検討した。その結果として，奥羽脊梁山脈における短縮場の他に，火山周辺における局所

的な膨張現象など，局在する歪集中域の存在も明らかとなった（弘前大学[課題番号：

HRS_01]）。 

物理法則を組み込む深層学習（Physics-Informed Neural Network，PINN）による地震

時地殻変動解析を，プレート沈み込み境界などの記述に用いられる面内問題に応用した

（Okazaki et al., 2025）。地表の地殻変動データから地下の断層運動を推定する逆解

析に取り組み，従来法と異なり数学的正則化なしで安定解が得られた（京都大学防災研

究所[課題番号：DPRI02]）。これは PINN を用いることで，物理的要請に基づき合理的な

推定を行える可能性を示唆している。  
GNSS データから地殻のひずみ速度を推定するうえで，通常は速度場の局所的な一様性

を仮定した上で平滑化制約を適用してきたため，ひずみ速度が過小評価される傾向にあ

った。平滑化制約に加え，スパース性制約も事前情報として課したスパースモデリング
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による方法を定式化し，模擬データに適用してその有効性を確かめ，実際の観測データ

に適用した（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI02]，Nozue & Fukahata, 2025）。歪み

速度が急変する場所において解像度の向上が期待できる。 

火山周辺域では，火山性地震活動の特徴を明らかにするとともに，地震学・電磁気学

的構造の把握から，火山性流体・マグマの供給系の把握のための研究を進めている。 

御嶽山周辺域の約71,000個の地震（2012年５月～2025年１月処理分まで）について震

源の属する構造を調べたところ，99%がユーラシアプレートの上部地殻内で発生している

ことがわかった。0.3%にあたるフィリピン海プレート内で発生した地震のほとんどが深

さ60kmより浅く，御嶽山直下には分布していない。一方，0.1%にあたる太平洋プレート内

で発生した地震は御嶽山直下の深さ250～300kmに分布していた。これらの分布は，スラ

ブからの脱水と火山活動の形成メカニズムの関係や，御嶽火山活動におけるフィリピン

海プレートの役割の解明などに重要な情報として寄与する。一方，ユーラシアプレート

の上部地殻内で発生した地震の震源データにクラスター解析を実施し，地震を単独型と

クラスター型に分類した（図９）。クラスター型地震については，１つのクラスター内の

地震の規模の分布から，本震－余震型，前震－本震－余震型，群発地震型に分類した。

M2.5以上の地震594個の地震を調べてみると，御嶽山の北麓－東麓にかけて群発型の地震

活動が集中する領域があること，また，この東麓域の南西端で2017年長野県南部の地震

（群発型）が発生したことがわかった。近代的な地震観測網が整備された1980年以降，こ

の地域で発生した最大地震である1984年長野県西部は，2017年長野県南部の地震の震源域

に隣接して発生しているものの，群発地震発生域には含まれないことがわかった（名古

屋大学 [課題番号：NGY_02]）。 

御嶽山直下の火山性地震活動は，2014 年噴火以降減少傾向にあった中，2024 年 12 月

９日ごろより活発化し，2025 年１月 16 日には御嶽山噴火警戒レベルが１から２へと引

き上げられ，１月 21 日には傾斜変動を伴う火山性微動が観測された。名古屋大学では，

2024 年７月より独自の山頂連続地震観測網のデータを取り入れた準リアルタイム震源決

定システムを整備し，2024 年１月～2025 年１月の期間で 1376 個の火山性地震の震源を

決定することができた。2024 年 12 月前後で震源の深さが浅部から深部に遷移した後，火

山性微動発生とともに活発化した地震活動は一気に低下し，震源も浅部に移動した。2014

年噴火前後で，火山性地震のメカニズム解が大きく変化したことがわかっており

（Terakawa et al., 2016），今回の地震活動の変化について，火山性地震のメカニズム

解の推定を進めている（名古屋大学 [課題番号：NGY_02]）。 

北海道の阿寒カルデラで観測された電磁気探査（MT 法）データを用いて，３次元比抵

抗構造の推定を行った結果，雌阿寒岳と雄阿寒岳の間に西方深部に斜めに傾く低比抵抗

異常体を確認した。加えて，2016 年から 2017 年にかけて発生した地盤膨張の推定シル状

圧力源，準定常的に発生している深部低周波地震や浅部火山性地震の空間的関係から，

阿寒カルデラのマグマ供給系の構造をモデリングした（九州大学 [課題番号：KYU_03]）。

また，MT 法探査で観測される POQ（異常位相，Phase out of quadrant）現象について，

斜め良導柱（柱状の低比抵抗体）の上端が地表近くまで到達し，直径に関わらず良導柱が

深部まで伸びていることが現象発現条件であることが分かった（Inoue and Hashimoto, 

2024）。 

 別府―由布院周辺で取得した 153 点の広帯域 MT 観測データの３D 解析を行い，鶴見，
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伽藍，由布の３火山に向かって，北側の深部から斜めに上昇してくる低比抵抗体をイメ

ージングした（九州大学 [課題番号：KYU_03]）。深さ 20～30km で発生している深部低

周波地震は低比抵抗体の端部で発生しているとともに，深さ 5km 付近の水平断面では，

地表の鶴見，伽藍，由布の３火山の位置は低比抵抗体の端部に位置している。近隣の九重

火山，阿蘇火山（Aizawa et al., 2022）と同様，低比抵抗体の端部がマグマ性流体の上

昇経路であることを示唆している。 

地震火山活動が活発な日光・足尾地域で MT 法観測を実施した。３次元電気比抵抗構造

を推定した結果，日光白根山と男体山の下の地殻内に，地震波の低速度，高減衰域に一致

して低比抵抗域が分布することを明らかにし，日光白根山と男体山のマグマ供給系を示

している可能性があることを示した（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI02]）。この低

比抵抗域の上端付近では 2013 年に M6.3 の内陸地震が起きているが，低比抵抗域に含ま

れる流体が地震の発生に関与した可能性を示唆する。  
ニュージーランド（NZ）の北島から南島北部にかけたヒクランギ沈み込み帯は，プレ

ート境界における通常の地震活動からスロー地震まで多様な断層すべりが高頻度で発生

しており，また内陸部でも複雑に配列した断層で大規模な地震が発生している。プレー

ト間固着強度が沈み込み帯中部で大きく変化しており，それがタウポ火山帯の南端に一

致している。このようなテクトニクスの特徴は，西南日本とよく似ている。ヒクランギ沈

み込み帯と南海トラフから日向灘にかけた沈み込み帯との比較研究として，多様な断層

すべりのメカニズムや地殻・マントル構造を明らかにするための研究を進めている。 

世界の様々な沈み込み帯の構造と日本の沈み込み帯との比較研究の一環として，ヒク

ランギ沈み込み帯下の構造を調べた（東北大学理学研究科[課題番号：THK_04]）。千島沈

み込み帯にもみられるように，スラブに開いた穴を通して，下部マントルからの熱いマ

ントル上昇流が島弧マグマと混合することで，タウポ火山等の巨大噴火が発生する可能

性を明らかにした。 

約 1.8 年周期でスロースリップが発生しているヒクランギ沈み込み帯北部の Gisborne

沖において，日本・NZ・アメリカの国際共同によって，2022 年 10 月から本海域で実施し

ている大規模な海域地球物理観測を継続している。2024 年 11 月終わりから 12 月にかけ

て，大規模なスロースリップが観測網直下で発生し，これの活動の直接観測に成功した

（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_06]）。 

2016 年カイコウラ地震震源域において，トモグラフィー解析により地震の震源再決定

と地震波速度構造推定を行ない，既往の断層モデルを再構築する必要性を指摘した。地

震波速度構造からは，震源域中央部・カイコウラ半島付近の上部地殻に地震波速度高速

度域が確認され，カイコウラ地震の断層すべりに対するバリアとして当初の破壊の進展

を妨げた一方で，破壊過程を複雑にした要因であると考えられる。さらに，震源域深部お

よびそのプレート境界付近に高間隙圧流体の分布に対応すると考えられる地震波速度低

速度域・高い Vp/Vs 領域を確認し，上部地殻内での断層の連動破壊や，それに伴って発

生したプレート境界での地震時・地震後すべりの発生に高間隙圧流体が関わる可能性を

示した（東北大学理学研究科[課題番号：THK_05]）。 

地震発生場のより詳細な理解に向け，室内・数値実験や観測・解析手法の開発を進め

るとともに，地震発生の数値シミュレーションや強振動予測の高度化を目的として，海

域から陸域までを包括した標準的なコミュニティ断層モデルの整備にも取り組んでいる。 
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封圧増加に伴う含水岩石の弾性波速度および電気伝導度の変化について，クラック閉

鎖に伴うアスペリティ接触の増加およびクラック開口の減少を定量的に評価した（京都

大学防災研究所[課題番号：DPRI02]）。弾性変形の場合は少数の大きなアスペリティ接触

状態となるが，接触面積の割合が 20%程度に達するとクラック内の液相連結は保たれつ

つ，ほぼ固相の弾性波速度を示すようになる。したがって，弾性波速度に対しては閉鎖状

態であっても，電気伝導度に対しては閉鎖していないという状態がクラックの閉鎖状態

であり，地殻内部で観測されている小さな地震波速度変化（<10%）と大きな電気伝導度変

化（数桁）を同時に説明することができることがわかった。  
連結した亀裂内に（流体などの）低比抵抗物質が存在する場合について，岩石のバル

ク比抵抗を与える mixing モデルを解析的に導出した。弾性波速度の理論モデルも導出さ

れている横等方性に従う任意の選択配向に適用可能であり，地震波速度と電気比抵抗の

異方性について理論的な比較を可能とした（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI02]）。  
弾性歪エネルギーの蓄積および解放を司る岩石の弾性的特性を理解する目的で，四万

十帯から採取された，沈み込み帯の地震発生帯深度におけるプレート境界を構成する岩

石コア試料を用いて，Ｐ波およびＳ波速度の測定を行った。その結果，沈み込み帯の巨大

地震の開始を支配する断層の最小サイズが数 m 以下であることを明らかにした。また，

得られたＰ波速度は，大きなスケールの構造に感度がある地震波による観測結果よりも

有意に高いことが分かった。これは地震発生帯には大きなスケールの亀裂が存在する可

能性を示している。またこのような亀裂は流体の通り道となるため，巨大地震の発生に

寄与する流体移動も同時に司っていることが考えられる（東京大学地震研究所[課題番

号：ERI_05]）。 

地震計の特性が異なる，下北半島を中心に青森県北部から北海道南端部に展開する AS-

net，全国を一様に覆う Hi-net，および青森県による微小地震観測網に対して時間領域フ

ィルタを開発し，低周波においてこれらを統合した高感度広帯域地震計観測網として活

用できることを確認した。その上で，Hi-net と AS-net の長期間にわたる連続観測記録に

地震波干渉法を適用し，表面波の群遅延時間の周波数依存性を求めた。その空間分布は，

地盤の特徴に対応する速度空間変化が明瞭にあらわれており，今後のトモグラフィ解析

と非線形Ｓ波速度インバージョンから高精細な地盤構造の推定につながると期待される

（弘前大学[課題番号：HRS_01]）。 

日奈久断層南部の断層近傍における表層構造を調べるために，断層と並行する国道３

号沿いで実施された光ファイバーケーブルを用いた DAS 観測データの解析を行った（九

州大学[課題番号：KYU_01]）。交通ノイズが卓越しているため，常時微動を用いた地震波

干渉法を用いることで，伝播するレイリー波を抽出した。分散曲線を用いて各区間にお

ける深さ 180m までの１次元Ｓ波構造をインバージョンし，断層に沿った構造を推定した。

DAS を用いることで，交通量の多い地域においても浅部構造の推定が可能であることが示

された。 

地震波エネルギーの伝播を記述する輻射伝達理論において，地震波の波長に応じた散

乱パターンを適用することで，短波長不均質中を伝播する地震波をモデル化する手法を

高度化し，これを実装するモンテカルロ・シミュレーションコードを作成した（九州大学

[課題番号：KYU_01]，Sato and Emoto, 2024）。  
地震波形の振幅比を用いた解析により，2011 年と 2016 年に Mw5.9 地震が繰り返し発
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生した茨城県北部地域において，約 30,000 個の中小地震のモーメントテンソル解の推定

に成功した（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI02]，Yoshida et al., 2024）。 

能登半島地震本震発生後の短時間の地震計データに基づき，その後の揺れの予測を行

う解析手法（Sawazaki,2021）において，モーメントマグニチュードと最大振幅に関する

非線形な関係式を新たに提案し，予測能力の改善がみられることを確認した（防災科学

技術研究所[課題番号：NIED02]）。 

活断層の地表トレースを地下に延長する形で，地震本部の認定する約 100 の主要活断

層帯についての３次元断層形状モデルを作成している（東京大学理学系研究科[課題番

号：UTS_02]）。産業技術総合研究所の活断層データベースに収録の活断層地表トレース

を，できるだけ客観的な基準を用いて単純化し，主断層のみを抽出することを完了した。

比較的小さな断層については，作業者の判断による単純化を行う必要があったが，作業

ログに記録して専門家による評価の資料とすることとした。次に，J-SHIS モデルで採用

された各断層セグメントごとの傾斜角の値を用いて，地表トレースを地下まで延長して

３次元形状を構築した。対象のうち約半数の断層について作業が完了した。 

玄武岩質マグマの組成を化学プローブとして用い，「日本列島下のマントルの含水量

とポテンシャル温度」を推定するための岩石学と機械学習の手法開発を開始した（京都

大学防災研究所[課題番号：DPRI02]）。中部日本下では沈み込んだ２枚のプレート（太平

洋，フィリピン海）が覆い重なるため，流体量が多く，かつ低温の場が出現し，沈み込ん

だスラブ，特に太平洋スラブの脱水が深部にずれ込むことが確認された。このため，中部

日本では火山帯が大きく背弧に向かって折れ曲がり，かつ幅が広くなることが説明され

る。さらにこの深部脱水の一部は能登半島下で起こり，2020 年以来継続する地震・地殻

変動活動に寄与している可能性が示唆された（岩森・中村, 2024, Iwamori and Nakamura, 

accepted）。  
巨大地震・津波の発生源として緊急性や重要性が高い海域として，南海トラフや日本

海溝域にて，地殻構造や地震活動，断層物性，地震発生履歴等に係る調査を実施するとと

もに，既存の日本列島沿いで取得された反射法・屈折方データの解析も進めた（海洋研究

開発機構[課題番号：JAMS01]）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

今年度から開始された観測研究計画においては，地震・火山現象の根本的な理解を深

め，地震や火山災害の予測精度を高めることによって災害軽減に資することを目的とし

て，観測・理論・実験・モデリングの多角的手法を取り入れた基盤的研究を推進してい

る。 

低頻度大規模地震現象の解明にむけた研究では，海陸の測地観測データと繰り返し地

震データの統合的な解析により，プレート境界断層すべり・固着の時空間発展および現

状を把握するための研究が進められている。今後，入力するデータの精緻化および先験

的情報の改良により，断層すべり分布をより精度良く把握することが可能となることが

見込まれる。 

地震発生過程の解明とモデル化に向けた研究では，海域・陸域での観測や実験，数値

シミュレーションを通じて，断層摩擦特性や地殻流体の挙動を明らかにするとともに，

応力場，ひずみの蓄積・解放や破壊過程の理解を通して，地震現象の物理モデル構築を目
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指している。 

断層面での速度状態依存摩擦則における摩擦強度の発展則は発見的・経験的に提案さ

れてきたが，決定的なものの導出には至っていない。実験的アプローチと数値計算によ

る地震サイクル・シミュレーションからのアプローチによって，摩擦強度発展則の普遍

的な理解を目指した研究を進めており，既存の実験範囲において完全に結果を説明する

ための発展則の適用方法や，地震発生時点での断層すべりの特徴に関する発展則への依

存性が明らかになりつつある。パラメータ範囲を拡張した実験を行い，発展則適用の普

遍性が確認されれば，地震サイクル・シミュレーションなどの数値計算に取り込むこと

により，地震現象の物理モデルの高度化が期待できる。さらに，断層面における粘土鉱物

の挙動による断層固着状態に関する定量的な考察や，流体圧と空隙率を変化させた時の

断層すべりの特徴，あるいは断層の不均質性と地震サイズとの関係など，断層の粗視化

により，その物理的性質を考慮した数値モデルによる調査がなされており，地学的条件

における断層すべりの挙動の理解につながる成果が得られている。 

一方，深さ 30 km 程度の深部スロー地震発生域や数 km のプレート境界浅部の環境下に

おける岩石摩擦実験によって，断層物質の摩擦特性が調べられており，多様な断層すべ

りの発生メカニズムの理解や，地震サイクル・シミュレーションの高度化への貢献が期

待できる。こうした実験室スケールでの物理過程が，断層スケールではどのように変わ

るかを定量的に理解するという重要な課題に関して，摩擦パラメタが不均質に分布して

いた時の，摩擦強度発展則の統計的な挙動が調べられた。今後数値シミュレーションに

より摩擦法則の一般的な指針が与えられることが期待される。実際の内陸地震断層の観

察からは，過去の地震の履歴の確認と，強い塑性変形に伴う空隙化による断層面の不安

定化および延性破壊の発生範囲が調べられ，変形の不均質が破壊や摩擦に及ぼす影響を

明らかにするための地質モデルの構築に向けた研究が進んでいる。 

地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化に向けた研究では，日本列島周

辺に整備された稠密地震・地殻変動観測網のデータを活用し，地震学的構造，地震活動，

発震機構，および断層すべり運動について高解像度での把握が進み，流体の分布と地震

活動との関係や，断層の分布と応力場との関係について研究がされている。沈み込んだ

スラブ内で発生する地震に関しては，岩石実験やレシーバー関数解析から，スラブ内物

質の組成・物性および地震活動に関する研究が進み，スラブ内地震の発生環境や，プレー

ト境界地震との相互作用などが明らかになってきた。内陸地震については，稠密なキャ

ンペーン地震観測，および電磁気観測から，断層周辺の地震学的・電磁気学的構造が高解

像度で明らかにされた。これに加え，地震の発震機構解や断層すべり分布との比較から，

地震時の断層すべりの特徴や，低比抵抗体から推測される流体の分布との関係が明らか

となり，断層すべりを規定する構造的要因の解明が進んでいる。北海道では，内陸地震・

火山活動地域の地殻変形のモデル化を目的として，広域・大局的な変形場のモデル構築

が進んでいる。東北地方の奥羽脊梁山脈の短縮場での，ひずみ速度場計算の自動処理や，

物理法則を組み込んだ深層学習による地殻変動解析の適用など，地震や火山周辺での膨

張現象などのモニタリングについて検討が進んでいる。御嶽山周辺における地震の時空

間分布の詳細な把握，および火山性地震活動のモニタリングが導入され，また阿寒カル

デラ周辺や別府―由布院周辺，および日光・足尾地域では，電磁気学的構造と火山性地震

との関係から，マグマ供給系のモデリングが構築されるなど，火山と地震との相互作用
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に関する研究も進んでいる。日本周辺の沈み込みに伴う地震・火山噴火現象との比較研

究を目的として，沈み込みテクトニクスが類似しているニュージーランドにおける観測

研究も，国際共同の枠組みで進められており，より多く，多様な事例を対象とした現象の

把握を通して，そのモデル化に向けた研究に取り組んでいる。  
このほか，岩石内のクラックの状態に関する比抵抗と地震波速度との関係に関する基

礎的研究や，異なる地震観測網の統合解析，光ファイバーを用いた超稠密地震観測によ

る地震波速度解析，さらに不均質媒質中を伝播する地震波形のモデリングなど，新たな

観測・解析手法の開発や，数値シミュレーションや強振動予測の高度化を目的としたコ

ミュニティ断層モデルの整備にも取り組んでいる。 

2024 年１月１日発生した能登半島地震では，それ以前の群発的な地震活動も含め，地

殻内流体の関与が指摘され，地震発生メカニズムの理解は重要な課題と位置付けられる。

本部会でも，本震の震源過程，余震活動の解明や，断層形状と応力場との関係，海底活断

層と津波波源域との関係，さらには地殻内流体の起源の解明を通して，地震発生場の解

明に向けた研究を進めた。  
以上のように，地震発生メカニズムを解明し，予測技術の高度化を目的として，稠密

な地震・地殻変動観測網の利用，および新しい観測技術や解析手法の開発を通した高解

像度での現象の解明を進めている。また，実験スケールの物理過程のスケールアップな

ど，新しい課題にも取り組んでいる。今後，これらの研究をさらに発展させ，地震発生現

象および地震と火山噴火の相互作用に関して，より高精度なモデルの構築に向けた研究

を促進していく。   
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図１．2015年２月16日三陸沖の地震に伴う非地震性すべり分布の推定結果（東北大学理学研究

科［課題番号：THK_01］） 

（左）繰り返し地震カタログから算出した小断層285番・299番における平均累積すべりの時間

変化。（中央）陸上GNSSデータと繰り返し地震データから推定されたすべり分布。（右）陸上

GNSSデータ，GNSS-Aデータ，および繰り返し地震データから推定されたすべり分布。 

 

 

 

図２．2015年２月16日三陸沖の地震に伴う非地震性すべり分布の推定結果（東京大学地震研究

所[課題番号：ERI_03]） 

新たに導いた発展則（Modified composite law）による，速度と状態変数に依存する摩擦則の

挙動。（a）すべり速度ステップ試験における摩擦強度とすべり量の関係。（b）すべり静止-す

べり試験における摩擦強度と静止時間の関係。実験的に知られた，速度依存するすべり弱化効

果（a）と強度回復効果（b）を，従来は別々の発展則で表現していたが，一つの発展則で表す

定式化に成功した。 
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図３．能登半島地震発生域における断層構造と微小地震のマイグレーション（京都大学防災研

究所[課題番号：DPRI02]） 

（a） 本震破壊が開始した断層（珠洲伏在断層）上での微小地震の移動と本震時準鉛直変位 

（Yoshida,Takagi et al., 2024）。円は本震発生前の地震の震源を示し，色は発生時を表す。

濃赤色の四角は余震を示す。背景色は本震時準鉛直変位を，緑と黒のコンターは，それぞれ 
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2023年Mw6.2地震と 2022年Mw5.2地震の地震時すべり分布を表す。赤，緑，シアン，黄，黒の星

印は，それぞれ本震，2023年Mw6.2地震，2022年Mw5.2地震，本震直前の前震，および本震発生

１日以内の前震の震源を示す。（b）ｘ軸から1km以内の本震時準鉛直変位。（c）および（d） 

ｘ軸方向（aに示す）における SBF上での微小地震の移動。（d）には解釈を示す。 

 

 

 

図４．日向灘中部ー奄美大島にかけての各小領域における準静的すべり速度の時間変化（鹿児

島大学[課題番号：KGSM01]） 

陸域地震観測データを用い 1993 年４月～2024 年９月の期間における小領域（A～M）の位置と範

囲（左）と領域毎の準静的すべり速度の時間変化（右）である。各領域に示された白色の期間

は，速度が最小と判定した期間（Period2）を示し，それ以前と以降をそれぞれ，Period1, 

Period 3 とした。左図の各領域の色は，Period 2 と Period 3 の速度比を表す。 
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図５．日本海溝北部における微動とＳ波速構造の空間相関（東北大学理学研究科[課題番号：

THK_04]） 

（右）東北沖日本海溝沿いのプレート境界地震（青点）とテクトニック微動（赤点，橙点）活

動と，1994年三陸はるか沖地震および2011年東北沖地震の断層すべり量分布。（左上）右図点

線に沿った，深さ30kmまでのＳ波速度構造。  
 
 

  

図６．短周期モーメント・テンソルインバージョンによるプレート境界およびスラブ内地震の

メカニズム解の分布（東北大学理学研究科[課題番号：THK_04]） 

推定したメカニズム解により得られた最大主応力軸の空間変化  
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図７．1997 年３月の鹿児島県北西部地震の破壊面に沿った比抵抗断面（九州大学[課題番号：

KYU_02]） 

R１は高比抵抗体，C１および C２は低比抵抗体を示す。コンターは Horikawa（2001）による断層

すべり分布 (単位は m)。地表の逆三角は断面近傍の観測点の位置を示す。 

 
 

 

図８．水平変位速度場とプレート収束方向の速度プロファイル（北海道大学[課題番号：HKD_04]）  
（a）速度場の例（ベクトル）とプロファイルの測線（赤線で囲んだ地域の 20km）。プレート運動

モデル GSRM v1.2 (Kreemer et al., 2014) を使って，プレート運動の影響を除いている。（b）

1996 年から 2024 年までの GEONET F5 解による１年ごとの変位速度のプロファイル（灰色）と，

その平均（黒）。青線は地震時・地震後の影響を受けた期間のプロファイルで，平均の算出に使用

しなかったもの。（c）2021 年から 2024 年までの GEONET およびソフトバンク独自基準点の１年ご

との速度プロファイル（灰色）とその平均（黒）。日座標値は東北大学のルーチン解析（Gipsy-X 
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Ver.2.2 による精密単独測位解）による。 

 

 

 
図９．御嶽山周辺域で発生した地震のクラスター解析（名古屋大学 [課題番号：NGY_02]） 

本震・単独地震の規模が 2.5 以上のものを示している。△は御嶽山，矩形は 1984 年長野県西部

地震。青い〇は単独地震，赤い□は本震・余震型の本震，緑の□は前震・本震・余震型の本震，

水色の◇は群発地震の中で最も規模の大きい地震を示す。 
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１（２） 地震（長期予測） 

            

                 「地震（長期予測）」計画推進部会長 西村卓也 

                            （京都大学防災研究所） 

                              副部会長 後藤和久 

                            （東京大学理学系研究科） 

 

大地震の長期予測は，地震に関する観測研究から各地域における大地震の規模や深さ，

発生頻度や発生時期を数年以上の長期的な観点から予測するもので，災害軽減や防災対

策の立案に役立てられることが期待される。このような長期予測は，地震調査研究推進

本部地震調査委員会により，主要な活断層で発生する地震や海溝型地震を対象に地震発

生可能性の長期評価という形で実施され，社会に公表されている。しかし，大地震の発生

は極めて低頻度な現象であるため，主に過去の大地震の発生履歴に基づく統計モデルに

より行われてきた現状の長期評価には，データが少ないために不確定性が大きいことや

統計モデルの高度化などの課題がある。本部会では，前計画から引き続き，地質・地形デ

ータや史料・考古データを活用した大地震の発生や地殻変動の履歴を明らかにする手法

の高度化を進めるとともに，各地域での調査から，過去の履歴データの蓄積から大地震

の長期予測精度の向上を目指した観測研究と，これまでは十分に活用されていなかった

地殻変動や地震活動などの地球物理学的観測データや地震発生の物理モデル・数値シミ

ュレーションを活用した「新たな長期予測」を推進する。 

 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究  

（１）史料・考古・地形・地質データ等の収集と解析・統合  

ア．史料の収集・分析とデータベース化  

明応の南海トラフ地震では，東海側での地震動被害は明らかになっているのに対し，

南海側では明確な地震動の被害がわかっていない。そこで，静岡県域において寺社の修

造件数と明応東海地震による被害との関係を調べ，寺社の修造件数が被害の指標となり

得ることを検証した上で，和歌山県および高知県域において，明応七年前後の寺社の修

造件数を調べた。その結果，この時期に修造件数の増加が認められ，これらの地域で明応

南海地震による地震動の被害があったことが明らかになった（東京大学地震火山史料連

携研究機構[課題番号：HMEV02]）。 江戸時代後期の文政十三年七月二日（グレゴリオ暦：

1830 年８月 19 日）に発生して京都とその周辺に被害を及ぼした地震（以下，1830 年文

政京都地震）について，史料に基づく震度分布図の作成と地震の規模や震央（震源断層）

の再検討を行った。史料を厳選し，再解釈を行なって京都盆地及び遠地での震度分布を

検討した結果，有感となった範囲は，富山県氷見市，島根県出雲市，三重県伊勢市よりも

内側であり，近地の震度は，京都盆地北東部で震度５強～６強，亀岡盆地で震度５弱～６

弱となった。地震動予測式を用いて，これらの震度分布の説明を試みた結果，1830 年文

政京都地震は，京都西山断層帯の神吉断層・越畑断層付近で発生した M6.5 程度の地震で

あった可能性が示唆される（奈良文化財研究所[課題番号：NAB_02]）。 
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ウ．地形・地質データの収集・集成と文理融合による解釈  

海溝型地震の発生履歴に関する観測研究として，沿岸での津波堆積物の調査や古地形

の復元，数値計算による津波波源域の評価が行われた。また，海底地形データに基づく詳

細な地形判読に基づく断層変位地形の認定が行われた。 

千島海溝・日本海溝周辺域では，北海道十勝地方当縁湿原の段丘面で津波堆積物の調

査を実施した。津波堆積物の分布範囲と津波数値計算による浸水範囲を比較し，断層モ

デルを検討した。その結果，13世紀頃の地震では，十勝沖セグメントより根室沖セグメ

ントのすべり量が大きい可能性が示唆された（産業技術総合研究所[課題番号：

AIST01]）。北海道胆振地方（厚真町・白老町）では，地下レーダー（GPR）による地層

構造探査と，ジオスライサーによる地層掘削で沿岸湿地の津波堆積物および古地形を高

精度に追跡する調査を行った（東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID02]）。厚

真町では，既存トレンチとその周辺で800MHzのアンテナを用いたGPR探査を実施し，Ta-

bおよびUs-bテフラと1611年慶長奥州地震によると推定される津波堆積物の下面に対応

する反射面を掘削結果と照合した上で特定・追跡した（図１）。GPRによる反射面の間

隔の変化は地層掘削による津波堆積物の層厚変化（5-20 cm）にほぼ対応しており，GPR

による調査手法の有効性が確認できた。 

相模トラフ周辺域では，マルチビーム測深調査によって得られた点群データを海洋研

究開発機構から収集，整理した。また，相模トラフと南海トラフ周辺の既得データを含

め，点群データからエラーの除去などの調整を行い，１秒間隔の DEM の作成作業を行な

った。相模トラフ周辺ではステレオ実体視可能な海底地形画像を作成し，判読を行った。

その結果，東京海底谷の北岸には，三崎海丘基部より西に地形面を変位させる相模湾断

層の直線状の低断層崖が認められたため，右ずれ変位の可能性がある。さらに，その南東

の沖ノ山の基部の西には，地形面を横切って延びるリニアメントでも右ずれ変位の可能

性があることがわかった。これらはフィリピン海プレートの北西進を反映したものと考

えられる（広島大学[課題番号：HRD_01]）。 

南海トラフ周辺域では，高知県南国市の海岸砂丘を対象として，GPR 探査や光ルミネッ

センス（OSL）年代測定を用いて地形発達調査を行った。砂丘の成長過程と内陸の低地の

浸水記録を比較した結果，砂丘の上方への成長が内陸への浸水を妨げたことが示唆され

た（産業技術総合研究所[課題番号：AIST01]）。和歌山県那智勝浦町の沿岸低地において

津波堆積物を目的とした追加コア掘削調査を実施し，観察・分析を進めた。その結果，約

５千年前頃に砂質干潟～浅海環境に形成されたと考えられる４層の級化構造を持つイベ

ント堆積物が認められた（産業技術総合研究所[課題番号：AIST01]）。 

南西諸島海溝沿いでは，石垣島東岸においてトレンチ調査を実施し，３層の津波堆積

物を発見した。このうち，最下層の津波堆積物中から合弁の二枚貝が発見され，年代測定

を実施したところ，約 1500 年前頃であることが明らかになった。この年代結果は，既往

研究より確度の高いイベント年代であり，当該地域における津波再来間隔を推定する上

で重要な知見と言える（東京大学理学系研究科[課題番号：UTS_01]）。 

内陸地震の発生履歴に関する調査としては，各断層における変動地形調査や掘削調査，

ドローンや地表型の LiDAR を用いた詳細地形計測や宇宙線生成核種年代測定などの最新

技術を用いた調査が各地で行われた。 
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2024 年１月１日に能登半島地震（M7.6）が発生した能登半島では，地震前に高度を計

測していた地点の再測量により，海岸での正確な隆起量を計測した（産業技術総合研究

所[課題番号：AIST01]）。また，過去の地震性隆起を記録した完新世海成段丘（低位段丘）

の形成年代を解明するため，掘削調査を行い，年代測定試料を採取した（産業技術総合研

究所[課題番号：AIST01]）。さらに，石川県珠洲市において津波堆積物の分布に関する野

外調査を実施し，地震後の海岸線から内陸約 70 m まで津波堆積物があることが確認され

た（産業技術総合研究所[課題番号：AIST01]）。一方，更新世海成段丘の発達・保存が悪

いため，長期的な隆起速度が得られていない能登半島北西岸地域（猿山岬〜大長崎周辺）

において，隆起速度を明らかにするための予察的調査を実施した。詳細な地形判読から

更新世海成段丘面と考えられる地形が断片的に確認され，現地で予察的地層採取を実施

した。その結果，これらは侵食性段丘面であることが明らかになったが，基盤岩は礫岩で

石英がほとんど含まれないため，十分な量の石英が必要な 10Be による宇宙線生成核種年

代測定法の適用は難しいことがわかった（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_01]）。 

糸魚川―静岡構造線活断層帯北部において，高分解能地形データによる変動地形の詳

細分布の把握と古地震調査を行った。姫川右岸の白馬村蕨平では，2014 年長野県北部の

地震（神城断層地震）で出現した地表地震断層が完新世後期に多段化した姫川の河成段

丘上を横断している。松多ほか(2016）によって指摘されたこれらの段丘に見られる変位

の累積を明らかにするため，地表 LiDAR を用いた精密測量を行い，従来より細かい地形

面を認定することに成功した。その地形から縦ずれ量，横ずれ量を見積もった結果，３パ

ターンの地震活動履歴の可能性を見出し，少なくともこの地域で２種類の地震が発生す

ることを明らかにした（図２，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_09]）。中央構造線断

層帯の石鎚山脈北縁西部区間（川上断層）と石鎚山脈北縁区間（岡村断層）のセグメント

境界付近において，ドローン LiDAR，トレンチ調査，ボーリング調査を実施した。トレン

チ調査の結果，最新活動に伴う古地震イベントを認定した。放射性炭素同位体年代測定

とともに，イベント後の堆積物から産出した金属製のかんざしやキセル，正保 1648 年伊

予国絵図に記載された古地理図等を参照とした年代推定により，発生時期は江戸時代以

前であることが推定できた（産業技術総合研究所[課題番号：AIST02]）。 

 

（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化  

ア．プレート境界地震と海洋プレート内部の地震  

南海トラフ沈み込み帯の熊野灘において，2024 年６月に海底電位磁力計（OBEM）を５

か所に設置し，同年 10 月に回収した。観測期間は地磁気嵐を含んでおり，今後の解析に

より高精度な地下の比抵抗分布が得られると期待される（名古屋大学[課題番号：

NGY_03]）。また，取得済みの OBEM 観測データを用いて，熊野海盆付近の三次元比抵抗構

造の解析を実施した。高品質 MT データの選択手法を用いて高精度な MT レスポンスを推

定し，最新のインバージョン手法（Usui et al., 2024）を適用することで，信頼性の高

い三次元比抵抗構造が得られた（図３）。得られた比抵抗構造と先行研究による地震波反

射断面及び地震発生域を比較し，デコルマ面（プレート境界面）上における通常の地震の

発生域，スロー地震発生域，定常すべり域の間で比抵抗に有意な差があることを明らか

にした（名古屋大学[課題番号：NGY_03]）。 
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イ．内陸地震  

2024 年１月１日の能登半島地震の発生を受けて，自由落下自己浮上式海底地震計（OBS）

を用いた海域緊急余震観測を実施した。この観測は，東京大学地震研究所・北海道大学大

学院理学研究院・東北大学大学院理学研究科・千葉大学大学院理学研究院・東京海洋大学

学術研究院海洋資源エネルギー学部門・東海大学海洋学部・京都大学防災研究所・鹿児島

大学大学院理工学研究科・海洋研究開発機構の共同研究観測であり，本研究経費と科学

研究費補助金特別研究促進費により実施した。海洋研究開発機構所属学術研究船「白鳳

丸」による KH-24-JE01 緊急調査航海（2024 年１月 16 日東京出港～１月 23 日富山入港）

により，計 34 台の OBS を設置した。設置した OBS のうち，26 台の短期収録短周期型 OBS

を白鳳丸 KH-24-JE02C 航海により，2 月 22 日から 24 日にかけて回収した。その後，約 40

台の長期観測型 OBS を用いて，約１年間のモニタリング観測を行った。2025 年１月には，

学術研究船「白鳳丸」KH-25-JE01 航海により，長期観測型 OBS を回収して，観測を終了

した。2024 年２月に回収したデータを用いて，本震発生１か月後から約１か月間の余震

震源分布と発震機構解を求めた。震源決定の結果，震源は深さ約 17 km までに決定され，

深い地震は震源域最東部に多く位置している。これらは余震活動が上部地殻内において

活発であることを示している。観測域では過去の研究により震源断層モデルが構築され

ており，余震分布は断層モデルとよく一致するが，最東部の断層モデルの北側半分に対

応する領域では地震活動が活発でない（図４）。発震機構解を見ると，逆断層型が多い

が，横ずれ断層型の地震も決定された。どちらのタイプも，北西-南東方向に圧縮軸を持

つ点は共通している（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_08]，Shinohara et al., 2025）。 

前計画に引き続いて，日本海地震・津波調査プロジェクトの一環として実施された東

北地方中部を横断する地震探査のデータを用いて，屈折・広角反射法データ解析により

速度構造モデルの詳細な解析を行なった。これまでの解析によって，地殻最上部の堆積

層部分の構造が測線に沿って大きく変化し，下部地殻及び上部マントルにおいても反射

体が分布する複雑な構造が明らかになっているが，今年度は更に測線下の構造変化を明

らかにする目的でＳ波速度構造を求め，測線周辺の地震活動と得られた構造の関連性の

解明を重点的に行った（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_08]）。測線東部では深さ

12km 以浅の地殻内地震活動が活発である。2003 年宮城県北部地震（M6.4）の余震は，北

上山地下の高速度体内に集中しており，この高速度体西縁の西傾斜構造境界周辺に沿っ

て地震が分布している。一方，北上河谷帯側地殻浅部では地震活動が殆ど認められない。

このことから，両者の構造には地震波速度構造の違いだけでなく，その物理（力学的）特

性の差違があるものと思われる。奥羽脊梁山地下では，地震活動が深さ 10 km 以浅に限

られており，火成活動による温度構造を反映しているのであろう。一方，測線西部では地

震活動が深さ 20 km にまで及んでいる。このような地震活動域の差は，上述の反射体分

布の差とともに，測線最西部とより内陸側の物性・温度構造の差を反映している可能性

がある。また，低周波地震は下部地殻の反射体に富む部分で発生している。更にその下の

上部マントル（深さ 38 及び 46 km）には反射面が存在している。このような対応関係を

考えると，マントルからの流体の上昇と滞留が反射面・反射体の形成と低周波地震の発

生に大きく関与している可能性が高い。 
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エ．地震発生と火山活動の相互作用の理解とモデル化  

津波計記録・地震波形記録の観測データの解析による震源過程・津波波源の推定手法

の開発に取り組んだ。2023 年 10 月に伊豆諸島南部で大地震が発生していないにもかか

わらず，津波が発生した。これは，海底カルデラが数時間のうちに何度も小規模な隆起を

繰り返すことで，津波が発生したと考えられている。連鎖的な隆起を想定した津波波形

逆解析手法を新たに開発し，津波観測データに適用して，海底隆起の時空間変動を推定

した。その結果，経過時間の増大に伴い，カルデラ隆起の発生時間間隔は短くなり，隆起

量は大きくなるといったカルデラ隆起の加速度的な成長を明らかにした（防災科学技術

研究所[課題番号：NIED03]，Kubota et al., 2024）。 

 

２．地震・火山噴火の予測のための研究  

（１）地震発生の新たな長期予測（重点研究）  

ア．プレート境界巨大地震の長期予測  

地震調査研究推進本部が行っている「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」の高度化

に向けて，地震サイクルシミュレーションに基づいた地震活動の予測の試行を試みた。

過去の大地震の震源分布に加え，プレート境界上のスロー地震活動の指標となる小繰り

返し地震やテクトニック微動などの分布と活動度時間変化，海底地殻変動や津波波形の

解析に基づく 2011 年東北沖地震の地震時すべりおよび応力降下量の分布，地震探査や重

力異常に基づく海底下構造の空間変化なども考慮した結果，対象範囲は９つ（海溝走向

方向に３×直交方向に３）の領域に分割することが適当と判断した。この９領域につい

て，速度・状態依存摩擦則を用いた地震サイクルシミュレーションにより得られたすべ

り速度の履歴と，各領域を特徴づけるすべり挙動とを定性的に比較した結果，これまで

の研究で地震活動の再現を目指してきた宮城県沖や福島県沖では比較的良い再現性が見

られる一方，北部（岩手県沖・青森県沖）では不十分で，再現性向上にむけた検討を進め

る必要があることがわかった（東北大学理学研究科[課題番号：THK_07]）。 

 

イ．内陸地震の長期予測  

地震発生前から得られていた観測データに基づいて断層の動的破壊シミュレーション

を実施し，地震時の観測データやすべりインバージョン結果と比較することで，再現性

や予測性能を検証した。2011 年の福島県浜通りの地震（M7.0）については，その特徴的

なㇵの字形状をした二枚の断層面上の動的な破壊の乗り移り過程を再現することに成功

した。また，インバージョンで得られたすべり過程を，シミュレーションが定量的に再現

できることが示された。2024 年能登半島地震（M7.6）についても，シミュレーション結

果と本震時に得られた SAR による地殻変動分布及び地震波形記録とを比較した。その結

果，地殻変動分布の特徴である半島北西部の 5 m の隆起ピークと北東部の 2 m 程度の比

較的小規模な隆起ピークがともに再現できることを示した。また，近地の強震動波形記

録及び震源時間関数を比較したところ，破壊過程初期の小さなピークと中期の大きなピ

ーク，初期の西向きの破壊伝播と中期から後期の東向きの破壊伝播という観測された特

徴をシミュレーションで再現できることが分かった（東京大学理学系研究科[課題番号：

UTS_04]）。 
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測地データから内陸（地殻内）地震の発生ポテンシャル評価を行う手法の高度化のた

め，GNSSデータを用いた３次元空間での非弾性変形の速度分布を推定する手法を開発し

た。実際のGNSS観測データを適用するにあたり，西南日本のGNSS観測で得られた変位速

度からフィリピン海プレートの沈み込みによる影響を除去したデータを使用した。非弾

性ブロックは水平方向に10 km間隔で配置し，深さ方向にも10 km間隔で，最も浅い部分

を除いて３次元の非弾性ひずみ速度分布の推定を実施した。解析の結果，非弾性変形の

空間分布は活断層や地震の分布と強い相関を持ち，深さが増すにつれて非弾性ひずみ値

の空間的不均質性が減少することが明らかとなった（図５）。特に，新潟―神戸ひずみ

集中帯では，30–40 km以浅に非弾性変形が集中し，短縮と剪断ひずみが卓越している。

また，中央構造線沿いにも大きな非弾性ひずみが確認され，20 km以浅の領域に変形が

集中しているが，主に剪断ひずみが卓越している。これらの結果は，地域による非弾性

変形の深さの違いを示しており，地殻内地震の地域性に関する新たな知見を提供する可

能性がある（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI03]）。また，日本全国を対象とし

て，GNSSデータから地下の非弾性変形の速度分布を推定することも実施され，新潟―神

戸ひずみ集中帯に剪断変形が集中する様子などが捉えられた（公募研究，東北大学災害

科学国際研究所[課題番号：KOBO02]）。 

前計画から引き続き，南海トラフや日本海溝のプレート境界断層からの載荷による地

殻内の震源断層においてクーロン破壊応力（ΔCFS）の計算を行った（東京大学地震研究

所[課題番号：ERI_08]）。今年度は，相模トラフにおける固着と伊豆半島の衝突の影響に

ついて広域応力場と能登半島周囲の震源断層における応力を計算した。相模トラフでは，

約 3 cm/yr のすべり欠損速度を一様に仮定し，伊豆半島の衝突については，プレート境

界面の傾斜方向のすべり運動が一様に永年的に固着していると仮定した。計算の結果，

相模トラフの固着による剪断応力分布は北西への指向性を示し，能登半島でも 1 kPa/yr

程度の応力蓄積が見られた。能登半島周囲の震源断層に対する ΔCFS は，正の値を示し

た。伊豆半島の衝突の影響についても，概ね ΔCFS は正値となった。これらのことから，

能登半島の応力場における相模トラフの固着，伊豆の衝突の重要性が示唆される。 

測地データから高空間解像度のひずみ速度場を推定するために，InSARとGNSSの変位

データを融合させたひずみ速度場推定の高度化の研究を行った。新潟―神戸ひずみ集中

帯において，GEONETおよびSoftBank株式会社のGNSS観測網から得られたひずみ速度場と

InSARによる歪速度場を統合し，面的ひずみ速度場を導出した。その暫定的結果から，

糸魚川―静岡構造線北部のひずみ速度がとりわけ大きいこと，GNSS観測点が疎である山

岳地域ではInSARの寄与が大きいこと，InSARが積雪の影響を受ける冬季はGNSSが有利で

あることがわかった（図６，京都大学防災研究所[課題番号：DPRI03]）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

今年度は第３次の観測研究計画の初年度であり，長期評価部会では複数の新規課題と

公募課題を含めて17課題で観測研究をスタートした。各課題は，地震学，測地学，地球

電磁気学，地質学，地形学，歴史学などの多様な学問分野をベースにしているが，地震

の長期予測の高度化に貢献するという同一の目標のもと，情報交換を行いながら観測研

究を実施してきた。今年度は，GNSS観測などによって得られた地表の地殻変動データか

ら，地下の非弾性変形の分布を３次元的に推定する手法が開発され，日本列島のデータ
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に適用され，新潟―神戸ひずみ集中帯の地下などに変形が集中する様子がイメージング

された（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI03], 公募研究，東北大学災害科学国際研

究所[課題番号：KOBO02]）。下部地殻やマントルにおける非弾性変形が上部地殻内の震

源断層に応力を載荷して，地殻内地震を発生させていることを考えると，その分布を明

らかにすることは，地殻内地震の長期予測に貢献するあらたな知見を提供することにな

る。上部地殻での応力載荷速度は，深部での非弾性変形の集中度によって大きくことな

ると考えられるので，詳細な分布の解明が待たれるところである。また，本計画から，

日本海溝沿いの海溝型地震の長期評価の高度化を目的として，過去の大地震の発生履歴

だけでなくスロー地震や小繰り返し地震の発生分布や地下構造などの地球物理学的知見

を取り込んだ地震サイクルシミュレーションを実施する研究課題（東北大学理学研究科

[課題番号：THK_07]）が実施されている。シミュレーションを活用した長期予測の高度

化は，「新たな長期予測」の中心的な内容であり，他の課題も含めて今後の成果が待た

れる。 

過去の地震発生履歴を明らかにする研究課題においても，各種 LiDAR を用いた地形計

測技術，宇宙線生成核種や光ルミネッセンスを用いた年代測定技術，地下レーダーを用

いた地下構造の探査技術などの新技術の活用が進み，新たなイベントの同定が進みつつ

ある。また，活断層のセグメント間の連動の条件などを明らかにすることを目的とした

課題（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_09]，産業技術総合研究所[課題番号：AIST02]）

が新たに実施されており，将来発生する地震の規模の予測に貢献することが期待される。

2023 年のトルコ・シリア地震や 2024 年能登半島地震では，セグメント間の連動破壊によ

る M7 後半の大地震であったが，その被害は M7 前半の地震と比較してはるかに激甚・広

域化した。このような連動破壊がどのような条件で発生するのかは，防災上重要な課題

であり，本計画がその解明の端緒となることが期待される。 
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図１. 北海道厚真町のトレンチ地点における調査結果（東北大学災害科学国際研究所[課題番号：

IRID02]）。（a）調査地域（☆）。○および△は既往の津波堆積物調査地点（高清水，2007 など）。

（b）トレンチ地点（☆）。（c）地中レーダ（GPR）による反射面の画像。アンテナ周波数は 800MHz。

（d）解釈線 A,B, B', C を入れた反射面の画像。掘削結果との比較から，A は Ta-b テフラ上面，

B'および B は Ta-b 下面および Us-b 下面，C は砂層下面に対応すると考えられる。Rp はトレンチ

壁面から Ta-b 内に貫入した杭（P）からの反射面。（e）GPR 測定ライン上の地層掘削結果。 
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図２. 糸魚川―静岡構造線活断層帯神城断層における変位量が累積した河岸段丘の稠密地形計

測調査（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_09]）。 

 

 

 

図３. 熊野灘における比抵抗断面（名古屋大学[課題番号：NGY_03]）。４つの測線上の鉛直断面

図を示す。 
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図４. 2024 年に発生した能登半島地震の震源域東部での海域観測による余震の震源分布（東京

大学地震研究所[課題番号：ERI_08]，Shinohara et al., 2025）。解析期間は，2024 年１月 24

日から２月 22 日までで，マグニチュードが 1.6 以上の気象庁震源リストにある地震を再決定し

た。 
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図５. GNSSデータから推定した深さ10 kmでの非弾性変形(最大せん断ひずみ)の分布（京都大学

防災研究所[課題番号：DPRI03]）。新潟―神戸ひずみ集中帯や中央構造線の北側に非弾性変形の

集中域が見られる。 

 

  

(a) 
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図６．InSAR時系列解析とGNSSを統合して得られた中部地方のひずみ速度場（京都大学防災研究

所[課題番号：DPRI03]）。（左）面積ひずみ速度。（中）最大剪断ひずみ速度。（右）ひずみ速

度の２次不変量。推定されたひずみ速度は空間変化が大きく，特に糸魚川−静岡構造線(ISTL)の

北東側で短縮ひずみが集中している。また，火山帯や断層に沿ったひずみの集中域が見られる。 
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１（３） 地震（中短期予測） 

            

                「地震（中短期予測）」計画推進部会長 川方裕則 

                      （立命館大学総合科学技術研究機構） 

                        副部会長 中谷正生 

                         （東京大学地震研究所） 

 

予測の対象となる大規模地震の発生確率を時空間的に求める手法を開発し，その手法

を時間更新させながら適用することで，中短期レベルでの予測可能性を調査し，精度の

向上を図ることを大きな目標として課題ごとに研究をおこなっている。令和６年度は主

として，予測モデルの構築・適用において欠かせない観測の維持と拡充，物理モデルの構

築・改善に資する研究，経験的な確率予測モデルの構築・改善に資する研究をおこなっ

た。 

 

２．地震・火山噴火の予測のための研究 

（２）地震発生確率の時間更新予測 

ア．地震発生の物理モデルに基づく予測と検証 

物理モデルに基づくアプローチでは，物理モデル構築・改善に不可欠な観測を維持・

拡充し，様々な地殻活動観測データからプレート境界や断層の状態を推定するとともに，

個別の地震の予測可能性について研究がすすめられた。 

 

〇繰り返し地震 

日本全国の定常観測網で観測された地震波形データを蓄積し，日本列島周辺で発生し

た繰り返し地震活動の検出をおこなった（図１）。能登半島北東部では，2020 年１月か

ら 2024 年１月１日の M7.6 までの間に発生した M2～4 の地震を対象として Double-

Difference 法を用いて震源再決定をおこなった上で，波形相似性と震源域の重複度の評

価により繰り返し地震を同定した。その結果，解析した地震の 12.8％にあたる 236 個の

地震を含む，102 系列の繰り返し地震が見つかった（東京大学地震研究所[課題番号：

ERI_10]）。 

能登半島北東部の繰り返し地震では，気象庁マグニチュード差が１以上の繰り返し地

震ペアが存在していたが，スペクトル振幅から計算されたモーメントマグニチュード差

は最大でも 0.9 であった。一定の断層サイズを仮定した場合，この差は応力降下量が 20

倍程度異なることに対応する。群発活動域の中で北西に位置するクラスター内の繰り返

し地震の空間的な特性を評価した結果，繰り返し地震の震源域は他の繰り返し地震を含

む周囲の地震と重なっていることが多く，繰り返し地震パッチは従来解釈されてきたよ

うに孤立してはいないことがわかった（小松，中島，2024a, b，東京大学地震研究所[課

題番号：ERI_10]）。 

 

〇スローイベント 

産総研と防災科研および気象庁との共同研究に基づき，３機関のひずみ・地下水・傾斜

データをリアルタイムで共有して南海トラフ周辺地域の短期的ゆっくりすべり（SSE）を
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解析するシステムの運用を継続した。2023 年 11 月～2024 年 10 月の間に短期的 SSE の断

層モデルを 32 個決定した（産業技術総合研究所[課題番号：AIST07]）。 

大分県佐伯市に新規地下水等総合観測施設を設置し，観測を開始した（産業技術総合

研究所[課題番号：AIST07]）。 

東海地方２点でのキャンペーン重力観測を実施し，石垣島の連続重力観測を継続した。

2023 年奥能登地震，2024 年能登半島地震前後に観測した震源域近傍の重力変化を解析し

た。四国西部と九州東部域におけるネットワーク MT 観測を継続した（東京大学地震研究

所[課題番号：ERI_11]）。 

地震学的スロー地震の長周期側シグナルである超低周波地震を観測するため，前計画

から四国・紀伊・東海地域に維持している 17 観測点について地震計やモバイル通信に関

する保守作業をおこないつつ観測を継続した。また科研費プロジェクトと合同で２観測

点を追加した。定常観測網による超低周波地震の検知下限 （東京大学地震研究所[課題

番号：ERI_11]，Takemura et al., 2024a）に加え，本計画の準定常広帯域観測点（17＋

２観測点）を加えることによる超低周波地震の検知能力を評価し，微小な超低周波地震

検知に寄与することを確認した。 

検出されたスロー地震の震源特性の把握を高度化すべく，南海浅部あるいは日本海溝

沿いの地震波伝播特性を評価した。その結果，浅部微動記録に含まれる堆積層による伝

播増幅効果（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_11]，Takemura, et al., 2024b）の評

価，標準的な海域の地震動予測式（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_11]，Nakanishi 

and Takemura, 2024）の構築が実現した。 

高精度に震源決定されたテクトニック微動の震源分布，反射法地震探査，海底地形の

データを活用することで，スロー地震発生域に特徴的な地質構造を調査した。その結果，

テクトニック微動の分布と地質構造には良い対応関係が見られ，微動は覆瓦スラスト帯

で発生し，より海溝に近い前縁スラスト帯ではほとんど発生していないことが明らかと

なった。とくに発生域の上端はデコルマ面が高角度に立ち上がる場所と一致するなど，

背景のスロースリップの進展が断層面の幾何形状によって妨げられている可能性が示唆

された（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_11]，Akuhara et al., 2024）。 

テンプレートマッチング手法を連続波形データに適用し，2022 年４月から 2024 年８

月までの深部低周波地震活動の様子を明らかにした。2024 年豊後水道のスラブ内で発生

した M6.6 の地震の発生直前に着目すると，北東方向へ移動する低周波地震活動の主要な

エピソードが起きていたことがわかった。主要なエピソードの移動方向とは逆方向の移

動（RTR）が M6.6 の震源域を通りこした後に，M6.6 の地震が発生した。さらに，M6.6 地

震後には豊後水道で低周波地震の活動が活発化し，高速移動を示す筋状の活動（Streak）

が多数発生した。この結果は，スロー地震とスラブ内地震の間に相互作用が働いていた

可能性を示唆する（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_11]）。 

断層すべりは岩石の摩擦実験から得られた速度状態依存摩擦則（RSF 則；Dieterich, 

1979; Ruina, 1983）に基づいてモデル化され，現実の断層で見られる不均質なすべりは

通常，摩擦特性や断層形状の不均質性により解釈される。数値計算において，非地震性の

すべりイベントであるスロースリップイベント（SSE）は，地震と同様に速度弱化ではあ

るが，走向方向に長い断層においては断層面上の不均質がなくても，地震とは異なりセ

グメントに分裂して発生することが報告されている（大畠，2023）。速度弱化領域で発生
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する SSE の発生様式を網羅的に調べる数値実験を実施し，数値計算における初期値依存

性が地震と SSE で異なることを見出した。地震の場合とは対照的に，SSE ではイベントの

発生による緩やかな応力変化は初期条件を打ち消すには不十分であると考えられる（京

都大学理学研究科[課題番号：KUS_01]）。 

 

〇応力場 

地震波データを元にした応力インバージョンから得られた応力場の空間的な不均質，

特に主応力軸の空間的な差異（応力回転）に着目することで，すべり分布の推定精度・分

解能向上に寄与できる可能性がある。その基礎的な試みとして，2000 年鳥取県西部地震

の余震域において推定された応力回転とすべり分布から地中の背景応力場推定をおこな

った（京都大学理学研究科[課題番号：KUS_01]）。 

 

〇地震発生場の階層的構造 

地震発生場の階層的構造の特徴を評価する手法の開発と適用，および Ide & Aochi 

（2005, IA05）モデルのサイクル計算への拡張を重点的におこなった。前者では，Chang 

and Ide（2021）の手法を東北地方全域に適用し，繰り返し地震を含む約 40 の領域にお

いて，震源とセントロイドの同時推定をおこなった。多くの地域で震源，セントロイドは

それぞれが集中的に起きる場所が限られており，震源破壊プロセスの限定的予測可能性

を示す。また海外データへの適用に向けて，カリフォルニアの地震について，Ide （2019）

のように大きさの異なる地震が同じ波形を持つ例を調査した。後者では，三陸沖をター

ゲットとして，過去の地震履歴に基づいて４階層の円形パッチの分布を仮定し，IA05 の

ルールに基づいてそれぞれのパッチにパッチサイズに依存した Dcを持つすべり弱化摩擦

則を与える。このシステムに一定のローディングを与えて，準動的地震サイクルシミュ

レーションをおこなった。このシステムでは M6 弱から M8 までの様々なサイズが発生し，

M8 の地震はほとんどが M6 以下の地震のパッチのどれかから始まる。一方で内部に多数

の階層性を持っていても，巨大パッチが孤立して存在する場合には，その周期は小スケ

ールの不均質にあまり影響されない（東京大学理学系研究科[課題番号：UTS_05]）。 

 

イ．観測データに基づく経験的な予測と検証 

観測データに基づく経験的アプローチでは，観測データを入力とする客観的アルゴリ

ズムによる試行予測と検証をおこない，予測アルゴリズムを改善する。先行現象を網羅

的に検出する方法を開発するほか，機械学習等のデータ駆動科学の導入により，人間の

直感では気付きがたい先行現象も探索する。 

 

〇スローイベント検出 

測地データと深層学習を用いた SSE 検出手法についての検討と，ゆっくりすべり（SSE）

検出における各種データの現状能力と今後の潜在力（利用可能なデータの期間・量・質，

今後の見込み等）の整理をおこなった。SSE 検出手法については，別プロジェクトと連携

で開発中の CNN（畳み込みニューラルネットワーク）を用いた手法を検討した結果，検知

能力，安定性，複数のデータ種類や解析領域に対する応用性などの観点でこの手法が適

していることがわかった。各種データの現状能力と潜在力について検討した結果，当面
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は GNSS 変位データを柱として SSE 検出手法を開発し，その後に他種データを組み込むよ

うに拡張するのが妥当であるという結論を得た（東北大学災害科学国際研究所[課題番

号：IRID03]）。 

 

〇地震カタログ 

地震カタログの作成，地震活動の解析，地震動の予測，地殻変動に関係した測地データ

解析に関する機械学習の応用をレビューした論文を出版した(（東京大学地震研究所[課

題番号：ERI_12]，Kubo et al., 2024)。深層学習を用いた有名な地震波検測ツールであ

る PhaseNet を，2013～2022 年の日本の定常観測データによって再訓練した。カリフォル

ニアのデータで訓練されたモデルで見えていたバイアス等がなくなり，性能が改善した

ことが確認できた。気象庁のデータ処理に使われる PF 法を使ってカタログを作成したと

ころ，内陸の小さい地震をより多く検出できるようになった（東京大学地震研究所[課題

番号：ERI_10]，Naoi et al., 2024，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]，立命館大

学[課題番号：RTM_01]）。 

 

〇プレスリップ 

多数の GNSS 観測点での５分間隔の GNSS 記録から，プレスリップで期待される方向の

成分をスタックしたところ，2011 年３月 11 日の M9 東北地方太平洋沖地震の２時間前か

ら Mw6.9 相当の加速的なプレスリップが見い出されたという報告（Bletery & Nocquet, 

2023, 以下 BN2023）は大いに注目されたが，Bradley & Hubbard（2023）は，GNSS 観測

特有の同相ノイズを補正すると BN2023 のみつけたプレスリップ状の変化は見えなくなる

と反論した。そこで，GNSS 以外の地殻変動観測手段である傾斜計を用いて BN2023 と同様

の手法で東北地震から 500km 以内にある Hi-net の傾斜記録をスタックしたところ，２時

間前に加速するような変化はみられなかったので，当該時期の傾斜記録ノイズレベルに

相当する Mw6.4 を超えるような直前数時間のプレスリップはなかったと結論できる（図

２,東京大学地震研究所[課題番号：ERI_11]，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]，

Hirose et al., 2024b）。 

 

〇地震活動 

大きな地震等をきっかけに，真のｂ値が不連続に変化したと思われる例は多いが，ｂ

値の時間変化を追跡するときに，（重みつき）移動平均を使う従来の方法は追従が悪いと

考えられる。そこで，真のｂ値の遷移を状態空間モデルで表して，それを粒子フィルター

で推定する手法を開発した。2011 年 M9 東北地方太平洋沖地震の震源域に適用したとこ

ろ，2015 年から 2022 年にかけてｂ値が 1.1 から 1.3 に上昇しており，Tormann et al. 

（2015）が指摘したような大地震のリスク上昇は示唆されない。他方，2016 年の M7 熊本

地震の後 2019 年末までの周辺領域のｂ値の解析で唯一ｂ値が低下しており大地震のリス

クを警告していた布多川断層中部の 10km 程度の領域（Nanjo et al., 2019）について，

新しい解析法で 2023 年半ばまでｂ値の推移を調べたところ，現在も 0.7 程度の低い値が

維持されているため，相変わらず心配な状況と考えられる（東京大学地震研究所[課題番

号：ERI_12]，Iwata & Nanjo, 2024）。 
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〇前震 

 能登半島北部の地震活動について，2020 年 11 月からの活発な群発活動が始まる前の

2018 年初頭から 2024 年１月１日 M7.6 能登半島地震後の 2024 年２月 19 日まで，能登半

島地震の余震域（北西～南東走向，160km 程度）を対象に，25,711 個の地震（気象庁カタ

ログ：M1.3 以上）の相対震源位置を hypoDD により決定した。2024 年１月１日の M7.6 地

震の余震分布は，走向 160km におよび，南東傾斜の F43 断層（内閣府, 2014）と一致す

るが，最北部は北西傾斜の F42 断層の南端部にかかっている。M7.6 地震の破壊開始点を

含む群発活動域では，深さ 15km 程度からスプレー状に３枚にわかれる南東 45°前後に傾

斜した断層が推察され，深さ 15km 以深では，群発活動をもたらした高圧流体の侵入によ

る開口と非地震性すべりが推定されている傾斜の浅い断層(Nishimura et al., 2023)に

続くようである。３枚の断層のうち最も上位にあるのは F43 断層の中央部(珠洲沖セグメ

ント)で，M7.6 地震の主要なすべりはこの断層で起きた。いっぽう，M7.6 地震の破壊開

始，240 秒前の M5.5 前震，14 秒前の M5.9 前震，2023 年５月の M6.5 地震の破壊開始はい

ずれも中位の断層で，120 秒前の M4.6 前震と 2022 年６月の M5.4 の地震は最下位の断層

で起きた。いずれも 12～17km と深く，上述の深部低角断層からの高圧流体の影響が考え

られる。水平位置も 10km 以内に集まっており，M7.6 地震に至る一連の活動は，近接した

複数枚の断層間での応力および間隙水圧を介した複雑な相互作用によるものだと推察さ

れる。さらに，本震破壊開始点直近の地震計では 240 秒前の M5.5 前震から 14 秒前の M5.9

前震の間に，多数の小さな前震が連発しており，非地震性プレスリップの可能性を示唆

する。実際，３つの直前前震のうち最初に起きた 240 秒前の M5.5 によるすべりは，本震

や 14 秒前の M5.9 の破壊開始点に地震が起きにくくなる向きの応力を加えており，前震

～本震の因果関係を単純なカスケード破壊として理解することはできない。さらに，M7.6

地震の遠地波形のバックプロジェクションは，最初の 11 秒程度は破壊開始点周辺での勢

いの弱い破壊であり，そのあと南東および北西に勢いの強い破壊が伝播したことを示し

ている。本震 14 秒前の M5.9 前震を既に本震の一部とみれば，低調な初期破壊フェーズ

は 25 秒も続いたことになる。強い破壊が始まるまでに時間がかかったのは，先述した複

数枚の近接断層間での破壊の乗り移りや流体圧の再分配に加えて，F43 断層の走向が 10°

弱折れ曲っているところから始まった地震であることが寄与したかもしれない（東京大

学地震研究所[課題番号：ERI_12]，Peng et al, 2025）。 

 

〇地震の動的トリガ 

短期的な応力擾乱による地震の誘発現象として，（大）地震からの地震波によって地震

が誘起される動的トリガリングと呼ばれる現象がある。日本では動的トリガリングを起

こすのに振幅 30kPa 以上の地震波が必要と指摘されていた(Van der Elst & Brodsky, 

2010)が，2016 年 M7 熊本地震からの地震波による動的トリガリングは遠く離れた中部地

方から北海道にかけて数 kPa の波動で起きたことがわかり，2011 年３月 11 日の M9 東北

地震によって，東北日本の地殻状態が変わって動的トリガが起きやすくなったのではな

いかと提唱され，また，動的トリガが見られたのは火山地域が多かったため，流体圧の増

加を介した効果だろうと推察された(Enescu et al., 2016)。そこで，東北地震後に群発

活動が起きた５つの地域（山形～福島県境，秋田駒ヶ岳南西，飛騨，いわき，山形中央; 

いわき以外は火山地域）において，東北日本に 1～50 kPa 程度の表面波を届けた 49 個の
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遠地地震（東北地震より前が 25 個，東北地震より後が 24 個）それぞれについて，表面

波の振幅と，それによって誘発された地震の有無を調べた。山形～福島県境，秋田駒ヶ岳

南西，飛騨で誘発事例数は東北地震の（前→後）でそれぞれ（4→8），（3→6），（7→

10），誘発に成功した表面波の振幅の最低値はそれぞれ（8.7kPa → 1.1kPa），（8.7kPa 

→ 1.5kPa），（3.8kPa → 1.3kPa)と，東北地震より後の方が誘発が起きやすいように

見える。有意水準 5%の K～S テストで誘発応力の分布が変わったとは言えなかったが，そ

れはサンプル数が足りないだけのことかもしれない。一方，山形中央の誘発事例は東北

地震より前の１つだけで，1.6kPa の表面波で起きた。それよりずっと大きい表面波が来

ていた多くの例で一度も誘発されなかったので，この１例も誘発ではなく，偶然のタイ

ミングの一致だったのかもしれない。いわきは，火山もなく地熱地帯でもないが，誘発事

例数が（0→4）と増加し，また最低誘発応力は（31.6kPa でも誘発できなかった → 1.6 

kPa）と大きく下がったので，M9 によってトリガされやすくなったように思われる（東京

大学地震研究所[課題番号：ERI_12]，Takeda et al., 2024）。 

 

〇微小地震検出 

微小地震を発見するために，膨大な連続地震波形データの中から，既知の地震波形 （テ

ンプレートと称する）と類似する波形を探索する方法がある。波形相関法と呼ばれるこ

の方法は，しかしながら計算コストが高く，これまで多くの研究では探索対象となる連

続地震波形の期間が数週間程度に留まる。唯一，米国カリフォルニア州において 10 年分

の連続波形に対し波形相関法の適用事例があるが，これには大規模な GPU クラスタが利

用されており，コストの高さゆえに多数の研究者が容易に真似できるものではない。そ

こで今回，市販のワークステーション程度でも数年分以上の連続データに波形相関法を

適用可能なアルゴリズムを開発した。このアルゴリズムに基づき DiallelX と称するプ

ログラムを開発した（立命館大学[課題番号：RTM_01]）。 

これまでに検出されているよりも小さい微小地震・破壊を検出することに加え，それ

らの震源を決定し，破壊現象解析の時空間分解能を向上させることで，より多くの知見

を得られることが繰り返し確認されている。室内水圧破砕実験で得られた弾性波連続記

録を対象として，近年活発に研究されている深層学習による走時検測をおこない，それ

を元に検出された微小破壊（AE）の波形をテンプレートとして DiallelX を活用した

Matched Filter 解析をおこない，古典的な STA/LTA 法や AR-AIC 法で作成したカタログ

よりも 10 倍多くの震源を含むカタログを作成することに成功した。上記の深層学習検測

器は古典的手法による自動処理結果を元に訓練することで，手動によるラベル付けを必

要としない解析ルーチンを構築している。非常に多くの震源決定をおこなうため，検出

走時をイベントに関連付ける Phase Associaiton のプロセスでは，従来使われていたグ

リッドサーチによる手法を差分進化アルゴリズムで解くことによって高速化し，現実的

な処理時間で震源カタログを作成することができた。得られたカタログでは，水圧破砕

の主亀裂造成過程を従来より明瞭に示すとともに，破砕後に現れる低周波微動のような

シグナルの中に，ほぼ同位置に震源が求まるイベントが多数存在することを明らかにし

た（立命館大学[課題番号：RTM_01]，直井ほか，2024）。 

 

〇大規模地震間の過渡的地震活動 
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能登半島北部沿岸域断層帯の 10 年超の長期のデータにも適用し，2007 年能登半島地

震の余震活動から 2024 年能登半島地震の発生に至る過程の微小地震活動について，

DiallelX を利用した Matched Filter 解析をおこなった。2024 年能登半島地震の際に大

すべりが推定された猿山沖セグメントの西側において，互いに相似な波形を示す特徴的

なイベント群が見つかった。一つ目は 2007 年能登半島地震の余震活動期から 2024 年能

登半島地震に発生に至るまで継続的に活動が見られるもの，二つ目は震源分布域をオー

バーラップさせるが 2018 年ごろを境にして異なるイベント群に分かれるもの，三つ目は

2007 年能登半島地震余震活動期に遅れる形で 2009 年ごろからやや定常的な活動を見せ

たのちに 2023 年から活発化を見せるものである。なお，三つ目の再活動に関連する Mj 

≧ 2.5 の地震の発生は確認されていない（立命館大学[課題番号：RTM_01]，Sasaki et 

al., 2024）。 

 

〇大気中ラドン 

1995 年兵庫県南部地震に関しては，神戸薬科大学が提供する排気モニターの大気中ラ

ドン濃度データを用い，1984 年から 1988 年の期間を平常期として学習し，1990 年から

1995 年の予測期間における実測値との比較をおこなった。その結果，1994 年末から観測

値が予測値を上回る傾向が継続し，地震発生の 25 日前において観測値と予測値の差分が

3σを超える異常が確認された。2011 年東北地方太平洋沖地震に関しては，福島県立医科

大学において，排気モニターで観測された電離電流値をラドン濃度と線形関係にある指

標として利用して，2002 年から 2007 年を平年変動として教師データに設定し，2008 年

から 2011 年の期間における電離電流値を予測した。その結果，2010 年 10 月末において

観測値と予測値との差分が 3σを超える異常が検出された（東北大学理学研究科[課題番

号：THK_08]，Tsuchiya et al., 2024）。 

排気モニタで室内のラドン濃度を測定し，そのラドン濃度をラドン簡易モニタの

PicoRad という活性炭コレクターにより決定する方法で，排気モニタの作動確認をおこな

った。PicoRad のカットオフ値は 80Bq m−3 であり，この値以下であれば，ラドン濃度が安

全範囲にあると判断できることが示された。本研究により得られた簡易計測器のカット

オフ値は，ラドン濃度の事前調査やリスク管理において役立つ指標となり，PicoRad を用

いた断層からのラドン散逸の空間変化などの解析にも資することが期待される（東北大

学理学研究科[課題番号：THK_08]，Yasuoka et al., 2024）。 

 

〇電磁気的な地震先行現象 

地震に関連した ULF 電磁場を発生させる電流強度を，震源に流れる電流を起源とし，

すべてのケースで同じ周波数依存性を持つと仮定して推定した。電流強度を推定するた

めに，本研究で開発した吸収境界条件を用いて，地殻の導電率分布を考慮した ULF 電磁

場シミュレーションをおこなった。ロマ・プリエタ，スピタク，グアム，ビアク，鹿児島，

岩手県内陸北部，伊豆諸島，ジャンムー・カシミール，アルムロック，汶川，ラクイラで

発生した 11 の地震を解析した。その結果，11 事象のうち９事象において，電流強度と地

震マグニチュードの間に正の相関があることが示され，測定された ULF 場が地震活動に

由来することが示唆された（千葉大学[課題番号：CBA_01]，Kimura et al., 2024）。 

2024 年 M7.5 能登半島地震の約９分後に電離圏総電子数の正の異常が出現した。最初
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の鋭いピークは，約 100km にわたる断層の両端で励起された２つの音波パルスで構成さ

れ，その後の一連のより小さな振幅の広いピークが続き，そのうち最大のピークは，本震

の約８分後に断層の北東端付近でゆっくりとした断層破壊によって励起された可能性が

あることがわかった。これらの信号は，波面が中規模の移動性電離層擾乱の波面と重な

る場所で大きくなり，電離圏内の高電子密度領域の下方への変位によって coseismic 信

号が増強される可能性があることを示唆している(千葉大学[課題番号：CBA_01]，Heki et 

al., 2024）。 

2023 年のトルコ南部の Mw7.8 カフラマンマラシュ地震とその直後の Mw7.5 地震につい

て電離圏総電子数変動を調査したところ，最初の地震の約 23 分前に TEC の正の変化が始

まり，異常が背景の約 2%に達したことがわかった。この値は過去の経験値と一致してい

た。一方，２回目の地震直前の変化は移動性電離層擾乱活動により検出できなかった（千

葉大学[課題番号：CBA_01]，Muafiry et al.,2025）。 

地震先行現象検証超小型衛星 PRELUDE（Precursory Electric field observation 

CubeSat demonstrator）の打ち上げモデル（フライトモデル）開発を主眼として，以下の

成果を得た。 

１．衛星バス部分の設計・評価の進捗：データ処理系・電源系・通信系・姿勢制御系・熱

系・構造系を含むバス技術のフライトモデル設計を実施し，一部コンポーネントにおい

ては製造を完了した。エンジニアリングモデル統合で得られた改良点を反映させるため

に，各サブシステム間のインターフェースを見直し，振動試験や熱真空試験などの環境

試験に向けた設計評価をおこなった。 

２．電場・プラズマハイブリッドセンサユニットの設計・製造・評価：地震先行電離圏変

動現象を観測するための電場・プラズマハイブリッドセンサユニットに関して，伸展部

（ブームなど）の展開メカニズム・耐久性評価を実施した。センサ部の性能評価を進め，

ノイズ特性や感度の測定を通じて，フライトモデルとしての改良点を明確化した。 

３．運用準備の具体化：打ち上げ後の運用体制構築を進めるため，国際周波数調整の手続

きを継続するとともに，クラウド型地上局運用会社との運用計画の詳細化をおこなった。

宇宙航空研究開発機構（JAXA）の革新的衛星技術実証プログラム４号機に搭載が決定し

ていることから，2024 年度の衛星引き渡し（納品）スケジュールに合わせた進捗管理を

継続している（公募研究，日本大学[課題番号：KOBO04]）。 

 

〇宏観現象 

 2024 年能登半島地震で前兆ではないかと一部で言われたイワシの大量死・大量漂着に

ついて，過去の同様な事例を調べ，大地震との対応を検証した。2012 年６月４日から日

向灘の地震があった 2024 年８月８日までの 4449 日間に記録された異常は 31 回であり，

同期間に日本周辺で発生したマグニチュード: M6.5 以上，深さ 100km 以浅の地震 32 個

（気象庁一元化地震カタログ）との対応を調べた。異常 (Anomaly) による地震検出可能

な時空間で警報 (Alarm) が出ている時空間の割合 P(A) が概ね 0.7 より小さい範囲では

ランダム予知と同等であることがわかった。地震前兆は「震源付近を中心に地震発生直

前に顕著に現れる」と仮定すると，先行時間が 80 日以内かつ震央距離 350km 以下の組み

合わせが１つもないイワシ大量死・大量漂着は，大地震の前兆とは考えにくいといえる

（公募研究，東京学芸大学[課題番号：KOBO03]，織原，2024）。 
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これまでの課題と今後の展望 

今年度から開始された観測研究計画においては，予測の対象となる大規模地震の発生

確率を時空間的に求める手法を開発し，その手法を時間更新させながら適用することで，

中短期レベルでの予測可能性を調査し，精度の向上を図ることを大きな目標として，全

国の大学，研究機関が協力して地殻活動のみにとどまらない多岐にわたる観測，研究を

実施した。その結果，数多くの重要な知見が加えられたが，一方で様々な環境で発生する

多くの地震に対して，その普遍性と個性を見極めることと，その個性が環境によって定

められているものであるか，確率的な偶然性を持つものであるかを明らかにすることも

望まれる。これを明らかにするためには，高品質の観測データをもつ大規模地震の数が

少ないという課題が見えてきた。この課題は，正攻法では克服は困難であるため，今後

は，これまでの研究を更に進めるとともに，機械学習などを活用しつつ，人間の眼では気

づくことができない関係性の抽出などを通して，中短期的な大規模地震の発生確率の推

定精度向上に資する研究をおこなうことが重要である。 
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図１．日本列島周辺で発生した小繰り返し地震の空間分布(東京大学地震研究所[課題番号：

ERI_10])。 

（a）2001年１月～2024年12月。（b）2024年１月～2024年12月。 

 

 

図２．2011年東北地方太平洋沖地震発生直前の傾斜記録に対するスタッキング処理の結果。震源

での地震モーメント相当量に換算したもの（Hirose et al., 2024bを改変，東京大学地震研

究所[課題番号：ERI_11, ERI_12]）。 

（a）2011年３月１日から本震発生直前まで。（b）本震発生前約51時間。図中の矢印は(i)３月

９日最大前震; （ii）本震発生時; をそれぞれ示す。 
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１（４） 火山 

            

                 「火山」計画推進部会長 山本 希 

                          （東北大学理学研究科） 

                        副部会長 前野 深 

                         （東京大学地震研究所） 

副部会長 森 俊哉 

                         （東京大学理学系研究科） 

副部会長 伊藤順一 

                         （産業技術総合研究所） 

 

火山の噴火災害を軽減するためには，火山噴火の発生の場所・規模・時期を予測するこ

と及び火山噴火現象に対応する噴火災害の推移を予測することが重要である。またこれ

らの予測のためには，長期的・多角的な観測データに基づく火山噴火現象のメカニズム

を解明することも重要である。「火山」計画推進部会では，「火山活動の事象分岐の条

件・論理を明らかにし，火山活動推移モデルを構築し，発災の原因である火山噴火を予測

すること」を上位目標として，低頻度で大規模な現象を含む火山現象の解明とモデル化，

火山活動を支配する場の解明とモデル化，中長期的な火山活動の評価，観測手法の開発

及び体制の整備に関する研究を推進している。 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（１）史料・考古・地形・地質データ等の収集と解析・統合 

ウ．地形・地質データの収集・集成と文理融合による解釈 

火山活動の中長期的な評価と予測を行うためには，噴火履歴等の基礎データを蓄積す

ることが重要である。また，高分解能の噴火履歴情報を得るためには年代測定手法等の

開発も必要である。 

今年度は，将来噴火する可能性の高い活火山の中長期的活動評価と予測のために，秋

田焼山及び御嶽火山の地質図を出版したほか，大規模火砕流である洞爺カルデラ洞爺火

砕流の堆積物分布図を公表した（南・他，2025, 及川・他，2025, 宝田・他，2025）。ま

た，日光火山群の一つである三岳火山の活動年代を明らかにするためのトレンチ調査を

行い，三岳火山の南北の岩体を構成する光徳溶岩と刈込湖溶岩の年代測定を行った。そ

の結果，光徳溶岩は約3.3～5.6 kaの間，刈込湖溶岩は約4.6～17 kaの間に噴出したこと

が明らかになった。さらに，三岳火山の東側では降下テフラ層が確認され，この年代は約

５ka頃と推定され，三岳火山の完新世噴火履歴が明らかになった（草野・他, 2025）。ま

た，活動的火山で高分解能な噴火履歴を解明するために，御嶽山・雌阿寒岳等の岩石試料

を対象とした感度法 K-Ar 及び Ar/Ar 年代測定を実施し，10万年前より若い火山噴出物

の噴火年代を明らかにした。これらの，最新の知見に基づいて収集・整理された日本列島

の火山の地質情報を基に，日本の火山データベースの更新・拡充を行い，「大規模噴火デ

ータベース」，「噴火推移データベース」，「火山灰データベース」の拡充が行われた（産

業技術総合研究所[課題番号：AIST03]）。 

 



128 

（２）低頻度かつ大規模な地震・火山噴火現象の解明 

低規模で大規模な火山噴火現象の発生履歴・推移及びマグマ供給系の進化過程を解明

するためには，史料・考古データ，岩石・地質等の物質科学的データの分析を着実に進め

る必要がある．そこで桜島については，完新世のマグマ系の起源と進化の解明を目的に，

全岩化学組成などの物質科学的な解析を行い，徐々に高い融解度の下部地殻起源のマグ

マが地殻浅部へ間欠的に上昇することによって，完新世のマグマ系の進化は大局的には

説明できることを明らかにした。さらに，姶良カルデラ噴火の珪長質マグマの残存物や

それらのソースである下部地殻物質は桜島の完新世のマグマ系には関与していないこと

も明らかにした（北海道大学[課題番号：HKD_01]）。また，鮮新世から更新世にかけての

火砕流堆積物が分布する北海道中央部（富良野〜旭川地域）では，地質調査とその岩石試

料の解析によって火砕流堆積物が複数のグループに分類できることを明らかにし，各火

砕流堆積物の岩石学的特徴から分布範囲や噴出源を推定することができた（図１，公募

研究，北海道教育大学旭川校[課題番号：KOBO09]）。超巨大カルデラ噴火である阿蘇４噴

火を対象とした研究では，火砕流堆積物の地質学的・岩石学的・古地磁気学的な対比が行

われ，これまで短時間で堆積したと考えられていたカルデラ東側に広く分布するユニッ

ト 4A には堆積が休止する時間があったことを明らかにした。この堆積の休止がみられた

地点では溶結相の上端が侵食間隙を挟んで非溶結相に直接覆われているが，溶結相と非

溶結相の古地磁気方位は良い一致を示しているため，休止時間は地磁気の永年変化に比

べて短いと考えられる（公募研究，東京大学地震研究所[課題番号：KOBO05]）。 

 

（４）火山活動・噴火機構の解明とモデル化 

火山活動や噴火を定量的に把握しモデル化を進めるためには，地球物理学・地球化学・

物質科学を総合した多項目の観測・調査・分析を行うとともに，マグマの流動・破砕・脱

ガス・結晶化等の素過程の実験研究や数理モデルによる理論解析を行い，噴火様式の分

岐条件を推定することが重要である。 

火口付近における多項目観測は，雌阿寒岳，十勝岳，樽前山，有珠山，北海道駒ヶ岳，

吾妻山，伊豆大島，浅間山，弥陀ヶ原，焼岳，御嶽山，九重山，霧島，口永良部島等を対

象に実施された（北海道大学[課題番号：HKD_03]，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_04]，

富山大学[課題番号：TYM_01]）。観測項目は，地震，GNSS，傾斜，重力，地磁気，空振，

火山ガス，土壌ガス等の多岐にわたるが，ドローンを活用した観測が特筆すべきものの

一つである。例として，十勝岳においては，62-2 火口周辺一帯においてドローン用の磁

気観測装置を用いた空中磁気測量が行われ，2023 年の測量結果との差分から浅部磁化構

造の時間変化が推定された（図２）。さらに，ドローン用のマルチガス観測装置を用いた

噴気観測では火山ガスの組成比に関する情報が得られた。同様の観測は，雌阿寒岳にお

いても実施されている。また，焼岳においては，山頂域や主要噴気孔一帯においてドロー

ンによる可視光観測と熱赤外観測が行われ，可視光観測のオルソ画像から作成した地形

情報の差分を取ることで地形変化を抽出したほか，熱赤外観測を用いた主要噴気孔一帯

での熱異常の確認が行われた（北海道大学[課題番号：HKD_03]）。弥陀ヶ原においては，

地獄谷内において水準測量が実施され，GNSS 観測との統合解析を行うことで，地獄谷極

浅部に帯水層に対応すると考えられる開口割れ目が存在することが明らかになった（富

山大学[課題番号：TYM_01], Hotta, 2025）。このほか，可搬型レーダー干渉計 (SCOPE) 
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による地殻変動観測や空撮用手持ち型赤外カメラシステム (STIC-P) による地温観測等

も技術開発と並行して全国の火山において実施された（防災科学技術研究所[課題番号：

NIED01]）。 

取得された観測データを解析する手法の高度化も進められた。地震観測データの解析

については，微弱な連続振動を抽出する SBL (Seismic Background Level) 解析を草津

白根山，伊豆大島，霧島山等に対して適用し，SBL の盛衰と他の観測項目が示す火山活動

推移が調和的な事例が複数確認できた（図３）。また，自然言語処理等で利用されている

機械学習の一つである Transformer Encoders を用いた火山性地震のタイプ分類のための

手法も開発し，浅間山で過去 20 年間にわたり整備された火山性地震のデータを用いた訓

練と検証を行い，従来の畳み込みニューラルネットワーク (CNN) に基づいた手法と比較

して大幅に性能が向上する結果が得られた（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_04]）。

また，御嶽山においては，2014 年噴火前後の期間における特徴的なタイプの地震（各期

間で３つ）をテンプレートとした Matched Filter 法の解析が行われ，地震タイプの時間

変化が明らかにされた（北海道大学[課題番号：HKD_03]）。地殻変動観測データの解析に

ついては，多孔質弾性体の不均質を考慮した熱水系の力源モデルについての検討が行わ

れ，九重山の 1992 年～1998 年の地盤変動に適用が行われた（図４，北海道大学[課題番

号：HKD_03]）。また，衛星観測データの解析についても，RealVOLC によるアジア太平洋

域の火山の熱異常モニタリングを継続するとともに，ひまわり及びしきさいによる赤外

画像と TROPOMI のデータを用いた熱異常・二酸化硫黄放出量の評価が西之島の 2021 年以

降の活動を対象に行われた。さらに，火山ガスのモニタリングシステム構築のために，

GEMS のデータを用いて浅間山・十勝岳・桜島等の二酸化硫黄放出量の解析を実施し，GEMS

は日本域においては S/N 比が悪い事例が多く，二酸化硫黄放出量の準リアルタイム解析

には TROPOMI の使用が好ましいこと等が分かった。二酸化硫黄の測定については，南西

諸島の海域離島火山のフェリーによる測定についても装置の更改を行うとともに，この

観測手法の社会実装に向けた技術移転の検討を開始した（東京大学地震研究所[課題番

号：ERI_04]）。 

物質科学的な手法による火山活動・噴火機構の解明も進められた。鬼界カルデラにお

ける地球深部探査船「ちきゅう」を用いた表層科学掘削プログラムでは，9.5 万年前（葛

原噴火）と 7,300 年前（アカホヤ噴火）の２回のカルデラ噴火の噴出物に加えて，その間

に起きた噴火によると考えられる噴出物も含むコア試料がカルデラ北東側の海域で得ら

れた。このコア試料の分析の結果，葛原噴火では流紋岩質の噴出物が卓越するが，一部に

安山岩質の噴出物が含まれており，流紋岩質のマグマにマフィックなマグマが注入する

ことでカルデラ噴火を誘発した可能性が示唆された。また，少なくとも 4.3 万年前には

葛原噴火のマグマとは異なる新たなマグマの供給が開始し，その化学組成は時間ととも

に変化することがわかった。特に後のアカホヤ噴火と同じ化学組成を持つ流紋岩は 1.6

万年前を境に割合が変化することから，この時期から約 9,000 年間かけて本格的な流紋

岩質マグマの蓄積が起こり，次のカルデラ噴火へ至ったことなど，長期的な火山活動の

変遷の理解に資する結果が得られた（図５，海洋研究開発機構[課題番号：JAMS01], Hanyu 

et al., 2024）。放射光分析に基づく火砕流発生過程についても研究が進められた。雌

阿寒岳では，14,000 年前から始まった中マチネシリ火砕噴火期１のステージⅡに火砕流

と降下火砕物を繰り返し噴出している。火砕流発生に至るまでの軽石の気泡組織，
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Fe3+/Fetot 比の変化を明らかにするために，地質調査によって得た降下火砕物及び火砕流

堆積物の放射光分析が行われ，雌阿寒岳中マチネシリ火砕噴火期の Fe3+/Fetot 比は概して

低い値を示すことなどが明らかになった（兵庫県立大学[課題番号：KOBO07]）。 

噴火様式の分岐条件を検討するためのマグマの流動や脱ガス等の素過程の実験研究や

理論解析も進められた。一旦開始した爆発的噴火が収束するまでの過程において，マグ

マだまりの状態やマグマ上昇過程がどのように変化するかを岩石学的解析で明らかにす

る研究が，有珠山1977年噴火を対象にして行われた。メルト包有物の含水量と斜長石マ

イクロライトの数密度・サイズを分析した結果，繰り返し発生した爆発的噴火ごとに系

統的な変化があることが見いだされた。減圧結晶化実験の結果も踏まえると，有珠山1977

年噴火の一連の活動では，最初のサブプリニー式噴火はマグマだまりから直接上昇した

のに対して，２回目以降のサブプリニー式噴火では火道内に滞留していたマグマが噴出

したことが示唆され，火道の形成と閉塞やマグマの上昇，浅部・深部マグマだまりの連結

度等の知見が得られた（東北大学理学研究科[課題番号：THK_02]）。上昇するマグマの中

で起こる脱ガス過程についても，伊豆半島皮子平火山の降下火砕物，火砕流堆積物に含

まれる黒曜石を用いた分析が行われた。組織観察，H2O・CO2濃度分析，水の化学種の分析

の結果，１つの黒曜石の中で含水量の分布は概ね均質である一方でCO2の濃度は不均質で

あり，非平衡な脱ガスが記録されていることが明らかになった（図６）。また，CO2濃度

の高いところではマイクロライト結晶度が高く，マグマの破断面を通じたガスの流動と

ヒーリングが脱ガスを支配していることが示唆された（北海道大学[課題番号：HKD_02]）。

そのほか，霧島山新燃岳2018年噴出物中の白色包有物の岩石学的解析により，同噴火時

のマグマだまりの含水量と噴火前駆過程を制約した。雲仙火山において，過去50万年間

の噴出物中の鉱物の岩石学的・地球化学的解析及びその結果を使った年代測定を実施し，

マグマ供給系の化学組成とその時間変化を推定した。伊豆大島1986年噴火のＢ火口から

の噴出物について噴出物表面の微細組織の形成メカニズムを解明し，Ｂ火口噴火におけ

る噴煙挙動との対応について議論した（松本・川崎, 2025）。有珠火山1977-78年噴出物

の岩石学的解析と熱力学モデル計算により，1977年の準プリニー式噴火は130 MPa (深さ

約５km)のマグマだまりから直接上昇した高温マグマがもたらしたのに対し，1978年マグ

マ水蒸気噴火は低圧 (<100 MPa) の浅所貫入岩体で冷却されたマグマがもたらしたこと

を示した。熱力学モデル計算と高温高圧岩石融解実験の結果を比較し，モデルの妥当性

を検証した。また，火山ガス中の水素の精密測定機器を開発し，霧島硫黄山・焼岳・草津

などで火山ガス観測を実施した。これにより，従来法では検知できなかった低濃度の水

素が検出可能となり，火山ガス中の気相化学平衡の議論の適用範囲を広げることに成功

した（産業技術総合研究所[課題番号：AIST05]）。 

 

（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化  

ウ．火山噴火を支配するマグマ供給系・熱水系の構造の解明 

火山地域において，火山活動を支配する場を明らかにすることは，火山活動・噴火を

定量的に把握しモデル化を進めるうえで不可欠である。そのため，地震学的観測や電磁

気学的観測等の多様なデータの解析と物質科学的研究，水文学的研究等を総合し，熱水

系及び火山性流体・マグマの供給系の概念モデルの精緻化や定量化を目指した研究が進

められた。 
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伊豆大島においては，既存の広帯域 MT データを用いた比抵抗構造の推定が行われ，海

水準以高は不飽和層とみられる高比抵抗層があり，その下には飽和層と考えられる低比

抵抗域が広がることが推定された。また，伊豆大島直下の深度数 km～15km 以深の広い範

囲に渡って 10Ωm 以下の低比抵抗領域が検出された。火山性地震の震源はこの低比抵抗

領域の外側に対応し，この低比抵抗領域が火山性流体により脆性破壊を起こせない領域

である可能性が示された（図７，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_07]）。御嶽山にお

いては，地下浅部の構造解明の一環として山頂部を中心に重力観測が実施され，既存デ

ータと統合してブーゲー異常の解析が行われた。その結果，山頂域には低ブーゲー異常

域が存在しない可能性が明らかになり，従来指摘されていた新期御嶽山火山活動（0.09Ma

～）初期のカルデラ噴火の有無を検討するための情報が得られた（東京大学地震研究所

[課題番号：ERI_07]）。阿蘇山においても相対重力と絶対重力の繰り返し測定が行われ，

山麓（京都大学火山研究センター）と山上の２地点で行われた絶対重力測定では，それぞ

れ前回測定時に比べて６μGal，22μGal の重力増加が観測された。これらの重力増加は，

火口湖・湯だまりの水位変化や火口直下の熱水貯留域における熱水流動では説明が困難

であり，火口域の直下における質量増加を反映していると考えられる。また，阿蘇山にお

いてはカルデラ内外及び山体中央部における GNSS 観測も継続して実施され，2021 年 10

月に発生した噴火の前駆的な地殻変動について解析が行われた。この結果，噴火の前後

約３ヶ月間に中岳を中心とする膨張性の地殻変動が広域で検出されるとともに，中岳近

傍の観測点においては南向きの変位が卓越する特徴が見いだされた。これらは，やや深

部の圧力源から火口付近の浅部圧力源への流体供給を示唆する（東北大学理学研究科[課

題番号：THK_06]）。吾妻山においては，大穴火口周辺における地震観測が実施され，火

山性流体の流動に伴う振動現象の解析や表面波解析による構造推定に必要なデータの蓄

積が進められた。その結果，調和型微動が火口直下浅部における流体流動に伴う非線形

振動によるものであり，流動による駆動圧の変動が周期倍分岐等の調和型振動の複雑な

振動を引き起こしている可能性が示された。また，地震波干渉法解析により，大穴火口付

近の極浅部に低速度領域が存在し，その領域の地震波速度が降雨量に相関して変動する

ことが明らかになった（東北大学理学研究科[課題番号：THK_06]）。 

海域の火山についても，マグマ供給系の解明が進められた。鬼界カルデラでは，海底

電位差磁力計で得られた電磁気観測データの３次元解析に新たなインバージョン手法を

導入した結果，カルデラ直下に低比抵抗領域が存在し，その低比抵抗領域が20 km以深で

は海溝の反対側に広がる特徴が明らかになった。また，海底地震計データによる地震波

トモグラフィー解析では，カルデラ直下の25 km以浅と沈み込むスラブ直上付近に低速度

領域の存在が推定された。鬼界カルデラでは，カルデラ周辺における地震活動の把握等

を目指し，通信用の海底光ケーブルを利用した光ファイバ分布型計測手法（DAS）の適用

とその広帯域化・長距離化を目指した開発も進められ，2024年８月８日に発生した日向

灘地震に伴う複数の長周期津波の検出に成功するなど，広帯域化の実効性が確認できた

（神戸大学[課題番号：KOBE01]）。 

火山活動の活発化に伴って発生する群発的な地震活動と構造や応力場との関係を調べ

るために，火山近傍で発生する地震活動についてのデータベースの作成と解析も進めら

れた。今年度は，姶良カルデラを含む桜島で発生した過去の群発的な地震活動のデータ

ベースが作成され，地震活動域の範囲やメカニズムの推定が行われた。その結果，姶良カ
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ルデラにおける膨張性の地盤変動のあとにカルデラ北東部と桜島南西部の領域で地震活

動が増加し，その後に桜島の噴火活動が活発化する傾向が示された。桜島南西部で発生

する地震の震源メカニズムは正断層型が多く，姶良カルデラのマグマだまりから桜島へ

のマグマ貫入によって桜島南西部が引張場となることで地震が発生していることが示唆

される（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI01]）。 

地下熱水系の動的変動と火山活動との関係を検討するために，火口湖を対象とした水

文学的手法による研究も進められた。鳴子火山の潟沼においては，水・熱・化学物質収支

を評価するための水温，電気伝導度や気象の観測が行われ，地下熱源に対する応答が推

定された。潟沼では，水温は冬季に向けて低下する一方で 25℃電導度は増加する傾向が

見られることなどから地下熱水が継続して潟沼に流入していることが明らかになった

（公募研究，北海道大学[課題番号：KOBO06]）。また，カルデラ大深湖である田沢湖と十

和田湖においても同様の研究が進められ，田沢湖においては水温・水質プロファイラー

による水温・電導度・DO・濁度・クロロフィル濃度の鉛直測定，十和田湖においては水温

の鉛直測定が行われた (公募研究，秋田大学[課題番号：KOBO08]，Chikita et al., 2024）。 

 

２．地震・火山噴火の予測のための研究  

（３）火山の噴火発生・活動推移に関する定量的な評価と予測の試行（重点研究） 

火山活動の状況を総合的・定量的に評価するためには，地球物理学的観測データや過

去の火山噴出物の物質科学的分析データを基にした評価指標を導入し，それらの指標の

時系列から噴火発生予測を含む火山活動の推移予測手法を検討する必要がある。そのた

めには，まず活動的な火山における各種観測データの精査を進め，時間的あるいは火山

間で比較しうる定量的で客観的な情報を得ることが求められる。 

多項目観測が継続的に行われてきた阿蘇山では，過去の一連の噴火活動期間について

既存データの精査が行われた。特に磁場データについて再解析を行い，データの質の向

上が図られた。磁場の観測データには，各観測点下の電気伝導度の違いに起因するロー

カルな変動が含まれる。そこで，磁場３成分データを用いる補正法を応用するとともに

ベイズ的手法でデータを分解する解析手法を開発し，京都大学が中岳火口周辺で実施し

ている３成分磁力計による連続観測データに適用した。その結果，2014 年のマグマ噴火

活動，2021 年の水蒸気噴火の前後で噴火活動に関連すると考えられる磁場の時間変化を

検出することができた（図８，京都大学理学研究科[課題番号：KUS_02]）。噴気や温泉水

を主な対象とした長期的な地球化学的データについても，データの蓄積と精査が進めら

れた。1980 年代から継続的な地球化学的観測が行われている十勝岳においては，1988～

1989 年噴火の前に急激に上昇した温泉水の化学成分や温度がその後火山活動に相関して

変化しており，火山活動の状況把握に有用であることが示された。さらに，十勝岳大正火

口では 2018 年頃から噴気温度の低下や凝縮水の酸素・水素同位体比や SO2/H2S 比の低下，

H2O 濃度の増加が続いており，マグマ由来ガスの影響が低下傾向であることが示唆された

（北海道立総合研究機構[課題番号：HRO_01]）。同様に長期的な地球化学的観測とそれに

基づく活動状況の評価は，御嶽山，箱根山，アトサヌプリ等でも行われ，ヘリウム同位体

比や炭素同位体比，ガス組成が火山活動状況の有用な指標となることが確認された（東

京大学大気海洋研究所[課題番号：AORI02]）。また，多項目データの整理・解析に基づく

監視・評価技術の高度化及び火山活動評価技術の高度化は，気象庁においても進められ
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た。今年度は，地球物理学的データ，地球化学的データの観測データと解析結果のデータ

ベース化が行われるとともに，地殻変動計算手法やガス分析手法等の高度化が行われた。

また，30 分大気解析 GPV を使用した準定常ガス拡散モデルによる二酸化硫黄放出率値と

機動観測で得られる実測データを用いた精度の評価が行われ，風速による階級区分が信

頼度指標として有用であることなどを示した。そのほか，先験的情報を統合した逆推定

手法による熱源位置推定や全磁力観測データのリアルタイム DI 補正など，火山活動状況

の評価に資する開発が行われた（気象庁[課題番号：JMA_01, JMA_02]）。 

火山噴火時の表面現象や噴出物の分布等の地質学的データや物質科学的データも，噴

火の規模や様式を決定するために必要な情報であり，活動推移や災害の性質にも密接に

関係する。そのため，噴出物の迅速なマッピング，噴出量・噴出率の高精度推定を目指し

た噴火堆積物解析手法の高度化を目指した研究や噴出物の化学組成，微細組織，色等の

物質科学的な時系列データの解析・分析手法の高度化が進められた。例えば，噴火規模の

基礎データとなる噴出量については，客観的な方法での推定と信頼度等の指標で誤差を

定量的に評価することが望ましい。そこで，今年度は既存手法のレビューを行いその問

題点を整理するとともに，近年提案されている統計学に基づき推定量の信頼度評価を行

う手法について日本国内の広域テフラ（阿蘇４や鬼界アカホヤ）への適用性を検討した

（図９）。鬼界アカホヤを対象にした検討では，人間が作成した等層厚線図を分布関数の

フィッテイングとモンテカルロ法を用いて得た噴出量の確率的分布，層厚データのみを

用いてベイズ推定や機械学習により推定した噴出量の両者の比較を行うことで手法適用

性の確認を進め，二次的な層厚変化に関する捉え方の違いや層厚データの地理的偏りを

考慮することが重要であるなどの示唆が得られた（東京大学地震研究所[課題番号：

ERI_13]）。また，桜島，霧島，阿蘇，硫黄島，富士山，浅間山等の個別の火山について，

火山活動の推移や事象の分岐判断に資する地質学的・物質科学的情報の蓄積と着目すべ

き噴火物理化学パラメータの検討が進められた。桜島においては，火山灰等の噴出物試

料の分光学的特性による活動推移の評価のために，火山灰色のシステマティックスの構

築を目指し，比較的迅速に得られるバルク試料の測色値の主成分分析によってデータの

持つ特性が明らかになった。また，非噴火収縮 (Non-Eruptive Deflation) イベントに

関して，連続降灰試料採取によって得られた火山灰の解析に基づき解釈が行われた（公

募研究，鹿児島大学[課題番号：KOBO10]）。霧島火山群においては，完新世の噴火履歴を

整理するとともに，一回の噴火の規模や噴火様式の変化の共通性等を考慮して噴火推移

パターンを７タイプに分類した。そして，この噴火推移パターンと近年や歴史時代の観

測・観察事例（新燃岳，えびの高原硫黄山，御鉢），噴火時に注目するべき観察量及び観

測量，マグマ供給系モデルに基づき，火山群全体に対する火山活動推移モデルの試案が

作成された。また，18 世紀新燃岳享保噴火については，堆積物中の本質物タイプ比やみ

かけ密度が主要ユニット内で系統的に変化していることを見いだしたほか，2011 年噴火

と同様のマグマだまり条件であったことや，噴火直前に２段階のマグマ混合があったこ

となどを岩石鉱物学的分析や磁鉄鉱斑晶のゾーニングから明らかにした（東京大学地震

研究所[課題番号：ERI_13]）。 

 

４．地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究  

（２）地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究 
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火山噴火の被害を軽減するためには，社会の共通理解を醸成する必要がある。そのた

めに，降灰調査データや降灰のモニタリングデータ，シミュレーションを活用した情報

プロダクツの作成方法について研究を進めるとともに，JVDN (Japan Volcanological 

Data Network) システムに噴火やハザード等の火山災害に関するデータを登録する機能

を新たに追加した。また，噴火発生前後における防災関係機関による災害対応を時系列

的に整理して「災害対応タイムライン」を作成し，那須岳と御嶽山においてタイムライン

の実効性検証を目的とした訓練や演習を地元自治体及び火山防災協議会と協力して実施

した（防災科学技術研究所[課題番号：NIED01]）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

今年度から開始された観測研究計画においては，「火山」計画推進部会は，火山の噴火

発生・活動推移に関する定量的な評価と予測の試行を目標として，全国の機関が協力し

て火山活動・噴火機構及び火山活動を支配する場の解明とモデル化等，現象理解と予測

に資する研究を実施してきた。「火山」計画推進部会では，前計画までに多項目観測によ

る「火山噴火シナリオ」の作成，多項目観測と火山比較による「火山噴火事象系統樹」の

作成，多項目パラメータの比較による「火山活動推移モデル」の構築が進められてきた

が，現計画では時間軸の情報をより取り込んだ「火山活動推移モデルの改良と予測試行」

を上位目標に掲げて，20 の研究計画課題と公募研究６課題が多面的な研究を進めている。

現計画から「大規模噴火総合研究グループ」「高リスク小規模火山噴火総合研究グルー

プ」が本部会とは独立した位置付けとなったが，少数の火山を対象に防災リテラシーや

災害誘因の研究まで総合的に研究を進める総合研究グループと本部会は密接な連携をも

ち，相互のフィードバックを行いつつ計画を推進することが望ましい。このような観点

から，令和６年度には，２月 18 日・19 日に本部会と「高リスク小規模火山噴火総合研究

グループ」が合同でハイブリッド形式での研究集会を開催し，成果の共有と議論を行っ

た。また，12 月 16 日・17 日に開催された「大規模噴火総合研究グループ」の研究集会

には，本部会担当者も多く参加し，最新の知見の共有を行った。 

上述のように現計画では活動推移の定量的な評価と予測の試行を目標としているが，

統一的な物理化学モデルが確立していない火山現象について予測を実現するためには未

解決の課題が多く存在する。一方で，これまでの計画及び現計画における観測研究では

地球物理学的，地球化学的，物質科学的な多項目観測が着実に進められており，火山活動

やその分岐・遷移を表すパラメータ間の相互関係が明らかになりつつある。また，各課題

の研究の深化に伴い，それぞれの観測データや諸パラメータの精度や分解能が向上し，

時空間的なダイナミックレンジも広がった。今後も，これまでの研究を更に進展させる

とともに，多変量相関解析等による定量的なパラメータ間の相互関係の解明や火山噴火

の推移の把握や予測を行う上で鍵となる物理化学パラメータの推定手法の改良を進め，

火山現象と活動推移の迅速な理解に役立てられる基礎研究を進めることが重要であると

考えられる。また，これまで主に類型化として進められてきた火山間の比較研究を一層

推進するためには，客観的な解析手法・指標を用いた系統的で定量的な情報の蓄積も進

めることが必要である。これらを踏まえて，鍵となるパラメータを状態変数とした火山

活動推移の確率論的モデルを構築し，データ同化等の手法も用いた予測を試行していく

ことが現計画の目標にむけたアプローチとして適切であると考えられる。 
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令和６年度は，活動火山対策特別措置法の法改正により，火山の観測や調査の計画の

策定や研究を一元的に進める火山調査研究推進本部が新たに発足するとともに，「火山

防災の日」が制定された。本部会担当者の多くは，「火山防災の日」にあたってイベント

やマスコミを通じて火山現象や活動火山対策について国民への周知・啓蒙に関わってき

たが，このような活動は，これまでの計画における火山災害軽減のための観測研究が下

支えとなっているものである。今後も，本部会と総合研究グループの協働により，火山災

害軽減に向けた活動とそのための基礎研究を進めていくことが望まれる。また，火山調

査研究の推進についての総合的かつ基本的な施策の中間取りまとめが令和７年３月 28日

に火山調査研究推進本部から公表され，火山活動評価や火山活動の状態把握及び予測に

関する当面 10 年間に推進すべき調査及び研究の方向性が示された。本部会ではボトムア

ップの基礎研究を着実に進め，火山調査研究推進本部で実施する事業への技術移転を目

指すとともに，新たな観測・解析手法等の芽を創出していくことが肝要であろう。 
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図１．富良野-旭川地域に分布する大規模火砕流堆積物の岩石学的な対比と分布範囲の

推定（公募研究，北海道教育大学旭川校[課題番号：KOBO09]） 

 

 

 

図２．十勝岳における空中磁気測量と磁化構造解析（北海道大学[課題番号：HKD_03]） 

(a) ドローンを用いた空中磁気測量。(b) 2023 年の空中磁気測量結果から推定した３次

元磁化構造の標高 1,500 m における断面。 (c) 2024 年の同標高における磁化構造断面。

(d) 2023 年と 2024 年の磁化変化。 
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図３．SBL (Seismic Background Level) を用いた火山活動評価：草津白根山の例（東京

大学地震研究所[課題番号：ERI_04]） 

図４．多孔質弾性体の不均質を考慮した熱水系の力源モデルについての検討例（北海道

大学[課題番号：HKD_03]） 

(a) 仮定した圧力源の形状。(b) 圧力源の内部・外部の物性を変化させた場合の変位場

の比較。 
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図５．鬼界カルデラにおけるマグマの化学組成の時間変化（海洋研究開発機構[課題番号：

JAMS01]） 

地球深部探査船「ちきゅう」を用いた表層科学掘削プログラム（SCORE）により採取され

たコアに含まれる火山ガラスの SiO2 の時間変化。 

 

 

 

図６．伊豆半島皮子平火山における火砕流堆積物中の黒曜石の組織及び H2O・CO2 濃度，

水の化学種の分布（北海道大学[課題番号：HKD_02]） 
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図７．伊豆大島の比抵抗構造（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_07]） 

（左）深度 2.5 km の比抵抗平面図。（右上）三原山を通る比抵抗南北鉛直断面図。 

（右下）三原山を通る比抵抗東西鉛直断面図。 

図中の紫印と白点は，それぞれ陸上 MT 観測点と気象庁による震源。 

 

 

 

図８．阿蘇中岳火口周辺の全磁力連続観測データの再解析による S/N 比の改善と噴火に

先立つ磁場変化の例（京都大学理学研究科[課題番号：KUS_02]） 
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図９．機械学習を用いた層厚分布と噴出量推定：鬼界カルデラ 7,300 年前噴火における

アカホヤ火山灰の噴出量の例（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_13]） 
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１（５） 災害誘因評価・即時予測 

「災害誘因評価・即時予測部会」計画推進部会長 太田雄策 

（東北大学大学院理学研究科） 

副部会長 為栗 健 

（京都大学防災研究所） 

地震・火山噴火という自然現象が引き起こす地震動，津波，火山噴出物，斜面崩壊等

の災害誘因は自然や社会に潜在的に存在する脆弱性等の災害素因に働きかけ，これらの

相互作用に応じて様々な規模の災害が発生する。すなわち災害誘因評価の高度化は，災

害軽減を果たすために欠かせない。こうした観点から，「災害誘因評価・即時予測部会」

では強震動，津波，地震動に起因する斜面変動・地盤変状，さらに大地震に対する災害リ

スクの高い精度での事前評価手法を開発する「地震の災害誘因の事前評価手法の高度化」，

地震動や津波，火山噴火の即時予測手法を開発する「地震の災害誘因の即時予測手法の

高度化」ならびに「火山噴火による災害誘因評価手法の高度化」，さらにこれら災害誘因

予測を効果的に防災対策の推進に結びつけるための「地震・火山噴火の災害誘因予測・リ

スク評価を防災情報につなげる研究」を進める。以下では本年度の成果を網羅的に示す。

３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

（１）地震の災害誘因の事前評価手法の高度化

ア．強震動の事前評価手法

○震源モデルの高度化

時空間的に複雑な断層破壊過程と地震被害に直結する震源域の強震動特性の関係解明

やその事前評価手法の高度化や震源断層破壊の物理解明のため，強震記録を用いた大地

震の断層破壊過程の解析を，前計画から引き続き継続した。令和６年度は主として，前計

画の最終年度内の 2023 年５月５日に能登半島で発生した地震（MJMA6.5）及び 2024 年１

月１日に発生した令和６年能登半島地震の本震（MJMA7.6）の断層破壊過程の解析とそれ

らの結果の検討を重点的に行った。2023 年 5 月 5 日の地震については，三次元速度構造

モデル（JIVSM）による Green 関数を用いた震源インバージョン解析結果（使用した強震

波形の帯域 0.05～1 Hz）では，深さ 8～11 km の範囲に最大すべり量 0.8 m のすべりの大

きな領域が見られている（Asano and Iwata, 2025）。この最終すべり量分布と Matsuba

ra et al. (2022)の走時トモグラフィによる不均質地殻速度構造を比較したところ，す

べりの大きい領域と低 VP/VS 比の領域が空間的に対応し，すべりの大きな領域の周囲は比

較的高い VP/VS 比の領域で取り囲まれていることが分かった（図１）（京都大学防災研究

所[課題番号：DPRI05]）。 

2024 年能登半島地震本震については，地震後に各機関から公表されている余震分布や

海域活断層分布などの情報をもとに，傾斜角が深さで異なる断層も含む複数の断層面で

構成される震源断層モデルを仮定し，強震波形（0.03～0.4 Hz）による震源インバージョ

ン解析を実施した結果，能登半島北西岸付近と禄剛崎北東沖海底下の２カ所にそれぞれ

最大 8m 程度のすべりの大きな領域が存在することが分かった。富山トラフ西縁付近の西
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傾斜の断層では，浅部にすべりの集中が見られるものの，すべり量は他の断層面に比べ

ると相対的に小さかった。それぞれのすべりの強震波形への寄与を確認したところ，能

登半島北西部～南部にかけて観測された強震波形には，能登半島北西岸沿いの震源断層

を南西に向かって進展した破壊の寄与が支配的であった。一方，能登半島北東部の珠洲

市や佐渡島の強震波形には，珠洲市付近から北東沖に向かって遅れて開始した破壊の寄

与が大きいことが確認された（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI05]）。 

動力学的破壊特性と強震動生成メカニズムの関係に関する知見を得るため，海外での

先行研究を参考にしつつ，強震波形記録を用いた動力学的震源インバージョン手法の解

析コードの開発を進めた。すべりの時空間分布を未知数として解く運動学的震源インバ

ージョン解析と異なり，動力学的震源インバージョンでは，震源断層面上の初期せん断

応力，ピーク摩擦係数，臨界すべり量の空間分布を MCMC 法によって解く。平成 28 年熊

本地震の最大前震（MJMA6.5）を模擬したテスト用動力学震源モデルから生成した波形デー

タを入力して，手法のテスト及び改良を実施した。その結果，断層が破壊し地震波を放射

した領域については，与えた動力学的震源パラメータを一定の精度で復元できることを

確認した。一方，既往の研究でも指摘されていることではあるが，限られた周波数帯域の

波形から臨界すべり量を精度よく拘束することには困難性があることを確認した（京都

大学防災研究所[課題番号：DPRI05]）。 

○地下構造モデルの高度化

大阪盆地の３次元地盤構造モデルの精緻化を目的として，物理探査・地震動観測デー

タに基づき，モデルを構成する速度変換式の空間不均質に関する検討を行った。本課題

では，文科省委託・上町断層帯重点観測（文部科学省研究開発局・京都大学防災研究

所, 2013）で作成された大阪盆地の３次元地盤構造モデル（Sekiguchi et al., 2016）の

改良を進めている。このモデルの作成においては，複数の鍵層を設定し，反射法地震探査

とボーリング，地表地質から得られた鍵層の深度データから３次元の地質構造モデルを

作り，それを経験式を使って物性値に変換することで３次元速度構造モデルを構築して

いる。地質構造モデルのパラメータである堆積年代とその地点の深さからＰ波速度に変

換する変換式（Vp 変換式）については，反射法探査の解析時に得られる区間Ｐ波速度を

用いて経験式が作られている。しかし，一部の反射法探査測線の区間Ｐ波速度データに

ついて，Vp 変換式の観点で周辺のデータとずれているものの，既往３次元モデルではそ

の空間変化が考慮されていなかった。そこで，そのようなデータのうち，大津川測線の湾

岸部の区間Ｐ波速度データに注目し，同地域の微動観測データや周辺の反射法探査デー

タと比較することにより，Vp 変換式の空間不均質の度合いや速度構造への影響，地盤構

造モデルへ反映させる方法について検討した（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI04]）。 

○表層地盤の強震動応答のモデル化

強震動による表層地盤の弾性波応答特性の変化を調べるための実験装置の整備を実施

した（図２）。強震動は模擬砂層地盤の下に設置された振動板により水平方向成分が与え

られ，これとは別にモニタリング用の微弱な振動が埋設された振動スピーカーより断続

的に放射される。これらに対応する振動は同じく埋設されている加速度計によって記録

され，連続収録される。この装置を用いることにより，定量的に模擬砂層地盤の弾性波応
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答特性，ならびにその強震動による影響を評価できるようになった（立命館大学[課題番

号：RTM_02]）。 

強い不均質を持つ媒質として，セメントモルタル中に人工的に空隙を埋設した単純な

円柱形の模擬媒質を作成し，この媒質に弾性波を透過させ，その応答を計測した。空隙は

中空の PP 球によって実現させ，ある円柱断面に約 45 度間隔で８個の PP 球をほぼ円周状

に配置し，中心のものと合わせて９個を配置した。弾性波計測は正確な波動を計測する

ために，レーザードップラー速度計（LDV）を採用した。LDV は正確かつ振動方向が明確

な波動を計測することができる反面，ノイズの影響を受けやすい。そのため得られた弾

性波を確認したところ，硬質岩よりも有意に信号強度が低く，600kHz 程度までしか信号

強度が十分ではないことが判明した。これはセメントモルタルを硬化させる際に PP 球以

外の小規模な空隙が形成されてしまい，散乱減衰の影響が大きくなったことが原因であ

ると推定される。そこでセメントモルタルの硬化方法について再検討し，低空隙率で透

過率を向上させたセメントモルタル媒質の作成手順の目途を立てることができた（立命

館大学[課題番号：RTM_02]）。 

イ．津波の事前評価手法

2024 年能登半島地震において，陸域で観測された地震時の地殻変動を最も良く説明す

ることができる断層モデルのひとつである国土地理院モデル（2024 年２月 29 日版）を用

いて津波予測を実施した。その結果，第一波目の主要な津波に先行して観測された比較

的小さな水位変動は，急峻な海底地形が水平方向に変位したことに起因する可能性があ

ることがわかった。一方，同断層モデルによる津波では観測津波波形を十分に再現する

ことができないことがわかった。これを踏まえて詳細な分析を実施した結果，観測され

た津波を説明するためには国土地理院モデルよりもさらに北東域に波源が必要であるこ

とがわかった。さらに，津波被害が最も大きかった能登半島飯田湾では，津波の第一波目

ではなく後続波が最大水位を形成したこと，後続波は様々な方向から伝播する複数の津

波の重合により特徴づけられていたことがわかった（図３）（北海道大学[課題番号：

HKD_05]）。 

ウ．地震動に起因する斜面変動・地盤変状の事前評価手法

静岡県森町における地すべり地域において 2020 年 10 月から 2022 年５月まで実施し

た地震計アレイによる観測記録の解析を行った。常時微動を用いた SPAC 法による地すべ

り地域の地下構造変化モニタリングについて検討した。地震計アレイで記録した常時微

動データに対し，前処理を適用した後，各地震計間の SPAC 係数を算出し，高次モードを

考慮したマルチモード SPAC 法（MMSPAC 法）により基準となる一次元地震波速度構造モデ

ルを構築した。次に，観測期間全体の平均に対する日々の SPAC 係数の時間変化を算出し

た（図４）。クラスター分析によって人間活動による週周期の変動やサイトに隣接する沢

起源の影響を同定し，これらの非構造的要因による変動を除去した。また，SPAC 係数の

変動の速度構造の感度解析から速度構造変化の推定手法を開発した。その結果，極浅部

（深度約 5 m）および深部（深度約 20 m）に環境要因に敏感な速度構造を検出した。こ

の構造の変化は降雨に伴う地下水面の変動との関連が示唆され，潜在的なすべり面の位

置と対応する可能性を示した（名古屋大学[課題番号：NGY_04]）。 
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ACROSS を用いた降雨に対する地震波速度変化のモニタリングについて検討した。アレ

イ観測サイトは静岡県森町の ACROSS 震源から約 3 km に位置しており，この ACROSS 震源

からの信号を用いた解析を行った。ACROSS の伝達関数を算出し，アレイ解析およびパー

ティクルモーション解析によって，Ｐ波，Ｓ波，表面波（Rayleigh 波と Love 波）の時間

窓を決定し，それぞれの波群の日々の走時変化を求めた。Rayleigh 波と Love 波の走時変

化を降雨の日変化の時系列でデコンボリューションすることで降雨に対する各波群の走

時の応答関数を求めた。その結果，降雨の影響は 10 日から 20 日程度持続するという結

果を得た。同様に，近隣の河川水位とサイトの地下水位の応答の降雨に対する応答を求

めた。河川水位の応答の時定数は降雨後 5～10 日，地下水位は 20 日から 50 日程度であ

った。降雨に対して，地震波速度はそれぞれ地下水位より速い応答，河川水位より遅い応

答を示すことが明らかとなった（名古屋大学[課題番号：NGY_04]）。 

地震時地すべりに特徴的な地質構造の抽出として，四国地域の地震によって崩壊した

と考えられている深層崩壊地の調査と令和６年能登半島地震で発生した地すべり地の地

質構造，地形を重点的に調査し，国土地理院が公表している干渉SAR時系列解析結果にお

いて移動速度を持つ四国地方の斜面は仁淀川および吉野川の中流域・変成付加体地域に

集中していることを明らかにした。また，令和６年能登半島地震で発生した崩壊地の地

形・地質特性について現地踏査を行った。その結果，表層崩壊の崩壊深は，風化帯や熱水

変質により形成された脆弱な土層の厚さと関係があることを指摘した。また，最大の崩

壊である大久保崩壊地は，流れ盤構造をもつ珪質シルト岩が分布し，その下部に実質不

透水層かつ膨潤性粘土鉱物であるスメクタイトを含む凝灰岩が分布することが崩壊の素

因であることを明らかにした（図５）。斜面内部の地下水環境を明らかにするために，こ

れまで被災した谷埋め盛土において屈折波探査を実施し，2018年北海道胆振東部地震や

2018年大阪府北部の地震などで被災したいくつかの谷埋め盛土で深さ数 m に地下水位

が形成されていることを見出した（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI06]）。 

エ．大地震に起因する災害リスクの事前評価手法

強震動による地震災害誘因の分析のため，定常観測に加え臨時観測を含めた堆積平野・

堆積盆地における強震記録データベースの整備を実施した。また，強震観測記録の非エ

ルゴード解析に続き，広帯域地震動シミュレーション（詳細法）の非エルゴード解析を行

った。シミュレーション地震動の非エルゴード項は，堆積平野の増幅特性や，破壊シナリ

オの依存性が大きく，観測の非エルゴード項と乖離がみられた（図６）。すなわち，現状

のシミュレーション結果を観測記録と混ぜる研究は，ハザード利用の観点から注意が必

要である。一方，強震観測記録から機械学習で得られた地震動予測式は，既往研究と良い

一致を示した。今後，簡便法による強震動予測の非エルゴード解析も行うことで，両者の

乖離の定量化が必要である (東京大学地震研究所[課題番号：ERI_14]) 。 

令和６年能登半島地震の現地調査を実施し，地下構造と被害の関係について検討した。

具体的には，砂丘地の末端部にあたる河北郡内灘町の液状化および側方流動の被災域，

日本海沿岸の平地である輪島市内などを対象とした。特に輪島市内では，被害の様相が

異なる３地点で地震計５台によるミニアレイ観測を実施した結果，H/V スペクトルによる

ピーク周期はほぼ同じであるものの表層Ｓ波速度が大きく異なり，被害の大きかったビ

ル倒壊地点付近に旧河道のような軟弱層が分布していることが示唆された（図７）(鳥取
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大学[課題番号：TTR_01])。 

沖縄県宜野湾市及び沖縄県中頭郡西原町を調査対象地域とし，始めに地震被害リスク

の高い建築物がどの程度存在するのかを調査した。ここで，地震被害リスクが高い建築

物とは，1981 年の耐震基準（新耐震基準）以前に建てられた建築物で，既存不適格建築

物と呼ばれている建物である。それら既存不適格建築物は地震に対する危険性が極めて

高いとされている。本調査によると令和６年現在，宜野湾市内全 32,570 棟のうち約 21％

（6,730 棟）は既存不適格建築物である。その後さらに 2000 年には耐震性能強化基準が

制定され，1981 年から 2000 年の間に建てられた建物は約 42％（13,560 棟）であった。

結果，約 63％を占める建物が現行の基準以下であることが本年度の調査で分かった (琉

球大学[課題番号：RKD_01]) 。 

 

（２）地震の災害誘因の即時予測手法の高度化 (重点研究) 

ア．地震動の即時予測手法 

Temporal Convolutional Network（ TCN） に よ る 長 周 期 地 震 動 波 形 の 予 測 モ デ ル

（Furumura & Oishi, 2023）を用いて，1) 震源域から関東平野への揺れの予測，2)平野

の観測点から建物への揺れの予測，の２段階予測に基づいて，都心の超高層ビルの揺れ

の即時予測実験を行った。東北沖の大地震における都心の超高層ビルの揺れ予測を目的

として，まず１段階目の TCN モデルに対して，福島の F-net（HROF）強震計２成分を入力

として，200 キロ離れた MeSO-net 銀座観測点（GNZM）の水平動２成分の揺れを予測する

学習を行った。次に，２段階目の TCN モデルでは，GNZM の揺れを入力として，5 キロ離

れた合同庁舎７号館（CG7）の最上階（37 階）の水平２方向の揺れを予測する学習を，建

築研究所強震観測データベースを用いて行った。そして，学習済みの２つの TCN モデル

を用いて，東北沖の M6 級の地震における超高層ビルの揺れを予測し，建物の揺れの時系

列，応答スペクトル，揺れの継続時間などの特徴が適切に予測できることを確認した（図

８）。今後，入力観測点を多点化して，内陸地震や南海トラフ沿いの地震などの大地震の

長周期地震動予測へと適用範囲を拡大する (東京大学地震研究所[課題番号：ERI_15]) 。 

Ｓ波より早く到達するＰ波を利用する仕組みを PLUM 法に組み込んで PLUM 法の迅速性

を向上させる研究について，従来はＰ波検知をした後でＰ波相当の上下動リアルタイム

震度からＳ波相当の震度の予測を行っていたが，Ｐ波検出処理を経ずにＳ波相当の震度

を常時予測する手法を開発した。Ｐ波検出処理のスキップは実用化を図るうえで有利で

あり，手法の精緻化や予測精度の検証を進めた (気象庁[課題番号：JMA_03]) 。 

 

イ．津波の即時予測手法  

地震時すべりを適切な正則化拘束とともに，推定誤差も含めて迅速かつ正確に把握す

るための技術開発を実施した。具体的には，2024 年度能登半島地震を対象として，事後

解析ではあるが，断層幾何，特に断層傾斜角の仮定による推定結果の変化を調べること

を目的とした解析を実施した。データにはソフトバンク独自基準点データ(GNSS 観測点デ

ータ)を含めた複合稠密測地観測データを使用した。その結果，能登半島直下の断層では

傾斜角が 45 度を仮定した際に，観測された水平・上下成分をバランスよく説明できるこ

とを明らかにした。また，過去に発生した地震断層等の情報より，断層浅部が高角，深部

が低角のリストリックな断層形状を考慮したすべり分布推定も実施し，同断層幾何でも
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観測データをよく説明できることを示した(図９) (東北大学理学研究科[課題番号：

THK_09，THK_12]) 。 

2024 年１月１日の能登半島地震について，日本海沿岸で観測された津波の到達時刻か

ら逆算した津波波源域の推定結果から，能登半島を含む波源域は長さ約 100 km にわたっ

て能登半島の東北東方向の沖合まで及ぶこと，富山検潮所の早い津波到達時刻を説明す

るためには富山湾内にも波源が存在した可能性を考える必要があることがわかった。

2024 年１月１日の能登半島地震について，富山湾沿岸にある放送局所有のライブカメラ

の映像を解析し，検潮所以外の海岸での水位時系列データの抽出に成功した。ライブカ

メラがリアルタイム津波観測のための機器として活用しうることを示した (気象庁[課

題番号：JMA_03]) 。 

 

（３）火山噴火による災害誘因評価手法の高度化 

有村川流域において，火山噴出物堆積量と雨の地中への浸透能の月ごとの変化を観測

した。また，ピーク流量の再現度を重視して，降雨流出波形の再現度の評価法を再考し，

浸透能の逆解析を行った。その結果，月別降灰量が増大するほど透水係数が減少する傾

向が示された。さらに，土石流の発生条件について，従来の堆積物のすべりによる移動に

加え，河道の表面流が河床堆積物を侵食することで発生する条件も考慮した。その結果，

いずれの条件でも，表面流による河床堆積物の侵食を考慮することで，弱い降雨強度，少

ない積算降雨で土石流が発生することが明らかとなった(図 10)（京都大学防災研究所[課

題番号：DPRI07]）。 

融雪型火山泥流発生機構に関する検討として，火砕流や熱水による融雪について水路

実験で検討を行った。火砕流による融雪については，火砕流に含まれる礫の粒径が融雪

特性に与える影響を明らかにした（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI07]）。 

過去の火山噴火における地震・地盤変動データの収集・解析を行い，膨張量と降下火

砕物，火砕流，溶岩流の配分比の検討を行った。その際，1955 年から噴火が継続してい

る南岳・昭和火口における小規模噴火と 1914 年の大正噴火や 1946 年の昭和噴火のよう

な溶岩流を流出する大規模噴火に分けて配分比を見積もった。南岳や昭和火口の小規模

な噴火の際に発生する火砕流については前課題において検討を行っており噴出物のうち

３割程度が火砕流として流下する結果が得られている。昭和，大正，安永，天平宝字の大

規模噴火時においては地質調査などから噴出物総量の７割程度が溶岩流となっている。

これらを元に火砕流の流下シミュレーションを改良して溶岩流の流下予測と危険度判定

のロジック作成を進め，次年度に行う数値シミュレーションのデータセットの作成の準

備を行った（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI08]）。 

 

（４）地震・火山噴火の災害誘因予測・リスク評価を防災情報につなげる研究 

言語表現に着目をして，2024 年８月８日に発表された「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震注意）」を事例として調査を実施した。まず，「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震

注意）」の直後に気象庁が行った緊急記者会見中に，NHK がどのようなテキストを表示し

たのか，分析を行った。その結果，「日ごろからの地震への備え 再確認を 1 週間続け

てほしい」「と「1 週間たてば安全というわけではない」という矛盾しているメッセージ

が交互に，繰り返し表示されていた。次に，この情報に対してどのような対応をとったの
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か，情報が発表された翌日の夜 22 時から，全都道府県を対象としたインターネットを用

いた調査を実施した。その結果，約８割の人が臨時情報を見聞きしていた。だが，呼びか

けられていた「備えの確認」はほとんど見られなかった(図 11)。これらの結果から，矛

盾するメッセージを発した結果，「備えの確認をしてほしい」という住民に対するメッセ

ージが伝わっていなかったと考えられる（東京大学大学院情報学環［課題番号：III_01］）。 

部会長による部会の活動・成果の総括 

部会研究集会を 2025 年１月 29 日および２月 14 日にオンラインで開催し，課題間相互

の理解を深める契機とした。 

今年度の主要な成果の一つとして，重点研究である「地震の災害誘因の即時予測手法

の高度化」において，Temporal Convolutional Network（TCN）による長周期地震動波形

の予測モデルを用いた試行によって東北沖の M6級の地震における超高層ビルの揺れを予

測し，建物の揺れの時系列，応答スペクトル，揺れの継続時間などの特徴が適切に予測で

きることを確認されたこと (東京大学地震研究所[課題番号：ERI_15])が挙げられる。同

様に，すべりを適切な正則化拘束とともに，推定誤差も同時に，迅速かつ正確に把握する

ための技術開発結果を 2024 年能登半島地震に対して適用した結果については，民間 GNSS

観測点を活用した超稠密 GNSS 観測網を用いているという観点も含め，その重要性は高い 

(東北大学理学研究科[課題番号：THK_09，THK_12]) 。 

また，2024 年能登半島地震について，観測された津波を説明するためには国土地理院

モデルよりもさらに北東域に波源が必要であることを指摘した結果も，その地震像を理

解し，他の地域の津波の事前予測に活用するという観点で重要である（北海道大学[課題

番号：HKD_05]）。 

今計画から参画した機関からも重要な成果が得られている。沖縄県宜野湾市及び沖縄

県中頭郡西原町を調査対象地域とし，地震被害リスクの高い建築物がどの程度存在する

のかを調査した結果等，地域毎の特殊性等を考慮した現状把握は，地震リスクの事前把

握の上で重要である (琉球大学[課題番号：RKD_01]) 。 

また，言語表現に着目をして，2024 年８月８日に発表された「南海トラフ地震臨時情

報（巨大地震注意）」を事例とした調査によって，約８割の人が臨時情報を見聞きしてい

たにもかかわらず，呼びかけられていた「備えの確認」をした比率が低かったことは，災

害情報の伝達方法の重要性とその改善の必要性を改めて認識させるものである（東京大

学大学院情報学環［課題番号：III_01］）。 

火山噴火による災害誘因評価手法の高度化に関する成果では，土石流・泥流の発生ポ

テンシャル評価に河床堆積物の浸食を考慮したり，融雪型泥流の発生機構に関する研究

では水路実験を用いた検討を行う等，シミュレーションや実験を行うことで災害誘因評

価手法の高度化が進んでいる（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI07]）。 

また，火山噴出物のうち溶岩流，火砕流の流下シミュレーションにおいて流下距離・

範囲を予測するためには適切な噴出物量と配分比を想定する必要があり，今後，事例数

を増やしていくことが流下シミュレーションの高度化において重要である（京都大学防

災研究所[課題番号：DPRI08]）。 
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これまでの課題と今後の展望 

今年度から開始された観測研究計画においては，それぞれの個別課題において順調に

研究を進展させることができたと考えられる。特に地震・火山噴火の災害誘因予測を災害

情報につなげる研究については，前計画から開始された課題から継続して成果を得られてい

る。今後は，さまざまな手段で推定される災害誘因予測の情報をより的確に災害情報につな

げるための研究を加速させるとともに，事前・即時予測技術のさらなる底上げが重要になる

と考える。 
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図１. 2023年５月５日能登半島の地震（MJMA）の最終すべり量分布とMatsubara et al. (2022)の

速度構造モデルから抽出したＰ波速度（左），Ｓ波速度（中），VP/VS比（右）の比較（京都大学

防災研究所[課題番号：DPRI05]）。 

 

 

図２．強震動による表層地盤の弾性波応答特性の変化を調べるための実験装置。強震動はアクリ

ル容器内に作成された模擬砂層地盤の下に設置された振動板により水平方向成分が与えられ，こ

れとは別にモニタリング用の微弱な振動を与える振動スピーカーが模擬砂層地盤内に埋設され

ている（立命館大学[課題番号：RTM_02]）。 
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図３．2024年能登半島地震における飯田港，直江津の津波波形を説明するための追加波源の推定

結果（北海道大学[課題番号：HKD_05]）。 

 

 

図４．観測期間全体の平均に対する日々の SPAC 係数の時間変化と環境変動との比較（名古屋大

学[課題番号：NGY_04]）。 
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図５. 令和６年能登半島地震の大規模地すべりの地質的背景。2024 年の崩壊は，地震によって

過去の地すべりが再移動し，拡大したものである。すべり面に膨潤性粘土鉱物であるスメクタ

イトを含む凝灰岩が分布し，崩壊の素因と推定した（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI06] 

）。 

  

図６．広帯域地震動シミュレーションの非エルゴード解析の結果（Sung et al., 2025，東京大

学地震研究所[課題番号：ERI_14])。 
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図７．能登半島地震で強震動が観測された地域における，常時微動を用いた地盤震動特性と地

下構造に関する調査結果。輪島市街では被害の軽重にかかわらず約周期１秒が卓越するが，被

害の大きい場所(倒壊ビル近傍)では表層 Vs が 100m/s 以下となり，軟弱な旧河道であることが

推察される（鳥取大学[課題番号：TTR_01]）。 

 

 
 

図８．TCN モデルに基づく長周期地震動による建物の揺れの即時予測（東京大学地震研究所[課

題番号：ERI_15]）。 
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図９．2024 年能登半島地震の地震時すべり分布推定結果。浅部が高角，深部が低角のリストリ

ックな断層面を仮定した結果（東北大学理学研究科[課題番号：THK_09，THK_12] 

）。 

図 10. 侵食を考慮した残存堆積厚と透水係数の関係（有村川流域）（京都大学防災研究所[課題

番号：DPRI07]）。 
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図 11. 8 月 8 日に発表された「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」において住

民が情報入手後に取った行動（東京大学大学院情報学環［課題番号：III_01］）。 
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１（６） 防災リテラシー 

            

                 「防災リテラシー」計画推進部会長 木村 玲欧 

                         （兵庫県立大学環境人間学部） 

                              副部会長 高橋 誠 

                       （名古屋大学大学院環境学研究科） 

 

地震・火山噴火現象の理解・予測を災害の軽減につなげるためには，地震・火山噴火と

いった自然現象に起因する災害誘因（外力）だけでなく，地形・地盤などの自然環境や，

人間の持つ特性や社会の仕組みといった災害素因（自然素因と社会素因）を理解し，地

震・火山噴火による災害の発生機構を総合的に解明することが必要であり，また，それら

の研究成果を社会に対して適切に還元することが求められる。そのためには，社会が地

震・火山噴火災害による被害の発生を抑止したり軽減したりするために必要とされる知

識体系を明らかにすることが必要である。 

現時点における研究成果に鑑みると，災害誘因としての自然事象に関する理解や予知・

予測，災害誘因と災害素因との結び付きによって災害が発生する要因や機構に関する理

解から，被害が発生した場合の対応にかかわる方策を得ることによって，災害の軽減を

図ることが目指されている。とりわけ災害素因については，構造物や土地利用にとどま

らず，人間の認知や行動，企業やコミュニティなどにおける脆弱性の理解といった災害

予防の側面に重点が置かれる。また，過去の地震・津波・火山災害事例の被害・応急・復

旧・復興といった災害過程，あるいは，将来の地震・火山噴火災害への備えに焦点を当て

た研究が行われている。一方，社会における防災リテラシーの実態やニーズに関する調

査に基づいてその向上のために必要とされる知識要素を探り，研修プログラムや教材の

開発につなげるような実践的な試みも行われている。その際，大学の研究施設のみなら

ず，行政機関や地域社会，広く市民社会との連携も試みられている。 

防災リテラシー部会は，基本部分を前々計画における地震・火山災害部会から引き継

ぎながら，前計画によって新たに設置された。防災・減災に対する社会の要請を意識し，

理学・工学・人文社会科学の研究者が連携することによって，過去に発生した地震・火山

災害の事例に対して，地震・火山噴火によって引き起こされる地震動や津波，降灰などの

災害誘因が避難・防災行動，社会的脆弱性や暴露人口等の社会素因へ与える作用に焦点

を当てながら，災害が発生した仕組みや要因を解明する。さらに，社会が被害の発生を抑

止，あるいは軽減する対策を考えるために必要な知識要素・知識体系を探索的に検討す

る。それに基づいて，防災リテラシー向上に資する実践的な教育・研修プログラムを開発

し，フィールドでの実践を基に検証する。これらの研究においては，地域の行政機関やス

テークホルダーなどとも協働しながら，社会の共通理解の醸成と防災リテラシーの向上

を図るものである。 

 

４．地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究 

（１）地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明 

被害誘因としての災害リスク情報の精緻化による土地利用計画や，防災リテラシーへ

の影響を国内外の事例調査や参与観察によって明らかにした。1999 年に発生したトル
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コ・マルマラ地震では，被災者に提供される住宅に関して，地盤条件を重視した立地が

選定・建設された。これは日本における災害復興計画等の検討時には考慮されることが

少ない条件である。また，トルコでは事前防災のガイドラインとしての TARAP「トルコ

災害リスク軽減計画」を策定し，各自治体への実装を進めようとしている。トルコにお

いて実施されている地盤調査に基づく復興土地利用計画への反映が，現在は事前防災対

策にも活用されている状況について整理した（図１）（兵庫県立大学大学院減災復興政

策研究科[課題番号：HYG_01]）。 

東海地域において南海トラフ地震などの巨大地震に関して，地域レベルでも事前復興

対策が進められている。三重県度会郡大紀町錦地区で行政や住民を対象に地域の歴史的

沿革や地域防災の現状に関するヒアリング調査を行った。また，町が 2023 年に錦地区

の後期高齢者を対象に実施した高齢者高台移転事業に関するアンケート調査のデータを

入手して分析を行った（図２）。その結果，東日本大震災後，大紀町では津波に対する

構造物対策がさらに強化され，防災は津波避難に特化したものとなったが，その一方で

生活・生業との結びつきは希薄化した。最近では高齢者の事前高台避難が計画されてい

るが，自力避難困難者や津波リスクが高い地区の住民が必ずしも高台移転を希望してい

るわけではなく，防災は強化される一方で，地域の持続可能性が危機に瀕するというジ

レンマに直面していることが明らかになった（名古屋大学[課題番号：NGY_05]）。 

災害に対する人々の意思決定のモデルを検討するために，地震後に一時的に高まる防

災意識が時間とともに薄れるという人間社会の性質に着目し，防災リテラシーの持続的

な向上を支える社会基盤の構築を目的とした２つの観測研究を実施した。１つめは，生

活場面ごとのリアルタイム観測により，安全確保行動の選択が周囲の人の有無や時間帯

といった状況要因に大きく影響されることを明らかにし，状況に応じた行動モデルの必

要性を示した（図３）。もう１つは，日本全国を対象とした社会調査で，初年度は調査枠

組みの構築に重点を置いた。地震発生への認識は高い一方で，防災行動の実行は少なく，

意識と行動にギャップがあることが判明した。また，能登半島地震や南海トラフ地震臨

時情報により防災行動が活性化する傾向が見られたが，地域差も存在することが示され

た。（関東学院大学[課題番号：KGU_01]）。 

地震ハザード評価については，過去の経験や知見が十分でない低頻度の大規模災害に

対して，不確実さを適切に考慮できるハザード・リスク評価手法の高度化のため，南海ト

ラフ地震を対象に，認識論的不確定性を考慮するための枠組みの構築を進めた。また，地

震ハザードの基盤情報として，地震活動モデルの改良と，東海地域の浅部・深部統合地盤

構造モデルを反映した，2025年起点の確率論的地震動予測地図を作成し，強震動データ

フラットファイル2023年版をJ-SHIS Labs から公開した。津波ハザード評価については，

日本海溝沿い・千島海溝沿いを対象に，地震発生の多様性をさらに考慮した２海域統合

確率論的評価を進めた。また，防災科研の津波ハザード評価に関する研究成果を紹介す

るWebサイトJ-THIS Labsから，英語版の南海トラフ沿いで発生する地震の最大クラスを

含む，多様性を考慮した確率論的津波ハザード情報を公開した。南海トラフ巨大地震の

リスク評価として，リスク指標を特徴量とした類型化手法を適用して抽出した代表的な

地震パターンの広域災害シナリオを作成した（防災科学技術研究所[課題番号：NIED04]）。 
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（２）地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究 

不確かさを含む災害誘因に関する情報が住民等に与える影響について，令和６年能登

半島地震における富山県の避難行動に焦点をあて，「避難開始判断」だけでなく「避難解

除判断」に注目し，住民の避難継続の実態を分析した。地震発生後，津波警報が９時間続

いたにもかかわらず，多くの住民が２〜３時間で避難を終えた行動が人流データから確

認され，避難情報の意義が理解されていない可能性が指摘された。加えて，富山県全域で

行ったアンケートでは，避難先が安定した場所であるほど長時間の避難が可能であるこ

と，一方で一時的避難先では早期帰宅傾向があることが明らかとなった。また，避難解除

判断には同調性バイアスや正常性バイアスが影響し，加えて疲労や生理的要因も判断に

関与していた（図４）。これらより，正しい避難情報の提供とともに，長時間避難を支え

る環境整備が求められることが示唆された（富山大学[課題番号：TYM_02]）。 

非合理的な認知・意思決定過程の概念モデル化のために，災害における「適切」な認

知・意思決定について，実際の災害事例分析結果と合わせ，バイアスや防衛機制といった

無意識的過程との関係を検討した。地震発生時の津波避難に関する意思決定過程と「感

情制御」という性格特性との関連を，fMRI を用いて脳活動から可視化することを目的と

した。20 代成人 53 名を対象に，感覚的および数値的な津波リスクシナリオに基づく課題

を実施し，脳反応と感情制御得点の関係を分析した結果，左島皮質および内側前頭前野

において負の相関が確認された（図５）。これにより，感情制御が迅速な避難行動に寄与

する無意識的な心理過程と関係している可能性が示唆された。特に，面倒くささに基づ

く回避傾向（心理防衛機制）に対して，内側前頭前野が感情制御を通じて作用していると

の仮説が支持された（東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID04]）。 

防災リテラシー向上のための知識要素を体系化し，教育・研修プログラムの設計に資

する基礎データを得るために，日本全国を対象にインターネット調査（n=1,599）を行い，

備えの実態を把握した。その結果，身近で具体的な備えが一定程度進んでいることが明

らかになった。また，内閣府の郵送による世論調査と比較し，インターネット調査の方が

年齢やバイアスの点で実態に近いと考えられる可能性を指摘した。さらに，災害への備

えを促進する要因として，年齢，婚姻状況，被災経験，ハザードマップ認知度，災害の切

迫感，地域交流の６項目が有意であると分析された（図６）。特に，ハザードマップの理

解度が備えの推進に大きな影響を与えることから，教育・訓練を通じて地域や自宅のリ

スクを具体的に把握させることの重要性が提言された（兵庫県立大学環境人間学部[課題

番号：HYKN01]）。 

災害対策基本法の改正に伴い導入された地区防災計画制度も，施行から 10 年を迎え，

各地で多様な取り組みが進められている。一方で，行政による策定支援を受けている場

合などでは，内容の形骸化などの懸念も高まっている。地区防災計画の策定と検討，そし

て実践を継続的に実施することによって，地域住民の防災リテラシーの向上度合を計測

するために神戸市中央区港島地区の全世帯対象のアンケートを実施し，意識や防災対策

の変化について整理した。その結果，リスクへの理解度にとどまらず，その対応をどのよ

うに図るのかを継続的に議論し対策へと活かしていくことが防災リテラシーの向上につ

ながることを明らかにした（兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科[課題番号：

HGY_01]）。 

具体的な防災リテラシー向上のために，まず大学生や中学生を対象に火山・地震災害
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の危険情報に対する感度を調査し防災学習の効果を検討した。研修を通じて災害を具体

的にイメージすることで，防災意識は向上し，不安傾向は有意に上昇した。さらに地域学

習を通じた防災教育の実践とその効果について検証した。まず，地図学習アプリ「フィー

ルドオン」を活用した防災学習を長野，熊本，鹿児島の複数の小中学校で実施し，災害危

険箇所の調査や防災マップ作成を行った。また，岡山市の中学生を対象に地域防災ボー

ドゲームの開発ワークショップを実施し，地域の被災経験を題材にしたマス目の問題作

成を通して地域理解を深めた（図７）。実施前後の比較では，防災意識は維持され，不安

傾向は有意に低下し，地域イメージの習得が不安軽減に寄与したことが示された。さら

に，白馬村では地域住民や行政と連携した授業を通じて防災意識向上と災害記憶の継承

の効果が見られた（信州大学[課題番号：SSU_01]）。 

また，中学校での火山防災ワークショップを通じて，富士山版クロスロードを活用し

た噴火警戒レベルやハザードマップ，避難行動に関する防災学習を実施した。さらに，

富士北麓地域の小中学校での富士山噴火を想定した防災訓練において，行政と学校が連

携して防災訓練を実施することで，富士山噴火への理解の促進に活用できることや地震

と火山噴火とで対応が異なることへの理解の促進が必要なことを確認した。小中学校で

の防災訓練を通じて，地域社会に地震災害と火山災害とでの対応が異なることへの周知

を行うことができ，さらに行政を巻き込んだ防災訓練により，火山災害時における情報

伝達の手段などを確認することができた（図８）（山梨県富士山科学研究所[課題番号：

MFRI01]）。 

 また地震・津波・火山防災情報の改善に係る知見・成果の共有のため，関係機関と連

携し，気象庁の発表する防災情報の改善を図った。特に今年度の新たに実施したものと

して，防災科学技術研究所が高知県沖から日向灘に整備した「南海トラフ海底地震津波

観測網（N-net）」沖合システムの津波観測データの活用を開始し，津波警報等の更新，

津波情報の発表の迅速化や精度向上を実施したり，長時間継続する津波に関する情報提

供のあり方を踏まえた解説の充実を実施したり，広域降灰対策に資する降灰予測情報に

関する検討会を開催した（気象庁[課題番号：JMA_11]）。 

 防災・減災に関する知識の普及啓発について，関係機関と連携し，地震・津波・火山

に関する知識や防災行動の普及啓発を継続的に実施した。今年度は新たに「火山防災の

日」を契機とした啓発活動や郵便局との連携広報を実施した。加えて，昨年度からの継

続として，過去の災害の節目を活用した啓発，巨大地震対策のオンライン講演，自治体

や教育機関との連携による訓練・教育支援，出前講座や地域講演会，防災番組や SNS を

通じた情報発信などを行い，南海トラフ地震や火山灰情報にも焦点をあてた（気象庁

[課題番号：JMA_12]）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

今年度から開始された観測研究計画においては，前計画から引き続き，地震・火山噴

火現象の理解・予測を災害の軽減につなげるための災害科学の確立を目標として，防災・

減災に対する社会の要請を意識しながら，全国の大学・研究機関における理学・工学・人

文社会科学の研究者が連携することによって，地震・火山噴火の災害事例による災害発

生機構の研究と，地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究を実施

してきた。特に防災リテラシー部会では，地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上を
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目的として，全国の大学・研究機関が協力をして，地震・火山噴火の災害事例による災害

発生機構の解明，地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究を実施

してきた。 

 具体的に，地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の研究においては，災害リス

ク情報の高度化が土地利用計画や防災リテラシーに与える影響を，日本各地の事例やト

ルコ・マルマラ地震などの事例から明らかにした。日本では南海トラフ地震への備えと

して，地域の歴史的背景や住民意識を踏まえた調査が行われ，大紀町では高齢者の高台

移転が進むものの，地域の継続性とのジレンマが浮き彫りとなった。その一方，トルコで

は，地盤調査を基にした住宅再建や災害リスク軽減計画（TARAP）の策定が進み，事前防

災に活用されていることも明らかになった。また，防災意識が一時的に高まっても継続

しづらいという人間の性質を踏まえた意思決定モデルが検討され，日常生活の状況要因

が安全確保行動に大きく影響することが観測された。さらに，全国調査により防災意識

と行動にギャップがあること，防災行動は地震情報の発信により活性化するが，地域差

があることが示された。ハザード評価では，確率論的地震動予測地図や津波ハザード情

報の整備が進められ，南海トラフ地震の多様なシナリオ分析とリスク指標による類型化

が行われた。これらにより，科学的根拠に基づいた地域の防災対策や社会的備えの重要

性が再認識された。 

 地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究においては，災害時の

不確実な情報が住民の避難行動に与える影響や，防災リテラシー向上の方策について多

角的に検討がなされた。令和６年能登半島地震の富山県では，多くの住民が津波警報中

にもかかわらず早期に避難を終了していたことが人流データから明らかとなり，避難情

報の理解や受け止めに課題があることが示された。加えて，避難継続の可否は避難先の

環境に左右され，同調性・正常性バイアスや身体的負荷が避難解除判断に影響を与えて

いた。また，fMRIによる脳活動分析から，感情制御が迅速な避難行動に寄与することが示

唆された。全国調査では，備えの実態把握と行動促進要因（年齢・被災経験・地域交流等）

が特定され，特にハザードマップ理解の重要性が強調された。さらに，地区防災計画制度

の検証や学校での防災教育の実践を通じて，防災リテラシーの継続的向上の必要性が確

認された。具体的な取り組みとして，地域防災ボードゲームや地図アプリの活用，小中学

校での防災訓練が実施され，災害に対する地域理解や不安軽減につながった。また，防災

科学技術研究所や気象庁との連携により，防災情報の精度向上や津波・火山情報の改善

も図られ，社会全体での共通理解の醸成が進展したことが成果として示された。 

 今後は，本年度の検討をさらに深化させながら，防災リテラシーの理論的な体系化を

目指したい。例えば，地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明については，

三重県大紀町錦地区を中心に高台移転事業に関する課題を，地理的特性や住民の意向を

踏まえたヒアリング調査により明らかにし，持続可能な防災とまちづくりの在り方を検

討する。また，県南漁村地域全体の災害リスクや人口動態をデータ分析し，地域間のリス

クの可視化を進める。さらに，水害リスクを含む土地利用と行政施策の実態を把握し，海

外事例（トルコ）と比較する。併せて，防災行動に見られる「単純化癖」などの社会的バ

イアスや地域差に着目し，地震情報が人々の行動に与える影響を明らかにするため，エ

リアサンプリング調査を実施する。低頻度だが大規模な災害に対応できるハザード評価

の高度化にも取り組み，2026年を起点とする地震動予測地図や津波リスク評価を整備す
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ることが重要である。 

 地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究については，避難行動

と地震データの関係を多変量解析により解明し，時間や地域差に応じた行動モデルの構

築を目指す。また，防災動画を用いて自己効力感や関連性の異なる介入効果をfMRIで検

証し，防災教育に有効な認知過程の抽出を進める。教育面では，防災リテラシー向上に向

けて知識要素の体系化と教材開発を行い，地域アプリやGIS活用，モデル地域での試行を

通じて教育プログラムを検証し，富士山噴火を想定した訓練の継続やクロスロード教材

の活用も推進する。さらに，防災情報の改善成果を関係機関と共有し，気象庁と連携して

津波警報や緊急地震速報などの防災情報を強化し，住民の意識向上に戦略的に取り組む

ことが重要である。 
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図１．トルコ・マルマラ地震時の公共住宅等の敷地選定プロセス（兵庫県立大学大学院減災

復興政策研究科[課題番号：HYG_01]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．高台移転事業に関するアンケート結果（名古屋大学[課題番号：NGY_05]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．リアルタイムのサンプリング観測研究(2024年８月と2024年12月調査)の地震発生直後の

情報確認行動の結果（関東学院大学[課題番号：KGU_01]） 
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図４．令和６年能登半島地震時において避難行動解除にかかる要因（富山大学[課題番号：

TYM_02]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５．避難意思決定課題の２種類のシナリオにおける脳活動計測実験データの分析結果（東北

大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID04]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６．防災における備え行動を促進させる原因（兵庫県立大学環境人間学部[課題番号：

HYKN01]） 
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図７．中学生が作成した岡山市操南学区のすごろくボードゲーム（信州大学[課題番号：

SSU_01]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８．Jr.防災士講座での事前学習効果（山梨県富士山科学研究所[課題番号：MFRI01]） 
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１（７） 史料・考古 

 
「史料・考古」計画推進部会長  蝦名裕一   

（東北大学災害科学国際研究所）   
副部会長  村田泰輔  

（奈良文化財研究所）  
 

日本列島において近代的な観測機器による地震観測が開始されたのは明治時代前期以

降であり，それ以前に発生した地震・火山噴火現象，またはそれらによる災害に関する知

見を得るためには，史料や考古資料に基づく地震や火山噴火のデータが必要不可欠であ

る。そのため，日本における地震火山関連史料の収集・編纂とそれらを用いた地震や火山

噴火の研究は，明治時代後期より実施されており，各種の地震史料集や火山噴火史料集

が刊行されている。   
しかし，史料や考古資料に基づく地震火山関連のデータは，当時の人間の感覚による

記録や地中に残された痕跡に基づくものであり，近代的な観測機器を用いた地震・火山

の観測データによる調査分析に直結させて活用することは困難である。そこで重要にな

ってくるのが，歴史学の手法を用いた史料とその記述の正確な分析・解読や，地質学的な

手法を活用した考古遺跡における災害痕跡の分析といった，歴史学や考古学の専門的見

地からのアプローチである。また，今日高まりつつある災害・防災へのオープンサイエン

スの一環として，地震・火山噴火関連の史料データ・考古データのデータベースの構築や

統合とともに，これらのデータを活用した新たな研究手法の検討や利用も重要な研究課

題である。  
このような新たな研究への取り組みは，史料や考古資料に関する読解や分析が十分と

は言えなかった従来の研究手法を改善するとともに，それぞれの分野の学術研究に裏打

ちされた精度と確度の高い文理融合による学際研究を目指すものである。この取り組み

によって，かつては地震学や火山学の分野から信頼性が問題視されてきた史料・考古デ

ータや，それらに基づく研究成果について，これまで以上の信頼性を確保できると考え

る。  
 

１．地震・火山現象の解明のための研究  

（１）史料・考古・地形・地質データ等の収集と解析・統合  

ア．史料の収集・分析とデータベース化  

○史料による近代以前の地震・火山活動の調査・分析とその公開 

前計画に引き続き，地震史料集テキストデータベースの原典による史料校訂，および

データ修正の作業を進めた。これまで別々に行っていた史料校訂とデータ修正を一体の

作業として行うこととし，増訂３および新収３の史料校訂・データ修正を進めた（東京大

学史料編纂所[課題番号：UTH_01]）。 

史料と史料に登場する地名の関係を，Web GISベースのシステムを介して可視化（地図

上に表示）するために，自然言語処理を専門とする情報工学研究者との連携により，新収

3・4・4別を対象に，学習データの追加，および実践的な自動地名付与を行い，これまで

以上の性能を得た。F値（＝適合率×再現率）の評価は約0.775（令和４年度）から0.839
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に向上し，人手で修正したデータを追加して学習させた場合は，0.840へと改善がみられ

た（東京大学史料編纂所[課題番号：UTH_01]）。 

①「宇和島伊達家文書」（宇和島伊達文化保存会）のうち『国元日記』（原題：大控，

日記ほか）の分析から，日向灘を震源とする歴史地震の分析時に，宇和島の記録の有無

は，震源判断の一助となり得る可能性があることが判明した。②「小松藩会所日記」「高

鴨神社日次記録」（西条市立小松温芳図書館）を調査し，「高鴨神社日次記録」からは，

伊予での地震記事のほか，各地の地震伝聞情報などが得られた。③「荒木（登志夫）家文

書」（熊本県立図書館）のうち『日記 大地震有之等諸事書付』は，昨年度調査した「東

海道地震記録」を記した坂本淳蔵と同行していた人物が嘉永七年十一月四日の東海地震

後の東海道の様子を記録したもので，同じ被害状況を別人が見た記録として比較が可能

である。④阿蘇大宮司家文書『日記』（熊本大学附属図書館）は，19世紀前半における阿

蘇山の火山活動履歴構築の一助となる史料であることが判明した。⑤奈良県吉野山の桜

本坊文書を調査し，家光・家綱期の老中松平乗寿らが寺社・公家とやりとりした書状の控

のうちに，慶安二年六月二十一日（1649年7月30日）の江戸大地震に関する記述を発見し

た。⑥昨年度に引き続き「佐伯藩郡方町方御用日記」（佐伯市歴史資料館）の地震記事を

確認した。⑦「伊達家文書」（仙台市博物館）を調査し，これまで未校訂であった『大日

本地震史料』の該当部分の校訂を実施した。⑧「高鍋城明和六年大地震破損覚書絵図」

（高鍋町歴史総合資料館）および「高鍋城図」（東京大学史料編纂所）により，明和六年

七月二十八日（1769年8月29日）の日向灘地震における高鍋城の被害について検討した。

⑨「立花家文書」（柳川古文書館），⑩都城島津家文書「山田有長雑集」（都城島津邸）

等を調査した。⑪「浦日記」（山口県文書館所蔵毛利家文庫）について，史料の画像公開

と記事の分析を行った。既刊史料集に示された記主の所在地（震動の記録された場所）の

誤りと未採録の地震事例が多数判明した。⑫所蔵のCaptains’ logs, including BLOSSOM

（The National Archives, UK）等の分析によって，小笠原諸島父島での1826年の津波と

される事象には気象災害の可能性が含まれていることが判明した。「小笠原島日記」（国

立公文書館）等の史料の分析と数値計算によって，小笠原諸島父島に1854年安政東海・南

海地震による津波が到達した時刻に関する史料の記述は概ね正しく，数値計算で求めら

れる津波の振幅は史実を再現できることが判明した（東京大学史料編纂所[課題番号：

UTH_01]）。 

 

○東北地方を中心とする歴史災害の文献・絵図史料収集および地形復原による分析 

1611年慶長奥州地震津波をめぐって，評価が分かれている次の点について検討した。

①地震規模について，『言緒卿記』の作者の山科言緒が「大地震」と記述する例を検討し

た結果，山科言緒の「大地震」は，一定度の身の危険がともなう震度４以上とするのが妥

当である。②1611年慶長奥州地震津波の震源・波源を千島海溝とする論拠のひとつが，地

震発生と津波到達時刻に４時間の差があるという指摘である。しかし，そもそも，地震発

生と津波の到達時刻に時間差があったことを明記した史料は存在しておらず，気仙町の

『古新手鑑』などは地震まもなく津波が到達したという記述をしている。ゆえに，地震発

生と津波到達時刻の不自然な時間差を設定する必要は無い（東北大学災害科学国際研究

所[課題番号：IRID01]）。 
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○日本海沿岸地域を中心とした地震・火山噴火関連災害の解明のための史料収集と解析 

日本海沿岸地域を中心とした各地の史料保存機関に所蔵される史資料の調査と分析，

既刊の地震・火山噴火史料集に所収される史料の原本調査に基づく校訂作業を実施した。

（１）1361年南海トラフ地震の東海地震に関連して，三河国渥美郡の常光寺（愛知県田原

市）伝来の『常光寺王代記并年代記』の康安元年地震記事「自六月一日，迄廿一日，大地

震，地破」の出典について史料学的に検討した。その結果，14～15世紀前半の記事は著者

樹王が遠江国浜松庄普済寺（静岡県浜松市）で得た出典に基づいており，当該記事の地震

は遠江でおきた可能性が高い。（２）現在の新潟市西区を描いた近世絵図「西川筋道上山

付近絵図（断簡３点）」（新潟市歴史博物館所蔵）について現地比定を行い，新田の「亥砂

入」の範囲が海岸砂丘と氾濫原との境界域に位置することを明らかにした。その形状が

砂丘列に平行して細長く伸びること（2024年能登半島地震による被災地と同じ）などか

ら，液状化現象（噴砂）により砂入として年貢減免地を示すために作成され，その地震は

年貢減免される亥年の前年戌年の1802年佐渡小木地震の可能性がある。（３）1828年のシ

ーボルト台風・越後三条地震の被害情報などを記す史料の写本が各地に残ることについ

て，新たに翻刻分析した越後国古志郡種苧原村（現長岡市山古志）庄屋坂牧家の写本２点

を含む４点の写本の内容を比較検討することにより，伝写の系統や原典を探り，台風・地

震等の複合災害に対する「災害知」集積の一環として書写された側面があったことを示

した。（４）1833年庄内沖地震における能登半島の被害を記した「秀藤日記」の記事につ

いて原本（石川県珠洲市飯田，春日神社所蔵「葛原秀藤日記」）コピーにより確認したと

ころ，『新収日本地震史料 補遺続』等に記載される輪島の津波被害者数は100人でなく200

人であった。（５）2024年能登半島地震により新潟市西区で被害を受けたかつて潟のあっ

た地域を知るため，近世に作成された坂井郷麁絵図と享保４年（1719）北場・亀貝・小新

野手場書上絵図（新潟市文書館所蔵亀貝・坂井家文書）を調査しトレース図を作成した。

また『西蒲原郡全図』（1914年）について，新川（悪水を海に流す堀割，1820年通水）が

描かれる以前の近世絵図には，二枚目潟などの名称が記され，潟名のない潟が白鳥潟で

あることを確認した（新潟大学[課題番号：NGT_01]）。 

 

○史料の可視化から解明する南海トラフ巨大歴史地震像 

三重県，愛知県，静岡県，和歌山県を中心に地方史・郷土史等の史料収集を行うとと

もにそれらの情報についてGISに入力を行った。昭和南海地震では紀伊半島南部で，震源

域に近いにもかかわらず当時の体験談等を読むと軟弱地盤地域を除いて家屋倒壊もなく，

家の中も大した被害になっていないことがわかった。紀伊半島南部の被害はほとんどが

津波によるもので揺れによる被害はほとんどない。安政南海地震でも同じようなことが

言えることがわかった。これは東南海地震での被害の状況とは大きく異なる。なぜ揺れ

が小さく津波が大きいのか，今後検討が必要である。内閣府の予測震度分布をみても和

歌山県南部は震度６強～７が想定されているが，南海地震での和歌山県南部では揺れに

よる被害よりも津波による被害が重要になる可能性がある（名古屋大学[課題番号：

NGY_01]）。 

令和５年度以前から実施している『大沢家本願寺関係文書』（安政東海・南海地震に

関する西本願寺関係者の記録）と『違変記』（1790–1855年の地震，火山噴火，気象災害，

異常現象，事件の記録の集成。福岡藩士の編纂物）の解読を継続し，新たに『鳥羽御城石
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垣惣躰高サ弐尺築足一件他』の解読を開始した。新出史料『三戸御与力石井綱盈要録』

（1843–1868年の南部家の代官所与力を務めた石井綱盈の公私留書。1856年安政十勝沖地

震の記録を含む）を入手した（名古屋大学[課題番号：NGY_01]）。 

 

○歴史地震・噴火に関する分野横断的なデータベースとコミュニティカタログの構築 

地震史料集テキストデータベースにおいて，収録された史料全体について，過去の収

録作業における年月日誤りや，文字の変換誤りを修正した。データベースに実装した「問

い合わせ」機能が有効であった。関東地方で発生した地震に関連する史料について，被害

や有感地点を推定しGISデータ化を進めた。可視化には「れきちず」や「『日本歴史地名

大系』地名項目データセット」など最新の情報基盤を活用した（図１）。考古データ（「歴

史災害痕跡データベース」）との連携のため，アイコンの共通化を検討した。1729年能登

半島の地震の際の有感地震数について検討した。1830年京都地震の際の，上賀茂神社で

の被害や神社の対応について詳細に分析した。また，歴史地震の震度判定を生成AIによ

って半自動化する試みを行った。震度判定表を生成AIに学習させ，それをもとに入力し

た地震史料テキストから震度判定させ，震度のほか判定の信頼度や根拠を出力させるこ

とができた。既刊の地震史料集の中間的・根拠データである写真帳（東京大学地震研究所

の共同利用の対象）のデジタル化を進めた（東京大学地震火山史料連携研究機構[課題番

号：HMEV01]。 

 

○研究コミュニティの構築・教育・社会への普及 

「東海道地震記録」は上記の調査の成果をふまえて，熊本博物館で常設展示されるこ

とになった（2025年２月～）。調査・研究によって，地域に所蔵される史料の存在とその

内容が広く紹介されるに至ったことは，災害に関する市民の理解や防災への意識を高め

るうえでもきわめて重要な成果である（東京大学史料編纂所[課題番号：UTH_01]）。 

災害時における文化遺産防災として，各地の文化遺産の位置情報と災害情報を重ねた

文化遺産防災マップについて，2024年１月能登半島地震の際にこれを活用した文化遺産

の被災推定を実施した（東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID01]）。 

2024年11月10日に第12回歴史地震史料研究会をオンラインにて開催し,本課題研究者

メンバーを中心とした歴史学者７人・地理学者２人・考古学者１人・地震学者１人による

研究発表・討議を行った（参加者33人）（新潟大学[課題番号：NGT_01]）。 

兵庫県立大学・名古屋大学・他のメンバー共同による「減災古文書研究会」を組織し

て令和６年度の研究活動を実施した。防災関係行事における出展・ワークショップ３件

（名古屋大学減災連携研究センター夏休みスペシャル減災教室（名古屋市）・ぼうさいこ

くたい2024（熊本市）・あまおだ減災フェス（兵庫県尼崎市））においてかわら版『諸国

大地震大津波末代噺』を利用したすごろくゲームを実施した。その際，ワークショップ実

施の前後で質問紙調査を行うことにより学習効果を測定し，統合指標「災害に対する興

味関心と知識」が向上したことが明らかになった。減災古文書研究会のインスタグラム

を新たに開設し，研究成果の社会還元を推進した（名古屋大学[課題番号：NGY_01]）。 

 

 

イ．考古データの収集・集成と分析  
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○考古・地質・歴史資料による地形発達と地質表層部-深層部応答にみる災害発生メカニ

ズム分析と歴史災害痕跡データベースの拡充構築 

奈良文化財研究所が有する「全国遺跡報告総覧」（https://sitereports.nabunken.g

o.jp/ja）に掲載される全国131,972件の発掘調査報告を精査し，地震痕跡の記載（キーワ

ード：地震・断層・液状化）がある1,670件の情報を抽出し，そこに地震痕跡の検出調査

地点の緯度・経度情報，災害痕跡種別，地震発生想定時期等を付記した「全国大規模地震

痕跡データセット」を構築し，データ活用が容易となるようCSV形式で一般公開（https:

//sitereports.nabunken.go.jp/ja/cultural-data-repository/75）を始めた（図２，図

３，奈良文化財研究所[課題番号：NAB_01]）。 

東京大学地震火山史料連携機構（地震研究所・史料編纂所）の有する歴史資料データ

ベースとの統合検索を行うために「歴史災害痕跡データベース」（ https://hde-

gis.nabunken.go.jp/）に実装しているAPI機能の改修・拡充を行った。「歴史災害痕跡デ

ータベース」へのデータ入力インターフェースの試験運用を始めた。一部入力方法に課

題があるが，次年度には通常運用を進められる段階まで到達した（奈良文化財研究所[課

題番号：NAB_01]）。 

BIM/CIM技術の導入を進め，地質情報の基盤となるボーリング・コアや，発掘調査で行

われる層相記載について，デジタル情報化し空間情報システムとして一元的に取り扱う

ために，初期的な調査フローの構築を行った。西日本における「地殻活動の機動観測を通

じた内陸地震に伴う災害の軽減に関する総合的研究(DPRI10)」の，光リモートセンシン

グによる表層地質の揺れやすさ観測と，発掘調査で検出した地震痕跡との相関性につい

ての検証を進めた（奈良文化財研究所[課題番号：NAB_01]）。 

 

○考古学による弥生時代に発生した津波災害の検討 

仙台市沓形遺跡で判明した弥生中期中葉（2000 calBP）の大規模な三陸地震津波が発

生する以前の弥生時代の集落遺跡の消長分析を行った。その結果，広域的な一斉衰退現

象（廃絶を含む）が中期初頭のとくに三陸沿岸～大崎平野で顕著で確認できた（新潟大学

[課題番号：NGT_01]）。 

 

 

これまでの課題と今後の展望 

令和６年度においては，地震・火山現象に関係する史料の調査・収集を全国各地で実

施，それらの情報を活用しながら地震・火山現象の詳細な事例研究や既往研究に対する

史料的見地からの見直しを進めた。また，データベースの分野では，地震史料集テキスト

データベースのブラッシュアップおよび GIS データ化，東南海地震に関する史料情報の

GIS 入力による南海トラフ地震の個別分析を進めた。特に，今年度は考古調査による地震

痕跡の検出調査地点の緯度・経度情報，災害痕跡種別，地震発生想定時期等を付記した 

「全国大規模地震痕跡データセット」を構築し，これを令和７年１月 24 日より一般公開

した。あわせて，当部会の課題代表者による研究会を実施し，本年度の成果を共有すると

ともに，整備されつつあるデータベースを利活用した新たな研究展開について協議した。 

今年度の史料研究の活動から，既往研究で定説が固まりつつある事例であっても，精

緻な分析から見直すことで，修正点や新たな実相が浮かび上がっており，今後もさらな
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る史料の収集・分析を展開することが継続的な課題である。一方，考古資料の調査研究か

らは，特に地震の災害痕跡の分布から，これまでに認識されなかった表層地質の揺れや

すさの粗密が「見える化」した。これは地殻活動が引き起こす災害発生メカニズムを明ら

かにするだけでなく，現在の私たちの社会インフラを評価していく重要な情報基盤とな

る。今後は，地震のみならず火山噴火，さらにそれらによって引き起こされる２次災害以

降の多様な災害について，継続的に情報を収集・集成していくことが必要である。また，

各種データベースの一般公開や情報の拡充が進む一方で，これらを活用した新たな研究

はまだ十分には展開できていない。データベースを活用した研究について，当部会の史

料分析はもちろんながら，今後は他部会とも連携した研究の展開を模索することにした

い。 
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図１．「れきちず」上に表示した関東地方の地震史料の記録地点（東京大学地震火山史料連

携研究機構[課題番号：HMEV01]） 

 

図２．全国大規模地震痕跡データセットのモデル図（奈良文化財研究所[課題番号：

NAB_01]） 

「全国大規模地震痕跡データセット」が掲載する1レコードの項目，データリンクの解説。 



183 

 

図３．データセットを用いた地図表記事例（奈良文化財研究所[課題番号：NAB_01]） 

「全国大規模地震痕跡データセット」のうち，福井県のデータについて，QGISを用いて表示し

た事例。基盤地図として国土地理院地図（淡色地図および地形分類図（自然地形））を用い

た。 
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１（８） 観測研究基盤  
            

                 「観測研究基盤」計画推進部会長 鶴岡 弘 

                            （東京大学地震研究所） 

副部会長 松島 健 

（九州大学） 

     

６．観測基盤と研究推進体制の整備  

（１）観測研究基盤の開発・整備 

ア．観測基盤の整備  

防災科学技術研究所は，陸海統合地震津波火山観測網（MOWLAS）及び首都圏地震観測網

（MeSO-net）を安定して運用することにより，地震・低周波地震・超低周波地震・スロー

スリップイベントについてイベント検出，震源位置・震源メカニズム解・断層モデルの推

定，余震活動の予測等を継続して行った。2024 年８月８日 16 時 13 分頃に日向灘で発生

した Mj7.1 の地震は，Hi-net 初動解及び 3D CMT 解析の結果から逆断層型であり，沈み込

むフィリピン海プレートに沿う低周波地震（VLF）活動域深部に位置する地震活動域で発

生していることを示し，強震波形記録を用いた震源過程のインバージョン解析から，最

大すべり量は 3.9m で，主たる破壊は破壊開始点から南西へ進行したことを示した。N-net

および DONET で観測された水圧記録において，最大振幅は 2～3 ㎝であり，Global CMT 解

に基づく津波理論波形と概ね一致した。一方，Hi-net の３成分合成波形エンベロープか

ら地震発生後 10 日間のエネルギー輻射量（4～20 Hz）を推定したところ，本震のエネル

ギー輻射量に対する余震からの積算エネルギー輻射量の割合は 2.2％であることがわか

った。N-net においては，沖合システムと沿岸システムの２つのシステムのうち，沖合シ

ステム 18 台については昨年度に海底への敷設工事を終了し，今年度７月より試験運用を

開始した（防災科学技術研究所[課題番号:NIED05]）。気象庁は，地震観測網や地殻変動

観測網などの観測基盤を維持し，関係機関の地震観測データの一元的処理結果を関係機

関に提供を行った。南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会や地震調査委員会におい

て報告を行った。震源データについて 2023 年３月までの精査後の震源データ（確定値）

を公開した（気象庁[課題番号：JMA_05]）。また，潮位の連続観測を継続して実施し，約

1/3 の地点の観測装置を更新した（気象庁[課題番号：JMA_06]）。柿岡，女満別，鹿屋及

び父島での地磁気４成分観測を実施し，陸域，海域での磁気測量をはじめ，大学等による

電磁気的観測研究あるいは幾つか提案されている日本域における標準的な磁場モデルの

算出方法の検証・改良を進めるために，高精度の地磁気基準値を提供し，地磁気観測所ホ

ームページで公開している（気象庁[課題番号:JMA_07]）。全国４か所の火山監視・警報

センター（以下，各センターという）において，常時観測火山（50 火山）に対して，地

震計，空振計，GNSS，監視カメラ等により，連続的な監視観測を継続しており，11 月に

火山監視・情報センターシステム（VOIS※）を更新し，火山監視等の機能強化を図った

（気象庁[課題番号：JMA_08]）。国土地理院は，平均 20km 間隔での GNSS 連続観測が可

能となるよう，電子基準点の維持・管理を行った。令和６年８月８日の日向灘の地震等，

複数の地震で地殻変動を検出するとともに，硫黄島，岩手山など複数の火山において火

山活動に伴う地殻変動等を検出した。また，南海トラフ地震想定震源域のプレート境界
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において発生するゆっくりすべり（スロースリップ）現象に伴う非定常的な地殻変動を

検出した。これらのモニタリング結果は，速やかにホームページなどで公表するととも

に，地震調査委員会，火山調査委員会等に報告した（国土地理院[課題番号：GSI_02]）。

日本全域の定常的な地殻・地盤変動を把握するため，ALOS-2 の観測データを用いて SAR

干渉解析及び干渉 SAR 時系列解析を行った。国内の火山を対象とした解析結果（干渉解

析８火山，干渉 SAR 時系列解析 91 火山）は，火山調査委員会において火山活動の評価に

活用された。さらに，2024 年７月に打ち上げられた ALOS-4 の観測データの活用に向け，

宇宙航空研究開発機構（JAXA）と協力して観測データの検証を行った。2024 年５月頃か

ら火山活動が活発化した岩手山において解析を実施した。その結果，大地獄谷周辺に膨

張を示す衛星に近づく変動が検出された（図１）。この結果は，気象庁において火山噴火

警戒レベルの引上げの判断に活用され（国土地理院[課題番号：GSI_03]）。また，全国の

活動的な火山について，航空機 SAR による観測を２火山で実施し，噴火前の状況を把握

した（国土地理院[課題番号：GSI_04]）。海上保安庁は，下里水路観測所において SLR の

国際共同観測を継続し，日本周辺を含めた（海上保安庁[課題番号：JCG_01]）。全国 20

カ所の常設験潮所において潮汐観測を実施し，国土交通省水管理・国土保全局および港

湾局，国土地理院，気象庁と連携し，験潮データをリアルタイムでインターネットにより

公開した（海上保安庁[課題番号：JCG_02]）。 

 

イ．観測・解析技術の開発  

 弘前大学において，並列差分法地震波動場計算ソフトウェアOpenSWPCの高度化を継続

的に実施し，標準Fortran文法を用いたGPU化についてその性能を検証した。この方法は

計算コード中の多重doループをFortran2018の標準文法 do concurrentに置き換えるこ

とで，そのループ内の計算をGPUにオフロードするというものである。OpenSWPCの時間発

展計算のカーネル部分を切り出したテストコードにおいてこの方法を実装して速度評価

を行ったところ，ワークステーションにおけるCPU（Intel Core i9）に対するGPU（NVIDIA 

RTX4070 Ti）と，東京大学情報基盤センターのWisteria/BDEC-01シミュレーションノー

ド群CPU（Fujitsu A64FX）に対する学習ノード群GPU（NVIDIA A100）で，それぞれCPU対

GPU比で5倍から10倍の計算性能を達成した（弘前大学[課題番号：HRS_02]）。東北大学に

おいては，2024年能登半島地震の震源断層モデルを国土地理院GEONETデータ，SB点デー

タ，大学のキャンペーン点データおよびInSARデータを併用して推定した。SB点を用いる

ことで特にInSARデータでは感度がない南北成分の変位を含めて高い空間分解能で得る

ことに成功し，それらから地震時断層すべりを推定することで能登半島北岸下の２箇所

に大すべり域が存在することをあらためて示した。さらに震源分布等との比較から，断

層面がリストリックな形状をしている可能性を考慮した断層モデルも構築し，それらに

よっても観測データをよく説明できることを示した（東北大学理学研究科[課題番号：

THK_12]）。ウェーブグライダーの長期安定運用のためには，転覆時にGNSSアンテナが水

没し位置データが途切れる問題を，加速度データを積分することで内挿し，転覆時の詳

細なウェーブグライダーの挙動の再現に成功した。また，ウェーブグライダーは波によ

る推進速度が海流より小さくなければ，時間はかかっても指示した通りの航跡で進むこ

とが可能であるが，海流が強い場合ヘディングは必ずしも進行方向を向かず，荒天時に

転覆しづらいとされる波向に対して直交させるコース取りが有効に機能していないこと
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を示した（図２，東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID06]）。東京大学地震研究

所においては，地震計・小型絶対重力計のセンサに関して，複数のセンサを光ファイバで

接続し信号取得や長距離伝送を行うための技術開発を光通信分野の研究機関やメーカー

と連携して実施した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_20]）。三陸沖光ケーブル式海

底地震・津波観測システムの予備光ファイバおよび新潟県粟島周辺に設置されている海

底ケーブル地震観測システムのファイバに，DAS計測を適用することによって，空間的に

高密度の海底地震観測を引き続き実施し，仏国FOSINA社のDAS観測装置を用いた観測を実

施した（図３，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_21]）。これまで国内で行われたDAS

観測の多くはリジッド海底ケーブルを用いており，ルース光海底ケーブルを用いたDAS観

測は余り行われていない。そのため，N-netシステムはシステム全体を考慮してルース光

海底ケーブルが用いられている。このような背景の元で，N-net沖合システム串間局側に

おいてDAS計測を実施し観測データの評価を行った（図４，東京大学地震研究所[課題番

号：ERI_22]）。能登半島に設置した臨時テレメータ観測点を維持し，定常観測点で得ら

れるデータも使用した自動地震検出処理による群発地震活動モニタリングシステムの構

築を開始した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_25]）。超大容量データ・超大規模モ

デル時代に即したデータ解析技術およびモデリング技術開発の準備として(A)深層学習

に基づく地震波形連続データからの地震・微動検出技術，(B)深層学習による画像認識技

術に基づく地震波形画像データからの地震・微動検出技術，(C)機械学習に基づく地震・

微動の時空間分布推定技術，(D)転移学習とデータ同化に基づく地球内部構造モデリング

技術という，本課題の４つの目標を実現するためのアルゴリズムの検討およびそれを具

体的に実装するための準備研究を実施した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_24]）。

WIN形式データのリアルタイム伝送が機関の枠を超えた全国規模のデータ流通の基盤と

なっていることを踏まえ，伝送系システムの課題抽出，対話検測処理系ソフトウェア群

の機能強化を行なった（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_23]）。東京海洋大学におい

ては，令和６年度は10月16～19日にかけて東京海洋大学練習船汐路丸を使用し，房総半

島沖に２点（G26，G27）の新規海底地殻変動観測点の設置を行った（東京海洋大学[課題

番号：TKU_01]）。東京科学大学は，拡散放出CO2自動測定における長時間の観測を可能に

するために小型可搬式自動観測装置をベースに電力供給システムの改良を行い，実装テ

ストを行った（東京科学大学[課題番号：TTT_02]）。名古屋大学は，4G/LTEを用いた小電

力・軽量小型テレメータ地震観測装置の改良開発において，充放電モジュールの追加作

成，充放電モジュールを搭載した開発機（試作機）の継続・仕様検証，防水筐体への組み

込み方法の検討を行い，開発機の実地運用に向けた準備を開始した（名古屋大学[課題番

号：NGY_08]）。海上保安庁は，海溝型地震震源域海底においてGNSS-A 観測を継続して実

施した。日本海溝沿いにおける観測からは東北地方太平洋沖地震の余効変動が続いてい

ることが，南海トラフ沿いにおける観測からはプレート境界固着の影響による地殻変動

が，それぞれ捉えられている（海上保安庁[課題番号：JCG_03]）。 

 

ウ．地震・火山現象のデータ流通  

東北大学は，各大学で保存されている火山観測１次データ（主に地震・測地の地球物理

学的データ）の現状調査とその集約・共有と将来的な JVDN での公開とそれを基にした共

同研究の成果の活性化を目標として，東北大学の火山観測網の連続地震波形データのフ
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ォーマットの調査を行った。1995 年から 1998 年の期間は独自フォーマット，1998 年以

降は WIN フォーマットを用いて収録・保管が行われてきた。これまでにデータの読み出

しを完了していた分に加えて，読み取りエラー等で保留していたメディアの読み出しを

行い，保管されていた連続地震波形データのほぼ全てについてハードディスクへの保存

と整理を完了した（東北大学理学研究科[課題番号：THK_12]）。東京大学地震研究所は，

観測データ流通網 JDXnet の安定的な運用を継続し，地震データ流通において利用されて

いるデータ交換の MQTT プロトコルのテストを実施した。柏にて接続された東京大学情報

基盤センターの大規模並列計算機を利用したリアルタイム地震データ解析の開発を引き

続き継続した。令和７年３月 26 日にデータ流通ワークショップを開催した（東京大学地

震研究所[課題番号：ERI_26]）。 

 

エ．地震・火山現象のデータベースの構築と利活用・公開  

北海道大学は，地殻変動連続観測などの多項目観測データサーバを安定的に運用し，

大学・気象庁等の関係機関からのデータの全国流通・一元化・データ収集・データ公開を

行った（北海道大学[課題番号：HKD_08]）。産業技術総合研究所は，活断層データベース

に表示される活断層図について，従来の縮尺約 20 万分の１からより詳細な縮尺約５万分

の１で表示するための作業と入力システムの改良に関する検討を実施した（産業技術総

合研究所[課題番号：AIST08]）。国土地理院は，「アトサヌプリ」，「樽前山」，「三宅

島」，「青ヶ島」の火山基本図を刊行するとともに，画像データ及び数値データを公開し

た。さらに，東北から九州地方にかけての 43 地区 の土地条件図（数値地図 25000（土地

条件））を公開するとともに，九州・沖縄地方や関東地方の一部のほか，能登地方などの

平野部約 3,400 平方キロメートルの地形分類情報を整備した（国土地理院[課題番号：

GSI_05]）。気象庁は，地震カタログ（震源，発震機構解）を令和４年 10 月から令和５年

３月まで作成し，地震月報（カタログ編）として気象庁ホームページに公開した。南海ト

ラフ沿いの深部低周波地震カタログの作成では，Matched filter 法を用いているが，テ

ンプレートの追加および閾値の調整を行った（気象庁[課題番号：JMA_09]）。海上保安庁

は，南方諸島及び南西諸島の火山の監視観測を行い，調査結果は火山噴火予知連絡会及び

火山調査研究推進本部に報告するとともに，海域火山データベースに掲載し公表した（海

上保安庁[課題番号：JCG_04]）。 

 

（２）推進体制の整備  

 気象庁は，三宅島の噴火警戒レベル判定基準について，最近の火山活動の状況を踏ま

えた基準に見直すとともに，住民の避難等が必要になる山腹噴火について，警戒が必要

な範囲の考え方を整理した。令和６年１１月から，火山活動に関する科学的助言を得る

ための火山情報アドバイザリー会議の運営を開始した。本会議の定例会において，噴火

警報発表について事後検証を行った（気象庁[課題番号：JMA10]）。 

 

（６）次世代を担う研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 

 九州大学は，地震観測における簡便な設置，データ利用をできる観測システムをより活

用するための改修整備，共用するための環境整備を実施し，システムの活用の重要性の

理解と，従来観測を実施しなかった人材のアクセスを容易にするための貢献を行った（九
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州大学[課題番号：KYU_08]）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

観測研究基盤については関係機関による継続的な努力によって適切に維持がなされ，

質の高いデータが連続かつリアルタイムで流通するとともに着実に蓄積され，公開が進

められている。解析システムについても計算機性能等の向上とともに AI 技術なども導入

され，着実に高度化がなされ，その整備が進んだ。また，個々のデータベースについても

着実に整備が進められている。今後は，研究成果を有機的に結合した共有・統合データベ

ースの構築とともに，昨今の情報化技術を活用したデータ連携の仕組み等の構築が期待

される。 
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図１．ALOS-2及びALOS-4観測データを用いた岩手山の火山活動に伴う地殻変動（国土地理院[課

題番号：GSI_03]） 

（左：ALOS-2観測データを用いた解析結果，右：ALOS-2及びALOS-4観測データを用いた解析結果） 

 

 

 
図２．ウェイグライダーの航跡・ヘディング・対水速度から推定した海流との関係（東北大学災

害科学国際研究所[課題番号：IRID06]） 
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図３．仏国FOSINA社の観測装置による三陸沖光ケーブル式海底地震・津波観測システムの予備光

ファイバを用いたDAS記録（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_21]） 

この観測装置は，観測後のデータ処理の段階でゲージ長を変更できることが特徴であり，この記

録はゲージ長を300mとしている。震央距離が30km程度のマグニチュード1.0の地震の記録である。

9～50 Hzのバンドパスフィルターを適用した。 

 

 
図４．日向灘に設置されているN-net沖合システムによるDAS観測で記録された地震の例（東京大

学地震研究所[課題番号:ERI_22]） 

地震は2024年８月３日に日向灘で発生した地震の周波数帯抽出データ。深度とマグニチュードは

それぞれ40kmと2.6である。図の横軸は串間局からの距離，縦軸は時間である。暖色は振幅が大き

いことを示している。観測点間隔は10m,ゲージ長は100mである。また，レーザーパルスの発振周

波数は800Hz,であり，記録は200Hzとしている。Ｐ波とＳ波を明瞭に見ることができる。 
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２（１） 南海トラフ沿いの巨大地震 

            

       「南海トラフ沿いの巨大地震」総合的研究グループ長 伊藤喜宏 

                          （京都大学防災研究所） 

 

本計画に参加する多様な専門分野の研究者らが連携して，南海トラフ沿いで将来発生

が危惧される巨大地震とそれに伴う津波災害の軽減を学際的研究として実施する。 

 

５．分野横断で取り組む地震・火山噴火に関する総合的研究 

（１）南海トラフ沿いの巨大地震 

○背景及び目的 

 南海トラフ巨大地震に関する分野横断型総合的研究の連携をより一層強化し，巨大地

震に伴う複合型災害の軽減に向けた学際研究を進める。具体的には，海陸の地震・測地観

測網で取得される記録を用いた状態監視の高度化，巨大地震の新たな長期予測手法の開

発，中短期における巨大地震の発生可能性の相対的な高まりを評価する手法の開発，巨

大地震発生後の地震像の即時的把握手法の構築を進める。また，災害軽減に向けて，地震

発生から災害誘因予測・被害予測・リスク評価に至るまでのスキームを，分野を横断して

強力に連携しつつ構築する。さらに，目的に応じた防災情報の社会への発信及び広域避

難計画の策定までの道筋を検討する。これまでに国内外でなされてきた地震・津波防災

研究の成果にも着目して，理学，工学，人文学・社会科学を総合した「比較沈み込み帯防

災科学」として地域間の比較研究を行い，地域ごとの課題・問題点を整理し，その解決方

法を検討する。  
 

○令和６年度の成果 

 将来発生が危惧されるM8級の巨大地震の地震像の理解と，それに伴う地震・津波災害

の軽減に向けて，国際比較研究を含む以下の４つの研究テーマを設定して研究に取り組

んだ。 

（ア）地震・測地観測によるモニタリングに基づくプレート間固着状況の解明 

（イ）地震・津波モデリングに基づく地震・津波シナリオの構築 

（ウ）リスク評価と自治体の要望に即した地震・津波減災教育プログラムの開発と実施 

（エ）比較研究としての地震・津波防災科学の推進 

 

（ア） 地震・測地観測によるモニタリングに基づくプレート間固着状況の解明 

 日向灘は，過去に繰り返し巨大地震の発生場となった南海トラフの西端に位置する。

日向灘の東方の南海トラフ沿いは固着が比較的強く，その南方の琉球海溝は南海トラフ

と比較すると固着の弱い地域である。このプレート間の固着強度が遷移する領域に日向

灘は位置する。さらに日向灘は九州パラオ海嶺が沈み込む地域としても特徴づけられる。

いくつかの研究から，この海山列の沈み込みが日向灘の地震発生場に大きな影響を与え

ている可能性が指摘されている。海山に代表されるプレートの凹凸（形状）は，摩擦係

数・岩質・温度圧力条件と同様に重要なパラメータである。特に沈み込む海山は巨大地震

発生時の破壊のバリアになる可能性が示唆されており，茨城沖，南海トラフの熊野灘や
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室戸沖，ニュージーランドのヒクランギ沈み込み帯，メキシコ太平洋沖など，日本のみな

らず，世界的に研究が行われている。その中でも，沈み込む海山がその上盤側に亀裂を生

じさせ，結果として応力・流体挙動が局所的に著しく変化することが，海山の沈み込みに

よる固着強度の変化を引き起こす要因として考えられているが，その全容は不明である。 

 

（アー１）日向灘の掘削計画に向けた取り組みと周囲のテクトニック微動活動 

 日向灘は九州パラオ海嶺が沈み込む場であり，周囲で繰り返し発生するスロー地震と

海山沈み込み現象との比較において最適な地域である。近年，同海域では，地殻地震探査

をはじめとする地球物理探査が実施され，海山の位置，プレート境界断層の形状，上盤内

部の構造が解明されつつある。また，地震モニタリングおよび原位置での物理物性把握

を目指した国際的な掘削計画の実施が目前に迫っている。 

 特に掘削計画の最適化に向けて，これまでに蓄積されてきた地球物理探査データの再

解析・地質構造再解釈および岩石実験を実施し，海山沈み込みの実態（海山の形状，上盤

の変形・断層発達，間隙水圧異常・流体挙動）の解明を目指した研究を実施する。これを

元にした応力・温度場モデリングから３次元的な地震活動場を描像し，スロー地震発生

状況と合わせることで，固着・すべりへの影響を考察する。こうした地震学・岩石物理

学・地質学を横断する研究を実施し，海山沈み込みと巨大地震を含む地震活動，ひいては

プレート形状と固着との関係をより明瞭にすることで，防災計画立案に貢献すること目

指す。 

 本年度は，構造探査データの反射法イメージング再解析，波形インバージョンの適用，

および新たに解析が終了した反射断面の構造解釈・構造解析を実施し，沈み込む九州パ

ラオ海嶺とテクトニック微動活動の関係について検討した。反射法イメージングはプレ

ート境界や断層など地下の構造境界を明らかにすることに主眼をおき，波形インバージ

ョンは地震波速度を推定することに注力した。この二つを合わせることで，地震断層を

描写し，その活動を規定する物性値（例えば間隙水圧分布）を把握することが可能とな

る。これらの結果は次年度に予定される日向灘における科研費や JAMSTEC プロジェクト・

国際科学掘削計画などを通じた光ファイバーによる孔内および海底モニタリング海底流

体・熱計測計画のサイト選定時に重要な情報をもたらす。 

 具体的には， 2000 年代に海上保安庁によって取得された２本の構造探査測線

（KPr1, KPr2）に対し，最新の反射法解析技術を適用し，海山と上盤の再解析イメージン

グを実施した。イメージの周波数帯域を拡張するブロードバンド処理および詳細な反射

速度トモグラフィを適用することで，構造イメージが大幅に改善された。さらに沈み込

むプレートおよび堆積物の形状が明瞭になるとともに，上盤の変形，断層の発達が，海山

の前方・後方で大きく異なることがわかった。特に海山直上ではテクトニック微動の活

動が極めて低調なことを確認した。また，海底広域研究船「かいめい」により 2021 年に

マルチチャンネル反射法地震探査で取得された日向灘沖の地震反射断面のデータ３測線

について構造地質学的な観点から新たな構造解釈・構造解析を行った。まず，測線におけ

る沈む込む海山の位置を特定した。その後，海山を基点とした巨大分岐断層の存在が確

認された。さらに上盤の変形構造が海山海側と陸側で異なること，陸側では海盆が形成

され泥火山による貫入構造などが見られること，海側では付加体の逆断層帯と沈み込む

堆積物の層などが確認された。これらの構造地質的な特徴は流体移動として特徴づけら
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れるものであり，特にテクトニック微動は陸側に多いことから，微動の発生を促進する

とされる高間隙流体圧を高めるプロセスの議論に資すると期待できる。 

 近年着目される波形インバージョンを反射法データおよび JAMSTEC によって取得され

た海底地震計記録への適用に着手した。波形インバージョンは波形情報を最大限活用す

ることで高解像度の地震波速度構造が得ることができ，海底地震計データを用いた場合

には 15～20km までの速度構造を，反射法データを用いた場合には 10km 程度までの詳細

な速度構造の取得が期待できる。本年度の成果として，特にプレート上面および九州パ

ラオ海嶺内で構造が極めて不均質であり，さらに海山付近に低速度帯が分布することが

わかった。これまで反射法波形インバージョンは資源探査において頻繁に適用されてい

るが，プレート境界付近を調査対象とした適用事例は多くない。そこで本年度は，解析に

用いた前処理・パラメータ設定を用いて，浅部のガスハイドレートに関連する速度異常

の検知の可否を検証し，その妥当性が確認された。 

 豊後水道で発生する深部テクトニック微動と潮汐との関係を調査した。特に深部微動

の浅部側では，潮汐せん断応力や ΔCFF（0.1）が大きいほど発生しやすいことが分かっ

た。また，潮汐感度は長期的スロースリップの発生期の方が大きいことが分かった。これ

らの結果は，スロースリップの発生による断層弱化を反映しているのかもしれない。 

 

（アー２）海陸地震・測地データを用いた日向灘のプレート間固着の把握 

 日向灘周辺のプレート間固着状況の理解に向けて，海陸両方で地震・測地観測を実施

した。日向灘沿岸に設置した 14 ヶ所での GNSS 連続観測を継続している。得られたデー

タの解析により，日向灘で 2024 年８月８日に発生した M7.1，2025 年１月 13 日に発生し

た M6.6 に伴う地震時と地震後の地殻変動を検出した。観測された地殻変動から震源断層

モデルの推定を行った結果，両者の主なすべり域は南北に重複せずに隣接すること，2025

年の地震については，1996 年 10 月と 12 月に発生したプレート間地震のすべり域と重な

っていることが示された。 

 大地震発生後の余効変動の逐次推定・除去処理について，2024 年８月８日の日向灘の

地震の地殻変動記録に適用し，その有効性を検証した。地震発生から１か月程度の時点

では，余効変動が GNSS 日座標値を用いた非定常変位の検知に与える影響は小さい。また，

同様の手法を GNSS の迅速解への適用を検討し，地震発生直後の解析を行う上での問題点

についても検証を進めた。 

 

（アー３）南海トラフ沿いのプレート境界すべりのモニタリング手法の高度化 

 震源決定において機械学習を導入することで，地震波形の識別能力の向上と自動震源

の震源精度の向上に向けた研究に取り組む。特に南海トラフ域の超低周波地震の検出手

法の開発を進めるとともに，固着域浅部のテクトニック微動の検出精度の向上を図る。

さらに他の海域を監視対象とするための技術開発も進める。近地地震波形を用いた即時

震源過程解析手法の改良を進める。 

 令和６年度は，深層学習を用いた地震波形の初動極性分類の試行を行った。評価指標

はいずれも９割程度の良好な結果を示した。また地震波形から位相分類，到達時刻，震央

距離，震源の深さ，マグニチュードの推定を行う深層学習モデルを構築した。近地地震波

形を用いた震源過程解析の自動化のため，現行解析では手動で設定している複数のパラ
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メータについて，速報解析値から自動的に設定できるよう現行解析に基づいた経験式を

求めた。M7 以上の地震前後の地震計速度連続波形に PhaseNet を適用し，局所的な地震を

１点検知し，大地震直後の地震波通過に伴う一時的な応力変化によって発生する動的誘

発地震の検知を行った。これにより，有意な地震の活性化が繰り返し見られる観測点を

抽出することができた。 

 具体的な適用事例として，2016 年熊本地震の表面波到達前後の波形を PhaseNet によ

り検測した。有意な地震活動の活性化が見られる観測点を，目視での結果と比較し，先行

研究で目視で動的誘発地震が観測された観測点の分布と自動検知による β 値が高まった

観測点の分布がよく似ていることが分かった。また，2023 年１月１日から 2024 年能登半

島地震（M7.6）発生時までの地震データについて地震活動と潮汐との関係を調査した。結

果として 2023 年５月５日の地震（M6.5）前，2024 年１月１日の地震（M7.6）前の地震活

動に潮汐相関が認められないことを示した。解析した主な地震活動域である北部クラス

タの浅部の断層強度は，2022 年以前と同様に潮汐応力が断層に影響を及ぼせるほどは低

下していない可能性が考えられる。 

 日向灘で将来発生しうる巨大地震の予測手法の開発に向けた新たな取り組みとして，

韓国の国立数理科学研究所（NIMS），東京大学地震研究所との共同研究として超伝導重力

計を用いた早期地震警報の開発に着手した。今年度は韓国の NIMS の地下実験場 Yemi Lab

に設置される超伝導重力計の隣に広帯域地震計を設置して重力計と地震計の並行観測を

開始した。 

 

（イ）地震・津波モデリングに基づく地震・津波シナリオの構築 

 日向灘で想定される巨大地震の震源像に基づき，地盤モデルや水深データを用いて，

特に宮崎市の強震動予測地図および津波浸水予測地図，地震・津波シナリオおよびこれ

らをもとにした強震動・津波浸水による被害の結合ハザードマップの作成を自治体と連

携して進めた。特に，津波伝播・遡上シミュレーション高精度化に関して都市を解像する

津波氾濫モデルの開発を行った。また，確率震源モデルにより南海東南海を対象とした

津波の伝播・遡上シミュレーションと強震動評価を実施し，津波・建物災害の被害評価を

行った。加えて，能登半島地震津波の調査を行い被害特性を明らかにした。 

 日向灘沿岸における津波堆積物調査を継続して実施した。今年度はハンディジオスラ

イサーを使用した試料採取を宮崎県新富町，都農町，宮崎市において実施した。県の遺跡

調査で見出されていた砂層の採取等に成功しており，今後成因等について明らかにする

ため炭素年代測定や化学的分析等を行う。 

 地震発生シミュレーションにおいて，速度・状態依存摩擦構成則の発展則にカットオ

フ時間を導入した平面モデル及び３次元モデルについて，観測結果と整合的な短期的 SSE

を発生させるためのパラメータを検討した。 

 

 

（ウ）リスク評価と自治体の要望に即した地震・津波減災教育プログラムの開発と実施 

（ウー１）南海トラフ臨時情報と避難計画 

 地震・津波シナリオ及びハザードマップに基づき，建築構造物や地形情報を考慮した

リスクシナリオおよびリスクマップの作成に向けた準備を開始した。特に，今後の防災
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教育プログラム開発のため，地震計を用いた防災教育手法の調査，過去に宮崎市向けに

開発した防災教育冊子のレビュー，南海トラフ臨時情報時の住民対応等の基礎的情報収

集を行った。 

 宮崎県門川町において小中学生に対して例年実施されている下校時一斉避難訓練につ

いて，避難経路の閉塞等を想定した訓練を実施した。門川高校のボランティア生徒や地

元消防団員の協力を得て，町内に障害箇所を設け，児童らにその場で新たな避難ルート

を判断させた。障害箇所を回避し避難をできた児童が多かったが，実施に際して多くの

課題も見出された。 

 宮崎公立大学と協力し，2024 年 11 月に宮崎市青島で実施された宮崎市総合防災訓練

において，津波避難訓練アプリ「逃げトレ」を活用した観光客を模した避難行動調査を実

施した。学生 100 名以上が参加し，避難の傾向を見える化した。得られたデータは宮崎

市に提供されると共に，地域住民と共有し避難計画の見直しを今後行う予定である。 

 

（ウー２）地震・津波のリスクに対する行動変容の促進 

 南海トラフの巨大地震のリスクに対する，住民の行動変容の促進に向けた方法論の研

究を行った。特に，「行動変容」と「介入」いうキーワードに着目して，行動変容のため

の理論や実践・実績の積み重ねがあるヘルスコミュニケーション学と対比させて，防災

コミュニケーションの取り組みの体系的な整理を進めて，地震津波リスクを抜本的に減

らすための方法論の確立を目指す。 

 今年度は行動変動を阻害する要因やこれまでの行動変容を意図した介入方法の研究に

ついて，２回のワークショップを行うとともに，1996 年以降に出版された査読付き論文

の系統的調査を行い，該当論文および介入内容や効果測定方法を整理した。また，静岡県

とのワークショップも実施し，今後の連携を前提に介入試行における課題や保健師等の

介入者としての潜在的可能性などの意見交換を行った。今後，介入試行で使用するため

の家具類の地震安全対策に関するリーフレットの開発を行った。静岡県と連携体制を構

築した。同県内の複数の基礎自治体とは協力の同意も得られており，次年度以降，静岡県

内の自治体で介入試行を実施する目処がついた。 

 ここでは南海トラフ沿いの巨大地震を主な対象とするが，国内外の他地域との比較を

通じてより実効的な方法論の検討を計画する。また，本計画の全体趣旨を考慮し，科学的

知識（ハザードマップ，地震の発生確率等の情報）が行動変容に寄与する度合いについて

も今後明らかにする予定である。 

 

（エ） 比較研究による地震・津波防災科学の推進 

 理学―工学―人文・社会科学を総合した「比較沈み込み帯防災科学」として情報を集約

するための環境整備を進めた。京都大学では海外機関等と活発な研究交流を行い，世界

をリードする最先端研究を推進することを目的に，世界各地に現地運営型研究室（On-

site Laboratory）を設置している。学際的な視点から様々な地域における地震・津波災

害を比較し，普遍性や地域性を調査する「比較地震・津波災害科学」の研究拠点として

「地震・津波未災学国際Lab（iLETs）」の設置を令和６年度に申請し認可された。メキシ

コ国立自治大学と京都大学宇治キャンパス内に11月にiLETsのラボを設置して活動を開

始した。iLETsでは，メキシコとの国際共同研究の発展に加えて，チリ，エルサルバドル
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などの中南米の研究機関との新たな共同研究も含めて地震・津波災害とリスクの理解の

高度化を進める。 

 総合研究グループ間の相互理解を目的として，第43回自然災害学術講演会（2024年９

月20日：千葉大学西千葉キャンパス工学部講義室）においてスペシャルセッションを開

催した（図１及び図２）。本スペシャルセッションでは「災害の軽減に貢献するための地

震火山観測研究計画（第３次）」の中で実施される分野横断型の総合的研究の６つの課題

間での情報や問題が共有された。セッションを通じて，共通の課題の解決に向けた課題

間連携の必要性が確認された。 

 

これまでの課題と今後の展望 

 今年度から開始された本観測研究では，将来発生が懸念される南海トラフ巨大地震お

よび津波，さらにはそれらに伴う複合型災害のリスク軽減に向けて，分野横断型の総合

的かつ学際的な研究の推進を目的として全国の大学が連携し，観測研究を展開してきた。

特に，地震・測地観測に基づくプレート間のモニタリングや，日向灘下に沈み込む九州・

パラオ海嶺がプレート間固着に果たす役割の理解に加えて，社会科学的視点に基づいた

リスクコミュニケーションの方法論構築および地域社会での実践的調査が行われてきた。

その結果，前計画と比較してリスクコミュニケーションに関連した研究課題の推進およ

び成果の創出が顕著となっており，本課題の将来的な社会実装の観点から重要な進展と

評価できる。  
 プレート境界における海山等の地形的な不均質性の影響は，南海トラフの室戸沖や熊

野沖に加えて茨城沖などの他地域でも強く示唆されている。本研究の成果は広く地震災

害リスク軽減に貢献する知見となる。ただし，プレート間固着における海山の役割につ

いては，スロー地震の詳細分布との関連性が改めて示唆された一方，固着強度の定量的

評価には未だ至っておらず，今後の研究課題である。機械学習等を活用した観測データ

からの地震検出・識別手法では一定の成果が得られているが，震源過程解析の迅速化に

向けた応用は開発段階にあり，プレート境界の固着状況の時空間変化を高精度に把握す

るためにも，引き続き手法の高度化が求められる。  
 2024 年８月 8 日に発生した日向灘の地震に伴い発出された南海トラフ地震臨時情報に

ついては，その発出のあり方や受け手側の行動に関する実態調査が進行中である。これ

までに行われてきたリスクコミュニケーションの体系的整理を通じて，より効果的な災

害情報発信の方法論を構築することが求められており，宮崎市内を中心とした住民対応

の実態把握と分析，ならびにそれに基づく情報発出手法の検討が今後の重要課題である。 

 さらに，南海トラフと類似したテクトニクスを有し，同様の防災課題を抱える環太平

洋の他地域との比較研究の展開に向けて，メキシコ国内における研究拠点が新たに形成

された。南海トラフ地震のような低頻度・高被害型の巨大地震の災害軽減を目指す上で，

他地域との比較研究は観測データの蓄積や解釈の幅を広げる点から極めて有用である。

今後は既存の研究をさらに発展させるとともに，国際共同研究および共同観測の連携体

制を一層強化することが求められる。観測基盤と研究推進体制の整備に関する「国際共

同研究・国際協力」の観点からも，新たな国際連携の構築が重要な展望として位置づけら

れる。 
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２（２） 首都直下地震 

            

                「首都直下地震」総合研究グループ長 加藤愛太郎 

                          （東京大学地震研究所） 

     

 

関東地方に沈み込む太平洋プレート上面では，深さ 60～70km の範囲で高頻度に地震が

発生し，「地震の巣」と呼ばれる複数のクラスタを形成している。高精度な震源決定手法

を適用した結果，震源分布はプレート境界から上に凸な形状を示すことが明らかとなっ

た（Nakajima, 2025）。さらに，地震の巣内部の数 km スケールのクラスタ内において

Vp/Vs 比を精度高く推定することに成功し，値は約 1.4 と低いことが判明した（Huang et 

al., 2025）。これらの結果は，沈み込む海山や流体の存在が地震の巣の形成に関与して

いる可能性を示唆している。 

また，相模トラフ沿いで過去に発生した大地震および定期的に生じるスロー地震によ

る応力解消を考慮したひずみエネルギー蓄積プロセスのモデル化に取り組み，海溝型巨

大地震の破壊シナリオ構築手法を高度化した。さらに，関東地域の地震ハザードについ

ては，フィリピン海プレートおよび太平洋プレートに起因する海溝型地震が主要な寄与

因であること，また 2011 年東北地方太平洋沖地震以降の地震活動モデルの変化によりハ

ザードが増大していることを確認した。 

他にも，丹沢東部から三浦半島および房総半島における機動的な地震観測の実施，茨

城県におけるネットワーク MT 観測の時系列データの解析，三浦半島海岸線沿いにおける

長期的な地殻変動調査の実施，歴史地震史料を用いた地震発生履歴の調査研究，東京湾

舞浜沖における浅層メタンガス滞留域の検出，発災時の揺れ分布を高密度に計測するた

めの観測技術の開発などをおこなった。 

 

これまでの課題と今後の展望 

今年度より開始された総合研究グループ「首都直下地震」においては，各テーマにお

いて活発な研究活動が展開されている。一方で，各テーマの研究が開始段階にあること

から，テーマ間の連携が十分に構築されていない点が課題として認識される。今後は，各

テーマの研究を当初の計画に沿って着実に進展させるとともに，グループ内を対象とし

た研究集会を開催するなど，テーマ間の連携を促進するための取り組みを継続的に実施

していくことが重要である。 

 

成果リスト 

Huang, Y., S. Ide, A. Kato, K. Yoshida, C. Jiang, P. Zhai, 2025, Fault material 

heterogeneity controls deep interplate earthquakes, Science Advance, 11 (9), 

eadr9353. 

Nakajima, J., 2025, The Tokyo Bay earthquake nest, Japan: Implications for a subducted 

seamount, Tectonophysics 906, 230728. 
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２（３） 千島海溝沿いの巨大地震 

            

            「千島海溝沿いの巨大地震」総合研究グループ長 高橋浩晃 

               （北海道大学大学院理学研究院） 

     

はじめに 

千島海溝は地震活動が活発な地域であり，Ｍ８クラスの巨大地震が多く発生してきた。

津波堆積物の調査から，17世紀前半のＭ8.8程度の地震をはじめ，巨大な津波を伴う超巨

大地震が繰り返し発生してきたことが知られている。地震本部は，千島海溝でのＭ8.8程

度以上の超巨大地震の発生が切迫していると評価している。また，中央防災会議の被害

想定では，最大で約10万人の死者を推定している。 

前計画から始まった千島海溝沿いの巨大地震を対象とした総合研究グループは，今年

度から開始された第３次計画においても研究が継続されることとなった。総合研究グル

ープには６つの研究課題が関係しており，災害の軽減を下支えするような，地震現象の

解明・地震や津波の災害誘因予測・地震発生予測及び防災リテラシーに関する研究が総

合的に行われている。 

 

令和６年度の成果 

 函館市の観光地であるベイエリア西部地区を対象に，観光客を含めた避難困難地域の

分析を行ったところ，観光客が屋外を散策している昼間と，観光客が高層のホテル等に

滞在している夜間では，昼間の方が避難困難人口が2000人程度多いことが明らかになっ

た。また，同地区を対象とするＶＲ津波避難訓練を実施し，率先避難者の行動が他の避難

者に与える影響の分析を行った。日高管内新冠町において，観光客などの地理不案内者

を想定した津波避難集団実験を実施し，情報通信端末によって避難場所の位置などの地

理情報を取得できたとしても，適切な避難ルートを選択できないことが明らかにされた。

これは，たとえスマホの避難用アプリがあったとしても，その効果は限定的である可能

性を示す重要な結果である。地理不案内者が多い観光地においては，むしろ誘導員や地

域住民による率先避難が効果的であると考えられる（北海道大学［課題番号：HKD_06］）。 

 北海道・三陸沖後発地震注意情報に関する社会調査を北海道内の主要都市で継続的に

実施し，情報の認知度は30％程度であり，経年変化が見られないことが明らかになった。

また，この情報が発表された場合，６割近い人が50%以上の確率で後発の大地震が起こる

と考えている状況についても経年変化が見られないことが示された。国から公表されて

いる後発地震の発生確率（約1%）から大きく乖離している状態が続いている。また，2024

年８月に出された南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）に関して行われた社会調査

との比較から，実際に情報が発出されると多くの人がかなり正しい知識を持てるように

なることも明らかにされた（公募研究，関西大学 [課題番号：KOB013]）。 

 千島海溝沿いの巨大地震が地域の基幹産業である農業に与える経済被害の推計を実施

した。直接被害・間接被害及び非農業分野への波及効果を合わせると，数千億円規模の被

害が想定されることが明らかになった。また，畜産・酪農分野においてヒヤリング等を実

施し事前投資の費用対効果を推計した結果，事前対策が経済的な防災投資であることを

確認した（北海道立総合研究機構[課題番号：HRO_02]）。 
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 2019年から継続している根室沖でのGNSS音響結合式海底地殻変動を船舶とウエーブグ

ライダ―で実施し，これまで得られたデータを含めて解析を行い，各観測点での変位ベ

クトルを推定した。昨年度までと同様に，プレート相対運動と概ね一致する変位ベクト

ルが検出され，一定のレートで地殻変動が継続していることが明らかになった。海域と

陸域の地殻変動データを統合してプレート境界面でのすべり欠損の予備的推定を実施し，

海溝軸に近いプレート境界浅部においても強く固着している可能性が示された。また，

A-0-A方式による海底水圧計での観測を開始したほか，圧力媒体容量を小さくする技術開

発を行った（北海道大学[課題番号：HKD_07]，東北大学理学研究科[課題番号：THK_10]）

津波浸水予測の不確実性評価に向けて，データ同化を組み込んだ津波伝播・氾濫予測手

法の開発を開始した。移流効果を考慮した津波波形解析手法を開発し2003年十勝沖地震

を対象として性能評価を実施した。地震動予測の高度化に向け，千島海溝周辺で発生す

る地震の地震波放射特性の影響を検討し，地震動のフーリエスペクトルを予測するプロ

トタイプモデルの作成を行った（北海道大学[課題番号：HKD_07]）。岩手・青森沖のプレ

ート境界浅部の地震活動と地下構造の関係を精査し，繰り返し地震の発生数などが沈み

込む堆積物の厚さの海溝沿い分布に対応していることを明らかにした（東北大学理学研

究科[課題番号：THK_10]）。 

 

今後の展望 

前計画に引き続き，千島海溝沿いの巨大地震総合研究グループの研究が行われた。観

光業が重要な産業となっている地域での防災対策バリューを高める観点で，函館市観光

地での津波困難人口分析やＶＲ避難実験は重要な取り組みである。これまで情報の発表

が行われていない北海道・三陸沖後発地震注意情報については，現在では北海道内での

認知度は低いものの，2024年８月に出された南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の

社会反応調査から，情報発表時の社会への伝え方が重要である可能性が示された。社会

活動とのバランスを考慮し，適切な対応行動の事前準備について検討を行う必要がある。

一方，後発地震の発生頻度は世界的な地震発生状況から計算されたものであり，千島海

溝の地域的な地震活動特性は反映されていない。地殻活動を監視する技術的な側面での

研究開発を進め，統計的・経験的な評価手法を調査し，適切な防災情報としての発表方法

とともに検討を行う必要がある。 

北海道という地理的に独立した農業が産業基盤となっている地域の経済被害について

の試算が行われた。千島海溝の巨大地震による津波で港湾に被害が出ると，北海道の物

流の９割を占める海運に支障が発生し，発災直後の支援活動をはじめ，農業分野をはじ

め全道のサプライチェーンに長期的な影響が出る可能性がある。産業連関分析等に基づ

く経済被害の分析を進め，日本海側港湾の活用を含めた代替輸送や，高規格道路網の循

環化などの影響回避策を検討する必要がある。 

根室沖での海底地殻変動観測の結果から，津波を効率的に励起するプレート境界浅部

での強い固着が明らかになりつつある。今後，十勝沖や青森県東方沖での固着状況の把

握を進めるとともに，被害想定の観点からも千島海溝南部と日本海溝北部が連動するシ

ナリオの可能性を検討する必要がある。また，津波避難を確実なものにするため，地震動

や津波浸水の事前想定の高度化を着実に進めるとともに，現在のハザード想定の妥当性

を再点検し，津波避難計画のロバスト化を進めることが望ましい。 
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千島海溝沿岸では現在，津波避難タワーなどの整備が進んでおり，ハード対策には進

捗が見られている。今後は，整備されつつある施設を最大限に生かすためのソフト対策

が一層重要になってくる。災害は稀にしか起こらないため，大津波警報や北海道・三陸沖

後発地震注意情報を実際に経験する機会は極めて少なく，情報の伝え手側も受け手側も

双方が，それらの情報に初見で接するなかで対応を迫られる。大津波警報のような，人生

で一度あるかないかの情報に遭遇した場合，住民は避難という普段の生活からの思い切

った行動変容を瞬時に起動する必要がある。緊急時の情報の伝え手側である放送事業者

とアナウンサーも，これまで経験したことがない中で住民に「ことば」を打ち込み，津波

避難を促すことが求められる。津波避難という行動変容には，伝え手側，受け手側双方の

ファクターが影響する。一発勝負である緊急時の情報の伝え方については，あらゆる年

齢や立場の住民に対して，アナウンスの言葉やテレビのテロップなどにおいて，誤解や

齟齬・勘違いが生じないよう，細心の注意と周到な準備が必要である。情報の受け手側で

ある地域の住民と，伝え手側である放送事業者との直接的なリスクコミュニケーション

が必要であり，「減災のテトロヘドロン」を実践するアクションリサーチを通じて地域防

災力を継続的に高めていく取り組みが望まれる。 
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図１．北海道・三陸沖後発地震注意情報の認知度 

 

 

図２．千島海溝総合研究グループの作業分解構造図 
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２（４） 内陸で発生する被害地震 

            

        「内陸で発生する被害地震」総合研究グループ長 岡田知己 

                           （東北大学理学研究科） 

     

 

内陸の地震は，人間の生活圏の近くで発生するため被害が大きくなりやすく，過去に

も多くの被害地震が内陸で発生している。そこで本計画では，陸域で発生する被害地震

を新たな総合的研究の対象とする。内陸域の大規模地震や群発地震の発生要因，強震動

発生メカニズム，歴史地震の研究を通じて，いくつかの地域において今後発生が想定さ

れる地震像を提示し，それに基づく強震動等の災害誘因予測を目指す。また，浅部地盤構

造調査や構造物モニタリング調査に基づき，リスク評価手法の研究にも取り組む。さら

に，社会との情報共有によるリスク低減の方法も検討する。  

 

５．分野横断で取り組む地震・火山噴火に関する総合的研究 

（４）内陸で発生する被害地震 

内陸やプレート境界上盤，日本海東縁地域で発生する大規模地震や群発地震を対象と

して，文理融合の取組を含めた総合的研究を実施した。地震に伴う災害について，応力や

地殻内流体の時空間変化と地震活動との関連性の研究，断層近傍の強震動発生メカニズ

ムの研究，歴史地震の研究とその成果を考慮しつつ，リスク評価手法の確立を目指した。

都市圏，近年の大規模地震の発生域周辺，群発地震など活発な地震活動域，プレート境界

大地震の発生前後の内陸地震活動域など，高いリスクを生じうる領域において，それぞ

れの特色に合わせた重点的な観測研究が行われた。さらに，内陸地震を対象とした長期

予測，中短期予測，災害誘因予測手法の開発に向けた研究が行われた。また，計画期間に

発生した内陸被害地震として，2024 年能登半島地震の各種調査が機動的に実施された。

2025 年１月 29 日にグループの研究集会を行い，2024 年能登半島地震についての各課題

の成果や各地域での研究成果と手法を共有することで，現象の包括的理解を図った。 

 

１）2024 年能登半島地震に関する成果 

１－１．能登半島地震に関する臨時観測の実施 

能登半島における臨時観測（GNSS 地殻変動観測，電磁気観測，地震観測，ひずみ観測）

を継続して行った（図１，京都大学防災研究所[課題番号：DPRI10]，平松・他, 2024，東

北大学理学研究科[課題番号：THK_11]）。電磁場連続観測については，磁場参照点の整備

を進めた（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI10]，Yoshimura et al., 2024）。 

 

１－２．余震分布や先駆的活動の震源分布 

2024 年能登半島地震は，群発地震が微小亀裂を通じて深部から浅部に移動し，大断層

に浸入した周辺から開始したことが示された（図２，東北大学理学研究科[課題番号：

THK_11]，Yoshida et al., 2024）。 

計算コストの高い高精度震源再決定を，低計算コスト・準リアルタイムで行うアルゴ

リズムを作成し，能登半島の群発地震に適用した（図３，東北大学理学研究科[課題番号：
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THK_11]，Matsumoto and Yoshida, 2024）。 

 

１－３．断層モデルおよび余効変動 

臨時観測点，GEONET 観測点，ソフトバンク観測点記録を用いた GNSS 地殻変動観測によ

り，M7.6 能登半島地震後の余効変動を粘弾性緩和と余効すべりにより説明し，将来の変

動を予測した（図４，京都大学防災研究所[課題番号：DPRI10]）。 

ソフトバンク独自基準点データを含めた稠密 GNSS データの有効性の検証のための研究

を進めた。その一例として，2024 年能登半島地震後の余効変動において，佐渡島西方に

おいて余効すべりが卓越している可能性を指摘した（図５，図６，東北大学理学研究科

[課題番号：THK_11，THK_12(観測研究基盤部会)]，大館・他，2024）。 

 

１―４．地表地震断層の考察 

能登半島地震の際の地表地震断層を考察した。令和５年度に実施した熊本地震の地表

変位の再検討の結果，地震後に現地調査により確認された地震断層変位量が，周辺数百

メートルの変形を捉えておらず，過小評価になっていたことを再確認した。その割合は

最大２倍に及ぶ可能性があることを念頭においた。能登半島北岸沖断層は海底にあるた

め地形調査をすることができないが，20 km程度南方の志賀町の，富来川南岸断層に沿っ

て地震断層が現れたことを確認した。地震直後に変位が確認された場所は限定的で，盛

土の変形を地震断層と誤認しているとの批判もあったが，５月までの再調査により，3 km

以上の範囲に南方隆起で左横ずれを伴う変形が生じたことが確実であることが判明した

（名古屋大学環境学研究科[NGY_06]，鈴木・渡辺，2024）。ずれの量は縦ずれ・横ずれと

も見かけ最大30～40 cmである。また注目に値することは，この断層線近傍の建物被害が

激しいことであり，この程度の地震断層でも何らかの強震動発生に寄与した可能性があ

る。富来川南岸断層はこれまで北陸電力による反射法地震探査で南方へ45度程度で傾下

する逆断層であることが判明している。またその後の写真判読調査により，その北東方

では従来富来川断層と呼ばれていた断層に続くことがわかり，総延長は10 kmを超える可

能性が高いことが判明した。なおこの断層の地震時の活動は，活断層固有の変位ではな

い。断層面に沿う余震活動は乏しく，本震時のみの付随的な活動であったと考えられる。 

 

１－５．震源域の応力場と断層のすべりやすさの関係 

2024 年能登半島地震（M7.6）やそれに関連する断層群の応力場に対するすべりやすさ

の評価を行なった。M7.6 地震や関連する断層群は，いずれも高い Slip Tendency の値を

示すことから，M7.6 地震前の応力場に対してすべりやすい傾向にある。能登半島地震は

複数の断層が連動破壊した地震であると推察される. 各断層のすべり履歴などの他の要

因を考慮する必要はあるが，連動破壊や余震としての遅れ破壊を起こしても不自然でな

い条件（例えば，カイコウラ地震：Matsuno et al., 2022）にあった/あると推察される

（東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]，田上・岡田，2024）。 

 

１－６．震源域陸域の地震波速度構造 

Okada et al. (2024)の地震波速度構造を用いて2024年能登半島地震および関連する

地震の震源決定を行った。低ブーゲー重力異常域の直下・2024年M7.6地震震源や2023年
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M6.5地震震源及びそれらの余震・断層モデルの深部に，高Vp,（低Vs,）高Vp/Vs領域が確

認できる。また震源域付近は低Vp，低Vp/Vsとなっている。高Vp,（低Vs,）高Vp/Vs領域の

原因として第三紀に形成されたカルデラの古いマグマ溜まりが考えられる。それを経由

し，周囲への水の移動により，地震活動が発生するとともに，震源域付近に長期の地震活

動と関連した水と共に移動したSiO2が濃集した低Vp，低Vp/Vsの領域が示唆される（図７，

東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]，岡田・2024年能登半島地震陸域余震観測グルー

プ，2024）。 

能登半島の群発地震発生域において，2023 年に実施した地震計ノードを用いた稠密地

震観測データに常時微動表面波トモグラフィーを適用し，2024 年能登半島地震及び先行

した群発地震を規定した不均質構造を明らかにした。また，能登半島地震陸域余震域を

カバーする稠密地震観測を新たに実施した（東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]，髙

木・他, 2024）。 

 

１－７．応力降下量や応力テンソル解析による流体の影響の評価 

能登半島北東部の群発地震の静的応力降下量の時空間分布や震源メカニズム解および

応力テンソルの解析から群発地震活動における流体の影響を評価した（京都大学防災研

究所[課題番号：DPRI10]，Fukuoka et al., 2024, Takano et al., 2024）。 

 

１－８．地震に伴う地震波速度構造の時間変化 

臨時観測網のデータも用いて常時微動に伴う地震波速度の時間変化について検討を行

なった（東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]，Paris et al., 2024）。 

 

１－９．地震による誘発地震 

M7.6 能登半島地震による日本列島での誘発地震活動を調査したところ，火山地帯を中

心に広域にわたり誘発地震が確認された（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI10]，An 

et al., 2024）。 

 

１－10．人材育成と内陸地震発生時への対応 

 これまで余震観測の経験のない若手研究者に，M7.6 能登半島地震の臨時余震観測調査

に同行してもらい，地震計設置に関する技術を現場で継承した。なお，余震観測は他機関

と協力して行った（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI10]，平松・他, 2024）。 

 

１－11．能登半島地震を対象としたリスクコミュニケーションモデル構築 

能登半島北東部の群発地震の群発地震および令和６年能登半島地震に関する総合調査

の成果を被災自治体および地方気象台と共有し，意見交換を行なった（京都大学防災研

究所[課題番号：DPRI10]，平松，2024a，2024b，2024c，2024d；平松・他，2024）。 

能登半島地震で被災した学校及び地域を訪問し，地震発生時の避難行動，避難所運営，

心のケアに関するヒアリングを実施した。これは，住民らの地震活動に関する理解を醸

成するためのリスクコミュニケーションモデル構築に向けた基礎資料となる。 

 

１－12．その他関連する他部会の成果 
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史料・考古部会では,1729 年能登半島の地震の余震について地震後２週間は有感の余震

（気象庁震度２以上）が継続した可能性を示した（東京大学地震火山史料連携研究機構 

[課題番号: HMEV01, HMEV02]）。 

現象解明部会では, 以下の成果があった。事前情報をもとに構築したモデルを用いて，

動的破壊シミュレーションを実施し，本震時観測記録と比較検証した（東京大学理学系

研究科[課題番号：UTS_04]）。能登半島地震の余震について三次元速度構造を考慮した

CMT解析, および地震直後の短時間（１時間程度）の地震動からその後の揺れを予測する

手法の改良, が実施された（防災科学技術研究所[課題番号：NIED02]）。能登半島地震の

解析として（１）三次元速度構造を用いた震源際決定，（２）アレイデータを用いたバッ

クプロジェクション解析，を実施した（産業総合技術研究所[課題番号：AIST06]）。 

観測研究基盤部会では，能登半島東端に設置した臨時地震観測により，直前の前震活

動と本震との関係の検討が行われた（九州大学[課題番号：KYU_04]）。 

 

２）東北地方における成果 

２－１．東北地方から北海道にかけての日本海東縁地域および内陸地域の応力場と断層

のすべりやすさとの関係 

日本海東縁地域の断層は応力場に対してすべりやすい面である一方，内陸地域の断層

は応力場に対してすべりにくい面であるが高間隙圧流体によりすべりを起こしている可

能性を指摘した（図８，東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]，Tagami et al., 2024）。 

 

２－２．浅部構造の把握に基づく断層の描像の高度化 

前計画に引き続き，宮城県仙台平野南部の重力異常探査から得られた断層の構造につ

いて仙台湾を含む周辺の断層分布を含めて考察・精査を行なった（東北大学理学研究科

[課題番号：THK_11]）。 

 

２－３．東北地方南部の比抵抗構造 

山形-福島群発地震域を含む広域的地殻比抵抗構造の再解析を行い，山形-福島群発地

震域が Fault-Valve モデルで調和的に解釈できることを突き止めた。それを反映して群

発地震に直接到達するような流体イメージは確認できなかった（東北大学理学研究科[課

題番号：THK_11]，若尾・他，2024）。 

 

２－４．2011 年東北沖地震の余効変動からみた,日本東北地方の第四紀火山周辺における

低粘性層（LVZ）の３次元レオロジー推定 

地質学的・地球物理学的研究により，日本東北地方の第四紀火山の地下には低粘性層

（LVZ）が存在することが示唆される。そのような LVZ は，2011 年東北沖地震の前後に局

所的な地殻変動を引き起こす可能性がある。５つの第四紀火山（秋田駒ヶ岳，栗駒山，蔵

王山，吾妻山，那須岳）周辺の低粘性層（LVZ）のレオロジーを理解することを目的とし

て研究を行った。その結果，これら５つの火山周辺で，約 80 km 幅の局所的なひずみ収

縮が確認された（図９，図 10，東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]）。 

1) LVZは深さ15 km付近で狭く（幅20–40 km），深さ55 km付近で広く（幅80–100 km）な

る。 
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2) LVZ の粘性: 

遷移粘性: 1017  Pa・s 

定常粘性: 約 1018 Pa・s 

3) LVZ の形状と粘性の変動は，火山フロントに沿った弧に平行なレオロジーの不均質

性を示唆する。また，Cenozoic（新生代）のカルデラ分布および熱流量の分布と整合

性を示すとともに，短波長のひずみ速度の観測結果と整合する。 

 

２－５．その他関連する他部会の成果 

史料・考古部会からは，1894 年庄内地震の被害の検討が行われた（東京大学地震火山

史料連携研究機構[課題番号：HMEV01，HMEV02]）。 

 

３）京都府南部を対象とした調査 

３－１．DAS を用いた研究 

分布型音響センシング技術である DAS を用いて測定した地震記録を解析した。下部地

殻に存在すると考えられている地震波反射帯の構造を推定（図 11，京都大学防災研究所

[課題番号：DPRI10]，Miyazawa，2024）したほか，DAS の振幅記録から震源メカニズムを

求めることに成功した（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI10]，船曵・宮澤，2024）。 

 

３－２．その他関連する他部会の成果 

史料・考古部会において，京都府南部をはじめとした全国の発掘調査で検出した「地震

痕跡」について，「全国遺跡大規模地震痕跡データセット」の公開が 2025 年１月 24 日

より始められた（奈良文化財研究所[課題番号：NAB_01]）。 

 

４）震源の物理や断層形成に関わる成果 

 

４－１．観測に基づく震源物理に関する成果 

近地地震波形の単純な時間積分に基づき，直接的に中小地震（Mw3.3-5.0）地震の破壊

過程の複雑性・多様性を明らかにした（図12，東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]，

Yoshida，2024）。 

近地波形と合成波形の比較により，地殻浅部の減衰を評価．深さ 4 kmに，従来考えら

れていたよりも強い減衰を検知した。改訂した減衰構造により中小地震の放射エネルギ

ーに成功した（図13，東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]，Yoshida et al.，2024a）。 

 

４－２．室内実験および数値シミュレーションによる摩擦・破壊過程 

室内実験結果より，摩擦特性に対する間隙水の影響は，間隙圧のような力学的なもの

だけでなく，岩石－水反応による化学的な過程も重要であることが，摩擦すべりに伴う

ＡＥ活動の解析から明らかとなった（図 14，東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]，

Yabe，2025）。 

深部スロー地震発生域に存在すると考えられる泥質片岩の高温高圧変形実験をおこな

った（図 15，東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]）。実験条件は温度 480˚C，封圧

1000 MPa と 1250 MPa，ひずみ速度 3x10-4 /s，間隙水圧は 0 MPa (乾燥条件)から 800 MPa
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である。間隙水圧の上昇とともに泥質片岩の強度は減少し，ピーク応力から定常応力に

いたる応力降下速度も減少した。 

接触面の凝着状態を表す「構造」発展則パラメータを変化させることで「安定すべり」

から「stick-slip」までを表現できる上下負荷面摩擦モデルを，接触力境界条件として導

入した動的一相系微小変形弾性解析法を開発した。これを単純せん断場に適用した結果，

法線応力の非一様化に伴う局所的すべりの促進／抑制により，すべり伝播過程が現れ波

動が生成されること，初期値境界値問題の帰結として局所的な摩擦力変動／応力再配置

が評価可能であることなどを示した（名古屋大学環境学研究科[課題番号：NGY_06]，安

池・他，2024）。 

 

４－３．その他関連する他部会の成果 

中短期予測部会からの成果として， ｂ値を用いた大地震確率の短期予測について， 大

きな地震が発生した直後から，さらなる大地震の短期的な発生確率を迅速に自動更新評

価するスキームが提案された（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_12]）。 

 

５）災害誘因評価・強震動予測に関する成果 

５－１．断層の浅部形状やパラメータ決定の効果に関する研究 

変動学的知見等を踏まえた詳細な地表地震断層の属性を組み入れたモデルに基づく強

震動計算の高度化に資するため，今年度は地震調査委員会「2016 年熊本地震の観測記録

に基づく強震動評価手法の検討について（中間報告）」で検討された断層モデルに対し

て，断層浅部に詳細な地表断層形状を反映させ，強震動の試算を行った。さらに，断層モ

デルのパラメータの不確実性が断層近傍強震動に与える影響を見積もるため，断層パラ

メータ（断層面積，地震モーメント，アスペリティ面積比）を確率変数として確率密度関

数によって表現した断層パラメータの設定方法を検討した。単純なケースについての強

震動試算によりパラメータの分布が強震動のばらつきに与える影響を調べた(名古屋大

学環境学研究科[NGY_06])。 

 

５－２．その他関連する他部会の成果 

災害誘因評価・即時予測部会では， 静岡県森町における地すべり地域において 2020 年

10 月から 2022 年５月まで実施した地震計アレイによる観測記録の解析が行われた（名

古屋大学環境学研究科[課題番号：NGY_04]）。 

 

６）アウトリーチ活動 

アウトリーチ活動は総合的研究グループの活動として重要であると捉えている。１－

11．において述べた京都大学防災研究所[課題番号：DPRI10]による能登半島地震関連の

活動以外に以下の活動を行った。 

東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]では，2024 年青森県陸奥湾の地震に関し，青

森県からの要望を受けて，仙台管区気象台と共同で，青森県知事立会いのもと地震活動

に関する解説を行なった。内陸の有感地震が頻発した場合には地方気象台・管区気象台

への問い合わせも多く寄せられており，対応を協力して行なっている。これまで，仙台管

区気象台との定期的な意見交換をメール等で月１回程度実施してきたが，今年度からは
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年３回の対面での意見交換を開始した。教員・学生等の研究発表も行い，本課題による成

果も適宜，仙台管区気象台に提供しているとともに研究者育成の機会としている。また，

2024 年 12 月３日に東京大学地震研究所サイエンスカフェにおいて，「内陸地震」に関す

る話題提供を行った。 

名古屋大学環境学研究科[課題番号：NGY_06]では， 屏風山・恵那山断層帯及び猿投山

断層帯（恵那山－猿投山北断層帯）が活動した場合に被害が発生し得ると考えられる東

濃地域および尾張・西三河地域を対象に実施した不確実性を有する活断層情報の提供の

あり方を検討するためのアンケート調査結果を解析し論文化した(橋冨・鷺谷，2024）。

また，同断層帯が活動した場合の震度予測をもとに，電力と石油燃料の供給について検

討した。電力については，当該地域に立地する基幹送電網（公称電圧 500kV および 275kV）

を構成する鉄塔の位置データ（別プロジェクトで作成）をもとに震度別曝露基数を既存

の地震シナリオ別に明らかにした。また，石油燃料については，住民拠点 SS の震度別曝

露数を確認した。 

 

これまでの課題と今後の展望 

当グループにおいては，2024 年能登半島地震を「被害を伴う内陸地震」として，グル

ープや関連する部会の課題において精力的に研究が行われた。その結果，2024 年能登半

島地震が複数枚の断層の連動破壊であることやその先駆的群発地震活動も含めて流体が

関与することが指摘された。一方で，先駆的群発地震活動と本震との関わりや長期的な

地殻変動・地殻構造形成と地震活動や地震時すべり・余効すべり等の短期的地殻変動の

関連など未だ不明な点は多い。 

引き続き，2024 年能登半島地震発生前の前駆的活動の特徴を詳細に調べる。2024 年度

に実施した能登半島地震余震域の稠密地震観測データを活用し，2024 年能登半島地震の

複雑なすべり分布・余震分布を規定した地下の不均質構造を明らかにする。 

比抵抗構造と地震波速度構造はそれぞれ地下の流体の分布・状態を知るための重要な情

報である。再解析した比抵抗構造と地震波速度構造の相互比較から定量的な流体量の推

定を試み，地殻のレオロジー構造についての足掛かりとする。一方，ソフトバンク独自基

準点データを含めた稠密 GNSS データを活用した能登半島地震の余効変動や注目すべき領

域やさらに全国的な高精細なひずみ分布マップの推定ともに，内陸のレオロジー不均質

性を考慮した地殻変動解析及びモデル化を進めることで，内陸の時空間変動場の理解を

進めるとともに，地震活動との関係も探っていく必要がある。 

観測に加えて，実験でも間隙水圧の影響を検討していく必要がある。泥質片岩の強度・

すべり速度と間隙水圧との関係について，来年度は，より幅広い有効圧力下での泥質片

岩の高温高圧変形実験をおこなう予定である。特に高封圧下（>1250 MPa）や高間隙水圧

下（>900 MPa）での変形実験を実施する予定である。高温高圧下での岩石の変形挙動を理

解することにより，地球内部で発生している多様な断層すべり挙動についての理解を深

めたい。 

地震断層近傍の強震動は内陸地震の被害原因として重要であり，そのメカニズムを解

明して事前予測可能にすることは被害軽減に大きく貢献するものである。予測の不確実

性に関する検討やその防災への反映方法も含め，分野連携で取り組む。 

対話的・双方向的リスクコミュニケーション・モデルを提案するために，能登半島にお
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いて地球科学的観測を継続し，現象の解明と市民シンポジウムの開催をいくつか時期・

場所・会場等でおこなう予定である。また，リスクコミュニケーション・モデルの検証と

フィードバックを，阿武山地震・防災サイエンスミュージアム等の他地域でも，それぞれ

での調査研究結果を活用して行い，災害の軽減に貢献することを目指す。 
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図１．能登半島における臨時観測点地図（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI10]） 

令和6年度における本研究課題に関連する臨時観測点。 
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図２．2024年能登半島地震の震源時空間分布 

（東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]，Yoshida et al., 2024b） 

 

 

図３．準リアルタイム処理による2024年能登半島地震の震源分布 

（東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]，Matsumoto and Yoshida, 2024） 
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図４．能登の粘弾性緩和から予測される変動（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI10]） 

モデルに基づく10年後の変動の予測。全体的に北西方向への水平変動が見られるほか，地震時に

隆起した能登半島北部全体がゆっくりと沈降する。 
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図５．稠密GNSS観測に基づく2024能登半島地震後の佐渡島西方沖における余効すべり（１） 

（東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]，大館・他, 2024） 

 

 

 

図６．稠密GNSS観測に基づく2024能登半島地震後の佐渡島西方沖における余効すべり（２） 

（東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]，大館・他, 2024） 
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図7.能登半島北東部の地震波速度構造（東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]，岡田・2024年

能登半島地震陸域余震観測グループ, 2024,） 

(a) 深さ 18km の Vp/Vs 分布。赤点線の楕円は低重力異常域を示す。白星，黒星，赤星はそれ

ぞれ 2023 のM6.5 の地震，2024/1/1 16:06 M5.5 の地震，16:10 能登半島地震の震央を示す。 

白は M7.6 発生前の地震，黒は 7.6 発生後の地震を示す。(b) Vp/Vs の C-C’鉛直断面図。破

線の丸は高 Vp，高 Vp/Vs 領域，破線の四角は低 Vp，低 Vp/Vs 領域を示す。(c) (b) に 3 つ

の断層モデルを重ねて示す。赤線は日本海プロジェクトによる断層モデル 5)．紫は国土地理院

によるモデル（2024/1/30 付）。青は太田・山田 (2024)  による断層モデルを示す。(d)Vp の 

C-C’鉛直断面図。灰色は M7.6 発生前の地震。黒は 7.6 発生後の地震を示す。 (e) は (b)に 

3 つの断層モデルを重ねて示す。(a) の赤四角は使用した観測点を示す。
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図８．日本海東縁地域と東北地方内陸地域における断層面と応力場との関係（東北大学理学研究

科[課題番号：THK_11]，Tagami et al., 2024） 

(A) 実際に地震を起こした断層面。矢印は傾斜方向を示す。(B) 赤三角はSlip Tendencyの大き

な節面と実際の断層面が合うもの，桃三角はどちらの節面もほぼ同じはSlip Tendencyを持つも

の，青三角はSlip Tendencyの小さな節面と実際の断層面が合うもの。オレンジおよび緑の小丸

は活火山と第四紀火山をそれぞれ示す。 
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図９．2011年東北沖地震の余効変動による３次元レオロジー推定（１） 

（東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]) 

 

 

 

 

図10．2011年東北沖地震の余効変動による３次元レオロジー推定（２） 

（東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]) 
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図11．京都国道９号のDAS観測による地下構造推定（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI10]） 

京都国道９号沿いの光ケーブル（左図）を利用したDAS観測によってとらえられたM2.8地震の記

録（右図）。後続波として下部地殻からの反射波が記録されており,屈曲しながら北傾斜する低速

度の反射帯（中図）によるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

図12．中小地震の破壊過程の複雑性と多様性 

（東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]，Yoshida，2024） 
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図13. 地殻浅部の減衰構造評価(東北大学理学研究科 

（[課題番号：THK_11]，Yoshida et al., 2024a） 

 
図14. 摩擦特性に対する間隙水の影響（東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]，Yabe，2024）  

(a)石英ガウジの摩擦すべりに伴うAEのｍ値と (b) ガウジ内の真実接触点の強度回復率（速度

状態依存摩擦則の発展項）b1の湿度依存性。湿度は水蒸気分圧で評価し，飽和濃度（Wet）の水

蒸気分圧は1013hPaとした。(c) AEのｍ値とb1の関係．水が気相（水蒸気）で存在しているとき

はｍ値とb1は負の相関（相関係数 -1）を示すが，液相の水があると，両者の関係は顕著に異な

る。 
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図15．深部スロー地震発生域に存在すると考えられる泥質片岩の高温高圧変形実験 

(東北大学理学研究科[課題番号：THK_11]) 
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２（５） 大規模火山噴火 

            

                 大規模火山噴火総合研究グループ長 中道治久 

                          （京都大学防災研究所） 

 

 

大規模火山噴火の想定に基づき広域避難計画が立案されつつある桜島及び富士山を主

対象として，現象解明から避難や帰還に関わる課題までを視野に入れた総合的研究を行

う。大規模火山噴火の予測に重要なマグマの移動と蓄積を捉えるため，各種の観測・調査

に基づくマグマ供給系の理解を深化させるとともに，活動推移モデルの構築を進める。

噴火規模の予測と噴火発生直後の噴出物の即時把握を軸とした災害誘因予測の研究を進

展させる。大規模火山噴火時の観測手法・通信手段の開発，広域避難時の自治体間連携

や，避難後の被災地への帰還や移住のための意思決定のあり方などの研究に取り組む。

なお，本研究で対象とする大規模火山噴火は，VEI で４から５程度を想定している。 

 

本総合研究グループには８の研究課題があり，上記の研究について以下の項目毎に研

究課題の成果の概要を述べる。 

 

１）マグマ供給系の理解と活動推移モデルの構築 

マグマが地下に蓄積して，上昇し，噴火に至るまでの現象の理解を進めるとともに，そ

れに伴って火山活動が推移していくパターンから活動推移モデルの構築が必要である。

そのために，火山活動と噴火機構の解明とモデル化，また火山噴火を支配する地下構造

の解明を行う必要がある。 

桜島では 2022 年 12 月以降に振幅の大きな火山性微動の発生が継続し，2023 年１月に

は昭和火口において噴気が増大した。そして，2023 年２月から８月には南岳山頂火口お

よび昭和火口の双方の噴火が発生した。このような噴火活動の分岐現象を理解するには，

双方の火口の下におけるマグマの挙動の理解が欠かせない。そこで，昭和火口の噴火が

始まる前のミュオグラフィデータの解析を行い，2023 年２月の噴火前に昭和火口直下の

火道内の密度の上昇を明らかにし，マグマが昭和火口近傍に上昇してきたと解釈した（東

京大学地震研究所[課題番号：ERI_19]，Oláh et al., 2024）。また，南岳山頂火口直下

の密度が高い時には昭和火口直下の密度が低く，南岳山頂火口直下の密度が低い時には

昭和火口直下の密度が高くなっていることも分かった（東京大学地震研究所[課題番号：

ERI_19]，Oláh et al., 2024）。 

桜島の火山活動を評価するために各種観測データを整理した。2022 年から 2024 年は

それ以前よりも火山構造性地震の頻度が増えていること，そして GNSS および伸縮計の記

録から，桜島へのマグマ供給の増加が示唆される。そして，2022 年から 2024 年は南岳山

頂火口の活動期であり，噴火回数および火山灰量ともに昭和火口噴火期（2009 年〜2016

年）および 2017 年〜2021 年の南岳山頂火口噴火期より１桁少ないが，火山ガス量は同程

度を維持していることから，マグマからのガス放出が卓越していることが分かった（京

都大学防災研究所[課題番号：DPRI11]）。 

桜島おいて，多項目の定常的およびキャンペーンの観測を及びデータ解析を行った（京
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都大学防災研究所[課題番号：DPRI11]）。2014 年以降に継続的に海底地震観測を行ってお

り，震源とメカニズム解の精度の向上が確かめられた。また，2024 年８月８日の日向灘

地震（M7.1）直後に，若尊カルデラ域で群発地震が確認された。毎年秋に桜島で水準測量

と重力測定を行っており，2007 年頃から桜島中央部にて顕著な地盤沈降とともに重力増

加が継続していることから，年間約 1010 kg の質量増加が推定された（京都大学防災研究

所[課題番号：DPRI11], 八木・他, 2024, 風間・他, 2024）。また，噴火に前後する地盤

変動と二酸化硫黄放出量の関係を精査することによって，噴火直前の単純な閉塞・ガス

圧上昇モデルでは説明しきれず，深部からのガス供給や閉塞過程を含めた複雑なシステ

ムの検討が必要であることが分かった（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI11]）。 

マグマの蓄積，上昇そして噴火を理解するためには，マグマ溜まりから火口までにか

けての地下構造の情報を知る必要がある。そこで，桜島島内 35 地点において広帯域 MT 観

測を実施し，比抵抗構造を精緻に得るための高品質のデータを収集した（京都大学防災

研究所[課題番号：DPRI11]）。 

大規模火山噴火を駆動するマグマの蓄積条件や上昇過程およびそれらと地表現象の対

応関係に着目し，大規模噴火における噴火様式遷移の支配要因を明らかにする研究を進

めている。浅間山天明噴火の噴出物の物性分析，組成分析，岩石組織の解析，そして石基

ガラスの含水量の定量を行い，マグマ上昇過程と地表現象との対応関係を考察した。そ

して，火砕流由来の噴出物で気泡数密度や石基ガラス含水量が顕著に大きな値を示すこ

と，すなわちマグマの減圧率が増加し破砕深度が増加した可能性を示し，噴火様式遷移

がマグマの減圧率（上昇速度）や脱水プロセスに強く影響を受けていることを見出した

（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_18]）。 

富士山の噴火事象系統樹を精緻化するために，詳細な噴火履歴およびマグマ供給系の

描像が必要である。富士山において，テフラ層序を精緻化するために，馬伏川岩屑なだれ

堆積物の調査から，堆積物の中にある多数の埋もれ木（木片を伴う空洞）の存在を明らか

にし，方位分布から岩屑なだれの流下および定置における木片の集積プロセスを推定し

た（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_18]，山梨県富士山科学研究所[課題番号：

MFRI02]）。 

富士山の想定火口域は広域であるため，実際の噴火に前駆するマグマ貫入を検知する

ことは重要である。そのため，多角的な地球物理学的観測を行っている。今年度は，超伝

導重力計と絶対重力計の並行観測，相対重力計の検定観測，深部低周波地震の波形クラ

スタリング解析を実施した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_18]，山梨県富士山科学

研究所[課題番号：MFRI03]）。 

 

２）火山災害誘因ハザード評価手法の高度化 

災害誘因となる火山噴出物の把握と予測を行うことは，火山噴出物による災害軽減に

必須である。そこで，降下火砕物による土石流の把握手法の開発のために，2024 年の梅

雨期に桜島の野尻川と有村川において DAS 観測を実施し，土石流監視に用いられている

ワイヤーセンサーにて検知されるよりも多くの土石流を検知することに成功した（京都

大学防災研究所[課題番号：DPRI11]）。富士山を対象にして噴火口の即時特定のために空

振アレイ観測を開始した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_18]，山梨県富士山科学研

究所[課題番号：MFRI03]）。 
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３）火山災害誘因とリスク認識向上と避難意思決定あり方検討 

1955 年以降の桜島の噴火データにもとづいて，将来発生しうる大規模噴火シナリオを

推測し，火山灰の輸送・拡散シミュレーションから，火山灰降下リスク評価を行った（京

都大学防災研究所[課題番号：DPRI11], Rahadianto et al., 2024）。桜島火山観測所の

一般公開参加者アンケート調査から火山観測施設が有する希少性と非日常性が参加者の

興味を引きつけることを指摘した（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI11], Nakamichi, 

2024, Sakamoto and Nakamichi, 2024）。 

 

４）火山噴火災害に伴う大規模広域避難に関する研究 

大規模火山噴火に伴う避難は必然的に大規模広域避難となることが予想される。そし

て，桜島や富士山では大規模広域避難に関する研究は喫緊の重要課題となっている。火

山噴火時の大規模広域避難に関する意思決定に伴うジレンマについて，地域住民が主体

的に学ぶことができるゲーム型の教材「クロスロード（富士山噴火版）」のパイロット版

を作成し，富士山北麓地域の学校などで施行した（京都大学防災研究所[課題番号：

DPRI12]）。また，桜島の大規模噴火を想定しての大規模広域避難に関わる住民の意思決

定を支援するためのガイドブックを，複数回実施してきた住民ワークショップの成果を

もとにして作成し公開した（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI12]）。 

大規模火山噴火が発生した時に，複数の自治体が連携して広域的な対応が求められる

政策課題について，桜島大正噴火の文献調査により検討した（兵庫県立大学大学院減災

復興政策研究科[課題番号：HYG_02]）。その結果，噴火中に発生した桜島地震（M7.1）と

毒ガス発生デマ情報によって，鹿児島市街地でパニックが起こり約２万人が広域避難し，

災害対応が困難な状況になったことが分かった。また，深刻な被害のため鹿児島県が中

心となり国と近隣県との調整によって移住政策が進められたことが分かった。日本では

近年は大規模噴火が発生していないため，海外の大規模噴火事例としてインドネシアの

レウォトビ・ラキラキ火山噴火を事例として，関係省庁と自治体の連携による災害対応

について聞き取り調査をした（兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科[課題番号：

HYG_02]）。そして，事前の防災計画に定められている機能別に関係機関が連携して対応

し，災害対応情報はダッシュボードを活用して共有されていることが分かった。 

火山噴火災害を軽減するには火山ハザードの理解とリスク認識が必要である。そこで，

登山者のハザード理解とリスク認識を定量化するための標準的質問紙調査表を設計して，

富士山の日本人と外国人の登山者を対象に質問紙調査をおこなった（山梨大学[課題番

号：YAM_01]）。そして，火山情報を事前に確認していた登山者は日本人で 14%，外国人

で 19%であり，噴火警戒レベルという用語を日本人の７割，外国人の５割が認知していた

ことが分かった。 

 

５）大規模火山噴火時の通信手段の開発 

大規模火山噴火といった広域に影響のある災害時には，商用通信が途絶する可能性が

高い。そこで，自前で災害時においても利用可能な通信手段を持つことは，大規模火山噴

火時において観測を継続するためには欠かせない。今年度は，桜島において通信実験を

行い，低軌道衛星通信（Starlink）および 920MHz 無線 LAN（Wi-Fi HaLow）は大規模災害
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時の通信・データ伝送手段として実用化できる可能性があることを確認した（京都大学

防災研究所[課題番号：DPRI11]）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

今年度から開始された観測研究計画において，はじめて大規模火山噴火総合研究グル

ープが結成された。これまで 10 年の観測研究計画では，前身の総合研究グループは桜島

を主対象としていた。しかし，国内外の火山の大多数が大規模火山噴火が起こる可能性

のある火山であり，大規模火山噴火の研究対象は桜島だけではない。一方，大規模火山噴

火に対する観測研究や災害対応における課題の抽出には，具体的な対象火山を設定する

ことは重要である。そのため，大規模火山噴火への対応が社会的に検討されている桜島

と富士山を対象とすることに意義がある。桜島および富士山では主に研究を実施してき

た研究機関や研究者が異なるだけでなく，大規模火山噴火で想定されている噴火のタイ

プおよび対応が異なっている。さらに言うと，活発に噴火が継続し，そして地下でのマグ

マの蓄積が継続している桜島と，特段の表面現象はなく，地下へのマグマの蓄積の増加

を示唆する観測結果のない富士山とは大きく状況が異なる。 

そこで，桜島と富士山におけるこれまでの研究と課題を共有し，今後５ヶ年の展望を

するために研究集会を２回実施した。１回目は 2024 年９月中旬に山梨大学にて８つの研

究課題の担当者と富士山を研究テーマとしている研究者が集まって２日間にて研究集会

を行った。大規模火山噴火における主要な災害誘因は桜島は大量軽石火山灰降下である

が，富士山は溶岩流であるため，桜島は噴火の事前避難が必須で，富士山は噴火口が判明

してからの避難という大きな相違点を参加者間で共有した。一方，大規模火山噴火は両

方の火山がともに山腹噴火が想定されており，事前に噴火口が不明であることが共通し

ており，いかに早期に噴火口を把握するかが共通課題であることが参加者間で共有した。 

２回目の研究集会を 2024 年 12 月中旬に鹿児島市にて研究課題担当者と桜島を研究テ

ーマとしている研究者が集まって２日間にて研究集会を行った。この研究集会には，大

規模火山噴火研究を総合的に進めるため，前の観測研究計画の研究集会と同様に，次世

代火山研究推進事業の課題Ｄ「火山災害対策技術の開発」と京都大学防災研究所の火山

防災連携研究ユニットのメンバーが参加した。 
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２（６） 高リスク小規模火山噴火 

 

「高リスク小規模火山噴火」総合的研究グループ長 寺田暁彦 

（東京科学大学総合研究院多元レジリエンス研究センター） 

はじめに 

火口周辺が観光地化されている火山が突然噴火した場合，たとえそれが小規模であっ

ても大きな災害となり得る。しかし，そのような小規模噴火を観測に基づいて予測する

ことは一般に困難である。また，このような高リスク小規模噴火の研究には様々な困難

が伴う。例えば，火山により活動の特徴や噴火履歴が異なるうえ，火口周辺の土地利用状

況，あるいは火山に対する知識・考え方も地域により様々である。すなわち，高リスク小

規模噴火による被害を低減させるためには，各地域の実情をよく理解したうえで，各地

域に合わせた観測方法および情報提供方法を研究する必要がある。そこで本グループで

は，各火山にて物理観測に基づき現象理解を進めることを基軸に据えつつも，地球化学，

地質学，および社会科学的な手法を分野横断的に適用することで，観測研究から社会へ

の情報伝達までを研究対象とする。 

本研究グループは６つの研究課題および４つの公募研究課題から構成される。これら

成果を整理するために，草津白根山にて構築された概念モデル（Terada et al., 2025）

を代表的モデルとして，深度別に説明する（図 1）。最後に，社会に対する取り組みにつ

いて述べる。 

 

本年度の実施内容 

・  １階：深部から熱水貯留域 

箱根火山では，定常観測網から得られる地震動振幅を図化し，そこへ画像認識技術を

応用する新手法が開発された。また，機械学習に基づく地震波初動読取り技術の高度化

が進んだ。以上により，深部から熱水貯留域周辺へ至る微小地震の活動度や発生位置を

高精度かつ短時間で求めらえるようになった（東京科学大学［課題番号：TIT_01］）。 

草津白根山では，現地採取した火山ガスの CO2/H2S や He 安定同位体を繰り返し測定

することで，マグマ起源流体の関与が議論された（東京科学大学［課題番号：TIT_01］）。

同様のガス採取および分析は硫黄山（霧島火山）や箱根山でも繰り返し実施され，マグマ

起源流体の関与の増減が示された（気象研究所［課題番号：KOBO16］）。 

このように現地採取されたガスの組成分析には，専門的技術と時間が必要である。こ

の課題を解決するために，新しい CO2 濃度分析手法が開発された。この結果，収率 99% 

を達成しつつ，分析時間を従来の半分に短縮した（図２，Yaguchi and Ohba, 2024）（気

象研究所［課題番号：KOBO16］）。 

これに対して，自動測定装置を用いた試みも実践された。箱根火山では CO2/H2S の現

地自動連続観測装置が稼働し，その変化が深部膨張や浅部群発地震に関係していること

が指摘された（東京科学大学［課題番号：TIT_01］）。 

 

・  ２階：熱水貯留域周辺 

各火山で多項目モニタリング観測が実施された。例えば草津白根火山では，物理観測

と火山ガス・温泉等の多項目観測を継続した結果，2024年５月以降，2014・2018年と同様
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のマグマ起源流体の供給量増加が捉えられた（東京科学大学［課題番号：TIT_01］）。阿

蘇火山では，ドローンを用いた地球化学的モニタリング測定が試行された。その結果，熱

水系の化学的状態を反映する CO2/SO2 や SO2/H2S が求められ，現状は静穏期に相当する

と評価された。また，ドローンで採取された火山ガスの δ18O と δD 分析値は，地下熱

水系で分岐したと思われる2種類の流体の存在を示していた（京都大学理学研究科［課題

番号：KUS_O3］）。 

新たな技術開発も進められた。人工電流による地下浅部比抵抗値の時間変化を検出す

る試みが草津白根山で実施された。本年度は，時間変化を計算するための参照モデルが

示され，特に浅部の空間分解能が従来モデルよりも大幅に向上した（図３，Ishizu et al., 

2025）（九州大学［課題番号：KOBO15］）。同様に，比抵抗構造の時間変化を検出するた

めに実績のある ACTIVE による繰り返し測定データが阿蘇火山で蓄積された（京都大学

理学研究科［課題番号：KUS_O3］）。 

蔵王火山では，特殊な火山弾に対する岩石学的検討がなされた。その結果，上昇してき

たマグマが熱水系構成岩石を溶解させ、両者が混合するという従来まで想定されていな

かったプロセスが示された。この知見は，噴火前に観測される物理・化学データの解釈に

も影響するだろう（山形大学理学部［課題番号：KOBO17］）。 

 

・  ３階：熱水貯留域から地表へ 

蓄積された流体が地表へと至る過程について新知見が得られた。草津白根山では，

Sentinel 衛星が取得した SAR 画像を解析した結果，同山でこれまでに知られていなか

った圧力源が、熱水貯留域よりも更に浅部に求められた（東京科学大学［課題番号：

TIT_01］）。 

さらに，草津白根山にて試行された新しい観測手法として，土壌気体水銀放出率分布

が測定された。その結果，破砕帯に相当すると思われる高水銀放出帯が見出された。これ

は，熱水貯留域から地表へと至る通路かも知れない（東京科学大学［課題番号：TIT_01］）。

熱水系火山でよく認められる土壌拡散 H2S 測定手法についても，測定ダイナミックレン

ジ改善などの改良が進んだ（東京大学理学系研究科［課題番号：UTS_06］）。 

噴火前に進行すると思われる流体流路閉塞過程を解明する新しい試みが進められた。

御嶽山では，2014年噴火で放出された岩塊に注目して，岩相や構成粘土鉱物，その３次元

的構造をCT撮影するなどの基礎分析が進んだ（名古屋大学大学院環境学研究科［課題番

号：KOBO14］）。 

 

・  大気：地表からの放出と運搬，堆積 

阿蘇火山では，微動，空振観測等により地表面付近での諸現象がモニタリングされた。

過去観測データを再検討することで，特に火口湖面の動揺が，微動・空振データとしてど

のように現れるか理解が進展した（京都大学理学研究科［課題番号：KUS_03］）。 

ドローンを用いた MultiGAS 測定技術向上の取り組みが，十勝岳や阿蘇山をテストフ

ィールドとして進められた。その結果，主要ガス成分５種を測定する高性能センサで構

成された装置の重量を 1.5 kg まで軽量化させた。更に，H2S センサの鉛直アレーを組

んでドローンに吊下することで，従来は困難だった H2S 放出量測定を可能とした。今後，

これらの技術は水蒸気噴火を起こす火山のモニタリングに活用されてゆくだろう（東京
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大学理学系研究科［課題番号：UTS_06］）。 

小規模噴火履歴を地質学的に復元するための新しい手法として，湖沼堆積物のコアサ

ンプルが草津白根山で採取された。各元素の時間変動が分析されており，詳細な解析が

待たれる。また，阿蘇火山でも新しい手法が適用されている。すなわち，マグマ噴火で放

出されたテフラの熱磁気分析が行われ，岩石磁気学的特徴が噴火により異なることを見

出した。その理由を解明できれば，噴火発生条件へ新たな拘束を与えられるだろう（富山

大学［課題番号：TYM_03］）。 

 

・  社会との関わり 

箱根山（神奈川県温泉地学研究所，およびオンライン）では，研究者と行政機関を一堂

に会したシンポジウムを開催し，110名の参加者を集めた。草津白根山では草津町役場に

おいて草津町長自らが遠隔操縦型ドローンを飛行させ（図４，寺田・田村，2025），同火

山の状況把握を行うとともに，情報共有方法の課題について意見交換した（東京科学大

学［課題番号：TIT_01］）。 

御嶽山では登山者を対象としたアンケート調査を実施した。その結果は，彼らに火山

に関する基本的知識が不足していることを示していた。その一方で，登山者の多くは火

山情報に関心を持ち，噴火警戒レベルの存在を認識している。効率的な情報伝達の仕組

みの構築，開発が急務である（名古屋大学［課題番号：NGY_07］）。 

阿蘇山では，地域のステークホルダーが火山状況を随時把握するための VUI（火山活

発化指数）評価準備を進めた。本年度，従来の VUI 算出項目に全磁力データを加えたこ

とで，自動化が可能な項目の実装は完了した（京都大学理学研究科［課題番号：KUS_04］）。 

アウトリーチ活動も盛んに行われている。本年度は，全課題で合計58件が実施され，の

べ1,000人以上と関わることができた。内容は講演，現地見学，施設案内など多岐にわた

り，その対象者も地域住民や小中学校生，行政，報道機関など多様であった（図５）（［課

題番号：全課題］）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

観測に基づき地下の状態変化が想像できるようになってきた。しかし，噴火発生に至

る契機は何か，そのシグナルは何かという根幹部分には十分に迫られていない。また、各

火山で状況が大きく異なり，火山ごとに担当研究者の構成が変わることも、本グループ

の研究体制を複雑にしている。 

このような状況においては，情報共有を深め，各研究者の考え方を整理し，取り組むべ

き課題を整理することが有効であろう。例えば2025年１月に実施した研究集会では，専

門分野の異なる研究者において，水蒸気噴火に関する認識や研究の方向性の違いが浮き

彫りとなっている。 

その一方で、火山の現状を把握する技術は着実に進展した。現状において到達できて

いる成果を社会に伝え，いかに有効活用されるかまでを研究目標に含めることが，各研

究者に求められる。各機関で実施されているアウトリーチ活動（図５）は、そのような取

り組みの一助になるであろう。 
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図１．本年度の主要な各研究成果を，水蒸気噴火発生場に関する概念モデルに表現した

もの。概念モデルは各火山で異なるが，ここでは草津白根山（Terada et al., 2025，東

京科学大学［課題番号：TIT_01］）を用いた。 

 

 

図２．新規開発された CO2 濃度分析手法。従来の半分程度の時間で火山ガス分析が可能

となった（Yaguchi and Ohba, 2024，気象研究所［課題番号：KOBO16］）。 
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図３．人工電流による草津白根火山の地下３次元比抵抗分布解析．同じ観測点で比較す

ると，新手法(a)は，従来の方法(b)と比べて詳細な構造が得られている（Ishizu et al., 

2025，九州大学［課題番号：KOBO15］）。 

 

 

 

図４．ドローンポートを用いた観測試験。草津白根山上空のドローンを草津町役場から

遠隔操縦した（寺田・田村，2025，東京科学大学［課題番号：TIT_01］）。 
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図５．2024年度に各課題で実施されたアウトリーチ活動のまとめ（「災害の軽減に貢献す

るための地震火山観測研究計画（第３次）」令和６年度成果報告シンポジウム発表資料よ

り抜粋）。 
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３ 拠点間連携共同研究 

 

            

東京大学地震研究所・京都大学防災研究所 拠点間連携共同研究 

研究代表者 松島信一 

                          （京都大学防災研究所） 

                        研究代表者 加藤尚之 

                         （東京大学地震研究所） 

 

これまでの地震・火山観測研究計画では，地震や火山噴火の発生の予測を最大の目標

とし，それにより地震や火山噴火による災害の軽減を目指してきた。しかし，平成 23 年

（2011 年）東北地方太平洋沖地震の発生により多くの犠牲者が出たことを踏まえ，地震

や火山噴火の科学的な予測が極めて困難であっても，現在の地震学や火山学には災害軽

減に役立てられる多くの知見が集積されていることから，平成 26 年度から開始された

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」（建議）において大きく方針を変

更し，「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」（建議）及び「災

害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第３次）」（建議）でもその方針が継

続された。即ち，地震や火山噴火の発生予測の実現を重点とした方針から，それらの予測

を目指す研究を継続しつつも，地震・火山噴火災害をもたらす誘因の予測研究に重点を

置いて組織的・体系的に進める方針に転換した。そのため，地震学や火山学を中核とする

ものの，災害予測や防災を目的とした研究に注力するために関連する理学，工学，人文・

社会科学などの分野の研究者が参加して，協働して推進することになった。 

平成 25 年までの建議に基づく観測研究計画では，自然現象である地震発生や火山噴火

現象の理解に基づきそれらの科学的な予測を目指すという考え方から，「地震・火山科学

の共同利用・共同研究拠点」である東京大学地震研究所が中核となって計画を推進して

きた。しかし，災害予測や防災に関連する研究者と協働して計画を推進するためには，東

京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究拠点」である京

都大学防災研究所とが連携して，計画を進めることが有効であるとの結論に至り，両研

究所が協働し，それぞれの分野の共同利用・共同研究拠点として，連携して共同研究を進

めることとなった。具体的には，両拠点の研究者が中核となって建議に沿った大テーマ

を決め，それを実現するための研究について全国の研究者からの研究提案を公募して全

国規模の共同研究を進める「重点推進研究」と両拠点がそれぞれ関連の深い地震火山研

究コミュニティと自然災害研究コミュニティの２つの学術コミュニティに呼びかけ建議

の主旨を踏まえた研究を公募する「一般課題型研究」を実施している。 

 

１．重点推進研究 

重点推進研究のうち総括研究は「巨大地震のリスク評価の不確実性に関するパラダイ

ム構築の推進」と題し，この内容に即した６つのグループが研究課題を提案し，９つのグ

ループ全体で実施した。一方，特定研究（その１）～特定研究（その３）では，総括研究

のうち深掘りが必要と考えられる研究課題について募集し，研究を実施した。 
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（１）総括研究 

総括研究は「巨大地震のリスク評価の不確実性に関するパラダイム構築の推進」と題

し，2023 年度に引き続き，(１)震源過程，(２)伝播・深部地盤構造，(３)強震動予測，

(４)浅部地盤構造，(５)構造物被害予測，(６)リスク評価の研究グループに分かれ，それ

ぞれの分野におけるリスク評価の不確かさの要因についての検討を進めるとともに，こ

れらの知見を統合するための(７)プラットフォーム構築グループ，(８)ステークホルダ

の参画に関する研究グループおよび(９)大規模計算のためのコンピュータサイエンスグ

ループの９グループで実施した（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC01]，Kai et al., 

2024，木佐貫, 他, 2024，中田, 他, 2024，王, 他, 2024，Yanxue et al., 2024a，Yanxue 

et al., 2024b，Zelin et al., 2024）。 

震源過程について，プレート境界面における反射係数の違いから摩擦強度の分布を推

定し，将来発生する南海トラフ地震の地震像に迫るために，四国西部において反射波の

抽出作業を行った。津波予測に関しては，2022 年トンガ火山噴火による気象津波の具体

的な増幅要因を明らかにするため，噴火に伴って発生した大気重力波をモデル化し，奄

美大島を含む南西諸島に着目した気象津波の計算を行った。その結果，噴火時に放出さ

れた大気重力波を想定した 0.5hPa 程度の微気圧波で 1m 程度の振幅を再現した。深部地

盤・伝播経路については，昭和南海地震震源域西端にあたる豊後水道沖合周辺で実施し

た地殻構造調査の解析を進めた。地震断層にあたるプレート境界面の物性を高解像度で

把握するため，地震波反射法構造調査に対する全波形インバージョンの適用に取り組ん

でいる。浅部地盤構造に関しては，液状化の可能性のある緩傾斜地盤を対象に，２次元の

有効応力解析を実施した。不確実性として，代表的な地盤物性値である相対密度の空間

的な変動を考慮した。液状化に起因する地盤の側方流動量は，地盤物性の空間変動を考

慮することで大きくなる傾向にあり，特に緩斜面の中央部でその傾向が顕著であること

が明らかとなった。構造物被害予測については，等価線形化法における等価減衰定数お

よび応答低減係数の算定に対する降伏後剛性の影響を解析的に検討した。等価線形化法

を用いた被災度判定における解析精度の向上を目的として，高強度鉄筋を主筋に用いた

鉄筋コンクリート造梁部材の降伏点変形評価法の精度向上に関する研究を行った。鉄筋

コンクリート造建物の被害関数として汎用性の高い被害関数の構築手法として地震動強

さを建物の固有周期帯での速度応答値とすること，建物固有周期 と建物耐力を分布に沿

ってばらつかせた建物群に対する地震応答解析によって被害を推定する手法を提案した。

様々な PE 管の敷設割合（PE 管率）の１次元配管系の数値モデルを構築し，PE 管率とね

じ継手鋼管の破断状況の関係性を評価した。リスク評価高度化に関しては，札幌市にお

いて 1976 年，1985 年，2008 年，2020 年の航空写真から作成した点群データを用い 3D 都

市モデルを作成した。また，作成したポリゴン情報と「PLATEAU」によるポリゴンデータ

とを比較することで，モデルの精度を向上させるための補正式を開発した。加えて，過去

から現在までの 3D 都市モデルの建物ボリュームの変化量を用い，街区ごとに将来の建物

ボリュームを予測する手法の構築を試みた。プラットフォーム構築に関しては，南海ト

ラフ沿いで発生する巨大地震について，地震発生時の強震動によるリスク評価の他，長

周期地震動や津波によるリスク評価を統一して実施することを目的として，震源モデル

の在り方について検討した。コンピュータサイエンスについては，ランダム入力に対す

る動的応答を多数回実施し，その卓越振動数等を分析することで，三次元構造の内部状
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態の推定性能を向上させうると期待されるが，その解析コストを削減することを目的と

して開発した，「CPU と GPU を連成させ，シミュレーション内で生成される過去時間ステ

ップにおける解析結果を学習しつつ，有限要素解析のカーネル部分の稠密化を行う手法」

を三次元地盤構造の構造推定に適用し，その推定性能について検討した。災害リスク情

報・ステークホルダ参画に関しては，これまでに構築してきた南海トラフ地震の震源モ

デル・強震動予測モデル・表層地盤増幅率の組み合わせをもとに作成した地表速度のば

らつきのモデルの中で，行政が実施する地震動推定，研究者が新たに実施する地震動推

定結果の位置づけを Web 上で簡易に評価，見える化を行うことが可能なシステムの構築

を行った。 

 

（２）特定型（その１） 

「巨大地震・津波を起因とする火災リスク評価の高度化」では，以下の成果が得られ

た（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC02],秋月, 2024a，秋月, 2024b，Akizuki, 2024， 

Akizuki et al., 2024，秋月, 他, 2024，秋月, 山口, 2024，北後, 2025，川村, 他, 

2024，西野, 2024，西野, 2025，大江, 他, 2024，吉田, 他, 2024）。 

地震火災・津波火災のリスク評価手法の高度化に関し，石川県・富山県・新潟県の消

防本部にアンケート調査を行い，2024 年能登半島地震に伴う個々の火災の正確な情報を

収集した。この火災記録を分析し，次のことを明らかにした。（１）今回の地震で発生し

た 12 件の地震動起因の建物火災のうち，発火源が不明な２件を除けば，大半は電気器具・

電気設備や電気配線を発火源とする火災で，その他は石油ストーブや工場の溶融金属な

どを発火源とする火災であった（図１）。電気関連の火災が多いという点については，過

去 30 年間に日本で発生した地震火災の傾向と同様である。（２）火災記録を用いて人口

一人あたりの出火確率と地震動強さ指標の統計的な関係（以降では，出火モデルと呼ぶ）

を推定した（図２）。（３）今回の地震で発生した２件の津波火災の発生要因を 1993 年

北海道南西沖地震や 2011 年東北地方太平洋沖地震のデータと合わせて見ると，建物や自

動車を大量に流失させるような強い津波を受けた地域では，津波ガレキが火災の発生に

強く関与するが，建物や自動車がさほど流失しない弱い津波を受けた地域では，主に浸

水した建物や自動車の電気系統（電気部品・電気設備や電気配線）が火災の発生に関与す

る。（４）ある地域における津波火災の出火確率は，その地域の建物流失率の関数として

表現され，平均では浸水建物１万棟あたり約２件から約６件まで変動する。また，2014 年

に国土交通省の調査検討会から報告された F43 断層モデルを用いて，輪島市中心部を対

象に地震火災リスク評価を行った結果，（１）今回の地震の焼失棟数（約 240 棟）はリス

ク評価結果の条件付き超過確率 1.9%に相当し，想定される火災被害の中でもかなり大き

なクラスに相当すること，（２）焼失確率の相対的に高い建物が集中する範囲がいくつか

浮き彫りになり，今回の地震で焼失した範囲はそれらの一つと概ね対応すること（図３），

が分かった。 

地震後火災リスク軽減のための積極的避難誘導照明の有効性に関する研究について，

実験空間の被験者観察位置での輝度分布を測定し，煙濃度や照明条件に応じて視野平均

輝度や誘導灯との輝度対比の変動を把握した。また誘導灯や積極的誘導照明の光量が白

煙に散乱することで，避難口誘導灯のピクトグラムが見にくくなることを輝度差の変化

で捉えられることを示した。手すり位置に積極的誘導照明を配置する際，光源輝度
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800cd/m2 では散乱成分が多すぎて前方の誘導灯が識別しうる輝度対比を維持できないこ

とを把握し，積極的誘導照明の設置の際には光量や配置が重要となることを示した。さ

らに現在消防法施行規則で規定されている誘導灯の輝度値では濃煙下では識別できない

ことを，観察位置と輝度対比の関係で示した。現在光源として使用されている LED は消

費電力が非常に低いため停電時に一定時間点灯させるバッテリー容量も小さくすむこと

を考慮すると，規定値の見直しを行うべきであることを示した。 

地震火災の発生を抑制する出火パターン別に見た対応行動モデルの策定について以下

のことが分かった。大規模火災が発生したのは輪島市中心部の日本海沿岸で，ハザード

マップでは津波浸水地域となっており，周辺住民の約７割は地震直後に津波を恐れて避

難している。出火した住宅の住民も地震直後に避難しており，火災覚知の遅れに繋がっ

たと考えられる。他方で LP ガスの元栓をしめる，電気のブレーカーを落とす，火の元の

確認や始末をしたのは２～３割程度であった。なお，地震直後の使用していた火気への

対応は，1995 年の阪神・淡路大震災の時の住民の対応とほぼ同じであり，津波避難によ

る影響は見られなかった。火災を知った時の行動については，「火の様子を見ていた」，

あるいは，「何もしなかった」が非常に多く，次いで火災現場へ向かったのは約 15％，

下敷きになった人の救助をしたのは約 7％あるが，延焼防止の活動はほとんど行われてお

らず，阪神・淡路大震災と大きく異なる。津波避難で遠くに離れていたことによる影響が

大きいといえる。 

 

（３）特定研究（その２） 

「地震ハザードにおける地下構造の影響の定量的評価の研究」では，以下の成果が得

られた（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC03]，南方, 他, 2024，野口, 香川, 他, 

2024，野口, 佐々木, 他, 2024，野口, 吉田, 他, 2024，高柳, 他, 2024，竹中, 他, 

2024，Thinzar Yadanar et al., 2024，Thinzar Yadanar et al., 2025，上林, 赤澤, 

他, 2024，上林, 岩田, 他, 2024，山田, 竹中, 2024,）。 

徳島県美馬市，鳥取県鳥取市の地すべり地域，三野断層近傍にて微動探査と重力探査

を実施した。微動探査の結果より，地すべり地域では滑落崖やその周辺で H/V の形状や

卓越周期が変化すること，三野断層近傍では断層線上やそのごく近傍で破砕帯の影響と

みられる H/V の卓越周期の変化や水平動成分の異方性があることが確認できた。また，

地すべりの移動体と滑落崖の境界，断層のごく近傍でＳ波速度構造が急変することがわ

かった。重力探査の結果より，地すべり地域内に地質の不均質性を反映した低重力異常

域，断層の褶曲運動に伴う高重力異常域と断層破砕帯の影響を反映した低重力異常域が

確認できた。また，強震観測網の波形記録とそのスペクトルインバージョンの結果を利

用した自己相関関数解析によって観測点直下の地盤の疑似的な反射プロファイルを求め

る手法を開発し，それを岡山県内にある自治体の震度計観測網（岡山県震度情報ネット

ワーク），気象庁の震度観測点と防災科学技術研究所の K-NET，KiK-net などの稠密な強

震観測点と岡山県周辺の K-NET，KiK-net 観測点で観測された地震の波形に適用した。そ

の結果とボーリングデータをもとに岡山県内の沖積層と洪積層の境界，続く洪積層と新

第三期以前の層（工学的基盤相当）との境界の深度分布を推定した。さらに，2024 年能

登半島地震で震度７を観測した志賀町富来町香能(ISK006)と領家(JMA914)の２か所にお

いて微動アレイ探査を実施し，観測データを取得した。ISK006 ではレイリー波を用いて，
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JMA914 ではレイリー波とラブ波の両方の位相速度を求め，約 5～30Hz で両方を満足する

ような速度構造モデルを推定した。速度構造モデルの推定を試み，推定誤差の分布がラ

ブ波・レイリー波で異なることが示された。さらに位相速度とレシーバー関数を同時に

解析する方法を検討し，取得したデータに対する適用を試みている。また，近畿地方に展

開されている関西地震観測研究協議会や防災科学技術研究所 F-net などの記録を用い，

周期約 10～50 秒の表面波を用いて，レイリー波およびラブ波位相速度を推定した。推定

した位相速度と地殻構造モデルから計算される理論位相速度との比較では，誤差の範囲

内で両者が一致した。一方，京都盆地と花折断層帯を対象に，盆地端部等で地震基盤が不

整形となっている場所を含む地盤構造モデルを考慮した地震動シミュレーションにより，

定量的な地盤増幅特性を評価するために，盆地端部からの距離や盆地深さに応じたばら

つきを評価する方法について検討した。その結果，計算領域全域では，既往の地震動予測

式のばらつきと大きな違いがないことが分かったものの，盆地内の詳細な比較について

まだ検討が不十分である。 

 

２．一般課題型研究 

（１）地震の災害誘因の事前評価手法の高度化 

「岩盤崩壊－河道閉塞－堰止湖決壊による複合連鎖災害の発生場予測: 斜面地形発達

史の理解に基づくハザード評価」では，直近に地震および豪雨による甚大な被害のあっ

た能登半島での発災実態に関する踏査を行い，地盤構造の解析や物理化学分析のための

試料採取を進めるとともに，デジタル地形情報に基づく崩壊発生場の空間解析を行った。

これにより，地形条件や風化帯の構造と物性が斜面変動に与える影響が明らかになりつ

つある。また，西南日本外帯や中部山岳域における地形構造を解析し，隆起に対する応答

としての地形発達の途上における不安定斜面の出現を検討した。河川の下刻による斜面

の下部切断と起伏量の獲得が岩盤崩壊の素因となる過程についてモデルによる定量化を

試みた。またそうした地形の進化に要する時間スケールを推定するため段丘の年代測定

や斜面の削剥速度の推定を行った。（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC05]，Matsushi, 

2024a, Matsushi, 2024b, 松四, 2024a, 松四, 2024b, 松四, 2025）。 

「既存在来木造建物に大きな被害を引き起こす地震動の発生要因に関する研究」では，

以下の成果が得られた（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC08]）。 

耐力が高い建物を対象とした検討を行うために，簡易な振動実験を行うことにより地

震動の破壊力を測る箱形試験体として，壁量の多い試験体の開発，検証を行った。その結

果，壁量の多い試験体も実大試験体と同様の復元力特性を再現でき，壁量が多いほど，最

大耐力時の変形など靱性能が小さくなることを確認できた。ここで，箱形試験体の外観

を図４に示す。壁が入る中央の４パネル全てに筋交が入っている（これまでは４パネル

のうち２パネルのみに筋交）。入力地震動は，既存建物を想定して，2003 年宮城県沖の

地震の JMA 大船渡 50%を入力した後，耐力が低い建物に大きな被害を与える１～２秒よ

り短い 0.5～１秒という成分が大きい 2016 年熊本地震の KiK-net 益城 EW 成分を 107%に

拡大して入力した。試験体は，まずホールダウン（HD）金物を締めた状態で地震動を入力

し，その後，補修，具体的には，中央の壁構面の筋かいの向きを変えて再設置し，HD 金

物を緩めて入力した。即ち，耐力が高い試験体の２レベルのデータを得ることができた。

補修後の写真を写真１に，補修前後の荷重変位関係を図５～６に示す。また，これまでの
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耐力が低い試験体と最大耐力時の塑性率を比較して図７に示す。建物の耐力（降伏ベー

スシア係数）が大きくなるに従って，最大耐力時の塑性率，即ち，靱性能が低下している

傾向を確認することができた。 

「高精度な地盤増幅特性評価のための多様な地盤構造調査結果の統合化に関する共同

研究」では，以下の成果が得られた（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC10]，神野, 他, 

2024, 津野, 他, 2024, 神野, 他, 2025）。 

輪島市街地を対象に余震観測を実施し，さらにこれらの観測点周辺で微動観測を実施

し，対象地域の地盤震動特性について検討した。余震観測は，平野全体をカバーし，地盤

震動特性の変化を把握できる高密度なアレイ配置を念頭に，市街地の東側を流れる河原

田川に沿った測線とそれにおおよそ直交し ISK003 と JMA 輪島を結ぶ測線，西側を流れる

鳳至川に沿った測線とそれに直交する２つの測線の計５つの測線を設け，合計 30 点で行

われた。観測点の間隔は 50～800m 程度であった（図８）。余震観測期間中に観測された

2024 年 11 月 26 日 22:47 の石川県西方沖の地震（Mj6.6）の速度波形によると，被害が大

きかった市街地北部の ISK003 から JMA 輪島を結ぶ測線の周辺の観測点の最大速度は，比

較的標高が高い地域や ISK003 の近傍などの他の地点に比べて大きく，加えて後続波の振

幅も大きく，継続時間も長くなることが明らかになった。さらに，いくつかの余震観測点

において，ISK003で共通して記録が得られた地震のＳ波 Transverse成分を対象に，ISK003

の記録とのスペクトル比の観測点ごとの平均を求めた。被害が大きかった地域では，周

期 1Hz 付近に明確なピークが見られた。一方，市街地の南側の地域では 3～6Hz にピーク

を持ち，2Hz よりも低周波数側では倍率は１以下となり，ISK003 に近接する点では増幅

率が１程度以下になるなど，平野全体での地盤増幅特性に大きな変化があることが明ら

かになった。 

余震観測点の周辺において浅部の地盤構造を推定するために微動アレイ観測を行った。

河原田川に沿った測線とそれに直交する測線の観測点における微動アレイ観測（正三角

形の辺長を 6m，3m とした７点アレイ）によると，被害の大きかった地域における高周波

数側の帯域の位相速度は 100m/s 程度で，本観測で検出された位相速度はほぼ平坦なもの

であり，表層は非常に軟弱であることが想定された。一方，それ以外の観測点は，高周波

数側の位相速度は被害が大きかった地域よりも速い地点が多く，本観測で位相速度が検

出された周波数範囲内で位相速度が増加する様子も見られるなど，平野内の表層地盤に

も様々な変化があることが分かった。ISK003 のごく近傍では被害が全く生じていなかっ

たが，西側や北西側に 100～200m 程度離れると甚大な被害が生じていた。これは本震時

の地震動が ISK003 とその周辺で異なっていたことを示唆している。そこで，ISK003 を通

る南北測線と ISK003 から JMA 輪島に向かう東西測線の２つの測線を設け，単点微動観測

を行った。観測点間隔は 60～100m 程度であった。両測線とも H/V スペクトル比の形状は

系統的に変化しており，特に被害が大きかった地域は 1Hz 付近で非常に明確なピークを

持ち，H/V スペクトル比の特徴と建物被害は概ね良い対応を示した。 

「1894 年庄内地震の詳細な建物被害分布に基づく地震動特性評価手法に関する研究」

では，以下の成果が得られた（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC11]，石瀬, 他, 2024，

石瀬, 他, 2025, 松島, 他, 2024, 山本, 他, 2024a, 山本, 他, 2024b, 山本, 他, 

2025）。 

複数点における微動観測をおこない，表層地盤による地盤増幅特性を推定するための
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データ収集を行った。アレイ微動観測は中サイズの計９地点，小サイズの 11 地点の計 20

地点で Rayleigh 波位相速度を求めた。アレイの形状は原則，一辺が 135m，45m，15m，5m，

2m である正三角形とした（１アレイのみ別形状）。単点微動観測は主として東西方向に

７測線，南北２測線で間隔が狭い所では 1km 間隔，広い所では 2km 間隔で観測点を配置

した（図９）．また，測線間を補完するように測線内外で単点微動観測を行い，アレイ観

測点中心点と臨時強震観測点と合わせて計 132 地点となった。観測には主に加速度地震

計 SMAR-6A3P と JU410 を用いた。サンプリング周波数は 200Hz とし，単点観測では 30 分

以上，アレイ観測では大きさに応じて 10 分から２時間の計測を行った。微動水平上下ス

ペクトル比（MHVR）については盆地構造に起因する方位依存性や卓越周期の変化を期待

したが，空間的傾向を明確には確認できない地点が多く存在している。特に，ピークがほ

とんどみられない上に，高振動数域で振幅比が１を下回るような地点もあり，通常盆地

内で観測される MHVR とは異なる様相を呈している。観測で得た MHVR と Rayleigh 波位相

速度をターゲットにインバージョンを行い，観測結果と理論が合致する地下構造を同定

した。推定した地下構造から地盤増幅率を計算し，1.0Hz での増幅率分布が 1894 年庄内

地震の被害分布とよく対応することが分かった。 

一方，庄内地震の被害に関する史資料を整理し，これらをデジタルデータ化した。被

害記録は大字ごと（酒田町と松嶺町は町丁ごと）に残されており，それぞれの大字，およ

び町丁の代表地点の位置情報を付与した。GIS を活用した当該地震被害（家屋被害，これ

に基づく震度分布，一戸あたりの死者数）の分布を可視化した。その結果，家屋全壊率が

高い地域では１戸当たりの死者数も多くなる傾向がみられるが，平野の中央部ではその

傾向が弱まることから，家屋倒壊率が高く，死者数も多い松嶺町の至近距離に 1894 年庄

内地震の震源断層が存在することが示唆された。 

 

（２）地震の災害誘因の即時予測手法の高度化 

「日本近海における津波発生要因の多様性を考慮した沿岸地形による波高増幅機構の

理解に向けて」では，2023 年鳥島近海津波の津波生成要因の素過程，2022 年トンガ噴火

津波の振幅増幅のメカニズム，2024 年能登半島地震による津波の特性など，主に津波生

成および海洋での伝播過程に着眼した研究調査を進め，以下の成果が得られた（拠点間

連携共同研究[課題番号：CTOC04]，千田, 他, 2024, Kubota, et al., 2024, Miyashita, 

et al., 2025, Muhammad, et al., 2024, 宮下, 他, 2024, 三反畑, 久保田, 2024, Sandanbata 

and Saito, 2024, Sandanbata and Saito, 2025, 三反畑, 他, 2024, Sandanbata, et al., 

2024, Sandanbata, et al., 2025, Shirai, et al., 2024, Takemura, et al., 2024, 錦田, 

2024，Yuhi, et al., 2024a, Yuhi, et al., 2024b）。 

津波生成要因の素過程の研究として，日本沖合の津波観測網 S-net および DONET の海

底圧力計記録を解析し，14 回繰り返し発生した津波それぞれの初期波源（海水面鉛直変

位）分布を推定した。その結果，孀婦海山付近に確認された海底カルデラの周辺で繰り返

した海水面を隆起させるような現象が繰り返したことが示され，海底カルデラでの火山

活動に伴って津波が生成したことを提案した（Kubota et al., 2024）。また，津波発生

イベントに伴って強い水中音波が観測されていたが，水中音波記録の解析および数値計

算でのモデリングを行い，これらの現象が海底下 0.5km よりも浅い場所で発生したこと

を明らかにした（Takemura et al., 2024）。一方で，海底火山活動起因の津波生成過程
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の研究として，小笠原諸島・北硫黄島カルデラで 2017 年と 2019 年に発生した火山性地

震の震源過程を調べた。震源から約 1,000km 離れた DONET の海底圧力計記録から振幅 1

〜2mm の極小津波を高精度に検出し，その波形解析によって北硫黄島カルデラで数年ごと

にトラップドア断層破壊が発生し，カルデラ隆起が繰り返し起きていることを確認した。

また，2017 年と 2019 年の断層破壊が異なるセグメントで発生したことで，明瞭に異なる

津波波形が観測され，カルデラ内断層が複数セグメントに分かれており，マグマ蓄積に

よってそれらが交互に破壊することで断層破壊および津波発生が高頻度に繰り返す可能

性を提案した（Sandanbata & Saito, 2024）。 

津波伝播過程における増幅機構の研究としては，奄美大島を含む南西諸島に着目した

気象津波の計算を行い，噴火時に放出された大気重力波を想定した 0.5hPa 程度の微気圧

波で 1m 程度の振幅を再現できることを示した。複数条件での数値実験の結果，奄美での

増幅には海嶺等の深い海域での地形が大きく寄与した可能性があることを示した。また， 

2024 年能登半島地震で飯田港に来襲した津波の波状段波に関して，深海域における波数

分散効果が浅海域の段波生成に及ぼす影響を調査した。波源域から分散を考慮すること

で浅海域における段波出現が 1km ほど陸に近づき，それによって防波堤に作用する津波

波力が大きくなる可能性を示した。さらに，既往研究で提案されている段波化指標を使

うことで水深 200m 程度の位置の津波振幅から浅海域の段波出現を簡易に予測できる可能

性を示し，令和 6 年能登半島地震津波調査グループの一員として津波被害に関する調査

結果をとりまとめた（Yuhi et al., 2024a, Yuhi et al., 2024b）。 

「建物被害と後発地震への応答予測に地盤特性の時空間変化が与える影響の分析」で

は，以下の成果を得た（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC07], Inoue et al., 2024）。 

地震観測データを使用して既往の研究による評価フローに基づき病院室内被害を推定

するシステムを開発した。病院室内被害指標は A～D の４段階である。機器が動き出す PFA

の 150cm/s2，転倒が生じ始める PFA の 400cm/s2，移動により機器同士が衝突し転倒が増

える CA150 の 300cm/s2･s を閾値とした。医療継続性の判定については，設置機器の種類

や配置状況に応じて異なるため条件に応じて判定することを基本とするが，PFV が

100cm/s を超えるような場合にはランク D とする。ただし，被害ランク B～D の場合にお

いても，機器が移動および転倒しない措置や床免震など特別な対策が施されている場合

はこの限りではない。2024 年 12 月に開催された京大病院の災害訓練では，花折断層を震

源とした模擬地震動を入力して室内被害を計算し地震観測網のウェブサイトに表示した。

また地震観測網に新たに京都医療センターを追加し，地震計を設置するとともに微動観

測により振動モードを同定した。一方，2023 年度に構築した地盤－建物連成系モデルを

利用して，軟弱地盤における基礎建物の応答と自由地盤応答の差異を評価した。具体的

には，地震観測建物の基礎形式および規模を参照して，3D-FEM により建物基礎に対する

地盤抵抗（基礎インピーダンス）を評価し，基礎インピーダンスを利用したスエイ－ロッ

キングモデルによる地盤－建物連成系の動的相互作用解析を実施することによった。そ

の結果，建物基礎で観測された記録から自由地盤の地表面応答をある程度合理的に算出

できることを示した。2024 年７月に実施した能登半島地震後の病院訪問調査（８病院）

において，病院敷地および建物の微動観測を実施し，病院から報告を受けた被害と地盤

特性や建物特性の相関について分析を進めている（図 10）。 

「震度の世界動向と即時性を有した真の強震動を反映した指標のあり方の検討」では，
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以下の成果が得られた（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC09]，中澤，他, 2024, 汐

満，他, 2024, 亀井，境, 2024）。 

はじめに，建物の大きな被害が想定される高震度では建物の全壊・大破と相関の高い

周期 1～1.5 秒，低震度では人体感覚や物品の動きといった中小被害と相関のある 0.1～

1 秒の弾性加速度応答を用いて，日本の震度階級を応答スペクトルから計算する式を構築

した。次に，日本の震度階級と MM 震度階の説明文を対応付けることで，応答スペクトル

を用いた MM 震度階の算定フローを図 11 のように定めた。表１に，過去の様々な強震記

録と強震観測点周辺の被害状況，MM震度階を示す。表１のうち推定した被害率である 1999

年台湾集集地震を除き，建物棟数が 100 棟以上の観測点を対象に MM 震度階による被害関

数と実被害率の関係を図 12 に示す。PGA，PGV に基づく既存の算定式（図 12(a)）では実

被害率の大きな観測記録でも震度が 10 以下であるが，提案する算定法（図 12(b)）では

実被害率の大きな観測記録のいくつかで MM 震度階を 10 と判定できており，海外の強震

記録の破壊力を MM 震度階という国際的な指標で表現することが可能となった。 

 

（３）火山噴火による災害誘因評価手法の高度化 

2024 年度は，本研究課題に関する研究課題は実施されなかった。 

 

（４）地震・火山噴火の災害誘因予測・リスク評価を防災情報につなげる研究 

「令和６年能登半島地震の震源域の強震動特性が建物被害に及ぼした影響の解明」で

は，以下の成果が得られた（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC06], 川瀬，他, 2024a，

川瀬，他, 2024b）。 

地盤の微動観測とそのデータを用いた強震動特性の評価に関し，大被害地域での建物

被害と地盤特性の関係を把握すべく，強震観測地点（K-NET，Kik-net，JMA）13 地点に，

空間的補完を考慮した 12 地点を加えた合計 25 地点で得られた微動から，微動水平上下

スペクトル比（MHVR）を計算し，既往の手法で擬似地震動水平上下スペクトル比（pEHVR）

を計算した。その上で，既往研究による上下動補正係数（VACF）を乗じることにより，擬

似サイト増幅特性（pHSAF）を計算した。その結果，建物被害が大きかった地点周辺の観

測地点の pHSAF は，概ね，やや短周期（周期１秒付近）の成分が大きいことが分かった。

他方，被害が大きくなかった能登町内の，強震観測地点以外に追加した微動観測地点で

は，pHSAF のピーク振幅も輪島市内のそれと比べると低くなっていた。これらのことから，

建物被害の高さと地盤の増幅特性の相関が示唆される。 

一方，観測本震記録からの基盤入射波の逆算に関しては，上述した pHSAF を用いた剥

ぎ取り解析を見据え，強震観測地点において既往のスペクトルインバージョン手法で得

られたサイト増幅特性を用いて基盤波の計算を行った。 

 

これまでの課題と今後の展望 

2009 年～2013 年度に実施された「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」まで

の，地震予知計画を起源とする地震・火山観測研究計画では，地震や火山噴火の発生の予

知のみを目標とし，それにより地震や火山噴火による災害の軽減が達成できると考えら

れていたが，平成７年（1995 年）兵庫県南部地震や平成 23 年（2011 年）東北地方太平

洋沖地震により地震・火山観測研究計画により得られた研究成果は災害の軽減への貢献
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が限定的であることが判明した。このことから，2014 年度から開始された「災害の軽減

に貢献するための地震火山観測計画」から地震・火山噴火災害をもたらす誘因の予測研

究を新たに組織的・体系的に進める方針に大転換した。「災害の軽減に貢献するための地

震火山観測計画（第２次）」に続き，今年度から開始した「災害の軽減に貢献するための

地震火山観測計画（第３次）」でも引き続き，地震学や火山学を中核としつつも，災害や

防災に関連する理学，工学，人文・社会科学などの分野の研究者が参加して，協働して推

進することになり，主に全国の工学，人文・社会科学の分野の研究者が拠点間連携共同研

究を推進してきた。 

拠点間連携共同研究の重点推進研究は，「巨大地震のリスク評価の不確実性に関する

パラダイム構築の推進」を主要テーマとして推進し，総括研究において震源から被害予

測及びそのステークホルダへの伝達までを一貫して行い，さらにステークホルダとの協

働の成果をフィードバックすることで，研究の方向性を議論している。また，総括研究に

おいて見いだされた課題や新たな展開を特定型において掘り下げて詳細に検討するとと

もに新しい技術や考え方について検討し，その成果を総括研究にフィードバックすると

ともに，さらに総括研究で新たに出た課題を特定型で掘り下げる，という循環により研

究の高度化を目指している。 

今後は，重点推進研究の中での循環による研究を進めることと並行して，一般課題型

研究で提案され，実施されてきた研究課題による成果や手法などを取り込む枠組みを構

築することで，災害の軽減に貢献するための研究を高度化しながら継続し，高度化した

成果を供出することを目指す。また，最近の地震後の災害では，地震発生にともない災害

誘因は強震動に留まらず，津波，地盤変状，地すべり，火災，浸水などが相互に影響を与

えたり，これらが連鎖的に起こったりするような，マルチハザードに対する災害リスク

を評価することの重要性が明らかとなっている。さらに，地震発生前後の降雨状況が地

盤変状や地すべりに与える影響は大きく，地震時の災害リスクを評価する上で重要とな

っていることも明らかとなっている。このため，これらのマルチハザードによる災害リ

スク評価を行うためにはより広範な研究領域の研究者と協働することと，災害の軽減の

ための対策を考えるそのためには，実際に被害を受ける構造物や社会システムに直接携

わっている工学，人文・社会科学の分野が理学分野の成果を咀嚼して活用出来るような

体制を整える必要がある。反対に，理学分野が工学，人文・社会科学の分野で成果を出す

ために必要なことを理解し，それに沿った研究方針を立案したり，研究成果をアウトプ

ットしたりすることが重要となる。つまり，観測計画において，これまでの理学的な観測

網の維持のみならず，工学，人文・社会科学の研究の発展に必要な観測計画の立案が必要

になると考えられる。 
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表１．過去の様々な強震記録と強震観測点周辺の被害状況，MM震度階（拠点間連携共同研究[課題

番号：CTOC09]）。 
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図１．地震動に起因する火災の発火源の内訳（Nishino(2023)に加筆）（2024年能登半島地震を含

む近年の主要７地震について）（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC02]） 

 

図２．人口一人あたり出火確率と地震動強さ指標の統計的な関係（Nishino(2023)に加筆）（2024

年能登半島地震を含む近年の主要７地震について）（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC02]） 
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図３．F43断層モデルを用いた地震火災リスク評価から得られた輪島市中心部の一棟一棟の建物

の焼失確率と今回の地震の焼失範囲の関係（拠点間連携共同研究[課題番号：CTOC02]） 

 

図４．地震動の破壊力を測る箱形試験体の概要[課題番号：CTOC08]） 

   

図５．補修前試験体により得られた荷重変位 図６．補修後試験体により得られた荷重変位 

 関係（拠点間連携共同研究[課題番号： 関係（拠点間連携共同研究[課題番号： 

 CTOC08]） CTOC08]） 
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図７．降伏ベースシア係数と最大耐力時の塑性率の関係[課題番号：CTOC08]） 

 

図８．輪島市における余震観測点分布[課題番号：CTOC10]） 
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図９．庄内平野で微動観測を実施した観測点配置（Google Mapに加筆）（青：東西，南北測線，

緑：狭間隔測線，黄色：臨時地震観測点）[課題番号：CTOC11]） 

 

図10．能登半島地震後の病院微動観測結果[課題番号：CTOC07]） 
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図11．応答スペクトルを用いたMM震度階の算定フロー[課題番号：CTOC09]） 

 

図12．MM震度階の被害関数と実被害率の対応（(a)既存の算定式，(b)応答スペクトルに基づく提

案手法）[課題番号：CTOC09]） 
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写真１．補修後試験体の最終破壊性状[課題番号：CTOC08]） 
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